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序 文 

 

我が国はカンボジア政府に対し、1999 年から「法制度整備プロジェクト（フェーズ１、２）」

を通じて民法・民事訴訟法の起草・立法化を支援しました。その結果、民事訴訟法は 2006 年７

月に公布、2007 年７月に施行され、民法は、2007 年 12 月に公布、2008 年 12 月に施行されまし

た（但し、民法は現在関連法令の整備中につき、適用待ちの段階にあります）。しかしながら、

両法案がカンボジア国内において適切に運用されるためには、関連法案の起草が不可欠であり、

また、両法はこれまでカンボジアにはなかった概念を多く含んでいることや、特に民法は条文数

も多いため、普及活動には時間をかける必要があります。このことから、日本に対し更なる協力

の継続について要請があり、司法省が民法・民事訴訟法を適切に運用するための必要な施策をと

れるようになることを主眼としたフェーズ３を 2008 年４月から４年間の期間で開始しました。 

 一方で、国内において両法が適切に運用されるためには、両法を理解する法曹人材を養成する

必要があることから、JICA は 2005 年 11 月 2008 年３月まで、「裁判官・検察官養成校民事教育改

善プロジェクト」を実施し、王立裁判官・検察官養成校（RSJP）におけるカリキュラム策定・改

訂、教材作成・改訂、教官の能力向上に取り組み、民事教育が行われる土台を構築しました。更

に、法曹人材が圧倒的に不足しているカンボジアの現状を踏まえ、今後持続的に同校において民

事教育が行われるためには、教官候補生養成及び教材作成により、学校運営の自立発展性を高め

る必要があるということから、RSJP が自立的に民事教育を実施できるようになることを目指し、

2008 年４月から４年間の期間で、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ

２）」を開始しました。 

 両プロジェクトとも、開始から約２年の中間地点にあることから、今般中間レビュー調査を実

施しました。調査では、両プロジェクトの過去の協力の経緯、実績を踏まえ、現フェーズにて実

施してきた活動の実績、成果、課題等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間で取り組む

べき活動等についてカンボジア国関係者と協議しました。本報告書は、今回のレビュー調査及び

協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業を効果的かつ効率的に実施していくた

めの参考として、活用されることを願うものです。 

 本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 22年 7 月 

 独立行政法人国際協力機構 

                              公共政策部長 中川 寛章  

 



プロジェクト位置図 

 

 

 

首都プノンペン（プロジェクト所在地） 

出典：University of Texas, Perry-Castañeda Library Map Collection. 

（http://lib.utexas.edu/maps/cambodia.html、2010年3月26日アクセス) 



 

現地調査写真 

    

王立司法学院（RAJP）・RSJPとの協議        MOJ起草第４班（供託法）へのインタビュー 

（2010年２月16日）                 （2010年２月23日） 

    

王立裁判官･検察官養成校(RSJP)教官候補生への   国土管理都市計画建設省（MLMUPC）共同コミッティ 

インタビュー（2010年２月24日）          メンバーへのインタビュー（2010年２月25日）   

   

RAJPでの協議議事録（M/M）署名式        MOJでのM/M署名式 

（2010年３月３日）              （2010年３月４日） 



 

略 語 表 

 

BAKC Bar Association of Kingdom of 

Cambodia 

カンボジア弁護士会 

 

CCJAP Cambodia Criminal Justice 

Assistance Project 

カンボジア刑事司法支援プロ

ジェクト 

CLE  

 

Continuing Legal Education 継続教育 

CLJR  

 

Council for Legal and 

Judicial Reform  

法・司法改革評議会 

C/P  

 

Counterpart  カウンターパート 

EWMI East-West Management 

Institute 

イースト・ウエスト・マネジン

ト・インスティテュート（USAID

の資金で活動している米国を

本拠とするNGO） 

ICD  

 

International Cooperation 

Department, Research and 

Training Institute, Ministry 

of Justice, 

Japan 

法務省法務総合研究所国際協

力部 

 

JICA  

 

Japan International 

Cooperation Agency  

国際協力機構 

LASSP 

 

Land Administration Sub 

Sector Program 

国土管理サブセクター・プログ

ラム（フィンランド、ドイツ等

複数のドナーが国土管理都市

計画建設省に対し、土地関連立

法や登記システム構築等を支

援しているプログラム） 

LTC  

 

Lawyers Training Center  弁護士養成校 

MLMUPC Ministry of Land Management, 

Urban Planning and 

Construction： 

国土管理都市計画建設省 

M/M  

 

Minutes of Meeting 協議議事録 

MOEF  

 

Ministry of Economy and 

Finance, Kingdom of Cambodia

 

カンボジア経済財務省 

 

MOJ 

 

Ministry of Justice, Kingdom 

of Cambodia 

カンボジア司法省 

ODA  

 

Official Development 

Assistance  

政府開発援助 

PDM  

 

Project Design Matrix  プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PO  Plan of Operation  活動計画 



 

 

RAJP  

 

Royal Academy for Judicial 

Professions  

王立司法学院 

R/D  

 

Record of Discussions  討議議事録 

RSJP  

 

Royal School for Judges and 

Prosecutors  

王立裁判官・検察官養成校 

USAID United States Agency for 

International Development 

米国国際開発庁 

WG  

 

Working Group  ワーキング・グループ 

 



「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」 

中間レビュー調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：法制度整備プロジェクト（フェーズ３）

分野：ガバナンス（法・司法） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 法・司法課  協力金額（中間レビュー時点）：約 350,447 千円 

(R/D 署名日)2008 年 4 月 8日 先方関係機関：司法省 

協力期間 
協力期間 

2008 年 4 月 9 日～2012 年 3 月 31

日（4 年間） 

日本側協力機関：法務省、最高裁判所、日本弁護

士連合会等 

１－１ 協力の背景と概要 

我が国はカンボジア国（以下「カ」国）政府に対し、1999 年から「法制度整備プロジェクト（フェ

ーズ 1）」を通じて民法・民事訴訟法法案の起草支援を行ってきた。カンボジア国の市場経済化に適合

した法の整備を図るべく、日本・カンボジア合同起草チームにより民法・民事訴訟法起草作業を中心

に協力が行われ、2003 年 3 月に両法案を「カ」国司法省に引き渡すことにより終了した。その後、こ

のプロジェクトの成果を踏まえ、「カ」国政府は民法・民事訴訟法法案の立法化支援及び附属法令整備

を主眼とした継続支援の実施を我が国に要請し、2004 年 4 月から「法制度整備プロジェクト(フェーズ

2)」が開始された。当初 3 年間の計画だったが、関連法令間の調整作業に時間を要したことや、議会

における民法の審議に時間を要したことから、2006 年 10 月の終了時評価調査において 1年間の期間延

長が決められ、2008 年 4 月に終了した。フェーズ 2の成果として、2007 年 7 月に民事訴訟法が適用さ

れ、2007 年 10 月に民法が下院を通過し、同年 12 月には成立した。 

両法案がカンボジア国内において適切に運用されるには、附属法令の起草が不可欠である。また、

民法・民事訴訟法はこれまでカンボジアにはなかった概念を多く含んでいることや、民法は条文数も

多いことから、普及活動には時間をかける必要がある。 

このような状況を踏まえ、民法・民事訴訟法に関する協力を行ってきた日本に対し、更なる協力の

継続について要請があり、2008 年 2 月に事前評価調査を行った。その結果、2008 年度より附属法令起

草の軸足をカンボジア側に移し、司法省が民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を

取れるようにすることを主眼としたフェーズ 3を実施することとなった。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。 

 

（２）プロジェクト目標 

司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を取れるようになる。 

 



（３）成果 

1. 司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が行われる。 

2. 司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び他省庁から提出

された法令との調整が行われる。 

3. 司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知識を広める。 

 

（４）投入（中間レビュー時点） 

 日本側： 総投入額約 157,095 千円 

 ‐ 長期専門家派遣 ５名 

 ‐ 短期専門家派遣 10 名 

 － 研修員受け入れ 22 名 

 － 国内作業部会  のべ 39 名 等 

 相手国側： 

－ カウンターパート配置 

プロジェクトディレクター：司法大臣 

プロジェクトマネージャー：司法省次官 

第一審裁判所所長、最高裁判事、司法省職員等からなるコミッティ、司法省職員からなる

サブコミッティおよび起草班 

－ 施設、事務室 

 司法省内にプロジェクト用の常設事務所、会議室を確保。 

－ 運営経費の自己負担 

２．評価調査団の概要 

2－1調査団構成 

（１）総括 森 千也   JICA 公共政策部ガバナンスグループ次長 

（２）法曹養成 西村 恵三子 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（３）法整備支援 磯井 美葉  JICA 国際協力客員専門員 

（４）評価企画 西畑 絵美  JICA 公共政策部ガバナンスグループ法・司法課職員 

（５）評価分析 樋渡 類   有限会社アイエムジー（IMG）  

（６）通訳（日･ク） 諏訪井 廉  財団法人日本国際協力センター（JICE） 

2－2 調査期間：2010 年 2 月 17 日～3月 5 日 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト活動および成果の実績 

プロジェクト活動はおおむね円滑に行われ、成果が達成されつつあることが確認された。プロジェ

クト活動の当面の進捗と今後の方向性について、確認された内容の概略は以下のとおりである。 

 

成果 1. 「司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が行われる。」

 



今フェーズにおいては、省内で新たに起草作業に参加する職員を育成し、司法省の組織としての能

力を強化することにより、民法・民事訴訟法関連法草案の起草を司法省が自立的に行えるようサポー

トしてきた。すなわち、司法省が起草した草案を検討するというアプローチの下、2008 年の 10 月から

これまでの間に、司法省職員を構成メンバーとする 5 つの起草班が設置されており、法令案の分量・

複雑さや関係省庁の有無により班ごとの違いはあるものの、概ね各班の課題に対処しながら着実な進

捗を見せている。また各班ともに、リーダーの主体性のもとで新たに意欲ある職員を随時追加してき

た。 

起草班会合の開催や内容の検討においては、カンボジア側の自主性が大変高まってきた。各班はま

ず自分たちで検討・起草を進め、解決できない問題についてだけ日本人専門家に質問するようになっ

た。ただし、主に民法についての理解度の低さから、日本人専門家の助言が必要と思われる場面は依

然として少なくない。 

班会合の議事録を作成して保存・共有するという活動は、十分実施されているとは言い難い状況で

ある。班によっては、議事録の担当を決めて、実質的な法令案の議論の段階に入ってからは要約を作

成している。ただしその場合でも検討結果しか記録されていないようである。 

法令案の一元管理については、閣僚評議会に提出した法案は立法局が管理している。プロジェクト

で起草中の法案については、現状ではプロジェクト事務所のコンピュータで管理されている場合と、

起草班メンバーが独自に管理しているものがあるが、将来的には省内のコンピュータで一元管理され

ることが望ましい。 

カンボジア司法省令によって司法省内に設置されたコミッティ（「民法及び民事訴訟法分野担当委員

会」、フェーズ 2まではワーキング・グループと呼称）では、各起草班の法令案について司法省として

の最終的な審議をしてきた。また、フェーズ 2において日本の作業部会が起草を支援した、執行官法、

裁判寄託省令、人事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、民法適用法の各案についても、発令・閣僚評議

会での審議に備え、さらに検討を重ねた。カンボジア側で条文を起草して追加したものもある。また、

特に民法適用法案では、土地法、担保取引法などの他省庁管轄法案との調整や、婚姻家族法との調整

について検討した。しかしコミッティのメンバーには裁判所の仕事に従事している者もおり、また他

の者も業務が多忙であるため、定期的に開催することができておらず、議事録の作成も完全には実施

できていない。 

各起草班メンバーの能力強化の観点で、新たに起草作業に参画した司法省職員の民法、民事訴訟法

についての理解度の向上は、自主的に起草・立法作業を行う上で必要不可欠であり、プロジェクト後

半の課題である。 

 

成果 2. 「司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び他省庁から

提出された法令との調整が行われる」 

 

司法省から提出された法案の審議については、大臣から指名された次官が、テクニカル会合と省庁

間会議に出席し、法案によってしかるべき担当者を同行させている。問題があればコミッティに持ち

帰って再検討している。閣議および国会では、大臣が参加した上で、法案の詳細説明を同行の次官ま

たは次官補が担当している。 



民事非訴訟事件手続法案・人事訴訟法案は、閣僚評議会の審議結果を受けて、司法省内で再検討し、

2009 年 8 月に閣僚評議会に修正案を提出した。人事訴訟法案は 2010 年 2 月 19 日に閣議決定され、現

在国会に上程するために準備中である。民事非訴訟事件手続法案は 3 月 5日に閣議決定された。 

他省庁から提出された法令案については、土地法、区分所有権政令、外国人に建物専有部分の所有

権を付与するための法律、国際養子縁組法、商業裁判所法、地理的表示に関する法案について、民法・

民事訴訟法との抵触の有無や整合性をとるための修正案の検討が、コミッティで行われた。 

なお、司法省管轄法令との関係性がないと担当省庁が判断した場合には、閣僚評議会の前に情報を

入手することができない。また、閣僚評議会で情報を入手してから意見を提出しても、法案の大幅な

修正は不可能である。このように他省庁管轄法案との調整は困難な場合もあり、今後の懸念が残る。

 

成果 3. 「司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知識を広める」

 

普及活動は司法省主導のもとに推進されており、普及セミナーおよび教材の配布が計画どおり着実

に実施されている。新法理解研修は、教育･普及局が担当している。条文および関連教材の配布業務は、

以前はプロジェクトオフィスが担当していたが、現在は司法省に移管され、適切に配布業務が進めら

れている。 

司法省が計画・実施した民法・民事訴訟法の普及活動は、カンボジア全土で 2008 年に 7 回、2009

年に 6回、2010 年は 3月までに既に 3回、開催された。2009 年には新たに 5人の起草班メンバーが講

師に加わった。なお当初は、RSJP の継続教育と司法省の普及活動の間で調整が必要と考えられていた

が、司法省と RSJP 双方の認識では、現在、これら 2つの活動は、対象者および内容が異なっているた

め、調整の必要はそれほど高くない（RSJP の継続教育が裁判官・検察官に対する法曹実務レベルの内

容を含むのに対し、司法省の普及活動は、裁判所職員、州の職員、郡長、コミューン長、村長などを

含むより幅広い対象者・内容である）。 

Q&A のとりまとめに関しては、民事局が暫定的に担当している。以前は、日本人専門家にも直接質問

が寄せられていたが、現在は、民事局が質問受付を一元的に担っており、難しい質問については基本

的にはコミッティで審議することになっている。今後民法が適用されれば、裁判官以外にも一般の行

政職員や国民から、幅広い質問が寄せられる可能性があるため、司法省でも対応する必要性が高まる

ことが見込まれる。このことからも司法省職員の民法理解度を向上させることが急務といえる。 

 

（２）プロジェクト目標及び上位目標の達成の見込み 

残りの期間を通じて、いくつかの課題（詳細は後述）に適切に対処することで、プロジェクト目標

の達成が見込まれる。 

本プロジェクトの上位目標は、「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する」である。この上

位目標の達成のための前提としての不可欠なプロセスである関連法制度の整備、あるいは、民法・民

事訴訟法及び関連法の普及活動、他の法令との調整等については、現在、プロジェクト活動として、

司法省が鋭意進めているところであるが、一方で、上位目標の達成のためには、裁判所、国土省土地

管理局（土地登記）、地方行政機関などの関係官庁においても、これらの法律が適切に理解され、運用

されることが必要となる。また、公務員や官庁だけでなく、弁護士、市民、企業なども、これらの法



令を理解し、適切に活用することが必要となる。現在のプロジェクト活動による制度整備及び法曹・

公務員への普及活動に加えて、これらの条件が全体的に整えば、上位目標が達成できるといえる。 

 

PDM で設定されたプロジェクト目標の各指標に対する実績と見込み・課題は以下のとおりである： 

 

ア． 司法省による付属法令・運用指針の起草実績及び日本側の関与の変化 

 法令案の分量・複雑さや関係省庁の有無により、起草班ごとに進捗のばらつきはあるが、予定

していた法令案は上述のとおり概ね着実に起草されている。 

 第 1 班（不動産登記関連省令）は、国土管理都市計画建設省（MLMUPC）との定期的な共同コミ

ッティの開催が、MLMUPC 側メンバーが多忙であることおよびメンバーが少ないことにより困難

であったが、今次レビュー調査において MLMUPC 高官により、メンバーの増員および MLMUPC 内

での準備会合の実施など、前向きな協力姿勢が表明された。 

 第 5 班が担当している「法人登記に関する司法省令」は多くの省庁との整合性を図る必要があ

るため、他省庁の起草法案の情報収集を行っている段階である。 

 起草班会合の開催や内容の検討において、カンボジア側の自主性が大変高まってきた。各班は

まず自分たちで検討・起草を進め、解決できない問題についてだけ日本人専門家に質問するよ

うになった。ただし、主に民法についての理解度の低さから、日本人専門家の助言が必要と思

われる場面は依然として少なくない。起草班メンバーを中心として司法省職員の民法理解度を

向上させることが、プロジェクト後半における課題である。 

 

イ． 司法省による民法・民事訴訟法関連法案の立法プロセスにおける調整実績及び日本側の関与

の変化 

 司法省から発出された後の審議状況の確認・内部共有や、他省庁管轄の法令案についての確認

などは、現在までのところカンボジア側が主体となって順調・適切になされてきている。 

 日本側の関与については、以前に比べてカンボジア側が必要とする際にのみ助言をするという

形が中心となってきた。 

 

ウ． 司法省による普及活動の実績及び日本側の関与の変化 

 普及活動は前述のとおり、司法省主導のもとに推進されている。普及セミナーおよび教材の配

布は計画どおり着実に実施された。 

 Q&A のとりまとめに関しては、民事局が暫定的に担当している。民法が適用されれば司法省で

も回答していく必要性は高まるため、このことからも司法省職員の民法理解度を向上させるこ

とが急務である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 

（１） 妥当性：極めて高い 

 



カンボジア政府は、引き続き司法分野における人材育成を重視している。2004 年 7 月に発表された

国家開発戦略である「四辺形戦略」、2008 年の「第二次四辺形戦略」で明らかになっているとおり、

司法改革は引き続き高い優先順位を与えられている。また、より具体的には、2003 年の「法・司法制

度改革戦略」や 2005 年の「法司法制度改革短期・中期行動計画」において、立法の枠組みの近代化が

司法分野の 7重点分野の一つと位置づけられている。カンボジアにおいて民事法制度を適切に機能さ

せるために最も重要な政府機関のひとつが司法省であるため、司法省の人材育成及び組織の強化が、

民法・民事訴訟法の関連法令の起草や普及活動を効率的・効果的に運営するうえで不可欠である。今

次レビュー調査では本プロジェクトがこれらニーズに対応するものである旨確認された。 

本プロジェクトはまた、日本の ODA 計画や戦略とも一貫性を有している。2002 年の「カンボジア国

別援助計画」、2009 年の「法制度整備支援に関する基本方針」および JICA の「国別援助実施方針(2009

年)」で、民事法制度の構築と向上はカンボジアに対する重要政策中枢支援であり、日本は民法・民事

訴訟法の運用・普及支援の継続により、法司法制度改革の推進に貢献する方針が定められている。 

加えて、これまでフェーズ 1、2において民法・民事訴訟法の起草・立法化支援を日本が実施してき

た経緯を踏まえると、他ドナーに比してなお日本に技術的な優位性がある。また今フェーズでは、民

法・民事訴訟法関連法令の起草・普及活動において、司法省職員が、より主体性を発揮し、自立的に

民法・民事訴訟法の適切な運用のために必要な施策を取れるようになることを目指しており、このア

プローチは上述のニーズを満たす上での妥当性が高いことが確認された。 

 

（２） 有効性（予測）：高い有効性が見込まれるものの、プロジェクト後半に取り組むべき課題も残

っている 

 

成果 1.「司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が行われる」

に関しては、5つの起草班が、班ごとのばらつきはあるものの、概ね各班の課題に対処しながら着実な

進捗を見せている。意欲ある新たな職員も随時追加され、起草班メンバー自ら検討を進める・草案を

作るといった手法が完全に定着した。起草班会合での検討経緯を記録に残すことは，今後の法令解釈

の資料に供するという観点からも重要であるが、必ずしも十分には実施されていないのが現状である。

決定事項とその理由を起草メモの形で簡単に残しておく等の工夫が必要である。成果 1達成のための

課題は、起草班メンバーの民法・民事訴訟法の理解度向上である。日本人専門家からのより積極的な

インプットが有効と思われる。 

成果 2.「司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び他省庁から

提出された法令との調整が行われる」に関しては、前述のとおり着実に行われており、これまでどお

り活動することで達成が見込まれるが、他省庁間管轄の法令案との調整の時機を逸することのないよ

う、引き続き情報収集に努めることが望ましい。 

成果 3.「司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知識を広める」

については、新法理解研修および条文や教材の配布を教育･普及局が担当し、適切に実施されている。

ただし Q&A のとりまとめについては、司法省内の体制整備と職員の民法理解度を向上させることが重

要であるといえる。 

これら産出されつつある成果を目標達成に結びつけるためには、前述の課題に適切に対処する必要



がある。 

 

（３） 効率性：比較的高い。 

 

投入については、一部法曹人材の日本国内におけるリクルートの困難から、長期専門家の派遣が遅

れたケースがあった。しかし、全体に、前フェーズに引き続き、常駐の専門家と日本における支援体

制（民法作業部会、民事訴訟法作業部会、不動産登記にかかる実務アドバイザーグループ、および、

日本国法務省）の組み合わせ、また短期専門家による現地セミナーや、本邦研修といった複数の形態

を活用した支援のあり方は、カウンターパートが適時かつ広がりや深みのある助言を得ることができ、

また実務上のニーズに即した情報提供ができる方策であり、効率性の促進要因となっている旨が確認

された。日本側支援体制については、一部普及に必要な教科書・解説の出版の遅れがあったが、その

他の法令ドラフトに対するコメントや本邦研修を通じたインプットについては適切に行われた。また、

実施中の「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ 2）」や「弁護士会司法支援プ

ロジェクト」との間で、条文や法令解説等の出版物が共有されており、今後も引き続き共有がなされ

ることで、効率性が更に高まっていくことが期待される。 

コミッティ会合が適時開催されるかどうかは、プロジェクトの効率性に与える影響が大きい。コミ

ッティ会合が予定通り開かれ、主体的に遅延なく起草でき、さらに成果をあげるために、コミッティ

の構成を再編し、新しいメンバーを入れる必要がある。 

 

（４） インパクト 

 

プロジェクトに関わっている司法省職員の立法技術および法の理解・解釈の経験は、起草班での活

動を通じて着実に蓄積されている。これは司法省が民事分野以外の法令を起草・普及していく上でも

活用されている。 

立法局は本プロジェクトでの活動を通じて PDM 手法に関する知識を獲得し、同局の 5か年計画を作

成する際に自らそれを取り入れた。 

 

（５） 自立発展性 

 

本プロジェクトでは、プロジェクトの目標および成果に、司法省における民法・民事訴訟法が適切

に運用できることの自立発展性を埋め込んでいるため、基本的には目標・成果の達成が自立発展性と

直結している。 

今フェーズでは、ここまで、カンボジア側が法案を起草し、日本人側は、起草された法案に対して

コメントをする手法を採用してきた。これにより、カンボジア側の自立傾向は非常に高まったと言っ

てよく、今後もこの手法を続けることによって、プロジェクトの自立発展性が高まっていくと見込ま

れる。 

一方で、新たに起草活動に参加した職員の民法・民事訴訟法の理解は、まだ十分なものとは言えな

い。今後、法案の起草・検討の効率を上げ、プロジェクトの成果・活動の自立発展性を一層高めるた



めには、司法省職員の間で、民法・民事訴訟法の基本的な体系について、一定程度の理解を共有する

ことが必要と考えられる。そのためには、条文の背景を理解している日本人専門家からのインプット

も必要と考えられる。 

民事訴訟法のうち特に起草に必要とされる部分については、一定の理解が進んでいると考えられ、

今後は、起草班内において、新しく参画したメンバーに対するインプットを自主的に行うことが必要

である。 

自立発展性を阻害する最大のリスクのひとつは、資金面・人員配置面での継続性である。引き続

き司法省から政府に対し、予算措置・人員強化を働きかけることが必要である。 

 

 

３－３. 今後の活動に向けた提言 

（１）起草班会合の記録 

 

起草班会合の記録について、多くの班の場合個人の指摘メモに留まる形で、法令案の議論の過程を

記録として十分に残してはいない。しかしながら、将来の法令解釈の参考として起草の過程を記録す

るためには、結論のみでなく、少なくとも結論に至った理由、できれば議論の簡単な経緯も記録され

ることが望ましい。必ずしも長大な議事録を作成する必要はないが、会合中に起草メモの形で決定事

項とその理由を記録し、すぐにファイリングしておく等の省力的な方法で、起草過程の記録を残して

いくことが望まれる。 

 

（２）民法理解度の向上に向けた日本人専門家によるインプット 

民法起草時にカンボジア側で関わった司法省職員や裁判官などのコミッティメンバーは、現在大変

多忙であり、起草班での起草作業は彼らではなく、司法省の中堅・若手職員が担っている現状にある。

彼らの民法理解度を向上させることが、今後起草作業の効率・自立性を高めるために重要であると考

えられる。このためには、これまで行われている司法省による民法理解度向上のための勉強会の開催

といった努力に加え、条文の背景を理解している日本人専門家からのインプットが必要となる。司法

省内外での新法普及のための講師候補、アシスタント講師となる人材の育成を目標として、講義内容

を設定することが望ましい。ただし、他の司法省職員もオブザーバーとして自由に参加できることと

する等、司法省職員の自発性を損なわないよう、双方で協議して適切なアプローチや内容を検討して

いくことが望まれる。 

 

（３）コミッティ会合の臨機応変な開催 

裁判所の仕事に従事しているコミッティメンバーもおり、また他の者も業務が多忙であるため、定

期的に開催することができていないことは、プロジェクト活動の円滑な進捗に影響を及ぼす要因にな

っている。コミッティ会合については、意思決定できる高官の都合にあわせて臨機応変に開催される

ことが望まれる。 

 

 



「裁判官・検察官養成高民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」 

中間レビュー調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：裁判官・検察官養成校民事教育改善 

プロジェクト（フェーズ２） 

分野：ガバナンス（法・司法） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 法・司法課  協力金額（中間レビュー時点）：約 223,637 千円 

(R/D 署名日)2008 年 3 月 21 日 先方関係機関：王立司法学院(RAJP)・王立裁判官・

検察官養成校（RSJP） 

協力期間 協力期間 

2008 年 4 月 1 日～2012 年 3 月 31

日（4 年間） 

日本側協力機関：法務省、最高裁判所、日本弁護

士連合会等 

１－１ 協力の背景と概要 

我が国はカンボジア政府に対し、1999 年から「法制度整備プロジェクト（フェーズ 1，2）」を通じ

て民法・民事訴訟法の起草・立法化を支援してきている。その結果、2007 年 7 月に民事訴訟法がカン

ボジアにおいて適用され、民法も 2007 年 12 月に公布された。 

しかしながら、両法案はカンボジアにとって新しい概念を含んでおり、同国で両法案が適切に運用

されるためには両法律を理解する法曹人材を養成する必要があるとして、2005 年 11 月より王立裁判

官・検察官養成校（RSJP）において、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」を開始し、

2008 年 3 月に終了した。 

「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」（2005.11～2008.3）では、RSJP におけるカリ

キュラム策定・改訂、教材作成・改訂、教官の能力向上に取り組んできた。カリキュラムや教材が揃

わないまま講義が進められていたプロジェクト開始前と比較すると、カリキュラムが策定され、教材

が一部作成され、同校において民事教育が行われる土台ができつつあった。。しかしながら、1990 年代

前半までの内戦と社会的混乱の影響により、カンボジアでは法曹人材が絶対的に不足している状況で

あり、同校においても教官不足が大きな課題となっていたため、持続的に同校において民事教育が行

われるためには、教官候補生養成及び教材作成により、自立発展性を高める必要があるということが

終了時評価において課題として挙げられた。 

このような中、これまで同校において民事教育改善に取り組んできた日本に対し、更なる協力の継

続について要請があり、2008 年 2 月に事前調査が行われ、RSJP が自立的に民事教育を実施できるよう

になることを目指し、フェーズ 2が開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

カンボジアにおいて民法･民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が行われるようになる。 

 



（２）プロジェクト目標 

RSJP において民法・民事訴訟法に則った裁判官・検察官に対する裁判実務に関する教育（以下、「民事

教育」）が自立的に実施できるようになる。 

 

（３）成果 

1. 組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に蓄積される。 

2. 教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。 

3. 民事に関する継続教育が行われる。 

 

（４）投入（中間レビュー時点） 

 日本側： 総投入額約 98,272 千円 

 － 長期専門家派遣 2 名 

 － 短期専門家派遣 9 名 

 － 研修員受け入れ 24 名 

 － 国内作業部会  のべ 10 名 等 

 相手国側： 

－ カウンターパート配置 

プロジェクトディレクター：RAJP学院長 

プロジェクトマネージャー：RSJP校長 

プロジェクト運営管理：RAJP事務局長 

第一審裁判所判事、控訴裁判所判事、最高裁判事、司法省職員等からなる教官および教官

候補生 

－ 施設、事務室 

 RSJP 内にプロジェクト用の常設事務所、会議室を確保。 

－ 運営経費の自己負担 

２．評価調査団の概要 

2－1調査団構成 

（１）総括 森 千也   JICA 公共政策部ガバナンスグループ次長 

（２）法曹養成 西村 恵三子 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（３）法整備支援 磯井 美葉  JICA 国際協力客員専門員 

（４）評価企画 西畑 絵美  JICA 公共政策部ガバナンスグループ法・司法課職員 

（５）評価分析 樋渡 類   有限会社アイエムジー（IMG）  

（６）通訳（日･ク） 諏訪井 廉  財団法人日本国際協力センター（JICE） 

2－2 調査期間：2010 年 2 月 17 日～3月 5 日 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト活動および成果の実績 

プロジェクト活動はおおむね円滑に行われ、成果が達成されつつあることが確認された。プロジェ



クト活動の当面の進捗と今後の方向性について、確認された内容の概略は以下のとおりである。 

 

成果 1. 「組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に蓄積される」

 

日本人専門家と RSJP マネジメント層は必要な際には常時協議できる関係を維持しており、プロジェ

クト運営上の必要に応じて適宜協議を重ねてきた。教官候補生もこれらの協議には適宜参加している。

フェーズ 1 に引き続き教官候補生の養成が進められ、今フェーズ初年度から教官アシスタント制が

導入された。教官候補生の採用基準は、（1)成績、（2)本人の希望、（3)適性、（4)裁判官であること(民

事教育のため)である。教官候補生の採用計画については、毎年７名ずつ採用していくことで RAJP/RSJP

と日本側の間では共通認識に至っている。実際、今レビュー調査時点までに 1 期生（フェーズ１で養

成）、2 期生、3 期生がそれぞれ 7名ずつ採用され、1期生は既に教官アシスタントとして活動している。

そのうち 2名は書記官養成校では教官として単独で講義を担当している。 

なお、専任教員の確保については、PDM では「常勤及び非常勤の教官数が増加する」との指標が挙げ

られているが、RAJP/RSJP では「学校側としては、将来的には専任教官を確保したいと思っているが、

カンボジアの司法人材が圧倒的に不足しているという現状に鑑みれば、現場実務への配置を優先する

べきであり、そのため当校の専任教官は将来的に確保を希望するものの当面は現実的ではない」と認

識しており、日本人専門家も、このような認識を共有している。専任教官を確保できない点は、複数

の教官候補生に教官ミーティングや模擬裁判等に関与させることで、学校での教育実施に対する一貫

したコミットメントを高める等の方法で補ってきた。 

教育体制については、現在のカリキュラムは、民法、民事訴訟法がほぼ同程度の時間数の講義が行

われており、RSJP では主に手続法を中心とした実務教育に重点をおきたいということと、現状の民法

浸透度の両方から考えると、バランス的に問題はないといえる。これまでのところ、予定していた教

官が講義できなくなった場合に教官候補生が代理を務めるなど、日本人専門家が講義をせずとも RSJP

のリソースだけでカリキュラムどおりに講義が運営されるようになってきている。また、教官と教官

候補生が共同で講義を実施する割合が減り、教官候補生だけで講義する割合が着実に上がってきてい

る。また、2009 年の模擬裁判は 2008 年に比べて、教官候補生がより主導する形で運営された。 

教官ミーティングは、教材作成計画やカリキュラムの検討を目的として開催されており、学校側が

完全に開催のイニシアティブをとっているとは言えないものの、教官候補生が議論の主体となってい

る。RAJP/RSJP の幹部は、組織的なナレッジマネジメントとして、議事録を作成して共有することの重

要性を認識しており、一般的な会議に関しては内容を要約した議事録を作成し、重要な会議に関して

は詳細な講義録を作成している。 

 

成果 2. 「教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される」 

 

教官候補生の養成活動の実績として、毎週開催されている教官候補生ワーキンググループで、教官

候補生が日本人専門家の支援のもと、「不動産強制売却の模擬記録・マニュアル」等のマニュアル・教

材を作成しており、これらは全国の裁判所や RSJP 学生へ配布され活用されている。また、カンボジア

での現地セミナー、JICA-Net セミナーおよび本邦研修への参加、あるいは日本人専門家に日常的に質



問・相談するといった活動を通じて、教官候補生は知識や経験を蓄積し、教材の草稿を担えるように

なってきた。ある教官候補生は、自らの学習および実務での活用を企図して、JICA-Net セミナーで得

た知識をもとに、日本人専門家の助言を仰ぎながら、督促手続のマニュアルを自主的に作成した。 

関係者（カンボジア側・日本側）によれば、プロジェクトを通じて作成・改訂されたこれら教材は、

日本人専門家および日本側支援体制による助言のもとに作成されており、RSJP での教育において概ね

適切な内容に仕上がっているとの認識が共有されている。このうち４編のマニュアルについては、日

本人専門家による講義にもとづいて教官候補生が草稿し、日本人専門家によるコメントを反映させて

完成させている。作成する教材については、教官ミーティングで教官候補生自身が提案し、決定する

ようになっており、日本人専門家が、教材の内容を決定し作成していた前フェーズに比べると、カン

ボジア側が主体となって教材整備を行う体制が構築されつつある。 

教官候補生からは、教材作成に関する日本人専門家の助言は今後も必要であるとの意見が出されて

おり、教官候補生が、より自立的に教材作成を進めるためのノウハウや知識を、プロジェクト後半で

更に培っていくことが必要である。 

今次調査では、民法の理解が限られていること及び民法教育の重要性について、学校運営側と認識

を共有した。RSJP 学生については、民事訴訟法は理解が進んできているものの民法については十分と

は言えないとの評価が、教壇に立っている教官候補生 1 期生からも報告された。プロジェクト後半で

は、民法の適用を見据え、例えば RSJP で民法教育を充実させるために講義計画を作成するなど、具体

的な取り組みについても今後学校側と日本人専門家との間で協議を進めていくことが確認された。 

 

成果 3. 「民事に関する継続教育が行われる」 

 

RSJP における継続教育は、2008 年に RAJP のイニシアティブにより、EWMI（East-West Management 

Institute: USAID の資金で活動している米国を本拠とする NGO）の支援を受けて開始された。学校側

がドナーを招いて行った担当分野の協議会合を経て、JICA が民事分野の一部を担当することになった。

民事分野の継続教育は、2009 年は 1コースあたり 5 日間の日程で行われ、学校側が決定した教育項目

に沿って、3日間はカンボジア人教官が、1日は日本人専門家が、もう 1日は他ドナーが担当した。（2008

年は、半日を日本人専門家が担当した。） 

継続教育では、年間計画に基づき参加者を６グループに分け、それぞれ 5 日間のセッションをプノ

ンペンで実施している。受講者総数（裁判官および検察官）は、2008 年は 187 人、2009 年は 206 人、

2010 年は 269 人(予定)となっている（2009 年以降の増分は毎年の RSJP 卒業生である）。下級裁判所の

裁判官・検察官は受講が義務づけられていることもあり、ほとんど全員が参加している。RSJP では参

加者からのフィードバックを終了後に取り纏めて、どのテーマを強化すべきか分析し、その結果に基

づいて毎年内容を改善している。 

本プロジェクトでは、保全についてのレクチャーを各セッション半日或いは 1 日担当した。2009 年

は学校側の発案で Q&A スタイルが採用され、事前に全国の裁判所から質問を収集し、各講師が回答準

備を担当した。日本人専門家はこのスタイルの導入および実践に際して助言した。 

 

（２）プロジェクト目標及び上位目標の達成の見込み 



教官候補生が養成され、講義や教材作成、模擬裁判などでも大きな役割を果たすようになってきて

おり、特に民法理解の向上に配慮することにより、プロジェクト目標は達成される見込みが高い。 

本プロジェクトの上位目標は、「カンボジアにおいて民法･民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が

行われるようになる」である。RSJP において、今後の民法の適用を見据えて、民法教育をさらに充実

させることができれば、プロジェクト終了後も、民法、民事訴訟法に関する十分な教育を受け、適切

な運用能力をもった卒業生を輩出することができる見込みは高いが、上位目標の達成には、RSJP での

教育を受けていない既存の裁判官に対する民法の普及が必要となり、RSJP の継続教育をもってしても

時間がかかることが予想されるほか、弁護士の能力向上、民事執行や保全などの関連制度の整備・普

及も必要となる。 

PDM で設定されたプロジェクト目標の各指標に対する実績と見込み・課題は以下のとおりである： 

 

ア． 民事教育に関する授業実施状況 

 現在のカリキュラムは、民法、民事訴訟法がほぼ同程度の時間数で行われている。 

 2009 年の模擬裁判は 2008 年に比べて、教官候補生がより主導する形で運営された。教官候補

生はコーディネーターやチューターとしての役割を全うし、学生に対して助言や講評を与えた。

日本人専門家が、講評を準備する段階で教官候補生に助言を行ったところ、それを基に教官候

補生が適切な講評をした。 

 民法の理解度については、学校運営側は学校における民法教育の必要性を認識しているところ、

民事訴訟法に比較して、民法に対する学生の理解が十分とは言えないとの評価が教官候補生 1

期生からも報告されている。プロジェクト後半では、民法の適用を見据え、民法教育の充実に

向けて具体的な取り組みが必要である。 

 

イ． 教官（アシスタント教官を含む）の数が増加する 

 RAJP/RSJP では、2012 年まで毎年 7 名ずつ、計 35 名の教官候補生を養成する計画で、レビュー

調査時点で 21 名の教官候補生が養成されている。 

 RAJP/RSJP マネジメント層による教官候補生の養成方針は、教官候補生ワーキング・グループ、

現地セミナー等の日本側からのインプットを活用してできるだけ知識を習得させ、教壇に立た

せる時期を見定めるというものである。 

 教官候補生 1 期生は、今フェーズ開始初年度から 7 名全員がアシスタント教官として活動して

いる。 

 

ウ． カリキュラムの策定状況 

 カリキュラムについては、上記ア．のとおり、バランスよく策定されている。 

 

エ． RSJP 内部で教材作成ができる体制が整備・維持される 

 教材作成の中心である教官候補生ワーキンググループでは、教官候補生が教材の作成・改訂経

験を積み、草稿を担えるようになった。また、教官ミーティングで教官候補生自身が教材作成

計画を提案し、決定するようになった。日本人専門家が、教材の内容を決定し作成していた前



フェーズに比べると、カンボジア側が主体となって教材整備を行う体制が構築されつつある。

 教官候補生は、教官候補生ワーキンググループ、本邦研修、現地セミナーおよび JICA-Net セミ

ナー等において、教材作成に関するノウハウや知識を習得している。 

 全国の裁判官から来る多くの質問とその回答が Q&A 集としてまとめられた。その結果、地方裁

判所からの質問がさらに増えた。 

 民法については未だ教材が作成されておらず、今後教材作成の前提となる教官候補生の民法に

ついての理解を深める必要がある。 

 教官候補生からは、教材作成に関する日本人専門家の助言は今後も必要であるとの意見が出さ

れた。教官候補生が、より自立的に教材作成を進めるためのノウハウや知識を、プロジェクト

後半で培うことが必要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 

（１） 妥当性：極めて高い 

 

カンボジア政府は、引き続き司法分野における人材育成を重視している。2004 年 7 月に発表された

国家開発戦略である「四辺形戦略」、2008 年の「第二次四辺形戦略」で明らかになっているとおり、

司法改革は引き続き高い優先順位を与えられている。また、より具体的には、2003 年の「法・司法制

度改革戦略」や 2005 年の「法司法制度改革短期・中期行動計画」において、「司法サービスを強化す

ること」が司法分野の 7重点分野の一つと位置づけられている。また本プロジェクトの枠組みは、カ

ンボジアにおける法曹人材の育成に関する主要機関である RAJP(RSJP)のニーズを満たしていること

が、改めて確認された。ポル･ポト政権下で法・司法制度が崩壊し、法曹人材が壊滅に近い状態となっ

たカンボジアでは、法曹人材の不足は現在も引き続き深刻であり、健全な社会・経済開発を妨げる大

きな阻害要因となっている。人材の育成及び組織の強化が、民事教育を効率的・効果的に運営するう

えで不可欠であり、本プロジェクトがこれらニーズに対応するものである旨確認された。 

本プロジェクトはまた、日本の ODA 計画や戦略とも一貫性を有している。2002 年の「カンボジア国

別援助計画」、2009 年の「法制度整備支援に関する基本方針」および JICA の「国別援助実施方針(2009

年)」で、民事法制度の構築と向上はカンボジアに対する重要政策中枢支援であり、裁判官・検察官養

成校への人材育成支援等の継続により、法司法制度改革の推進に貢献する方針が定められている。 

加えて、これまで法制度整備プロジェクト（フェーズ 1、2）において民法・民事訴訟法の起草・立

法化支援を日本が実施してきた経緯、さらには本プロジェクト（フェーズ 1）で RSJP の民事教育にか

かるカリキュラム策定や教材作成を支援してきた経緯を踏まえると、他ドナーに比してなお日本に技

術的な優位性がある。また今フェーズでは、学校運営の根幹をなす教官採用・養成計画、カリキュラ

ム検討、教材作成といった活動において、カンボジア側カウンターパート職員・教員が、より主体性

を発揮し、自立的に民事教育の実施を行えるようになることを目指しており、このアプローチは上述

のニーズを満たす上での妥当性が高いことが確認された。 

 

（２） 有効性（予測）：高い有効性が見込まれるものの、プロジェクト後半に取り組むべき課題も残



っている 

 

成果 1.「組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に蓄積される」

に関しては、状況に応じて適時 RAJP・RSJP 経営陣と日本人専門家とのミーティングが開催されており、

日本側がイニシアティブを取らずとも、必要な内容が選択され議論されつつある。また、教官ミーテ

ィングについては、教官が多忙につき参加できない場合でも、教官候補生が主体的に議論するように

なっている。RSJP において民法教育の実施は重要であるが、民法は複雑で、学生の理解度も限定的で

ある。教官および教官候補生の養成については、アシスタント教官を務める人数が着実に増加してお

り、特に 1期生のうち 2人は書記官養成校においてアシスタントではなく教官を務めるといった好ま

しい成果が既に産出されている。また教官候補生が単独で講義する割合が増加している。学校運営ノ

ウハウの組織的な蓄積の観点では、RAJP・RSJP 経営陣と日本人専門家との会合や模擬裁判の準備会合

等に教官候補生も参加することで、経験を共有する人数を増やすという工夫がなされている。 

成果 2.「教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される」に関しては、前述のとお

り各種教材が作成されており、数の観点から一定の進捗があったと評価できる。また作成された教材

の内容は日本人専門家のチェックを経ているため、適切であると考えられる。また、教官候補生が教

材をドラフトするなどしてカンボジア側の関与が深まってきたことや、作成すべき教材が学校側から

提案されるようになったことで、教材の内容及びレベルをカンボジア側で活用しやすいように設定す

ることが可能となったことなどは大きな進歩である。プロジェクト後半では、日本人専門家のインプ

ットを得ずとも教官候補生自ら調査・検討して教材を作成することに少しずつ取り組み始めることが

必要である。 

成果 3.「民事に関する継続教育が行われる」については、全国の下級裁判所の全裁判官・検察官が

継続教育への参加を義務づけられており、RSJP ではこれに基づいて全員参加できるよう計画・運営し

ているため、量としては適切な成果が産出されていると言える。参加者の理解度についても、教官候

補生（講師や参加者としての立場）からの聞き取りや、学校側が 2008 年に開催した際に集めたフィー

ドバックによると、概ね理解度も高く、良好な評価を得ている。 

これら産出されつつある成果を目標達成に結びつけるためには、前述の課題に適切に対処する必要

がある。プロジェクト目標の達成見込みを検証する上で、どのような指標により「ノウハウが蓄積さ

れた」と判断するのか、引き続きカンボジア側と日本側で日常的に意見交換をしていくことが望まれ

る。 

 

（３） 効率性：比較的高い 

 

年度毎の計画に沿って、適切なタイミング・量の投入が行われた。フェーズ１に引き続き、常駐の

専門家と日本における支援体制（アドバイザリーグループ、日本国法務省）の組み合わせ、及び短期

専門家による現地セミナーや JICA-Net セミナー、本邦研修といった複数の形態を活用した支援のあり

方は、カウンターパートが適時かつ広がりや深みのある助言を得ることができ、また実務上のニーズ

に即した情報提供ができる方策であり、効率性の促進要因となっている旨が確認された。 

また、RAJP・RSJP マネジメント層と日本人専門家は頻繁に会合を持ち、また教官候補生は疑問点を



すぐに日本人専門家に相談することができている。こうした良好なコミュニケーションもプロジェク

トの効率性を高めている。 

民法についての日本側インプットのあり方は、民法の基礎を中心として、民法全体を体系的に理解

しうる講義をその主眼とすることが肝要である。これを通じ、今後カンボジア側が自主的に民法の理

解を深化させることが可能になると考えられる。 

 

（４） インパクト 

 

教材作成ワーキンググループで作成した強制執行のマニュアル等は地方裁判所に配布され、RSJP 内

部のみならず実務の現場で活用されている。ある教官候補生は、自らの学習および実務での活用を企

図して、JICA-Net セミナーで得た知識をもとに、日本人専門家の助言を仰ぎながら、督促手続きのマ

ニュアルを自主的に作成した。 

また、前述のとおり、1期生の教官候補生のうち 2名は、書記官養成校で教官として単独で講義を担

当している。 

さらに、プノンペン市首都裁判所では、日本側が提供した判決書等多数の書式をカンボジアに適合

するように修正して実際に使っている。 

その他のインパクトとして、全国の裁判官から来る多くの質問とその回答が Q&A 集としてまとめら

れた。その結果、地方裁判所からの質問がさらに増えた。ただし、本プロジェクト終了後に Q&A 集の

作成と配布を日本人専門家の支援なしで実施して行くためには、実務で時に発生する複雑な問題に回

答できる能力の向上や、質問及び回答の取りまとめ作業に時間を割くことができる担当者の配置が課

題である。 

 

（５） 自立発展性 

 

本プロジェクトでは、プロジェクトの目標および成果に、RSJP における民事教育の自立発展性を埋

め込んでいるため、基本的には目標・成果の達成が自立発展性と直結している。したがって、前述し

た RSJP の組織あるいは人員のキャパシティ向上に関する各種課題は、プロジェクト終了後の自立発展

性の観点からも、プロジェクト後半の活動において解決に向けた工夫が求められる。 

継続性を担保する政策・計画的要素としては、RAJP の 5 か年計画(2008-2012 年)の存在が挙げられ

る。司法省、司法官職高等評議会および RAJP で協議した結果、約 600 人の裁判官・検察官が必要とい

う判断に至り、RAJP ではそれに基づいて 5 か年計画を策定し、2008-2012 年の間に毎年 55 人の裁判官・

検察官を養成する予定としている。 

自立発展性を阻害する最大のリスクのひとつは、教官候補生が様々な理由で活動に参加できなくな

ることである。家庭・健康上の理由、転勤等により活動が継続できなくなるというリスクは排除でき

ない。RAJP・RSJP マネジメント層からは、現時点の育成計画は、RSJP だけではなくその他の養成校を

含む RAJP 全体の学校運営の持続性を考えれば十分とは言えないとの懸念が表明された。資金面の自立

発展性については、まずは教官への謝金を学校で全額負担できるようになることが望まれるため、引

き続き学校側から政府に対し予算措置を働きかけることが必要である。これらのリスクについてはプ



ロジェクト後半の活動期間においても継続的に注視していく必要がある。 

 

３－３. 今後の活動に向けた提言 

（１）指標の具体化 

今次調査では、プロジェクト目標の達成見込みを検証する上で、どのような指標により「ノウハウ

が蓄積された」と判断するのか、さまざまな定量的・定性的な見方について議論をしたが、より具体

化を図ることが望まれる。今後、「学校運営のノウハウ」や「教材作成のノウハウ」といった指標に

ついて、カンボジア側と日本側で日常的に意見交換をし、具体化をしていくことが望ましい。 

 

（２）民法適用を見据えた民事教育 

民法の理解が限られていること及び民法教育の重要性について、学校運営側と認識を共有したこと

から、プロジェクト後半では、民法の適用を見据えて、RSJP で民法教育を充実させるための具体的な

取り組みが必要であり、学校側と日本人専門家との間で協議を進めることが望ましい。 

 

 



第１章 中間レビュー調査の概要  

１－１ 調査団派遣の目的  

 

1970年代から20年にわたり内戦を経験したカンボジア国（以下「カ」国）では、1993年に

新憲法を発布して新体制となって以降、法制度及び司法改革を国家の最重要課題の一つとし

て位置づけている。しかしながら、内戦の結果、既存の法制度が破壊され、また、法曹人材

を含む知識層の人口も激減したことから、自力で法制度整備を行える状況になかった。この

ためわが国は、1999年に「法制度整備プロジェクト」を開始し（2003年にフェーズ１が終了

した後は、2004年から2008年まで「法制度整備プロジェクト（フェーズ２）を通じ）、日カ合

同起草チームによる民法・民事訴訟法の起草支援、立法化支援及び関連法令の起草支援を実

施した。その結果、民事訴訟法は2006年7月に公布され、2007年7月に施行され。民法は、2007

年12月に公布され、2008年12月に施行された。但し、民法については、現在関連法令の整備

中につき、適用待ちの段階にある。 

ポル・ポト政権時代以降、「カ」国には、市民生活における法律関係を体系的に定めた民法

のような基本法がなく、婚姻家族法や、契約及びその他の責任に関する政令38号、1992年と

2001年の各土地法など、一部の分野に関する法令があるのみだった。このため、多くの市民

にとって「民法」そのものが新しい概念であると同時に、わが国の支援によって成立した新

しい民法、民事訴訟法で使用されている概念には、法律家や司法省職員にとっても馴染みの

ないものが含まれていた。 

また、民法は条文数も多いため、普及活動には時間をかける必要があることから、これま

で「カ」国において民法・民事訴訟法に関する協力を行ってきた日本に対し、更なる協力の

継続について要請があり、関連法令起草の軸足を「カ」国側に移し、司法省が民法・民事訴

訟法が適切に運用されるために必要な施策をとれるようにすることを主眼とし、「法制度整備

プロジェクト（フェーズ３）」（以下、「司法省プロジェクト」）を 2008年４月から４年間の期

間で開始した。 

 一方で、国内において両法が適切に運用されるためには両法を理解する法曹人材を養成す

る必要があるとして、2005年 11月より王立裁判官・検察官養成校（RSJP）において、「裁判

官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」を開始し、2008年 3月に終了した。同プロジ

ェクトでは、RSJPにおけるカリキュラム策定・改訂、教材作成・改訂、教官の能力向上に取

り組み、カリキュラムや教材が揃わないまま講義が進められていたプロジェクト開始前と比

較すると、カリキュラムが策定され、教材が一部作成され、同校において民事教育が行われ

る土台が構築されたと言える。 

 しかしながら、1990 年代前半までの内戦と社会的混乱の影響により、「カ」国では法曹人

材が圧倒的に不足している状況であり、同校においても教官不足が大きな課題となっている。

今後、持続的に同校において民事教育が行われるためには、教官候補生養成及び教材作成に

より、学校運営の自立発展性を高める必要があるということが終了時評価において課題とし

て挙げられた。このような中、これまで同校において民事教育改善に取り組んできた日本に

対し、更なる協力の継続について要請があり、RSJPが自立的に民事教育を実施できるように

なることを目指し、2008 年４月から４年間の期間で、「裁判官・検察官養成校民事教育改善

プロジェクト（フェーズ２）」（以下、「RSJPプロジェクト」）を開始した。 
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 「司法省プロジェクト」は、2008年４月９日から2012年３月 31日、「RSJPプロジェクト」

は 2008年４月１日から 2012年３月 31日を実施期間としており、プロジェクト開始から約２

年の中間地点にあることから、中間レビュー調査を実施した。調査では、以下に挙げるとお

り、両プロジェクトの過去の協力の経緯、実績を十分に踏まえ、現フェーズにて実施してき

た活動の進捗状況をレビューするとともに、プロジェクト目標及び成果の達成見込み、及び

現時点での５項目評価の見通しを評価し、更にプロジェクトの残り期間で実施すべき活動等

について確認し、カウンターパート機関とのミニッツ（協議議事録：英文）に取りまとめた。 

 

（中間レビュー調査団の目的） 

（１） 「司法省プロジェクト」）」及び「RSJP プロジェクト」の両プロジェクトについて、

R/D（Record of Discussions：討議議事録）および PDM（Project Design Matrix：プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス）に基づき、これまでのプロジェクトの実績、計画

達成見込みおよび実施プロセスについて調査・確認する。 

（２） 評価５項目（妥当性、有効性の予測、効率性、インパクトの予測、自立発展性の見

込み）の観点から「カ」国関係者とともに両プロジェクトのレビューを行う。 

（３） （１）及び（２）の結果に基づき、関係者と協議を行い、今後プロジェクトで行う

べき活動について確認し、必要に応じ改訂 PDM案を作成する。 

（４） 上記協議結果を関係者間で合意し、ミニッツにまとめる。 

 

 １－２ 調査団構成  

（１）総括   森 千也   JICA 公共政策部ガバナンスグループ次長 

（２）法曹養成   西村 恵三子 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（３）法整備支援  磯井 美葉  JICA 国際協力客員専門員 

（４）評価企画   西畑 絵美  JICA 公共政策部ガバナンスグループ法・司法課職員 

（５）評価分析   樋渡 類   有限会社アイエムジー（IMG） 

（６）通訳（日･ク） 諏訪井 廉  財団法人日本国際協力センター（JICE） 

*法務省から黒川弘務 官房審議官、赤根智子 法務総合研究所国際協力部長、北田祐一 秘書

課国際室国際協力係長（３月３日～５日）、和多田愛 法務総合研究所国際協力部国際協力専

門官（２月 25日～３月５日）がオブザーバー参加。 

  

１－３ 調査日程  

附属資料Ｉのとおり 

２月 17（水）～３月５日（金） 

*諏訪井団員は、２月 19日（金）～３月５日（金） 

*磯井団員は、２月 21日（月）～３月５日（金） 

*西村団員は、２月 23日（火）～３月５日（金） 

*森団長は、２月 25日（木）～３月５日（金） 

 

１－４ 主要面談者 
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附属資料 IIのとおり 
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第２章 「カンボジア法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」現状と実績  

２－１ 投入実績 

附属資料 III.１.「ミニッツ（署名版）」Annex2 のとおり。 

 

２－２ プロジェクト目標の達成に向けた活動進捗状況 

 

プロジェクトは PDM 上の計画に沿って着実な進捗を見せてきた。今次調査で確認された内

容の概略は以下のとおりである。 

 

２－２－１ PDMの改訂 

 

 2008 年 12月の運営指導調査団来訪中に、当初の PDM（表２－１参照）について、プロジェ

クト開始から１年が経ち、プロジェクト内での起草体制が固まったこと、フェーズ３での課

題がより明確化したことを受け、それらを PDM に反映する必要性が生じたため、司法省との

間で PDMの改訂案に係る協議を重ねた結果、2009年 7月 29日にアン・ヴォン=ヴァタナ司法

大臣、米田JICAカンボジア事務所所長によりPDM改訂のミニッツが結ばれた。改訂版PDMは、

表２－２のとおり。 

 

（当初の PDMからの主な修正ポイント） 

・ 当初は①組織作り、②起草ができる、③普及できるという切り分けであったが、組織作

りと起草、普及は重複する部分があるため、時間軸に従い、①省内での起草（組織作り

含む）、②法令案提出後のフォロー（体制含む）、③立法後の普及（体制含む）という切

り口で整理した。 

・ 組織作りについては、当初は起草に関する組織作りしか含まれていなかったが、それま

でプロジェクトオフィスが担っていた起草・立法化・普及等に関するロジ業務も徐々に

カ側に移譲していくこととしたため、その点を含めた。 

・ 成果１では、起草に必要な人材育成を含めているが、必ずしも日本側のみが司法省の人

材養成を行うものではないため、「カ」国側の努力も促す（継続的な研修開催の実績とい

う指標を追加）。また「カ」国司法省側に委譲する業務を踏まえ、起草に必要な体制作り

の指標を整理した。 

・ 成果２では司法省が起草した法令案の立法化フォロー及び他省庁起草の法令案との調整

に分けて指標を設定した。 

・ 成果３では、「カ」国司法省側に委譲する業務を踏まえ、普及に必要な体制作りの指標を

追加した。Ｑ＆Ａ集作成については、運営指導調査時に「カ」国司法省側からも問題意

識として提示されたものであり、今後取り組む必要性が高いと思われたため、指標とし

ても「作成されたＱ＆Ａ集」を追加した。
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査

 

＜
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
＞

 
司
法
省
が
、
民
法
・
民
事
訴
訟
法
が
適
切
に
運
用
さ
れ
る
た
め
に
必
要
な

施
策
を
取
れ
る
よ
う
に
な
る
。

 

4.
 運

用
指
針
と
関
連
資
料
作
成
、
新
法
理
解
研
修
の
実
施
に
お
け
る
サ

ブ
･コ

ミ
ッ
テ
ィ
の
関
与
の
変
化

 
・
 
専
門
家
、
司
法
省
へ
の
質
問
票
、

聞
き
取
り
調
査

 

・
関
連
法
令
の
立
法
過
程
が
中

断
さ
れ
な
い
。

 
・
司
法
省
所
掌
以
外
の
民
事
分

野
の
法
令
が
適
切
に
整
備
さ
れ

る
。

 

1-
1 
司
法
省
内
の
組
織
体
制
及
び
外
部
の
有
用
人
材
の
活
用
状
況
度
合
い

・
 
専
門
家
、
司
法
省
関
係
者
に
対
す

る
ヒ
ア
リ
ン
グ

 
1-

2 
司
法
省
の
組
織
体
制
の
運
営
ル
ー
ル
の
確
立

 
・
 
専
門
家
、
司
法
省
関
係
者
に
対
す

る
ヒ
ア
リ
ン
グ

 
1-

3 
開
催
さ
れ
た
検
討
会
合
の
開
催
数
と
検
討
に
必
要
な
メ
ン
バ
ー
の
参

加
度
合
い

 
・
 
検
討
会
合
記
録

 
・
 
専
門
家
、
司
法
省
関
係
者
に
対
す

る
ヒ
ア
リ
ン
グ

 
1-

4 
検
討
結
果
の
記
録
を
残
す
体
制
の
有
無

 
・
 
検
討
会
合
記
録

 
・
 
専
門
家
、
司
法
省
関
係
者
に
対
す

る
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

＜
成
果
＞

 
1.

 司
法
省
内
に
民
法
・
民
事
訴
訟
法
運
用
に
必
要
な
事
項
を
検
討
す
る
組

織
が
確
立
す
る
。

 
 

 

1-
5 
検
討
会
合
に
お
け
る
司
法
省
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
度
合
い
（
準
備

状
況
、
検
討
内
容
、
発
言
内
容
、
及
び
ア
ジ
ェ
ン
ダ
設
定
）

 
・
 
検
討
会
合
記
録

 
・
 
専
門
家
、
司
法
省
関
係
者
に
対
す

る
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

 

2.
 司

法
省
に
お
い
て
民
法
、
民
事
訴
訟
法
を
運
用
す
る
た
め
に
必
要
な
制

度
が
検
討
さ
れ
、
関
連
法
令
が
起
草
さ
れ
、
立
法
化
に
向
け
て
必
要
な
作

業
が
行
わ
れ
る
。

 

2-
1 
民
法
・
民
事
訴
訟
法
を
運
用
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を
適
切
に
定

め
た
関
連
法
案
の
起
草
実
績
と
そ
の
内
容

 
・
 
起
草
さ
れ
た
法
令

 
 

3-
1
資
料
の
種
類
、
数
、
配
布
先
と
活
用
状
況

 
・
 
配
布
記
録

 
・
 
司
法
関
係
者
に
対
す
る
質
問
票
、

聞
き
取
り
調
査

 
3-

2 
新
法
理
解
研
修
の
実
施
回
数
と
参
加
者
の
新
法
の
概
要
に
関
す
る
理

解
度

 
・
 
新
法
理
解
研
修
実
施
実
績

 
・
 
研
修
講
師
・
参
加
者
に
対
す
る
質

問
票
、
聞
き
取
り
調
査

 

3.
 司

法
省
が
司
法
関
係
者
に
民
法
・
民
事
訴
訟
法
を
運
用
す
る
た
め
の
知

識
を
広
め
る
。

 

3-
3 
民
法
・
民
事
訴
訟
法
を
運
用
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を
適
切
に
定

め
た
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
の
数
と
内
容

 
・
 
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
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＜
活
動
＞

 
＜
投
入
＞

 
 

0-
1
上
位
目
標
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
、
成
果
そ
れ
ぞ
れ
の
指
標
に
つ
き
現

状
を
調
査
す
る
。（

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
の
設
定
）。

 
＜
日
本
＞

 
＜
カ
ン
ボ
ジ
ア
＞

 

0-
2
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
に
つ
き
日
本
側
・
カ
ン
ボ
ジ
ア
側
双
方
で
共
有
す
る
。
＜
長
期
専
門
家
＞

 
＜
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
＞

 

・
 
共
同
所
管
の
法
令
の
起
草

に
際
し
て
、
他
省
庁
の
協

力
が
得
ら
れ
る
。

 
1-

1 
司
法
省
に
お
い
て
民
法
・
民
事
訴
訟
法
の
運
用
に
必
要
な
事
項
を
検

討
す
る
組
織
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
。

 
 

1-
2 

1-
1
の
検
討
結
果
を
も
と
に
、
実
働
可
能
な
体
制
を
作
る
。

 

・
 
法
制
度
整
備
支
援

 
・
 
附
属
法
令
起
草
支
援

/援
助
協
調

 
・
 
業
務
調
整

 
 

1-
3
必
要
に
応
じ
て

1-
2
で
作
ら
れ
た
体
制
の
メ
ン
バ
ー
入
れ
替
え
を
検
討

す
る
。

 
＜
短
期
専
門
家
＞

 
 

1-
4 

1-
2
以
降
の
活
動
を
通
し
て
、
起
草
に
関
し
て
必
要
な
手
順
、
懸
案
事

項
を
組
織
と
し
て
把
握
・
蓄
積
す
る
。

 
・
 
附
属
法
令
起
草
支
援
 

2
名

×0
.5
月

×3
回

/年
 

 

2-
1 
司
法
省
に
て
起
草
が
必
要
な
関
連
法
令
の
優
先
順
位
を
つ
け
る
。

 
＜
研
修
員
受
入
＞

 
 

2-
2 
司
法
省
に
て
年
間
計
画
を
策
定
す
る

 。
 

・
 
短
期
本
邦
研
修
（

8
名

×0
.5
ヶ
月

×1
回
／
年
）

 
 

2-
3 
司
法
省
に
て
適
切
な
制
度
を
検
討
す
る
。

 
 

 
2-

4 
司
法
省
に
て
関
連
法
令
を
起
草
す
る
。

 
 

・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
責
任
者
：
司
法
大
臣

 
 ・
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
･マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
：
司
法
省
次
官
（
立

法
化
担
当
）

 
 ・
 
構
成
員
：

 
コ
ミ
ッ
テ
ィ
（
フ
ェ
ー
ズ
２
ま
で
は
ワ
ー
キ
ン
グ
グ

ル
ー
プ
と
呼
称
）：

次
官
、
最
高
裁
判
事
、
控
訴
裁

判
事
等

 
サ
ブ
・
コ
ミ
ッ
テ
ィ
：
民
事
局
、
立
法
局
等
司
法
省

職
員
中
心

 
 

2-
5 
司
法
省
に
て
立
法
化
に
必
要
な
手
続
き
を
行
う
。

 
＜
供
与
機
材
＞

 
＜
施
設
・
機
材
＞

 
前
提
条
件

 
2-

6 
必
要
に
応
じ
て
司
法
省
に
て
他
省
庁
と
の
法
案
の
調
整
を
行
う
。

 
 

2-
7 
そ
れ
ぞ
れ
の
過
程
に
お
い
て
記
録
を
残
す
こ
と
に
よ
り
、
組
織
と
し

て
知
識
を
蓄
積
す
る
。

 
 

2-
8 
日
本
側
か
ら
は
、
上
記
各
段
階
で
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
う
。

 

・
 
追
っ
て
検
討

 
 

・
 
司
法
省
内
の
長
期
専
門
家
用
オ
フ
ィ
ス

 
・
 
セ
ミ
ナ
ー

/W
S
開
催
の
た
め
の
会
議
室
･教

室
 

・
 
そ
の
他
関
連
施
設
･機

材
 

 
3-

1 
司
法
省
に
て
教
科
書
や
逐
条
解
説
等
、
実
務
に
必
要
な
資
料
を
司
法

関
係
者
及
び
必
要
に
応
じ
て
、
そ
の
他
関
係
者
に
配
布
す
る
。

 
＜
現
地
業
務
費
＞

 
 

＜
ロ
ー
カ
ル
･コ

ス
ト

> 
 

 

3-
2
司
法
省
に
て
司
法
関
係
者
に
対
す
る
民
法
・
民
事
訴
訟
法
の
新
法
理
解

研
修
を
、

R
S

JP
と
調
整
し
つ
つ
実
施
す
る
。

 
・
 
現
地
セ
ミ
ナ
ー
開
催
費
用
等

 
 

3-
3 
司
法
省
に
て
民
事
訴
訟
法
・
民
法
の
運
用
に
あ
た
り
、
必
要
な
イ
ン

ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
等
を
検
討
す
る
。

 
＜
国
内
支
援
体
制
＞

 

・
 
カ
ン
ボ
ジ
ア
職
員
の
給
与

 
・
 
供
与
機
材
に
関
す
る
税
関
手
続
費
用
、
国
内
移
動

費
、
保
管
費
用
、
設
置
費
用

 
・
 
施
設
・
資
機
材
維
持
管
理
費
用

 
 

3-
4 
司
法
省
に
て

3-
3
で
検
討
し
た
指
針
を
作
成
す
る
。

 
 

 
3-

5 
司
法
省
に
お
い
て
民
法
・
民
事
訴
訟
法
の
運
用
に
関
し
て
寄
せ
ら
れ

た
質
問
記
録
を
作
成
す
る
。

 
3-

6 
司
法
省
が

3-
5
の
質
問
の
集
約
や
そ
の
対
応
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

・
 
民
法
作
業
部
会
、
民
事
訴
訟
法
作
業
部
会

 
 

 
 

3-
7 
司
法
省
に

3-
3
か
ら

3-
6
ま
で
の
検
討
過
程
を
記
録
に
残
し
、
組
織

と
し
て
知
識
を
蓄
積
す
る
。

 
 

 
 

3-
8 
日
本
側
か
ら
は
、
上
記
各
段
階
で
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
う
。
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表
２
－
２
 
法
制
度
整
備
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
フ
ェ
ー
ズ

3）
 
改
訂

PD
M 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
名

：法
制

度
整

備
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（フ

ェ
ー

ズ
3）

 
タ

ー
ゲ

ッ
ト
グ

ル
ー

プ
：司

法
省

（M
O

J）
 

V
er

si
on

 2
.6
 

期
間

：2
00

8
年

4
月

9
日

～
20

12
年

3
月

31
日

 
対

象
地

域
：プ

ノ
ン

ペ
ン

 

作
成

日
： 

20
09

年
1

月
29

日
（現

地
） 

 V
er

.2
.1
 

20
09

年
3

月
5

日
（本

部
） 

V
er

.2
.2
 

20
09

年
4

月
8

日
（現

地
） 

V
er

.2
.3
 

20
09

年
4

月
24

日
（ｺ

ﾐｯ
ﾃ
ｨ会

合
） 

V
er

.2
.4

 
20

09
年

5
月

4
日

（本
部

ｺﾒ
ﾝ
ﾄ）

 V
er

.2
.5
 

20
09

年
6

月
8

日
(司

法
省

ｺﾒ
ﾝ
ﾄ）

 V
er

.2
.6
 

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

概
要

 
指

標
 

指
標

入
手

手
段

 
外

部
条

件
 

1.
 民

法
適

用
後

の
民

事
紛

争
解

決
手

続
及

び
内

容
の

質
 

・
 

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

＜
上

位
目

標
＞

 
民

事
法

制
度

が
カ

ン
ボ

ジ
ア

に
お

い
て

適
切

に
機

能
す

る
。

 
2.

 日
常

生
活

に
お

け
る

民
法

の
浸

透
 

・
 

司
法

関
係

者
へ

の
聞

き
取

り
調

査
 

 
 

1.
 司

法
省

に
よ

る
付

属
法

令
・運

用
指

針
の

起
草

実
績

及
び

日
本

側
の

関
与

の
変

化
 

・
 

起
草

さ
れ

た
法

令
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
へ

の
質

問
票

、
聞

き
取

り
調

査
2.

 司
法

省
に

よ
る

民
法

・民
事

訴
訟

法
関

連
法

案
の

立
法

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

調
整

実
績

及
び

日
本

側
の

関
与

の
変

化
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
へ

の
質

問
票

、
聞

き
取

り
調

査

＜
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
＞

 
司

法
省

が
、

民
法

・民
事

訴
訟

法
が

適
切

に
運

用
さ

れ
る

た
め

に
必

要
な

施
策

を
取

れ
る

よ
う

に
な

る
。

 

3.
 司

法
省

に
よ

る
普

及
活

動
の

実
績

及
び

日
本

側
の

関
与

の
変

化
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
へ

の
質

問
票

、
聞

き
取

り
調

査

・
関

連
法

令
の

立
法

過
程

が
中

断
さ

れ
な

い
。

 
・
司

法
省

所
掌

以
外

の
民

事
分

野
の

法
令

が
適

切
に

整
備

さ
れ

る
。

 
・
司

法
省

で
長

期
的

な
人

材
育

成
が

行
わ

れ
る

。
 

1-
1 

民
法

・民
事

訴
訟

法
関

連
法

令
案

及
び

運
用

指
針

の
起

草
計

画
作

成
及

び
起

草
実

績
 

・
 

起
草

さ
れ

た
法

令
 

1-
2 

起
草

す
る

体
制

（起
草

班
等

）の
形

成
実

績
 

・
 

専
門

家
、

司
法

省
関

係
者

に
対

す
る

聞
き

取
り

調
査

 
1-

3 
起

草
班

に
よ

っ
て

開
催

さ
れ

た
会

合
の

記
録

及
び

管
理

実
績

 
・
 

会
合

記
録

 

1-
4 

コ
ミ

ッ
テ

ィ
に

よ
っ

て
開

催
さ

れ
た

会
合

の
記

録
及

び
管

理
実

績
 

・
 

会
合

記
録

 
1-

5 
最

新
の

法
令

・法
案

デ
ー

タ
の

一
元

的
管

理
実

績
 

・
 

管
理

さ
れ

て
い

る
法

令
・法

案
デ

ー
タ

 
・
 

専
門

家
、

司
法

省
関

係
者

に
対

す
る

聞
き

取
り

調
査

 

＜
成

果
＞

 
1.

 司
法

省
に

て
、

民
法

・民
事

訴
訟

法
関

連
法

案
の

起
草

・立
法

化
に

向
け

て
必

要
な

作
業

が
行

わ
れ

る
。

 

1-
6 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
の

起
草

・立
法

に
関

す
る

知
識

向
上

と
そ

の
た

め
の

継
続

的
な

研
修

開
催

実
績

（参
加

者
数

、
講

師
、
テ

ー
マ

） 
・
 

研
修

開
催

実
績

、
研

修
成

果
調

査
 

2.
 司

法
省

に
て

、
司

法
省

か
ら

提
出

さ
れ

た
民

法
・民

事
訴

訟
法

関
連

法
案

の
フ

ォ
ロ

ー
及

び
他

省
庁

か
ら

提
出

さ
れ

た
法

令
と

の
調

整
が

行
わ

れ
る

。
2-

1 
司

法
省

か
ら

提
出

さ
れ

た
法

令
案

の
審

議
情

報
の

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で
の

共
有

と
意

見
提

出
及

び
そ

の
記

録
 

・
 

コ
ミ

ッ
テ

ィ
会

合
記

録
 

 
2-

2 
他

省
庁

起
草

の
法

令
案

と
の

調
整

の
議

論
及

び
議

事
録

 
・
 

コ
ミ

ッ
テ

ィ
会

合
記

録
 

3-
1 

普
及

す
る

体
制

の
形

成
実

績
（新

法
理

解
研

修
の

実
施

、
教

材
・法

令
配

布
体

制
） 

・ 
 

 専
門

家
、

司
法

省
関

係
者

に
対

す
る

聞
き

取
り

調
査

 

3-
2

法
令

及
び

教
材

、
種

類
、

数
及

び
配

布
先

 
・
 

配
布

記
録

 
・
 

司
法

関
係

者
に

対
す

る
質

問
票

、
聞

き
取

り
調

査
3-

3 
新

法
理

解
研

修
の

実
績

と
研

修
内

容
の

記
録

 
・
 

新
法

理
解

研
修

実
施

実
績

 
・
 

研
修

講
師

・参
加

者
に

対
す

る
質

問
票

、
聞

き
取

り
調

査
 

3-
4

新
法

理
解

研
修

に
お

け
る

講
師

/講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト
の

人
数

と
研

修
実

績
専

門
家

、
司

法
省

関
係

者
に

対
す

る
聞

き
取

り
調

査
 

3.
 司

法
省

が
司

法
関

係
者

等
に

民
法

・民
事

訴
訟

法
及

び
関

連
法

案
を

運
用

す
る

た
め

の
知

識
を

広
め

る
。

 

3-
5 

Ｑ
＆

Ａ
と

り
ま

と
め

組
織

の
形

成
、

Q
&
A

集
の

作
成

実
績

 
・ 

Q
&
A

集
 

・
司

法
省

に
適

切
な

人
員

配
置

が
行

わ
れ

る
。

 
・
共

同
所

管
の

法
令

の
起

草
に

際
し

て
、

他
省

庁
の

協
力

が
得

ら
れ

る
。
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＜
活

動
＞

 
＜

投
入

＞
 

 
＜

日
本

＞
 

＜
カ

ン
ボ

ジ
ア

＞
 

＜
長

期
専

門
家

＞
 

＜
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
＞

 
・
 

法
制

度
整

備
支

援
 

・
 

附
属

法
令

起
草

支
援

/援
助

協
調

 
・
 

業
務

調
整

 
 ＜

短
期

専
門

家
＞

 

 

前
提

条
件

 

0-
1

上
位

目
標

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
、

成
果

そ
れ

ぞ
れ

の
指

標
に

つ
き

現
状

を
調

査
す

る
。
（ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
の

設
定

）。
 

0-
2

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

に
つ

き
日

本
側

・カ
ン

ボ
ジ

ア
側

双
方

で
共

有
す

る
。
 

 1-
1-

1 
起

草
・修

正
等

が
必

要
な

法
案

の
一

覧
及

び
そ

の
優

先
順

位
を

検
討

す
る

。
 

 1-
2-

1 
起

草
す

る
法

令
ご

と
の

起
草

班
を

設
置

す
る

。
 

1-
2-

2 
メ

ン
バ

ー
を

選
出

す
る

。
 

1-
2-

3 
必

要
に

応
じ

て
改

編
す

る
。
 

 1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を
開

催
す

る
。

 
1-

3-
2 

会
議

録
を

記
録

し
、
記

録
を

管
理

す
る

。
 

 1-
4-

1 
コ

ミ
ッ

テ
ィ
会

合
を

自
主

的
に

開
催

し
、

法
令

案
を

審
議

す
る

。
 

1-
4-

2 
議

事
録

を
作

成
し

、
一

元
的

に
管

理
す

る
。

 
 1-

5-
1 

最
新

の
法

令
・法

案
デ

ー
タ

を
管

理
す

る
担

当
を

決
め

る
。

 
1-

5-
2 

最
新

の
法

令
・法

案
を

一
元

的
に

管
理

す
る

。
 

 1-
6-

1 
継

続
的

な
研

修
を

企
画

し
、
実

施
す

る
。

 
1-

6-
2 

研
修

議
事

録
を

作
成

し
、

教
材

を
作

成
す

る
。

 
 2-

1-
1 

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で
の

共
有

の
方

法
を

決
め

る
。

 
2-

1-
2 

各
法

案
に

つ
き

、
審

議
情

報
を

確
認

す
る

担
当

者
を

決
め

る
。

 
2-

1-
3 

審
議

情
報

を
コ

ミ
ッ

テ
ィ

内
で

共
有

し
、

必
要

に
応

じ
て

意
見

を
提

出
す

る
。

 
 2-

2-
1 

 他
省

庁
起

草
法

令
案

の
情

報
を

収
集

す
る

方
法

を
決

め
る

。
 

2-
2-

2 
 

留
意

す
べ

き
法

令
案

が
確

認
さ

れ
次

第
、

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で
担

当
者

を
決

め
る

。
 

2-
2-

3 
 必

要
に

応
じ

て
司

法
省

担
当

の
法

令
と

の
調

整
に

つ
き

、
コ

ミ
ッ

テ
ィ
内

で
議

論
を

行
な

う
。

 
2-

2-
4 

 
議

論
の

内
容

を
議

事
録

に
収

め
る

。
 

 

・
 

附
属

法
令

起
草

支
援

（2
名

×
0.
5

月
×

3
回

/年
） 

 ＜
研

修
員

受
入

＞
 

 
・
 

短
期

本
邦

研
修

（8
名

×
0.
5

ヶ
月

×
1

回
／

年
） 

 ＜
供

与
機

材
＞

 
・
 

お
っ

て
検

討
 

 ＜
現

地
業

務
費

＞
 

・
 

現
地

セ
ミ

ナ
ー

開
催

費
用

等
 

 ＜
国

内
支

援
体

制
＞

 
・
 

民
法

作
業

部
会

、
民

事
訴

訟
法

作
業

部
会

 
・
 

必
要

に
応

じ
て

小
部

会
設

置
 

  

・
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
責

任
者

：司
法

大
臣

 
 ・
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
･マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
：司

法
省

次
官

（立
法

化
担

当
） 

・
 

構
成

員
： 

 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

（フ
ェ

ー
ズ

２
ま

で
は

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
と

呼
称

）：
次

官
、

最
高

裁
判

事
、

控
訴

裁
判

事
等

、
司

法
省

付
判

事
 

サ
ブ

・コ
ミ

ッ
テ

ィ
：民

事
局

、
立

法
局

等
司

法
省

職
員

中
心

 
 

 ＜
施

設
・機

材
＞

 
・
 

司
法

省
内

の
長

期
専

門
家

用
オ

フ
ィ
ス

 
・
 

セ
ミ

ナ
ー

/W
S

開
催

の
た

め
の

会
議

室
･教

室
 

・
 

そ
の

他
関

連
施

設
･機

材
 

 ＜
ロ

ー
カ

ル
･コ

ス
ト
> 

・
 

供
与

機
材

に
関

す
る

税
関

手
続

費
用

、
国

内
移

動
費

、
保

管
費

用
、

設
置

費
用

 
・
 

施
設

・資
機

材
維

持
管

理
費

用
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3-
1-

1 
新

法
理

解
研

修
の

体
制

（講
師

・講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

の
養

成
、

議
事

録
作

成
等

）を
組

織
し

、
実

施
す

る
。
 

3-
1-

2 
法

令
・逐

条
解

説
・教

科
書

の
配

布
体

制
を

組
織

す
る

。
（担

当
・方

法
決

め
る

） 
 3-

2-
1 

新
法

令
の

教
材

を
作

成
す

る
 

3-
2-

2 
新

法
令

及
び

教
材

を
迅

速
・効

率
的

に
配

布
す

る
。

 
 3-

3-
1 

新
法

理
解

研
修

を
R
S
JP

と
調

整
し

つ
つ

、
実

施
す

る
。

 
3-

3-
2

新
法

理
解

研
修

の
議

事
録

を
作

成
し

、
教

材
と

し
て

関
係

組
織

に
配

布
す

る
。

 
 3-

4-
1 

新
法

理
解

研
修

の
講

師
候

補
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

候
補

を
選

出
す

る
。

 
3-

4-
2 

講
師

候
補

、
講

師
ア

シ
ス

タ
ン

ト
に

対
す

る
研

修
を

実
施

す
る

。
 

3-
4-

3 
講

師
候

補
、
講

師
ア

シ
ス

タ
ン

ト
が

普
及

セ
ミ

ナ
ー

で
講

義
を

行
う

。
 3-

5-
1

民
法

・民
事

訴
訟

法
の

運
用

上
の

質
問

を
と

り
ま

と
め

、
回

答
を

送
付

す
る

担
当

を
決

定
す

る
。

 
3-

5-
2 

質
問

に
対

し
て

統
一

的
な

回
答

を
作

成
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
組

織
す

る
。

 
3-

5-
3 

回
答

を
各

裁
判

所
に

迅
速

に
送

付
す

る
。

 
3-

5-
4 

Q
&
A

集
を

制
作

し
、

出
版

・配
布

す
る

。
 

3-
5-

5 
質

問
・回

答
の

中
か

ら
、

法
令

改
正

に
必

要
な

情
報

を
抽

出
し

、
次

の
立

法
作

業
に

つ
な

げ
る

。
  

 

 

- 9 -



２－２－２ 成果１の達成状況  

 

成果１ 「司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が行

われる。」 

 

（１） 起草作業 

 

民法・民事訴訟法の関連法令案及び運用指針の起草・立法化作業は、今フェーズ開始早々

の 2008 年の５月に計画が策定され、それに基づいて実施されてきた。また今フェーズにお

いては、省内で新たに起草作業に参加する職員を育成し、司法省の組織としての能力を強

化することにより、民法・民事訴訟法関連法草案の起草を司法省が自立的に行えるようサ

ポートした。すなわち、司法省が起草した草案を検討するというアプローチの下、2008 年

の 10 月からこれまでの間に、司法省職員を構成メンバーとする５つの起草班が設置された。

後述するように班ごとの違いはあるものの、概ね各班の課題に対処しながら着実な進捗を

見せている。また各班ともに、リーダーの主体性のもとで新たに意欲ある職員を随時追加

してきた。 

 

各班の作業実績は以下のとおりである。 

 

【第１班 (不動産登記に関する法令)】 

・ 司法省内部の起草班会合は計 45 回、国土管理都市計画建設省(Ministry of Land 

Management、 Urban Planning、 and Construction: MLMUPC)との共同コミッ

ティ会合は計 27 回開催されている。 

・ 2008 年 12 月および 2009 年１月に、短期専門家が司法省に派遣され、民法・民事

訴訟法と土地法の調整に関するセミナーと調査を行った。 

・ 2009 年２月に実施された本邦研修において、MLMUPC と司法省との間で覚書が交わ

され、ひとまずは、包括的な法律を作成するのではなく、暫定的に、共同省令

等で実務上の必要性に対応することなどが確認された。これにもとづき、民事

訴訟法及び民法それぞれに関する登記の共同省令の検討を開始した。 

・ 2010 年１月に、短期専門家が派遣され、共同コミッティとともに調査を行った。 

・ 民事訴訟法に関する登記の共同省令については、草案は司法省内の検討を経てほ

ぼ準備が整っているが、MLMUPC との協議は、MLMUPC のメンバーの多忙等の理

由により、予定通りには進んでいない。 

・ 司法省の起草班では、さらに上記共同省令の添付として書記官嘱託書式案を作成

し、すでに裁判所と MLMUPC の合意を得た。 

・ 民法に関する登記の共同省令は、司法省内の起草班会合において骨子が準備され

た段階であり、今後、法案を起草してから共同コミッティ会合で検討されるこ

とになっている。 

・ 司法省内の起草班会合は週１回、その他に中心メンバーによる準備会合も必要に

応じて開催されている。準備会合において司法省職員が法令案を起草し、詳細

項目に関して自ら確認・検討した上で、起草班会合において、日本人専門家と

さらに検討している。 

 

【第２班 （「裁判官の数が足りない始審裁判所に対する裁判官の塡補に関する司法

省令)、「手数料の納付が必要な申立て、申立て手数料の額、裁判を求める申立て以

外の事務の手数料並びに手数料以外の裁判費用の額及び訴訟の目的の価額の算定基

準に関する２００７年７月７日付省令２８ＫＹ号の別表１及び別表３を改正する省
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令」）】 

・ 「裁判官の数が足りない始審裁判所に対する裁判官の塡補に関する司法省令」は、

2008 年 12 月 19 日にコミッティ1での審議を終了し発出された。 

・ 「手数料の納付が必要な申立て、申立て手数料の額、裁判を求める申立て以外の

事務の手数料並びに手数料以外の裁判費用の額及び訴訟の目的の価額の算定

基準に関する２００７年７月７日付省令２８ＫＹ号の別表１及び別表３を改

正する省令」は、2009 年１～３月にコミッティで審議され、2009 年６月 22日

に発出された。  

・ 班としての会合は、省令案をコミッティに提出するまでに 10 回開催された。 

 

【第３班 (「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要と

なる執行官の収入の基準額に関する政令」)】 

・ 2009 年 10 月に「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」の班内草案を完了し

たが、コミッティ審議で改定することとなり、改めて 2010 年１月に修正版を

コミッティに提出した。 

・ 2010 年１月に「国庫から支給が必要となる執行官の収入基準額に関する政令」の

起草作業を開始した。 

・ 正式な会合の開催実績は、計９回である。第３班は、担当者が起草して班長が確

認し、班会合での最終的な協議・専門家の助言を得て完成させるという作業ス

タイルである。 

 

【第４班 (供託法)】 

・ 初会合は担当の日本人専門家が着任した後の 2009 年４月に開催された。 

・ 2009 年７月に第 1 次草案が完成し、９月の供託法案の準備に関する本邦研修で民

法作業部会・民事訴訟法作業部会と重要な基本的事項について協議を実施した。 

・ 2009年10～11月に供託法案と裁判寄託省令との関係等の検討課題についてコミッ

ティで審議された。 

・ 裁判寄託省令をもとにし､全面的に改定された新たな草案が 2009 年 12 月に準備さ

れ、起草班での検討が開始された。 

・ 起草班会合は平均週 1 回、その他に中心メンバーによる準備会合も必要に応じて

開催されている。準備会合において司法省職員が法令案を起草し、詳細項目に

関して自ら確認・検討した上で、起草班会合において、日本人専門家とさらに

検討している。 

・ 起草班会合は、準備会合と起草会合で合計 24 回開催されている。 

 

【第５班 (法人登記に関する司法省令)】 

・ 初会合は、2009 年 11 月に開催された。 

・ 内務省と外務・国際協力省による NGO 法案(あるいは政令案)との分掌・抵触が問

題となるため、同法案についての情報を収集する必要がある。2010 年１月の起

草班会合で内務省への質問状を準備した。現在、質問は準備し終わっており、

内務省と協議の時間を調整中である。 

・ 第５班では他にも調整が必要となりうる関係省庁の洗い出しを進めており、教

育・青少年・スポ－ツ省、商務省、環境省、外務・国際協力省、情報省、鉱工

業エネルギー省、観光省、農林水産省、開発評議会、労働職業訓練省、宗教省、

社会福祉省などが考えられる。 

                                            
1 カンボジア司法省令によって司法省内に設置された「民法及び民事訴訟法分野担当委員会」の

こと。フェーズ２まではワーキング・グループと呼称していた。 
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・ 今後､司法省側発案により、関係省庁を集めて、法人制度に関するワークショップ

を開催することを検討している。 

・ 起草班会合は計４回開催されている。 

 

【その他（裁判寄託省令関連の通達）】 

・ 数名の司法省職員と日本人専門家により「寄託金保管用の当座預金口座開設に関

する通達」が起草され、2010 年１月６日に発出された。 

・ 「立てるべき担保の額の基準」および「担保取消決定(民事訴訟法 73条)を出すべ

き場合の列挙」は今後準備される予定。 

 

(２) 会合議事録の作成 

 

班会合の議事録を作成して保存・共有するという活動は、十分実施されているとは言い

難い状況である。原因として司法省から最もよく聞かれたものは、メンバーが多忙で、議

事録作成の余裕がないということであった。多くの場合各個人の私的なメモにとどまって

おり、会合後に議事録の形に整理して保管することは十分にできていない。班によっては、

議事録の担当を決めて、実質的な法令案の議論の段階に入ってからは要約を作成している

場合もある。ただしその場合においても、検討結果しか記録されていないようである。 

 

(３) 文書の一元管理 

法令案の一元管理については、閣僚評議会に提出した時点での法案のソフトデータは、

立法局が保管している。但し、司法省側から閣僚評議会に提出した以降の法案のソフトデ

ータは閣僚評議会が管理することになっており、司法省は国会提出後にデータを得ること

ができない。プロジェクトで起草中の法案については、プロジェクト事務所のコンピュー

タで管理されている場合と、起草班メンバーが独自に管理しているものがある。各班とも

に最新版電子データの管理者・修正作業者を特定のメンバーに限定しているとはいえ、属

人的な管理となっているため、紛失や遺漏等の懸念があることを、調査団から司法省側へ

伝えた。設備や ITリテラシーの問題等があり短期間での解決は難しいが、将来的には司法

省内のコンピュータで一元管理されることが望ましい。 

フェーズ２で起草した民法適用法についても、現在は日本人専門家が管理しているが、

本フェーズ終了までには司法省職員が自立的に管理できるよう移管していく必要があると

思われる。 

 

(４) コミッティ会合 

コミッティ会合は、前述のとおり各起草班の法令案について司法省としての最終的な審

議をしてきた。また、フェーズ２において日本の作業部会が起草支援した、執行官法、裁

判寄託省令、人事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、民法適用法の各案についても、発令・

閣僚評議会での審議に備え、さらに検討を重ねた。カンボジア側で条文を起草して追加し

たものもある。また、特に民法適用法案では、土地法、担保取引法などの他省庁管轄法案

との調整や、婚姻家族法との調整について検討した。本フェーズでのコミッティ会合開催

回数は 92回である。しかしコミッティのメンバーには裁判所の仕事に従事している者もお

り、また他の者も業務が多忙であるため、定期的に開催することができておらず、また議

事録の作成も完全には実施できていない。コミッティメンバーへの聞き取りでは、こうし

た現状について問題意識を有している旨表明された2。 

                                            
2 この状況への対応策として、「コミッティ会合を、意思決定できる高官が出席できる都合にあわせて不定

期・臨機応変に開催する」という案も提示されたが、現地ミニッツ協議では、そのような方針では結局開

催できないことになるとの懸念も大きかった。具体的な対応策については今後の検討に委ねざるを得なか
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なお、コミッティでは、半年に 1 度プロジェクトの進捗確認も行っている。 

 

(５) 起草班メンバーの能力強化 

司法省では、2009 年以降、ヒー・ソピア次官の要請により毎週火曜日にルッティ司法省

付判事による勉強会を開催している。勉強会は２時間で、ルッティ判事が最初の 90分で民

法の条文を解釈し、旧法と新法の違いを解説し、残りの 30 分では日本人専門家も参加して、

日本人専門家が質問に回答する形式をとっている。 

起草班メンバーの民法・民事訴訟法の理解が不十分であるという問題意識は、カンボジ

ア側と日本側で共通している。特に新たに起草作業に参加した職員は、民法・民事訴訟法

の起草時の議論に参加していないうえに、大学で受けた民事教育も、多くは旧法に基づい

たものであり、十分とはいえないため、両法に関する理解度は非常に低いようである。 

新たに起草作業に参画した司法省職員の理解度の向上は、今後、自主的に起草・立法作

業を行う上で必要不可欠であり、プロジェクト後半の課題であるといえる。現状では、起

草作業に必要な知識を持つ職員が少ないために、高官レベルのメンバーが参加できなけれ

ば、起草班会合が開催できない状況となっているが、起草班メンバーからは、新たに起草

作業に参画した職員の理解が進めば、多忙な高官が欠席しても、実質的な議論はその他の

職員の間で進め、ある程度進んだところで高官の承認を得るという形をとることもできる

ようになり、起草が効率的に進むようになるのではないかという意見も聞かれた。そのほ

か、複数の起草班メンバーから、ルッティ判事の勉強会に加えて、日本人専門家からも定

期的に（例えば週１、２回）民法の全体像を把握できるような講義を実施してもらいたい

という要望が出され、民法については日本人専門家による講義が必要であるということが、

カンボジア側・日本側双方で確認された。 

講義の対象・レベルについては、成果３の司法省が実施する新法普及活動に絡めて、講

師候補、アシスタント講師となる人材の育成を目標として、内容の設定をすることが望ま

しい。但し、講義の参加者については、学習したいという司法省側の意欲を損なわないよ

うに、講師候補、アシスタント講師に限らず、他の司法省職員もオブザーバーとして自由

に参加できるようにすることが望ましい3。講義の開催時間帯については、就業時間中は他

の業務や起草班会合で忙しく出席が難しい職員が多いことから、就業時間外の講義実施を

望む声も多かった。 

この講義開催については、司法省と日本人専門家の間で、今後具体的な内容や開催方式

の検討を進めることとなった。 

 

２－２－３ 成果２の達成状況 

 

成果２. 「司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び

他省庁から提出された法令との調整が行われる」 

 

司法省から提出された法案の審議については、大臣から指名された次官が、閣僚評議会

の「テクニカル会合（旧名称：第一会合）」4と省庁間会合に出席し、法案によってしかる

べき担当者を同行させている。必要があればコミッティに持ち帰って再検討している。閣

                                                                                                                                
ったが、今次調査で明らかになったのは、開催運営の工夫にとどまらず、コミッティの再編等を通じ、特

定の高官が参加できない場合でも議論が進むようにしていくための対策が欠かせない、という関係者の共

通認識である。 
3 ただし、司法省職員の自立発展性の観点から、オブザーバー参加者が内容面でついていけない部分につ

いては、毎週火曜日のルッティ判事による勉強会や、講師候補・アシスタント候補に別途質問するなどし

て、司法省職員内での解決をはかるよう促すことが望ましい。 
4 テクニカル会合とは、閣僚評議会に提出された法案がまず審議される場であり、法律家委員会と経済・

社会・文化委員会のメンバーから構成される。 
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議および国会では、大臣が参加した上で、法案の詳細説明を同行の次官または次官補が担

当している。 

民事非訴訟事件手続法案及び人事訴訟法案は、閣僚評議会の審議結果を受けて、司法省

内で再検討し、2009 年８月に閣僚評議会に修正案を提出した。人事訴訟法案は 2010 年２月

19 日に閣議決定され、現在国会に上程するために準備中である。民事非訴訟事件手続法案

は 2010 年３月５日に閣議決定するための準備中である。5 

他省庁から提出された法令案については、以下のとおり民法・民事訴訟法との抵触の有

無や整合性をとるための修正案の検討が、コミッティで行われた。 

 

・ 土地法（MLMUPC）：不動産登記制度につき調整中。 

・ 区分所有権政令（MLMUPC）：閣僚評議会の省庁間会合で、司法省が提出した意見に

ついて審議した。 

・ 外国人に建物専有部分の所有権を付与するための法律（MLMUPC）：閣僚評議会の省

庁間会合に提出する前に、民法との整合性に関し司法省の意見および修正が求

められた。 

・ 国際養子縁組法（社会福祉省）：社会福祉省の案に対して、司法省から、民事非訴

訟事件手続法等との整合性をとるための修正案を提出し、多くが採用されて法

案が成立した。 

・ 商業裁判所法（商業省）：商業省の起草案に対して意見を提出。 

・ 貿易救済措置(Trade Remedy)法案（商業省）：2009 年 10 月に、民法・民事訴訟法

との抵触の有無をコミッティ会合で検討した。クメール語版において、民法及

び民事訴訟法の用語が正しく用いられるよう指摘することとなった。 

・ 地理的表示に関する法案（商業省）：2009 年 10 月に、民法・民事訴訟法との抵触

の有無をコミッティ会合で検討した。 

 

なお、司法省管轄法令との関係性がないと担当省庁が判断した場合には、閣僚評議会

の前に情報を入手することができず、閣僚評議会で情報を入手してから意見を提出して

も、法案の大幅な修正は不可能であるため、他省庁管轄法案との調整は、困難な場合も

あり、今後の懸念が残る。今フェーズでは、これまでのところ、成果２の達成を大きく

阻害するような支障は起きていないが、本質的な課題としては、省庁間での情報収集・

共有の仕組みが体系的に整備されることが必要であり、司法省内にとどまらない政府全

体の調整力の問題であると言える。 

 

２－２－４ 成果３の達成状況 

 

成果３. 「司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知識

を広める」 

 

新法理解研修は、教育･普及局が担当している。条文および関連教材の配布業務は、以前

はプロジェクトオフィスが担当していたが、現在は司法省に移管され、適切に配布業務が

進められている（教材の配布実績は附属資料 III.１.「ミニッツ（署名版）」Annex１(２)

参照）。 

民法逐条解説は 2010 年前半に刊行予定である。民法教科書は、日本側で一部を作成し、

民法起草に携わったカンボジア側メンバーと日本側専門家経験者が共同でその他の部分を

担当している。 

司法省が計画・実施した民法・民事訴訟法の普及活動は、カンボジア全土で 2008 年に７

                                            
5 2010 年３月５日に、予定どおり閣議決定された。 
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回、2009 年に６回、2010 年は３月までに既に３回開催された。2009 年には新たに５人の起

草班メンバーが講師に加わった。なお当初は、RSJP の継続教育と司法省の普及活動の間で

調整が必要と考えられていたが、司法省と RSJP 双方の認識では、現在、これら２つの活動

は、対象者および内容が異なっているため、調整の必要はそれほど高くないと考えられて

いる（RSJP の継続教育が裁判官・検察官に対する法曹実務レベルの内容を含むのに対し、

司法省の普及活動は、裁判所職員、州の職員、郡長、コミューン長、村長などを含むより

幅広い対象者・内容である）。 

外部（裁判所等）からの質問の受付窓口と回答送付は、民事局が暫定的に担当している。

以前は、日本人専門家にも直接質問が寄せられていたが、現在は、民事局が質問受付を一

元的に担っており、難しい質問については基本的にはコミッティで審議することになって

いる。今後民法が適用されれば、裁判官以外にも一般の行政職員や国民から、幅広い質問

が寄せられる可能性があるため6、司法省でも体系的に対応し、Q&A 集を作成する必要性が

さらに高まることが見込まれる。このことからも司法省職員の民法理解度を向上させるこ

とが急務といえる。 

また、司法省教育・普及局長が、普及セミナーにおいて参加者から出された質問につい

ての Q&A 集案を作成した。 

 

２－２－５ プロジェクト目標及び上位目標の達成の見込み 

 

本プロジェクトの目標は「司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要

な施策を取れるようになる」である。残りの期間を通じて、いくつかの課題（詳細は後述）

に適切に対処することで、この目標は達成が見込まれる。 

本プロジェクトの上位目標は、「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する」であ

る。この上位目標の達成のための前提としての不可欠なプロセスである関連法制度の整備、

あるいは、民法・民事訴訟法及び関連法の普及活動、他の法令との調整等については、現

在、プロジェクト活動として、司法省が鋭意進めているところであるが、一方で、上位目

標の達成のためには、裁判所、国土省土地管理局（土地登記）、地方行政機関などの関係官

庁においても、これらの法律が適切に理解され、運用されることが必要となる。また、公

務員や官庁だけでなく、弁護士、市民、企業なども、これらの法令を理解し、適切に活用

することが必要となる。現在のプロジェクト活動による制度整備及び法曹・公務員への普

及活動に加えて、これらの条件が全体的に整えば、上位目標が達成できるといえる。 

 

PDM で設定されたプロジェクト目標の各指標に対する実績と見込み・課題は以下のとおり

である： 

 

 

（１）司法省による付属法令・運用指針の起草実績及び日本側の関与の変化 

 法令案の分量・複雑さや関係省庁の有無により、起草班ごとに進捗のばらつ

きはあるが、予定していた法令案は上述のとおり概ね着実に起草されている。 

 第１班（不動産登記関連省令）は、MLMUPC との定期的な共同コミッティの開

催が、MLMUPC が多忙であることおよびメンバーが少ないことにより困難であ

                                            
6
司法省高官からは、裁判官が実務上直面している問題について、司法省に質問が寄せられているとの説明

があった。他方、RSJP からの聴取では、民事訴訟実務については、各地の裁判官から教官候補生を通じて

RSJP に寄せられる質問も多いように見受けられた。ただし、現在適用されている民事訴訟法に関する質問

は、主に裁判官から寄せられているのに対し、民法が適用された場合、より広い層からの質問が司法省に

寄せられることが予想される。 
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ったが、今次レビュー調査において MLMUPC 高官により、メンバーの増員およ

び MLMUPC 内での準備会合の実施など、前向きな協力姿勢が表明された。 

 第５班が担当している「法人登記に関する司法省令」は多くの省庁との整合

性を図る必要があるため、他省庁の起草法案の情報収集を行っている段階で

ある。 

 起草班会合の開催や内容の検討において、カンボジア側の自主性が大変高ま

ってきた。各班はまず自分たちで検討・起草を進め、解決できない問題につ

いてだけ日本人専門家に質問するようになった。ただし、主に民法について

の理解度の低さから、日本人専門家の助言が必要と思われる場面は依然とし

て少なくない。起草班メンバーを中心として司法省職員の民法理解度を向上

させることが、プロジェクト後半における課題である。 

 

（２）司法省による民法・民事訴訟法関連法案の立法プロセスにおける調整実績及び日本

側の関与の変化 

 司法省から発出された後の審議状況の確認・内部共有や、他省庁管轄の法令

案についての確認などは、現在までのところカンボジア側が主体となって順

調・適切になされてきている。 

 日本側の関与については、以前に比べて、カンボジア側が必要とする際にの

み助言をするという形が中心となってきた。 

 

（３）司法省による普及活動の実績及び日本側の関与の変化 

 普及活動は前述のとおり、司法省主導のもとに推進されている。普及セミナ

ーおよび教材の配布は計画どおり着実に実施された。 

 Q&A のとりまとめに関しては、民事局が暫定的に担当している。民法が適用さ

れれば司法省でも回答していく必要性は高まるため、このことからも司法省

職員の民法理解度を向上させることが急務である。 

 

２－３ 評価結果  

２－３－１ 妥当性  

   

極めて高い。 

 

カンボジア政府は、引き続き司法分野における人材育成を重視している。2004 年 7 月に

発表された国家開発戦略である「四辺形戦略」で明らかになっているとおり、司法改革は

引き続き高い優先順位を与えられており、2008 年に発足した新内閣は、これまでの四辺形

戦略の枠組みをそのまま引き継いだ「第二次四辺形戦略」を策定している。また、より具

体的には、2003 年に発表された「法・司法制度改革戦略」や 2005 年に発表された「法司法

制度改革短期・中期行動計画」において、「立法の枠組みの近代化」が司法分野の 7 重点分

野の 1 つと位置づけられている。これらの政策動向に関しては、今次調査においても変更

がない旨を司法省に確認した。なお、「法司法制度改革短期・中期行動計画」は、対象期間

を 2008 年までとしており、法・司法改革評議会（CLJR）では 2010 年にそのレビューを予

定している。 

カンボジアにおいて民事法制度を適切に機能させるために最も重要な政府機関のひとつ

が司法省である。司法省では民法・民事訴訟法の関連法令の起草や普及活動を進められる

人材の不足が現在も引き続き課題となっている。人材の育成及び組織の強化が、民法・民

事訴訟法の関連法令の起草や普及活動を効率的・効果的に運営するうえで不可欠であり、

本プロジェクトがこれらニーズに対応するものである旨、司法省と日本側との間で確認さ
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れた。 

本プロジェクトはまた、日本の ODA 計画や戦略とも一貫性を有している。2002 年に策定

された日本政府の「カンボジア国別援助計画」において、民事法制度の構築と向上はカン

ボジアに対する重要政策中枢支援と位置づけられている。2009 年に開催された第 21回経済

海外協力会議では、「法制度整備支援に関する基本方針」が策定され、民法・民事訴訟法関

連法令の起草や司法関係機関の組織強化に対する更なる支援の必要性が確認された。また、

JICA の対カンボジア「国別援助実施方針(2009 年)」では、民法・民事訴訟法の運用・普及

支援の継続により、法司法制度改革の推進に貢献する方針が定められている。 

加えて、これまでフェーズ１、２において民法・民事訴訟法の起草・立法化支援を日本

が実施してきた経緯を踏まえると、他ドナーに比してなお日本に技術的な優位性があり、

引き続き日本が関連法令の起草や新法普及活動および人材育成に協力することは、従来の

協力の成果を高めることに資するものである。今次調査においても司法省からは、その点

が繰り返し強調された。 

今フェーズでは、民法・民事訴訟法関連法令の起草・普及活動において、司法省職員が、

より主体性を発揮し、自立的に民法・民事訴訟法の適切な運用のために必要な施策を取れ

るようになることを目指している。起草作業においては、まずカンボジア側が起草を行い、

日本人専門家によるコメントを踏まえ、草案を完成させるアプローチが採られている。こ

の点は、日本側が起草作業の大部分を担当していた以前のフェーズより、司法省側の主体

性が着実に高まったと評価できる。このアプローチについては、後述のとおり一定の成果

をあげつつあることが今次調査で明らかになっており、上述のニーズを満たす上での妥当

性が高いことが確認された。 

 

２－３－２ 有効性の予測 

 

高い有効性が見込まれるものの、プロジェクト後半に取り組むべき課題も残っている。 

 

まず、成果１.「司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な

作業が行われる」に関しては、５つの起草班が、班ごとのばらつきはあるものの、概ね各

班の課題に対処しながら着実な進捗を見せている。意欲ある新たな職員も随時追加され、

起草班メンバー自ら検討を進める・草案を作るといった手法が完全に定着した。特に民事

訴訟法に関する不動産登記の共同省令案および供託法案は、司法省職員が主体的に起草作

業を担った最初の大きな成果である。 

起草班会合での検討経緯を記録に残すことは、今後の法令解釈の資料に供するという観

点からも重要であるが、必ずしも十分には実施されていないのが現状である。決定事項と

その理由を起草メモの形で簡単に残しておく等の工夫が必要である。 

成果１.達成のための課題は、起草班メンバーの民法・民事訴訟法の理解度向上である。

これまで、起草班において主体的に起草作業が担われているものの、基本法令の理解不足

による起草作業の停滞も指摘された。この点、日本人専門家からのより積極的なインプッ

トが有効と思われるが、ここまで培ってきた司法省職員の自発性を損なわないよう、双方

で協議して適切なアプローチを検討していくことが望まれる。 

次に、成果２.「司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロ

ー及び他省庁から提出された法令との調整が行われる」に関しては、前述のとおり着実に

行われており、これまでどおり活動することで達成が見込まれる。ただし、他省庁間管轄

の法令案との調整の時機を逸することのないよう、引き続き積極的な情報収集に努めるこ

とが望ましい。 

最後に、成果３「司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するた

めの知識を広める」については、新法理解研修および条文や教材の配布を教育･普及局が担

- 17 -



当し、適切に実施されている。ただし外部（裁判所等）からの Q&A のとりまとめについて

は、民法が適用されれば司法省にも多く質問が寄せられることが予想されるため、それに

対応するためにも司法省内の体制整備7と職員の民法理解度を向上させることが重要である

といえる。 

これら産出されつつある成果を目標達成に結びつけるためには、前述の課題に適切に対

処する必要がある。またプロジェクト目標の達成には、外部条件「司法省に適切な人員配

置が行われる」および「共同所管の法令の起草に際して、他省庁の協力が得られる」が満

たされる必要がある。1点目の外部条件については、慢性的な人員不足の状況ではあるもの

の、現在のところプロジェクトの遂行に支障をきたしてはない。2 点目の外部条件について

は、起草班第１班（不動産登記関連省令）の活動において、MLMUPC との共同コミッティが、

MLMUPC メンバーが多忙であることにより定期的に開催できず、起草作業の進捗に影響を与

えていた。しかし今次レビュー調査において MLMUPC 高官により前向きな協力姿勢が表明さ

れたため、状況の改善が期待される。第 5 班（法人登記関連省令）も、内務省・外務省を

はじめ多くの省庁からの協力を得る必要があり、こちらも引き続き注視する必要がある。 

 

２－３－３ 効率性  

 

比較的高い。 

 

投入については、一部法曹人材の日本国内におけるリクルートの困難から、長期専門家

の派遣が遅れたケースがあった。前フェーズに引き続き、常駐の長期専門家と日本におけ

る支援体制（民法作業部会、民事訴訟法作業部会、不動産登記にかかる実務アドバイザリ

ーグループ、及び日本国法務省）の組み合わせ、また、短期専門家による現地セミナーや

本邦研修といった複数の形態を活用した支援のあり方は、カウンターパートが適時かつ広

がりや深みのある助言を得ることができ、また実務上のニーズに即した情報提供ができる

方策であり、効率性の促進要因となっている旨が確認された。なお、このようなさまざま

な手法の組み合わせによる効率性をさらに高めるために、司法大臣からは、「本邦研修や

長期研修から帰国した人材が、一定期間司法省で働くような制限を設けることも検討した

い」との提案があった。日本側支援体制については、一部普及に必要な教科書・解説の出

版の遅れがあったが、その他の法令ドラフトに対するコメントや本邦研修を通じたインプ

ットについては適切に行われた。また、実施中の「裁判官・検察官養成校民事教育改善プ

ロジェクト（フェーズ２）」や「弁護士会司法支援プロジェクト」との間で、条文や法令

解説等の出版物が共有されており、今後も引き続き共有がなされることで、効率性が更に

高まっていくことが期待される。 

コミッティ会合が適時開催されるかどうかは、プロジェクトの効率性に与える影響が大

きい。コミッティ会合が予定通り開かれ、主体的に遅延なく起草でき、さらに成果をあげ

るために、コミッティの構成を再編し、新しいメンバーを入れる必要がある。 

 

２－３－４ インパクトの予測 

 

プロジェクトに関わっている司法省職員の立法技術および法の理解・解釈の経験は、起

草班での活動を通じて着実に蓄積されている。これは司法省が民事分野以外の法令を起

                                            
7
 カンボジア司法省からは日本人専門家も加わって回答していく「共同メカニズム」を構築できないかと

の要望も聞かれたが、調査団からは「まずカンボジア側で自ら運用可能な体制を検討し日本側に提案する

べきであり、日本の支援の在り方はその提案をベースとして、実現方法について検討・支援をする」旨返

答し、了解を得た。 
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草・普及していく上でも活用されている。 

また、立法局は本プロジェクトでの活動を通じて PDM 手法に関する知識を獲得し、同局

の５か年計画を作成する際に自らそれを取り入れた。 

 

２－３－５ 自立発展性の見込み 

 

本プロジェクトでは、プロジェクトの目標および成果に、司法省における民法・民事訴

訟法が適切に運用できることの自立発展性を埋め込んでいるため、基本的には目標・成果

の達成が自立発展性と直結している。 

今フェーズでは、ここまで、起草作業をカンボジア側の手に移す方針を採り、日本側が

法案を用意してきた前フェーズまでの方法と異なり、カンボジア側が法案を起草し、日本

側は、起草された法案に対してコメントをする手法を採用してきた。これにより、カンボ

ジア側も、日本人専門家の助言や、本邦研修、短期専門家来訪の機会を活用したり、自分

たちで情報収集したりしながら、起草班ごとに法案を起草してきた。司法省内の起草班会

合やコミッティ、MLMUPC との共同コミッティにおいても、起草班の担当者が、起草した法

案の内容を説明したり、制度の説明をしたりするようになっている。 

このように、起草班に起草作業を委ねたことによって、カンボジア側の自立傾向は非常

に高まったと言ってよく、今後もこの手法を続けることによって、プロジェクトの自立発

展性が高まっていくと見込まれる。 

一方で、新たに起草活動に参加した職員の民法・民事訴訟法の理解は、まだ十分なもの

とは言えず、そのために、起草法令の趣旨や内容について、起草班内部で他者に明確に説

明できない等、検討作業がスムーズに進まない場合もある。 

今後、法案の起草・検討の効率を上げ、プロジェクトの成果・活動の自立発展性を一層

高めるためには、司法省職員の間で、民法・民事訴訟法の基本的な体系について、一定程

度の理解を共有することが必要と考えられる。 

そのためには、これまで行われている司法省による民法理解度向上のための勉強会の開

催といった自発的努力に加え、条文の背景を理解している日本人専門家からのインプット

も必要と考えられる。その際、日本人からのインプットに依存し、自立発展性を損なうこ

とのないように、知識移転のアプローチについては、双方で工夫を重ねることが望まれる。

例えば、講義や質疑応答はカンボジア側参加者ができるだけ記録に残し積極的に活用する

こと、司法省職員同士で教え合うこと等により、その知識の普及と定着を図ることなどが

考えられる。 

一方で、民事訴訟法のうち特に起草に必要とされる部分については、一定の理解が進ん

でいると考えられ、今後は、新しく起草班に参画したメンバーに対するインプット（知識

の共有）を起草班内で自主的に行うことが必要である。ただし、必要な場合は日本側が協

力することも考えられる。 

また協議を通じて、本プロジェクトの将来的な持続性を担保するために、本プロジェク

トの諸活動が司法省の戦略計画に組み込まれることが検討されるべきとの共通理解に至っ

た。 

自立発展性を阻害する最大のリスクのひとつは、資金面・人員配置面での継続性である。

引き続き司法省から政府に対し、予算措置・人員強化を働きかけることが必要である。 
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第３章 「カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」現

状と実績 

 

３－１ 投入実績 

附属資料 IV.１.「ミニッツ（署名版）」Annex２のとおり。 

 

３－２ プロジェクト目標の達成に向けた活動進捗状況 

 

プロジェクト活動は PDM 上の計画に沿って概ね円滑に行われ、成果が達成されつつある

ことが確認され、プロジェクト目標達成の見込みは高いと判断された。プロジェクト活動

の当面の進捗と今後の方向性について、今次調査で確認された内容の概略は以下のとおり

である。 

 

３－２－１ 成果１の達成状況 

 

成果１. 「組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に蓄

積される。」 

 

日本人専門家と RSJP マネジメント層は必要な際には常時協議できる関係を維持しており、

プロジェクト運営上の必要に応じて適宜協議を重ねてきた。記録に残っている会合だけで

も 2008 年度に 17 回、2009 年度には９回実施しており、またこれら以外にも日常的に議論

をしている。協議内容は、教官アシスタント制の導入、継続教育の計画、模擬裁判の準備

等であった。教官候補生および RAJP/RSJP 職員も適宜参加している。 

フェーズ１に引き続き教官候補生の養成が進められ、今フェーズ初年度から教官アシス

タント制が導入された。教官候補生の採用基準は、（１)成績、（２)本人の希望、（３)適性、

（４)裁判官であること(民事教育のため)である。裁判官は成績上位の者から任地を選択で

きるため、成績上位者から教官候補生を採用することでプノンペン近郊に赴任できる確率

が高まり、学校へ通いやすくなる。 

教官候補生の採用計画については、文書化こそなされていないものの、毎年７名ずつ採

用していくことで RAJP/RSJP と日本側の間では共通認識に至っている。実際、今レビュー

調査時点までに、RSJP１期ないし３期卒業生の中から、各７名が教官候補生として採用さ

れており、１期生は既に教官アシスタントとして活動している。そのうち２名は書記官養

成校では教官として単独で講義を担当している。この採用計画は、教官候補生にふさわし

い人材の供給量や裁判所への配置を優先すべき実情などを踏まえて総合的に定められたも

のである。 

なお、RAJP 学院長は、プロジェクト期間中４年で 35 名の教官候補生(１期生７名を含む)

を養成するという計画は、RSJP 以外の養成校を含む RAJP 全体の学校運営の持続性を考えれ

ば十分とは言えないものの、数的制約の中で出来るだけ人材の質・量ともに高めていく努

力をしていきたい、との認識を持っている。 

また、PDM に指標として掲げられている「常勤・非常勤の教官数の増加」と専任教官の確

保との関係について、RAJP/RSJP では、「学校側としては、将来的に専任教官を確保したい

と思っているが、カンボジアの司法人材が圧倒的に不足しているという現状に鑑みれば、

現場実務への配置を優先するべきであり、そのため当校の専任教官は将来的に確保を希望

するものの当面は現実的ではない」と認識しており、日本人専門家も、このような RAJP/RSJP

の認識は適切であるとともに、現役実務家が非常勤教官となることのメリットも大きいと

の意見であった。専任教官を確保できない点は、複数の教官候補生に教官ミーティングや
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模擬裁判等に関与させることで、学校での教育実施に対する一貫したコミットメントを高

める等の方法で補ってきた。 

RSJP の生徒に対する教育体制として、現在のカリキュラムでは、民法、民事訴訟法につ

きほぼ同程度の時間数の講義が行われている。RSJP が実務家養成校であることからすれば、

同校では手続法を中心とした実務教育に重点をおくべきであること、及び民法が未だ適用

に至っていない現状に鑑みれば、現在のカリキュラムでバランス的に問題はないといえる。

これまでのところ、予定していた教官が講義できなくなった場合に教官候補生が代理を務

めるなど、日本人専門家が講義をせずとも RSJP のリソースだけでカリキュラムどおりに講

義が運営されるようになってきている。また、教官と教官候補生が共同で講義を実施する

割合が減り、教官候補生だけで講義する割合が着実に上がってきている。これは、2008 年

度は前者が 156 時間で後者が 115 時間であったが、2009 年度には前者が 109.5 時間で後者

が 165 時間となっているという統計から明らかである。また、2009 年の模擬裁判は 2008 年

に比べて、教官候補生がより主導する形で運営された。 

養成活動の実績として、毎週金曜日に開催されている教官候補生ワーキング・グループ

で、教官候補生が日本人専門家の支援のもとで教材を作成している。その開催実績は 2008

年度 28 回、2009 年度 23 回であった。また、カンボジアでの現地セミナー、JICA-Net セミ

ナーおよび本邦研修への参加、あるいは日本人専門家に日常的に質問・相談するといった

活動を通じて、教官候補生は知識や経験を蓄積しつつある。更に、教官候補生の間で電話

や E-mail を使って議論をすることもある。RAJP 学院長・RSJP 校長からは、これら日本の

支援を通じて、人材養成の質・量ともにできるだけ高めていくべく活動を継続して行く旨

表明があった。 

教官ミーティングは、教材作成計画やカリキュラムの検討を目的として 2008 年度に２回、

2009 年度に１回開催されており、学校側が完全に開催のイニシアティブをとっているとは

言えないものの、まだ教官アシスタントとして活動した実績のない教官候補生が議論の主

体となっている。RAJP/RSJP の幹部は、組織的なナレッジマネジメントとして、議事録を作

成して共有することの重要性を認識しており、一般的な会議に関しては内容を要約した議

事録を作成し、重要な会議に関しては詳細に講義録を作成している。 

 

３－２－２ 成果２の達成状況 

 

成果２. 「教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される」 

 

教官候補生の養成活動の実績として、毎週金曜日に開催されている教官候補生ワーキン

グ・グループで、教官候補生が、日本人専門家の支援のもと、「不動産強制売却の模擬記録・

マニュアル」等のマニュアル・教材を作成しており、これらは全国の裁判所や RSJP 学生へ

配布され活用されている。また、カンボジアでの現地セミナー、JICA-Net セミナーおよび

本邦研修への参加、あるいは日本人専門家に日常的に質問・相談するといった活動を通じ

て、教官候補生は知識や経験を蓄積し、教材の草稿を担えるようになってきた。ある教官

候補生は、自らの学習および実務での活用を企図して、JICA-Net セミナーで得た知識をも

とに、日本人専門家の助言を仰ぎながら、督促手続のマニュアルを自主的に作成した。 

中間レビュー時点での教材作成・改訂実績は以下のとおりである。 

 

１ 民事訴訟関係【模擬裁判用事案】 

①ソック･サムバット事案（賃貸借）（2008.12） 

②株式会社サリカ事案（所有権に基づく動産引渡し）（2009.12） 

 

２ 民事執行関係 

③不動産強制売却模擬記録・マニュアル（2009.12 完成・発刊待ち） 
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④代替執行・間接強制模擬記録・マニュアル（起案・コメント中） 

⑤執行手続に対する不服申立てに関する教材（2010.１から着手） 

 

３ 民事保全関係 

⑥不動産仮差押え模擬記録・マニュアル（2009.３） 

⑦民事保全頻出質問集(44 問)（2009.５） 

 

４ 共通 

⑧民事訴訟法に関する質問集 2008（2008 年６月～2009 年３月、113 問）（2009.９） 

⑨民事訴訟法に関する質問集 2009（2009 年４月～2009 年 12 月、123 問）（編集中） 

 

＊以上のほかに、教官候補生が自主的に「督促手続マニュアル」（手続の解説と参考

書式）を作成した。 

 

上記③④⑤⑥の作成プロセスは、日本人専門家による講義にもとづいて教官候補生が草

稿し、日本人専門家によるコメントを反映させて完成させるというものであった。 

また教官候補生は、必要に応じて、日本人専門家との質疑応答や協議、本邦研修などを

通じて、教材を改訂した（例えば民事訴訟第１審手続マニュアルは 2010 年初に改訂第２版

が完成している）。 

関係者（カンボジア側・日本側）によれば、プロジェクトを通じて作成・改訂されたこ

れら教材は、日本人専門家および日本側支援体制による助言のもとに作成されており、RSJP

での教育において概ね適切な内容に仕上がっているとの認識が共有されている。作成する

教材については、教官ミーティングで教官候補生自身が提案し、決定するようになってお

り、日本人専門家が、教材の内容を決定し、作成していた前フェーズに比べると、カンボ

ジア側が主体となって教材整備を行う体制が構築されつつある。とはいえ、教官候補生か

らは、教材作成に関する日本人専門家の助言は今後も必要であるとの意見が出されており、

教官候補生が、より自立的に教材作成を進めるためのノウハウや知識を、プロジェクト後

半で更に培っていくことが必要である。 

今次調査では、民法の理解が限られていること及び民法教育の重要性について、学校運

営側と認識を共有した。RSJP 生徒の理解度については、民事訴訟法は理解が進んできてい

るものの民法については十分とは言えないとの評価が、教壇に立っている教官候補生１期

生からも報告された。例えば、民事訴訟法講義のケーススタディの際に、民法の実体法が

理解できていないがために、課題が解決できない事例が散見されるとのことである。 

プロジェクト後半では、民法の適用を見据え、例えば RSJP で民法教育を充実させるため

に講義計画を作成するなど、具体的な取り組みについても今後学校側と日本人専門家との

間で協議を進めていくことが確認された。 

 

３－２－３ 成果３の達成状況 

 

成果３.「民事に関する継続教育が行われる」 

 

RSJP における継続教育は、2008 年に RAJP のイニシアティブにより、EWMI の支援を受け

て開始された。学校側がドナーを招いて行った担当分野の協議会合を経て、JICA が民事分

野の一部を担当することになった。民事分野の継続教育は、１コースあたり５日間の日程

で行われ、学校側が決定した教育項目に沿って、３日間はカンボジア人教官が、１日は日

本人専門家が、もう１日は他ドナーが担当した（2008 年は日本人専門家の講義は半日間、

2009 年は１日間）。JICA は実施費用の４日間分を負担している。 

継続教育では、年間教育計画を策定した上、対象者を始審裁判所に所属する全裁判官及
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び検察官(但し RSJP 卒業生は免除される場合もある)とし、参加者を１グループ 35-40 人程

度に分け、合計 6 グループに対して、５日間のセッションをプノンペンで実施している。

受講者総数は、2008 年は 187 人、2009 年は 206 人、2010 年は 269 人（予定）となっている

（2009 年以降の増分は毎年の RSJP 卒業生である）。始審裁判所の裁判官・検察官は受講が

義務づけられていることもあり、ほとんど全員が参加している。RSJP では参加者からのフ

ィードバックを終了後に取り纏めて、どのテーマを強化すべきか分析し、その結果に基づ

いて毎年内容を改善している。 

RSJP プロジェクトでは、保全についてのレクチャーを各セッションで担当しており、１

セッションあたり、2008 年は半日、2009 年は１日であった。2009 年は学校側の発案で Q&A

スタイルが採用され、事前に全国の裁判所から質問を収集し、各講師が回答準備を担当し

た。日本人専門家はこのスタイルの導入および実践に際して助言した。 

2008 年度には、司法省による民法・民事訴訟法の普及セミナーおよび RSJP における継続

教育に関して、過去に特定の講師に過度な負荷がかかったため、対応策のひとつとして RSJP

の継続教育において教官候補生を活用することが提示され、2009 年度の継続教育において

は、教官候補生が民事分野の講義の一部を担当した8。 

 

３－２－４ プロジェクト目標及び上位目標の達成の見込み 

 

RSJP プロジェクトの目標は、「RSJP において民法・民事訴訟法に則った裁判官・検察官

に対する裁判実務に関する教育が自立的に実施できるようになる」である。教官候補生が

養成され、講義や教材作成、模擬裁判などでも大きな役割を果たすようになってきており、

特に民法理解の向上に配慮することでプロジェクト目標は達成される見込みが高い。 

本プロジェクトの上位目標は、「カンボジアにおいて民法･民事訴訟法に基づいて適切に民

事裁判が行われるようになる」である。RSJP において、今後の民法の適用を見据えて、民

法教育をさらに充実させることができれば、プロジェクト終了後も、民法、民訴に関する

十分な教育を受け、適切な運用能力をもった卒業生を輩出することができる見込みは高い

が、上位目標の達成には、RSJP での教育を受けていない既存の裁判官に対する民法の普及

が必要となり、RSJP の継続教育をもってしても時間がかかることが見込まれるほか、弁護

士の能力向上、民事執行や保全などの関連制度の整備・普及も必要となる。 

 

PDM で設定されたプロジェクト目標の各指標に対する実績と見込み・課題は以下のとおり

である： 

 

（１）民事教育に関する授業実施状況 

 現在のカリキュラムは、民法、民事訴訟法がほぼ同程度の時間数で行われて

いる。 

 2009 年の模擬裁判は 2008 年に比べて、教官候補生がより主導する形で運営さ

れた。教官候補生はコーディネーターやチューターとしての役割を全うし、

学生に対して助言や講評を与えた。日本人専門家が、講評を準備する段階で

教官候補生に助言を行ったところ、それを基に教官候補生が適切な講評をし

た。 

 民法の理解度については、学校運営側は学校における民法教育の必要性を認

                                            
8 カウンターパートからはこうした認識が表明されたが、日本人専門家によれば、2008 年に司法省高官が

継続教育の講師を担当できない際に RSJP 教官候補生が代理で担当し、2009 年はそれを踏襲したものであ

って、司法省と RSJP が調整したかどうかは定かではない。また 2008 年に RSJP の継続教育が 11～12 月に

５～６週間集中して行われた際には司法省プロジェクトにも影響があり、結果として積極的な調整は行わ

れなかったという側面も指摘された。 
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識しているところ、民事訴訟法に比較して、民法に対する学生の理解が十分

とは言えないとの評価が教官候補生 1 期生からも報告されている。プロジェ

クト後半では、民法の適用を見据え、民法教育の充実に向けて具体的な取り

組みが必要である。 

 

（２）教官（アシスタント教官を含む）の数が増加する 

 RAJP/RSJP では、2012 年まで毎年７名ずつ、計 35名の教官候補生を養成する

計画で、レビュー調査時点で 21 名の教官候補生が養成されている。 

 RAJP/RSJP マネジメント層による教官候補生の養成方針は、教官候補生ワーキ

ング・グループ、現地セミナー等の日本側からのインプットを活用してでき

るだけ知識を得させ、教壇に立たせる時期を見定めるというものである。 

 教官候補生１期生は、今フェーズ開始初年度から 7 名全員がアシスタント教

官として活動している。 

 

（３）カリキュラムの策定状況 

 カリキュラムについては、上記（１）のとおり、バランスよく策定されてい

る。 

 

（４）RSJP 内部で教材作成ができる体制が整備・維持される 

 教材作成の中心である教官候補生ワーキング・グループでは、教官候補生が

教材の作成・改訂経験を積み、草稿を担えるようになった。また、教官ミー

ティングで教官候補生自身が教材作成計画を提案し、決定するようになった。

日本人専門家が、教材の内容を決定し、作成していた前フェーズに比べると、

カンボジア側が主体となって教材整備を行う体制が構築されつつある。 

 教官候補生は、教官候補生ワーキング・グループ、本邦研修、現地セミナー

および JICA-Net セミナー等において、教材作成に関するノウハウや知識を習

得している。 

 全国の裁判官から来る多くの質問とその回答が Q&A 集としてまとめられた。

その結果、地方裁判所からの質問がさらに増えた。 

 民法については未だ教材が作成されておらず、今後教材作成の前提となる教

官候補生の民法についての理解を深める必要がある。 

 教官候補生からは、教材作成に関する日本人専門家の助言は今後も必要であ

るとの意見が出された。教官候補生が、より自立的に教材作成を進めるため

のノウハウや知識を、プロジェクト後半で培うことが必要である。 

 

３－３ 評価結果  

３－３－１ 妥当性  

 

極めて高い。 

 

カンボジア政府は、引き続き司法分野における人材育成を重視している。2004年７月に

発表された国家開発戦略である「四辺形戦略」で明らかになっているとおり、司法改革は

引き続き高い優先順位を与えられており、2008年に発足した新内閣は、これまでの四辺形

戦略の枠組みをそのまま引き継いだ「第二次四辺形戦略」を策定している。また、より具

体的には、2003年に発表された「法・司法制度改革戦略」や2005年に発表された「法司法

制度改革短期・中期行動計画」において、司法サービスを強化することが司法分野の7重点

分野の一つと位置づけられている。これらの政策動向に関しては、今次調査においても変
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更がない旨を司法省に確認した。なお、「法司法制度改革短期・中期行動計画」は、対象期

間を2008年までとしており、法・司法改革評議会では2010年にそのレビューを予定してい

る。法・司法改革評議会に出席しているRAJP事務局長からは、法曹人材育成について、戦

略・方針に変更はないことを確認した。 

またRSJPプロジェクトの枠組みは、カンボジアにおける法曹人材の育成に関する主要機

関であるRAJP(RSJP)のニーズを満たしていることが、改めて確認された。カンボジアでは、

法曹人材の不足は現在も引き続き深刻であり、健全な社会・経済開発を妨げる大きな阻害

要因となっている。RAJP・RSJP経営陣との間で、人材の育成及び組織の強化が、民事教育

を効率的・効果的に運営するうえで不可欠であり、本プロジェクトがこれらニーズに対応

するものである旨確認された。 

RSJPプロジェクトはまた、日本のODA計画や戦略とも一貫性を有している。2002年に策定

された日本の「カンボジア国別援助計画」において、民事法制度の構築と向上はカンボジ

アに対する重要政策中枢支援と位置づけられている。2009年に開催された第21回経済海外

協力会議では、「法制度整備支援に関する基本方針」が策定され、民法・民事訴訟法関連法

令の実務教育の拡充や人材育成への更なる支援の必要性が確認された。また、JICAの「カ

ンボジア国別援助実施方針(2009年)」では、裁判官・検察官養成校への人材育成支援の継

続により、法司法制度改革の推進に貢献する方針が定められている。 

加えて、これまで法制度整備プロジェクト（フェーズ１、２）において民法・民事訴訟

法の起草・立法化支援を日本が実施してきた経緯、さらには本プロジェクト（フェーズ１）

でRSJPの民事教育にかかるカリキュラム策定や教材作成を支援してきた経緯を踏まえると、

他ドナーに比してなお日本に技術的な優位性があり、引き続き日本が民事教育を中心に

RSJPのキャパシティ強化に協力することは、従来の協力の有効性を高めることに資するも

のである。今次調査においてもRAJPマネジメント層及び教官候補生からは、その点が繰り

返し強調された。 

今フェーズでは、学校運営の根幹をなす教官採用・養成計画、カリキュラム検討、教材

作成といった活動において、カンボジア側カウンターパート職員・教員が、より主体性を

発揮し、自立的に民事教育の実施を行えるようになることを目指している。例えば、教材

作成においては、まず、教官ミーティングの際に、教官候補生が中心となって作成すべき

教材について協議・決定し、日本人専門家による講義を踏まえて、教官候補生が教材をド

ラフトするアプローチが採られている。この点は、作成すべき教材について日本人専門家

が決めていた前フェーズより、学校側の主体性が高まったと評価できる。このアプローチ

については、一定の成果をあげつつあることが今次調査で明らかになっており、さらに有

効性や効率性を高めるためにプロジェクトの後半での改善は望まれるものの、上述のニー

ズを満たす上での妥当性が高いことが確認された。 

 

３－３－２ 有効性の予測 

 

高い有効性が見込まれるものの、プロジェクト後半に取り組むべき課題も残っている。 

 

成果１及び３については、全般的に着実な進捗が見られる一方で、いくつかの課題が残

っている。なお、ほぼ全ての活動が重大な遅滞なく実施されているが、プロジェクト開始

後の状況変化等に応じて調整されているものもある。 

まず、成果１.「組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウがRSJP

に蓄積される」に関しては、状況に応じて適時RAJP・RSJP経営陣と日本人専門家とのミー

ティングが開催されており、日本側がイニシアティブを取らずとも、必要な内容が選択さ

れ議論されている。また、教官ミーティングについては、教官が多忙につき参加できない

場合でも、教官候補生が主体的に議論するようになっている。 

RSJPにおいて民法教育の実施は重要であるが、民法は複雑で、学生の理解度も限定的で
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ある。学校運営側も、この認識は共有している。民法の適用を見据え、例えばRSJPで民法

教育を充実させるための講義計画の作成等、具体的な取り組みについても今後学校側と日

本人専門家との間で協議を進めていくことが確認された。 

教官および教官候補生の養成については、アシスタント教官を務める人数が着実に増加

しており、特に１期生のうち２人は書記官養成校において、アシスタントではなく教官を

務めるといった好ましい成果が既に産出されている。また教官候補生が単独で講義する割

合が増加していることも、教官候補生のRSJPの教育実施における活用の着実な向上を示し

ている。 

学校運営ノウハウの組織的な蓄積の観点では、RAJP・RSJP経営陣と日本人専門家との会

合や模擬裁判の準備会合等に教官候補生も参加することで、経験を共有する人数を増やす

という工夫がなされている。これにより有効性の向上が十分に期待できるため、プロジェ

クト後半も積極的に継続されるべき施策である。 

次に、成果２.「教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される」に関し

ては、前述のとおり各種教材が作成されており、数の観点から一定の進捗があったと評価

できる。また、作成された教材の内容は日本人専門家のチェックを経ているため、適切で

あると考えられる。これまで日本人専門家が支援してきた民事訴訟法の教材については、

マニュアルという形式が実務家養成のために有用であった。しかし、今後民法教育を充実

させるうえでは、司法省が作成中の教科書を活用することに加えて、ケーススタディ等の

教材を作成する必要がある。また、上述のとおり教材作成に必要な民法の知識及び理解が

不足している現状に対しても、何らかの方策を講じる必要がある。 

教官候補生が教材をドラフトするなどしてカンボジア側の関与が深まってきたことや、

作成すべき教材が学校側から提案されるようになったことで、教材の内容及びレベルをカ

ンボジア側で活用しやすいように設定することが可能となったことなどは大きな進歩であ

る。プロジェクト後半では、日本人専門家のインプットを得ずとも教官候補生自ら調査・

検討して教材を作成することに少しずつ取り組み始めることが必要である。 

最後に、成果３.「民事に関する継続教育が行われる」については、全国の下級裁判所の

全裁判官・検察官が継続教育への参加が義務づけられており、RSJPではこれに基づいて全

員参加できるよう計画・運営しているため、量としては適切な成果が産出されていると言

える。参加者の理解度についても、教官候補生（講師や参加者としての立場）からの聞き

取りや、学校側が2008年に開催した際に集めたフィードバックによると、概ね理解度も高

く、良好な評価を得ている。 

これら産出されつつある成果を目標達成に結びつけるためには、前述の課題に適切に対

処する必要がある。なお、プロジェクト目標の達成に必要な外部条件「財務省に提出され

た予算書が承認される」、「クメール･ルージュ裁判、商事裁判所によりRSJPの人員体制が影

響を受けない」、「司法官職高等評議会により人員配置の配慮がなされる」、「裁判所に対す

る人員提供要請が受け入れられる」のうち、講師謝金については、現在政府とドナーが折

半して負担しているところ、政府による全額負担を目指して学校側が財務省へ予算を申請

しているが、現時点では承認されていない。また、クメール・ルージュ裁判等によるRSJP

への影響については、実際にクメール・ルージュ裁判等により教官が多忙をきわめ、講義

が一部実施できなくなったものの、このことによって教官候補生１期生がアシスタント教

官として講義を実施する機会を得たという副次的な効果があり、当初懸念されたように、

RSJPでの教育が不能ないし著しく困難になるという事態は生じなかった。 

３点目の外部条件は、採用した教官候補生の任地がプノンペン近郊になるよう、司法官

職高等評議会から人員配置上の配慮を得られることが必要であるというものである。教官

候補生は、RSJP卒業生の成績上位者から採用しており、初任地は成績順に任地を選択しう

るという方法が採用されているため、成績上位者である教官候補生がプノンペン近郊に赴

任する可能性は高い。しかし、裁判官は原則として任官後4年周期で異動となる。学校とし

ては同評議会に対し、教官候補生の転勤先をプノンペン近郊に留めるよう要望している。
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現在までのところ、教官候補生が遠隔地に転勤して人員体制に影響が出たというケースは

無いが、この点については引き続き留意する必要がある。 

一方、裁判所に対する人員提供要請については、どの裁判所も教官候補生の学校側への

協力について好意的であり、引き続き協力は得られる見込みである。 

今次調査では、プロジェクト目標の達成見込みを検証する上で、どのような指標により

「ノウハウが蓄積された」と判断するのか、さまざまな定量的・定性的な見方について議

論をしたが、この点については引き続きカンボジア側と日本側で日常的に意見交換をして

いくことが望まれる。 

 

３－３－３ 効率性 

 

比較的高い。 

 

年度毎の計画に沿って、適切なタイミング・量の投入が行われた。フェーズ１に引き続

き、常駐の専門家と日本における支援体制（法曹養成アドバイザリーグループ、日本国法

務省）の組み合わせ、及び短期専門家による現地セミナーや JICA-Net セミナー、本邦研修

といった複数の形態を活用した支援のあり方は、カウンターパートが適時かつ広がりや深

みのある助言を得ることができ、また実務上のニーズに即した情報提供ができる方策であ

り、効率性の促進要因となっている旨が確認された。 

また、RAJP・RSJP マネジメント層と日本人専門家は頻繁に会合を持ち、また教官候補生

は疑問点をすぐに日本人専門家に相談することができている。こうした良好なコミュニケ

ーションもプロジェクトの効率性を高めている。 

民法についての日本側インプットのあり方は、民法の基礎を中心として、民法全体を体

系的に理解しうる講義を主眼とすることが肝要である。これを通じ、今後カンボジア側が

自主的に民法の理解を深化させることが可能になると考えられる。 

 

３－３－４ インパクトの予測 

 

教材作成ワーキング・グループで作成した強制執行のマニュアル等は地方裁判所に配布

され、RSJP 内部のみならず実務の現場で活用されている。またある教官候補生は、自らの

学習および実務での活用を企図して、JICA-Net セミナーで得た知識をもとに、日本人専門

家の助言を仰ぎながら、督促手続きのマニュアルを自主的に作成した。 

また、１期生の教官候補生のうち２名は、書記官養成校で教官として単独で講義を担当

している。 

さらに、プノンペン市首都裁判所では、日本側が提供した判決書等多数の書式をカンボ

ジアに適合するように修正して実際に使っている。 

その他のインパクトとして、全国の裁判官から来る多くの質問とその回答が Q&A 集とし

てまとめられた。その結果、地方裁判所からの質問がさらに増えた。ただし、RSJP プロジ

ェクト終了後に Q&A 集の作成と配布を日本人専門家の支援なしで実施して行くためには、

実務で時に発生する複雑な問題に回答できる能力の向上や、質問及び回答の取りまとめ作

業に時間を割くことができる担当者の配置が課題である。 

 

３－３－５ 自立発展性の見込み 

RSJP プロジェクトでは、プロジェクトの目標および成果に、RSJP における民事教育の自

立発展性を埋め込んでいるため、基本的には目標・成果の達成が自立発展性と直結してい

る。したがって、前述した RSJP の組織あるいは人員のキャパシティ向上に関する各種課題

は、プロジェクト終了後の自立発展性の観点からも、プロジェクト後半の活動において解

決に向けた工夫が求められる。 
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一方で継続性を担保する政策・計画的要素としては、RAJP の５か年計画(2008-2012 年)

の存在が挙げられる。カンボジアでは今後、各種特別裁判所が立ち上げられる予定である

ことから、多くの法曹人材が必要となる。この認識に立ち、MOJ、司法官職高等評議会およ

び RAJP で協議した結果、約 600 人の裁判官・検察官が必要という判断に至ったとのことで

ある。RAJP ではそれに基づいて５か年計画が策定されており、その中で 2008-2012 年の間

に毎年 55人の裁判官・検察官を養成する予定としている。 

自立発展性を阻害する最大のリスクのひとつは、教官候補生が様々な理由で活動に参加

できなくなることである。教官候補生にインタビューした範囲では、今後も RAJP と密に協

力し合いたいとの声が多く、彼らが所属している裁判所からも、RAJP で教官候補生として

経験を積むことで、裁判所へも知識面でのフィードバックが得られるため、教官候補生が

RAJP に協力することについて好ましい評価がされている。一方で、家庭・健康上の理由、

転勤等により活動が継続できなくなるというリスクは排除できない。また、RAJP・RSJP マ

ネジメント層からは、プロジェクト期間中４年で 35 名（フェーズ１で養成された７名を含

む）の教官候補生を養成するという現時点の育成計画は、RSJP だけではなくその他の養成

校を含む RAJP 全体の学校運営の持続性を考えれば、数的に十分とは言えないとの懸念が表

明された。 

資金面の自立発展性については、まずは教官への謝金を学校で全額負担できるようにな

ることが望まれるため、引き続き学校側から政府に対し予算措置を働きかけることが必要

である。 

これらのリスクについてはプロジェクト後半の活動期間においても継続的に注視してい

く必要がある。 
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＞
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第４章 今後の計画への提言  

４－１ 「カンボジア法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」 

 

（１）起草班会合の記録 

 

起草班会合の記録について、多くの班の場合個人の指摘メモに留まる形で、法令案の議

論の過程を記録として十分に残してはいない。しかしながら、将来の法令解釈の参考とし

て起草の過程を記録するためには、結論のみでなく、少なくとも結論に至った理由、でき

れば議論の簡単な経緯も記録されることが望ましい。必ずしも長大な議事録を作成する必

要はないが、会合中に起草メモの形で決定事項とその理由を記録し、すぐにファイリング

しておく等の省力的な方法で、起草過程の記録を残していくことが望まれる。 

 

（２）民法理解度の向上に向けた日本人専門家によるインプット 

民法起草時にカンボジア側で関わった司法省職員や裁判官などのコミッティメンバーは、

現在大変多忙であり、起草班での起草作業は彼らではなく、司法省の中堅・若手職員が担

っている現状にある。彼らの民法理解度を向上させることが、今後起草作業の効率・自立

性を高めるために重要であると考えられる。このためには、これまで行われている司法省

による民法理解度向上のための勉強会の開催といった努力に加え、条文の背景を理解して

いる日本人専門家からのインプットが必要となる。司法省内外での新法普及のための講師

候補、アシスタント講師となる人材の育成を目標として、講義内容を設定することが望ま

しい。ただし、他の司法省職員もオブザーバーとして自由に参加できることとする等、司

法省職員の自発性を損なわないよう、双方で協議して適切なアプローチや内容を検討して

いくことが望まれる。 

 

（３）コミッティ会合の臨機応変な開催 

裁判所の仕事に従事しているコミッティメンバーもおり、また他の者も業務が多忙であ

るため、定期的に開催することができていないことは、プロジェクト活動の円滑な進捗に

影響を及ぼす要因になっている。コミッティ会合については、意思決定できる高官の都合

にあわせて臨機応変に開催されることが望まれる。 

 

４－２ 「カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」 

 

（１）指標の具体化 

今次調査では、プロジェクト目標の達成見込みを検証する上で、どのような指標により

「ノウハウが蓄積された」と判断するのか、さまざまな定量的・定性的な見方について議

論をしたが、より具体化を図ることが望まれる。今後、「学校運営のノウハウ」や「教材作

成のノウハウ」といった指標について、カンボジア側と日本側で日常的に意見交換をし、

具体化をしていくことが望ましい。 

 

（２）民法適用を見据えた民事教育 

民法の理解が限られていること及び民法教育の重要性について、学校運営側と認識を共

有したことから、プロジェクト後半では、民法の適用を見据えて、RSJP で民法教育を充実

させるための具体的な取り組みが必要であり、学校側と日本人専門家との間で協議を進め

ることが望ましい。
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第５章 調査団所感  

５－１ 団長所感  

 一般に援助依存度が高いと言われているカンボジアにおいて、カウンターパート側のオ

ーナーシップとそれを裏づけるコミットメントを引き出すことは、同国でどのような協力

を実施する上においても、非常に大きな課題である。 

 法制度整備プロジェクトは、フェーズ３に入って後、カウンターパートである司法省職

員が主体的に活動を行う仕組みの定着に腐心してきた。具体的には、民法関連法案の起草

について、司法省職員自らが先ず起草を行うことを基本として、日本人専門家は適宜カウ

ンターパート側からの質問に答えるのみにとどめるという、相手側を敢えて突き放す方法

をとってきた。フェーズ３協力開始に当たり、司法省側からは、とても自分たちだけでゼ

ロから法案を起草することなど不可能だとするコメントもあったと聞くが、今回の中間レ

ビューまでの活動進捗を見る限り、多くの司法省職員は、取り組み姿勢として、自らの本

来業務として関連法案の起草作業に主体的かつ積極的に携わっており、結果としてフェー

ズ３が目指したカンボジア側のオーナーシップ醸成は成功していると言うことができるだ

ろう。もちろん、司法省職員の民法に関する理解度はいまだ高いとは言えない。しかしな

がら、主体的に民法に取り組もうとする姿勢があるが故に、特に若手職員からは、もっと

深く民法を理解したいという意欲も湧き起こっているように感じた。このため、少なくと

も司法省内におけるプロジェクトへのオーナーシップは、着実に高まっていると言うこと

ができよう。 

 一方、裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトについても、教官候補生の育成

を続ける中で、民事分野の教育に対する RSJP 全体のオーナーシップは高まっていると言え

る。ただし、RSJP プロジェクトには財政面における構造的問題、すなわち教官となる講師

への謝金に対して JICA が一部補填を行っているという現状があり、今後、この予算を RSJP

側がいかに独自に確保し得るかが、プロジェクト終了後の自立発展性を確保するうえでの

カンボジア側のコミットメントの表れであることから、この点に対する先方の今後の努力

を大いに注視する必要がある。 

 今回の中間レビューの結果として見れば、いずれのプロジェクトにおいても、カウンタ

ーパート側の本来業務を改善・強化するための支援という、所謂 Capacity Building のア

プローチをこれまでのところ忠実に再現することができていると評価でき、今後とも現在

の活動を継続することによって、最終的な司法省及び RSJP 側の自立発展性に繋がる成果を

導き出すことができるものと期待される。 

 

５－２ 法曹養成団員所感 

 RSJP プロジェクトでは、これまでのところ、現地セミナーや本邦研修などの各種セミナ

ー、民事第一審マニュアル改訂や不動産強制売却手続等の各種マニュアルの作成、模擬裁

判での生徒に対する指導などを通じ、民事訴訟法についての適切なインプットが施され、

民事訴訟法の基礎知識や教材作成ノウハウなども着実に蓄積されつつある。 

 また、マネジメント面についても、適宜教官ミーティングを開催して教官候補生がカリ

キュラム策定及び教材作成のイニシアティブをとっているほか、2009 年 12 月に実施された

模擬裁判では、RSJP が自主的にスケジュールを策定し、教官候補生１期生 2 名がコーディ

ネーターとして実際の模擬裁判運営を行い、各教官候補生が日本人専門家の助言を受けて

模擬裁判の講評を行うなど、飛躍的な進歩を遂げている。 

 一方、民法については、教官候補生の理解も未だ不十分と言わざるを得ない。本来、実

務家養成校である RSJP では、民法の基礎教育よりはむしろ、実務に特化した教育がなされ

るべきであるが、大学における民事教育が十分とは言い難く、民法を教授しうる人材が極

端に不足している現状にあっては、RSJP における民法教育は非常に重要である。特に、民

法は全体を俯瞰した体系的な理解が不可欠である一方、実務家教育に相応しいトピックを
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取捨選択することも必要であることから、日本側による民法適用を見据えた支援が望まれ

る。具体的には、RSJP における民法教育に資するよう、実務家教育に必要不可欠な項目を

とりまとめた講義要綱及びこれに対応する解説書を、日本人専門家の助言のもと、教官候

補生の自主性を更に発展させる方法で作成するといった方策が考えられる。 

 なお、民法の理解不足は、司法省においても深刻な問題である。司法省プロジェクトで

は、現在、民事訴訟法及び民法の関連附属法案起草支援を行っているところ、民法の理解

が不足しているために起草作業が難航することが懸念されている。もとより、RSJP におけ

る民事教育は、実務家である裁判官養成をその目的としており、立法技術の基礎としての

民法習得とは目的を異にする。しかしながら、民法の基本原則の理解を共通の根底として

いる以上、両プロジェクトが何らかの形で協働する方策を検討すべきである。 

 

５－３ 法整備支援団員所感  

 レビュー期間中に、法制度整備プロジェクトで、国土省との共同コミッティ会合を傍聴

する機会を得たが、その中で、司法省職員は、国土省側メンバーから仮差押制度について

説明を求められて、カンボジアにおけるこれまでの制度との違いを、民事訴訟法中の根拠

条文を示しながら説明していた。当初予想していたよりも、カンボジア側の理解は進んで

いると感じたが、このような、司法省職員の理解の向上、それに加え、自ら相手に説明し

ようとする姿勢は、フェーズ３に入って、現地専門家が、司法省の職員に起草作業を委ね、

議論についても、相手から出された質問に答えるのみとする方法をとってきたことの大き

な成果であると考える。 

ここに至るまでには、カンボジア側にも、日本人専門家側にも、大きな苦労があり、両

者の間に軋轢もあったことがうかがえる。たとえば、起草班メンバーへのインタビューで

も、当初は、日本側の姿勢の変化に対して、カンボジア人の間で不満があったという声も

聞かれた。しかし、その後、自分たちで知識を得る努力もし、また、日本人専門家が敢え

てそのような姿勢をとっていることの意味も理解して、現在では、自分たちで起草案を作

りながら、専門家にも質問して助言を得ることができるようになったとのことであった。

手を差し伸べたり、代わりに作業をしたりする方がむしろ容易とも考えられるところ、そ

のような方法をとらず、カンボジア側の自主性を醸成した専門家の忍耐に敬意を表したい。 

 一方、プロジェクト期間にも限りがある中で、民法・民事訴訟法の適用・普及のために

は、まだ多くの制度整備が必要とされている。現在のようなアプローチは、カンボジア側

の意識を変え、オーナーシップを高めるために大いに有効であったと考えるが、他方で早

く両法を普及させる要請も高いため、もう少し積極的かつ柔軟な支援を提供し、関連法令

の起草作業を促してもよいのではないかと考えている。これまでの専門家のご尽力の結果、

カウンターパートの自立心が著しく向上した今の段階であれば、多少積極的に助言しても、

より自主的に検討してもらえるのではないかと期待している。 

さらに、カンボジア側へのインタビューでは、必ずといってよいほど、民法がまだよく

わからないという声が出た。この点についても、これまで、日本人側は直接インプットを

せず、カンボジア側で民法を理解している人が同僚や部下に教えるべきという方針で活動

してきた。しかし、民法の起草に関わり、これを理解している人材は、全員が非常に多忙

で、部下に教える時間的余裕がなかったり、ときにその理解にも誤解が見られたりするた

め、カンボジア側の努力のみでは、理解度を向上させることはまだ難しいように感じられ

る。今後は、この点についても、日本側ももう少し踏み込んだ支援をして、少なくとも、

司法省内部で民法を十分理解し、他人に教えることのできる人材を増やすことが、今後の

自立発展性を確保するためにも、必要であると考える。 

民法の理解については、RSJP プロジェクトにおける教官候補生についても同様のことが

言える。RSJP の学生や教官候補生が大学の法学部で受けてくる民法教育の多くは、新民法

に基づいておらず、内容やレベルも均一でないようであり、たとえば、RSJP の消費貸借に

関する講義で、消費貸借という言葉がクメール語では「食べるために借りる」となってい
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ることもあって、学生がそもそもの概念を理解するのに時間がかかる、とのインタビュー

結果もあった。民法適用開始に備え、新規教育及び継続教育の体制を整えることが重要で

ある。 

 一方、学校は、教官候補生を活用して講義や教材作成を進めながら、順調に運営されて

おり、教官候補生たちも、裁判官業務と両立させつつ、教材作成やアシスタント教官とし

ての業務に、高いモチベーションで取り組んでいたのが頼もしかった。 
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予定

2月16日 火 　 移動日

2月17日 水

9:00
11:00
15:30
17:00

RSJPプロジェクト専門家打合せ
王立法律経済大学訪問（名古屋大学日本法センター訪問）
JICA事務所打合せ(小林次長、亀井所員）
司法省プロジェクト専門家打合せ

2月18日 木

9:00
11:00
15:00
16:00

RAJP学院長、事務局長、RSJP校長インタビュー
RSJP教官候補生インタビュー
フランスRAJP支援窓口訪問
USAID(EWMI)訪問

2月19日 金
8:00
9:00
16:00

司法省プロジェクト専門家打合せ
起草第５班メンバーインタビュー（班長：イエン・シナー次官補）
起草第３班メンバーインタビュー（班長：ブン・ホン次官補）

2月20日 土 　 資料整理

2月21日 日 　 団内打合せ

2月22日 月

9:00
11:00
14:00
16:00

JICA事務所打合せ
司法省プロジェクト専門家打合せ
司法省コミッティメンバー協議（ソピア次官参加）
民法適用法協議（ソピア次官、ブン・ホン次官補、カオ・ルット次官補参加）

2月23日 火
9:00
15:00

起草第４班メンバーインタビュー（＋第２班）（班長：カオ・ルット次官補）
起草第１班メンバーインタビュー（班長：ソティアヴィ次官）

2月24日 水
9:00
14:00

RSJPプロジェクト専門家打合せ
RSJP（教官）教官候補生インタビュー、意見交換

2月25日 木
8:00
14:00

RAJP学院長、事務局長、RSJP校長表敬訪問・協議
国土省共同コミッティメンバーインタビュー

2月26日 金

8:00
10:00
14:00
17:00

裁判所関連の支援を行っているドナー訪問(CCJAP)
司法省専門家打合せ
RAJP学院長、事務局長、RSJP校長との協議（M/M協議）
JICA事務所打合せ(鈴木所長、小林次長、亀井所員）

2月27日 土 団内打合せ

2月28日 日 資料整理

3月1日 月

9:00
11:00
14:00
15:00
15:00

司法省協議　（フィリップ教育・普及局長）
司法大臣表敬
RAJP/RSJP協議（M/M案最終協議）
大使館表敬（大使） (調査団は二手に分かれる）
司法省協議(ソティアヴィ次官）

3月2日 火
9：00
PM

MOJ協議（M/M案協議）（コミッティメンバー）（カオ・ルット次官補参加）
M/M修正

3月3日 水
8:00
11:00
PM

M/M案最終協議（ソピア次官）
RAJP/RSJP M/M署名
M/M修正

3月4日 木
9:00
15:30

BAKC訪問
MOJ　M/M署名

3月5日 金
10:00
15:00
21:10

JICA事務所報告
大使館報告
調査団員　プノンペン発　（TG 585）

3月6日 土 07：30 成田空港着　（TG 642）

日時

中間レビュー調査日程
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附属資料 II 

 

中間レビュー調査面会者一覧 

 

（１）司法省 

H.E. Ang Vong Vathana 大臣 

H.E. Hy Sophea 次官（立法担当） 

H.E. Chan Sotheavy 次官（民事担当） 

Mr. Bun Honn       次官補（刑事担当） 

H.E. Koeut Rith            次官補（検察担当） 

H.E. Pen Pichsaly       技術総局長 

H.E. Yean Sina      次官補（民事担当） 

Mr. Chuon Tech       副内部監査官 

Mr. Touch Tharith        民事局長 

Mr. Tith Rithy          司法省付判事 

Ms. Nil Philippe        教育・普及局長 

Mrs. Mao Phiron         民事局次長 

Mr. Sar Phoumra 民事局次長 

Mr. Keo Setha 民事局次長 

Mr. Khy Chhit 刑事局次長 

Mr. Seng Puth 立法局次長 

Mr. Soch Sophannara 立法局次長 

Mrs. Phan Chanly 総務局次長 

Mr. Theng Cheang 内部監査局総務課長 

 

（２）RAJP/RSJP 

H.E. Tep Darong     RAJP 学院長 

H.E. Vann Phann    RSJP 校長 

H.E. Keut Sekano      RAJP 事務局長 

Mr. Hout Heang カンダル州一審裁判所判事 

Mr. Kong Tarachhath コンポンチュナン州一審裁判所判事 

Mr. Chaing Sinath  プノンペン首都裁判所判事 

Mr. Nguon Vuthy コンポンチュナン州一審裁判所判事 

Mr. Nguon Ratana プルサット州一審裁判所判事 

Mr. Seng Neang プノンペン首都裁判所判事 

 

 

（３）国土管理都市計画建設省 

H.E. Siek Vanna 国土管理都市計画建設省 

Mr. Chhy Leang、 国土管理都市計画建設省 

Mr. Path Sok、 国土管理都市計画建設省 

- 39 -



附属資料 II 

Mr. Ing Chang 国土管理都市計画建設省 

Mr. Khin Bo 国土管理都市計画建設省 

Ms. Pech Katy 国土管理都市計画建設省 

Mr. Khin Bo 国土管理都市計画建設省 

Ms. Pech Katy 国土管理都市計画建設省 

 

（４）弁護士会 

Mr. Chiv Songhak 弁護士会会長 

Mr. Suon Visal    弁護士会事務局長 

Mr. In Van Chhoan  弁護士養成校事務局長 

   

（５）現地専門家 

【法制度整備プロジェクト（フェーズ３）】  

坂野一生 専門家 

清原博 専門家 

寺内こずえ 業務調整員 

  

【裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）】 

建元亮太 専門家 

森田隆 業務調整員 

  

【弁護士会司法支援プロジェクト】  

神木篤 専門家 

 

（６）在カンボジア日本大使館 

黒木雅文 大使 

若杉友紀 三等書記官 

 

（７）JICA カンボジア事務所 

鈴木康次郎 所長 

小林雪治 次長 

亀井直子 所員 

Mr. Phok Phira 現地職員 

 

 

（８）ドナー関係者 

・EWMI  

Mr. Rajah Shah  

 

Deputy Chief of Party 

Mr. Steven M. Austermiller  Legal Education Specialist 
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Mr. Peng Sokunthea  Legal Officer 

  

・フランス支援窓口  

Ms. Cindy Rince Coordinator 

  

・CCJAP（Cambodia Criminal Justice Assistance Project） 

Mr. Marcus Cox  Consultant, Agulhas 

Mr. David Moore  Australian Team Leader, CCJAP 

Mr. Don Whinfield  

 

Federal Agent, Program analysis, International 

Deployment Group, Australian Federal Police 

Mr. Chor Siek Veng  Natinal Adviser, Capacity Building and Aid 

Effectiveness, CCJAP 

Mr. Kong Phallack  Managing Partner 

Ms. Seng Sophea Interpreter 
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達
成

度
グ
リ

ッ
ド

 
 

 

カ
ン

ボ
ジ
ア

法
制
度

整
備
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（

フ
ェ
ー

ズ
３
）

 
 

  

 
 

 
 

  

 
活

動
内
容

 
確

認
事
項

 
情

報
源

 
実

績
・
達

成
度

 

0-
1 

上
位

目
標
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
、
成

果
そ
れ

ぞ
れ
の

指
標
に

つ
き
現
状

を
調
査

す
る
。

（
ベ
ー

ス
ラ
イ
ン

の
設
定

）
。

 

・
 開

始
当
初

の
現
状

把
握

状
況
・
報

告
書
類

 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 

20
08

年
5
月
に
ベ

ー
ス
ラ

イ
ン
に

関
す
る

ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

を
実
施

し
共
有

し
た
。

 

0-
2 

ベ
ー

ス
ラ
イ

ン
に
つ

き
日
本

側
・
カ
ン

ボ
ジ
ア

側
双
方

で
共
有

す
る
。

 

・
 上

記
の
共

有
状
況

 
・
 専

門
家
、
司

法
省
コ

ミ

ッ
テ
ィ
メ

ン
バ
ー

 


 

20
08

年
5
月
に
ベ

ー
ス
ラ

イ
ン
に

関
す
る

ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

を
実
施

し
共
有

し
た
。

 

1-
1-

1 
起

草
・
修
正

等
が
必

要
な
法

案
の

一
覧

及
び

そ
の

優
先

順
位

を

検
討
す
る

。
 

・
 法

案
一
覧

（
優
先

度
付
）

の
有
無

 

・
 法

案
一
覧

 


 
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
関

連
法
令

案
及
び

運
用
指

針
の
起

草
・
立

法
化
作

業
は
、
当
フ

ェ
ー
ズ
開

始
早
々

の
20

08
年
の

5
月
に

計
画
が

策
定
さ

れ
た
。

 

1-
2-

1 
起

草
す

る
法

令
ご

と
の

起

草
班
を
設

置
す
る

。
 

・
 起

草
班
設

置
状
況

 
・
 起

草
班
名

簿
 


 
今

フ
ェ
ー

ズ
に
お

い
て
は

、
省
内

で
新
た

に
起
草

作
業
に

参
加
す

る
職
員

を
育
成

し
、

司
法
省
の

組
織
と

し
て
の

能
力
を

強
化
す

る
こ
と

に
よ
り

、
民
法
・
民
事
訴

訟
法
関

連

法
草
案
の

起
草
を

司
法
省

が
自
立

的
に
行

え
る
よ

う
サ
ポ

ー
ト
し

た
。

 


 
司

法
省
が

起
草
し

た
草
案

を
検
討

す
る
と

い
う
ア

プ
ロ
ー

チ
の
下

、
20

08
年
の

10
月

か
ら
こ
れ

ま
で
の

間
に
、
司
法
省

職
員
を

構
成
メ

ン
バ
ー

と
す
る

5
つ
の

起
草
班

が
設

置
さ
れ
た

。
 

1-
2-

2 
メ

ン
バ

ー
を
選

出
す
る
。

 
・
 起

草
班
メ

ン
バ
ー

選
出

状
況

 

・
 起

草
班
名

簿
 

（
同
上
）

 

活
動

 

1-
2-

3 
必

要
に

応
じ
て

改
編
す
る

。
 
・
 起

草
班
メ

ン
バ
ー

改
編

状
況

 

・
 起

草
班
名

簿
 


 

20
09

年
の

5、
6、

7、
8
月
に
改

編
さ
れ

た
。

 


 
各

班
と
も

に
、
リ

ー
ダ
ー

の
主
体

性
の
も

と
で
新

た
に
意

欲
あ
る

職
員
を

随
時
追

加
し

て
き
た
。
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1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催
す
る

。
 

・
 起

草
班
会

合
開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【

第
1
班

 (
不

動
産

登
記

に
関
す

る
法

令
)】

 


 
司

法
省
内

部
の
起

草
班
会

合
は
計

45
回
、
国

土
管
理

都
市
計
画

建
設
省

(M
L

M
U

P
C

)

と
の
共
同

コ
ミ
ッ

テ
ィ
会

合
は
計

27
回
開
催

さ
れ
て

い
る
。

 


 

20
08

年
12

月
お
よ
び

20
09

年
1
月
に

、
短

期
専
門

家
が
司
法

省
に
派

遣
さ
れ

、
民

法
・

民
事
訴
訟

法
と
土

地
法
の

調
整
に

関
す
る

セ
ミ
ナ

ー
と
調

査
を
行

っ
た
。

 


 

20
09

年
2
月
に
実

施
さ
れ

た
本
邦

研
修
に

お
い
て

、
M

L
M

U
P

C
と

司
法

省
と
の

間
で

覚
書
が
交

わ
さ
れ

、
ひ
と

ま
ず
は

、
包
括

的
な
法

律
を
作

成
す
る

の
で
は

な
く
、
暫
定

的
に

、
共
同

省
令
等

で
実
務

上
の

必
要
性

に
対
応

す
る
こ

と
な
ど

が
確
認

さ
れ
た
。
こ

れ
に
も
と

づ
き
、
民
事
訴

訟
法
及

び
民
法

そ
れ
ぞ

れ
に
関

す
る
登

記
の
共

同
省
令

の
検

討
を
開
始

し
た
。

 


 

20
01

0
年

1
月

に
、
短

期
専
門
家

が
派
遣

さ
れ
、

共
同
コ

ミ
ッ
テ

ィ
と
と

も
に
調

査
を

行
っ
た
。

 


 
民

事
訴
訟

法
に
関

す
る
登

記
の
共

同
省
令

に
つ
い

て
は
、
草
案
は

司
法
省

内
の
検

討
を

経
て
ほ
ぼ

準
備
が

整
っ
て

い
る
が

、
M

L
M

U
P

C
と

の
協

議
は

、
M

L
M

U
P

C
の

メ
ン
バ

ー
の
多
忙

等
の
理

由
に
よ

り
、
あ

ま
り
進

ん
で
い

な
い
。

 


 
司

法
省
の

起
草
班

で
は
、
さ
ら
に

上
記
共

同
省
令

の
添
付

と
し
て

書
記
官

嘱
託
書

式
案

を
作
成
し

、
す
で

に
裁
判

所
と

M
L

M
U

P
C
の

合
意
を

得
た
。

 


 
民

法
に
関

す
る
登

記
の
共

同
省
令

は
、
司

法
省
内

の
起
草

班
会
合

に
お
い

て
骨
子

が
準

備
さ
れ
た

段
階
で

あ
り

、
今

後
、
法

案
を
起

草
し
て

か
ら
共

同
コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

で
検

討
さ
れ
る

こ
と
に

な
っ
て

い
る
。

 


 
司

法
省
内

の
起
草

班
会
合

は
週

1
回
、
そ
の
他

に
中
心

メ
ン
バ
ー

に
よ
る

準
備
会

合
も

必
要
に
応

じ
て
開

催
さ
れ

て
い
る

。
準
備

会
合
に

お
い
て

司
法
省

職
員
が

法
令
案

を
起

草
し
、
詳

細
項
目

に
関
し

て
自
ら

確
認
・

検
討
し

た
上
で

、
起
草

班
会
合

に
お
い

て
、

日
本
人
専

門
家
と

さ
ら
に

検
討
し

て
い
る

。
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1-
3-

1 
各

起
草

班
が
起

草
会
合
を

開
催
す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班
会

合
開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【

第
2
班

 (
「

裁
判

官
の

数
が
足

り
な

い
始

審
裁
判

所
に
対

す
る

裁
判

官
の

塡
補
に

関
す

る
司

法
省
令

」
、
「

手
数
料

の
納

付
が

必
要

な
申
立

て
、
申

立
て

手
数

料
の

額
、
裁

判
を

求
め

る
申
立

て
以
外

の
事
務

の
手

数
料

並
び

に
手
数

料
以
外

の
裁

判
費

用
の

額
及
び

訴
訟

の
目

的
の
価

額
の
算

定
基
準

に
関

す
る

２
０

０
７
年

７
月
７

日
付

省
令

２
８

Ｋ
Ｙ
号

の
別

表
１

及
び
別

表
３
を

改
正
す

る
省

令
」

)】
 


 
「

裁
判
官

の
数
が

足
り
な

い
始
審

裁
判
所

に
対
す

る
裁
判

官
の
塡

補
に
関

す
る
司

法

省
令
」
は

、
20

08
年

12
月

19
日

に
コ
ミ

ッ
テ
ィ

で
の
審

議
を
終

了
し
発

出
さ
れ

た
。

 


 
「

手
数
料

の
納
付

が
必
要

な
申
立

て
、
申
立

て
手
数

料
の
額
、
裁

判
を
求

め
る
申

立
て

以
外
の
事

務
の
手

数
料
並

び
に
手

数
料
以

外
の
裁

判
費
用

の
額
及

び
訴
訟

の
目
的

の

価
額
の
算

定
基
準

に
関
す

る
２
０

０
７
年

７
月
７

日
付
省

令
２
８

Ｋ
Ｙ
号

の
別
表

１

及
び
別
表

３
を
改

正
す
る

省
令
」
は
、

20
09

年
1～

3
月
に
コ
ミ

ッ
テ
ィ

で
審
議

さ
れ

、

20
09

年
6
月

22
日
に

発
出
さ
れ

た
。

  


 
班

と
し
て

の
会
合

は
、
省

令
案
を

コ
ミ
ッ

テ
ィ
に

提
出
す

る
ま
で

に
10

回
開

催
さ
れ

た
。

 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が
起

草
会
合
を

開
催
す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班
会

合
開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【

第
3
班

 (
「

執
行

官
選

考
の
条

件
及

び
手

続
き
に

関
す
る

省
令

」
、

「
国

庫
か
ら

支
給

が
必

要
と
な

る
執
行

官
の
収

入
の

基
準

額
に

関
す
る

政
令
」

)】
 


 

20
09

年
10

月
に
「
執

行
官
選
考

の
条
件

及
び
手

続
き
に

関
す
る

省
令
」

の
班
内

草
案

を
完
了
し

た
が
、

コ
ミ
ッ

テ
ィ
審

議
で
改

定
す
る

こ
と
と

な
り
、

改
め
て

20
10

年
1

月
に
修
正

版
を
コ

ミ
ッ
テ

ィ
に
提

出
し
た

。
 


 

20
10

年
1
月
に
「

国
庫
か

ら
支
給

が
必
要

と
な
る

執
行
官

の
収
入

基
準
額

に
関
す

る
政

令
」
の
起

草
作
業

を
開
始

し
た
。

 


 
正

式
な
会

合
の
開

催
実
績

は
、
計

9
回
で

あ
る
。
第

3
班

は
、
担

当
者
が

起
草
し

て
班

長
が
確
認

し
、
班
会

合
で
の

最
終

的
な
協

議
・
専
門

家
の
助

言
を

得
て
完

成
さ
せ

る
と

い
う
作
業

ス
タ
イ

ル
で
あ

る
。
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1-
3-

1 
各

起
草

班
が
起

草
会
合
を

開
催
す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班
会

合
開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【

第
4
班

 (
供

託
法

)】
 


 
初

会
合
は

担
当
の

日
本
人

専
門
家

が
着
任

し
た
後

の
20

09
年

4
月
に

開
催
さ

れ
た
。

 


 

20
09

年
7
月
に
第

1
次
草

案
が
完

成
し
、

9
月

の
供
託

法
案
の
準

備
に
関

す
る
本

邦
研

修
で
民
法

作
業
部

会
・
民

事
訴
訟

法
作
業

部
会
と

重
要
な

基
本
的

事
項
に

つ
い
て

協
議

を
実
施
し

た
。

 


 

20
09

年
10
～

11
月
に

供
託
法
案

と
裁
判

寄
託
省

令
と
の

関
係
等

の
検
討

課
題
に

つ
い

て
コ
ミ
ッ

テ
ィ
で

審
議
さ

れ
た
。

 


 
裁

判
寄
託

省
令
を

も
と
に

し
､全

面
的
に

改
定
さ

れ
た
新

た
な
草

案
が

20
09

年
12

月

に
準
備
さ

れ
、
起

草
班
で

の
検
討

が
開
始

さ
れ
た

。
 


 
起

草
班
会

合
は
平

均
的
に

週
1
回

、
そ
の

他
に
中

心
メ
ン

バ
ー
に

よ
る
準

備
会
合

も
必

要
に
応
じ

て
開
催

さ
れ
て

い
る
。
準
備
会

合
に
お

い
て
司

法
省
職

員
が
法

令
案
を

起
草

し
、
詳

細
項
目

に
関
し

て
自
ら
確

認
・
検
討
し

た
上
で

、
起

草
班

会
合
に

お
い
て

、
日

本
人
専
門

家
と
さ

ら
に
検

討
し
て

い
る
。

 


 
起

草
班
会

合
は
、

準
備
会

合
と
起

草
会
合

で
合
計

24
回
開
催
さ

れ
て
い

る
。

 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が
起

草
会
合
を

開
催
す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班
会

合
開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【

第
5
班

 (
法

人
登

記
に

関
す
る

司
法

省
令

)】
 


 
初

会
合
は

、
20

09
年

11
月
に
開

催
さ
れ

た
。

 


 
内

務
省
と

外
務
・

国
際
協

力
省
に

よ
る

N
G

O
法
案

(あ
る

い
は
政

令
案

)と
の

分
掌
・

抵
触
が
問

題
と
な

る
た
め

、
同
法

案
に
つ

い
て
の

情
報
を

収
集
す

る
必
要

が
あ
る

。

20
10

年
1
月
の
起

草
班
会

合
で
内

務
省
へ

の
質
問

状
を
準

備
し
た

。
現
在

、
質

問
は
準

備
し
終
わ

っ
て
お

り
、
内

務
省
と

協
議
の

時
間
を

調
整
中

で
あ
る

。
 


 
第

5
班
で

は
ほ
か

に
も
調

整
が
必

要
と
な

り
う
る

関
係
省

庁
の
洗

い
出
し

を
進
め

て
お

り
、
教
育
・
青

少
年
・
ス
ポ
－
ツ

省
、
商

務
省

、
環
境

省
、
外
務
・
国
際

協
力

省
、
情

報
省
、
鉱

工
業
エ

ネ
ル
ギ

ー
省
、
観
光
省

、
農
林

水
産
省

、
開
発

評
議
会

、
労
働

職
業

訓
練
省
、

宗
教
省

、
社
会

福
祉
省

な
ど
が

考
え
ら

れ
る
。

 


 
今

後
､
司
法
省

側
発
案

に
よ
り
、

関
係
省

庁
を
集

め
て
、

法
人
制

度
に
関

す
る
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ
プ

を
開
催

す
る
こ

と
を
検

討
し
て

い
る
。

 


 
起

草
班
会

合
は
計

4
回
開

催
さ
れ

て
い
る

。
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1-
3-

1 
各

起
草

班
が
起

草
会
合
を

開
催
す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班
会

合
開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【

そ
の

他
（

裁
判
寄

託
省
令

関
連

の
通

達
）

】
 


 
数

名
の
司

法
省
職

員
と
日

本
人
専

門
家
に

よ
り
「

寄
託
金

保
管
用

の
当
座

預
金
口

座
開

設
に
関
す

る
通
達

」
起
草

さ
れ
、

20
10

年
1
月

6
日
に
発

出
さ
れ

た
。

 


 
「

立
て
る

べ
き
担

保
の
額

の
基
準

」
お
よ

び
「
担

保
取
消

決
定

(民
事

訴
訟
法

73
条

)

を
出
す
べ

き
場
合

の
列
挙

」
は
今

後
準
備

さ
れ
る

予
定
。

 

1-
3-

2 
会

議
録

を
記
録

し
、
記
録
を

管
理
す
る

。
 

・
 起

草
班
会

合
議
事

録
管

理
状
況

 

・
 議

事
録

 


 
班

会
合
の

議
事
録

を
作
成

し
て
保

存
・
共
有

す
る
と

い
う
活

動
は
、
十
分
実

施
さ
れ

て

は
い
な
い

。
 


 
原

因
と
し

て
司
法

省
か
ら

最
も
よ

く
聞
か

れ
た
も

の
は

、
メ

ン
バ

ー
が
多

忙
で
、
議

事

録
作
成
の

余
裕
が

な
い
と

い
う
こ

と
で
あ

る
。

 


 
多

く
の
場

合
各
個

人
の
私

的
な
メ

モ
に
と

ど
ま
っ

て
お
り

、
会
合

後
に
議

事
録
の

形
に

整
理
し
て

保
管
す

る
こ
と

は
十
分

に
で
き

て
い
な

い
。

 


 
班

に
よ
っ

て
は

、
議

事
録
の

担
当

を
決
め

て
、
実
質

的
な
法

令
案

の
議
論

の
段
階

に
入

っ
て
か
ら

は
要
約

を
作
成

し
て
い

る
場
合

も
あ
る

。
た
だ

し
そ
の

場
合
に

お
い
て

も
、

検
討
結
果

し
か
記

録
さ
れ

て
い
な

い
よ
う

で
あ
る

。
 

1-
4-

1 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

を
自

主

的
に

開
催

し
、

法
令

案
を

審
議

す

る
。

 

・
 コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

の
開

催
実
績

 

・
 議

事
録

 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

は
、
各

起
草
班

の
法
令

案
に
つ

い
て
司

法
省
と

し
て
の

最
終
的

な
審

議
を
し
て

き
た
。

 


 
フ

ェ
ー
ズ

2
に
お

い
て
日

本
の
作

業
部
会

が
起
草

支
援
し

た
、
執

行
官
法
、
裁
判
寄

託

省
令
、
人

事
訴
訟

法
、
民
事
非
訴

訟
事
件

手
続
法

、
民

法
適
用
法

の
各
案

に
つ
い

て
も

、

発
令
・
閣

僚
評
議

会
で
の

審
議
に

備
え
、

さ
ら
に

検
討
を

重
ね
た

。
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
で

条
文
を

起
草
し

て
追
加

し
た
も

の
も
あ

る
。
ま

た
、
特
に

民
法
適

用

法
案
で
は

、
土
地

法
、
担

保
取
引

法
な
ど

の
他
省

庁
管
轄

法
案
と

の
調
整

や
、
婚

姻
家

族
法
と
の

調
整
に

つ
い
て

検
討
し

た
。

 


 
本

フ
ェ
ー

ズ
で
の

コ
ミ
ッ

テ
ィ
会

合
開
催

回
数
は

92
回
で
あ
る

。
 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
の
メ

ン
バ
ー

に
は
裁

判
所
の

仕
事
に

従
事
し

て
い
る

者
も
お

り
、
ま

た
他

の
者
も
業

務
が
多

忙
で
あ

る
た
め

、
定
期
的

に
開
催

す
る
こ

と
が

で
き
て

お
ら
ず
、
ま

た
議
事
録

の
作
成

も
完
全

に
は
実

施
で
き

て
い
な

い
。
コ

ミ
ッ
テ

ィ
メ
ン

バ
ー
へ

の
聞

き
取
り
で

は
、
こ

う
し
た

現
状
に

つ
い
て

問
題
意

識
を
有

し
て
い

る
旨
表

明
さ
れ

た
。

 


 
半

年
に

1
度
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
進

捗
確
認

も
行
っ

て
い
る

。
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1-
4-

2 
議

事
録

を
作
成

し
、
一
元
的

に
管
理
す

る
。

 

・
 コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

議
事

録
の
管
理

状
況

 

・
 議

事
録

 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
の
メ

ン
バ
ー

に
は
裁

判
所
の

仕
事
に

従
事
し

て
い
る

者
も
お

り
、
ま

た
他

の
者
も
業

務
が
多

忙
で
あ

る
た
め

、
議
事

録
の
作

成
も
完

全
に
は

実
施
で

き
て
い

な

い
。

 

1-
5-

1 
最

新
の

法
令
・
法
案

デ
ー
タ

を
管
理
す

る
担
当

を
決
め

る
。

 

・
 担

当
者
名

簿
の
有

無
 

・
 担

当
者
名

簿
 


 
閣

僚
評
議

会
に
提

出
し
た

時
点
で

の
法
案

の
ソ
フ

ト
デ
ー

タ
は
、
立
法
局

が
保
管

し
て

い
る

。
但
し
、
司

法
省
側

か
ら
閣

僚
評
議

会
に
提

出
し
た

以
降
の

法
案
の

ソ
フ
ト

デ
ー

タ
は
閣
僚

評
議
会

が
管
理

す
る
こ

と
に
な

っ
て
お

り
、
司

法
省
は

国
会
提

出
後
に

デ
ー

タ
を
得
る

こ
と
が

で
き
な

い
。

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

起
草
中

の
法
案

に
つ
い

て
は
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

事
務
所

の
コ
ン

ピ
ュ

ー
タ
で
管

理
さ
れ

て
い
る

場
合
と

、
起
草

班
メ
ン

バ
ー
が

独
自
に

管
理
し

て
い
る

も
の

が
あ
る
。

 

1-
5-

2 
最

新
の

法
令
・
法
案

を
一
元

的
に
管
理

す
る
。

 

・
 法

令
の
管

理
状
況

 
・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
各

班
と
も

に
最
新

版
電
子

デ
ー
タ

の
管
理

者
・
修

正
作
業

者
を
特

定
の
メ

ン
バ
ー

に
限

定
し
て
い

る
と
は

い
え

、
属

人
的

な
管
理

と
な
っ

て
い
る

た
め
、
紛

失
や
遺

漏
等
の

懸

念
が
あ
る

。
 


 
設

備
や

IT
リ
テ
ラ

シ
ー
の

問
題

等
が
あ

り
短
期

間
で
の

解
決
は

難
し
い

が
、
将

来
的

に
は
司
法

省
内
の

コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

で
一
元

管
理
さ

れ
る
こ

と
が
望

ま
し
い

。
 


 
フ

ェ
ー
ズ

2
で
起

草
し
た

民
法
適

用
法
に

つ
い
て

も
、
現

在
は
日

本
人
専

門
家
が

管
理

し
て
い
る

が
、
本

フ
ェ
ー

ズ
終
了

ま
で
に

は
司
法

省
職
員

が
自
立

的
に
管

理
で
き

る
よ

う
移
管
し

て
い
く

必
要
が

あ
る
と

思
わ
れ

る
。

 

1-
6-

1 
継

続
的

な
研
修

を
企
画
し

、

実
施
す
る

。
 

・
 起

草
・
立
法

に
か
か

る
知

識
向
上
の

た
め
の

研
修

の
開
催
実

績
 

・
 参

加
者
の

理
解
度

 

・
 研

修
実
績

 

・
 参

加
者
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
司

法
省
で

は
、

20
09

年
以

降
、
ヒ

ー
・
ソ

ピ
ア
次

官
の
要

請
に
よ

り
毎
週

火
曜
日

に
ル

ッ
テ
ィ
司

法
省
付

判
事
に

よ
る
勉

強
会
を

開
催
し

て
い
る

。
 


 
勉

強
会
は

2
時
間

で
、
ル

ッ
テ
ィ

判
事
が

最
初
の

90
分
で
民
法

の
条
文

を
解
釈

し
、

旧
法
と
新

法
の
違

い
を
解

説
し
、

残
り
の

30
分
で
は

日
本
人
専

門
家
も

参
加
し

て
、

日
本
人
専

門
家
が

質
問
に

回
答
す

る
形
式

を
と
っ

て
い
る

。
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1-
6-

2 
研

修
議

事
録
を

作
成
し

、
教

材
を
作
成

す
る
。

 

・
 議

事
録
、
教

材
作
成

状
況

・
 教

材
 

・
 講

義
録

 


 
議

事
録
は

作
成
さ

れ
て
い

な
い
。

 


 
起

草
班
メ

ン
バ
ー

の
民
法
・
民
事

訴
訟
法

の
理
解

が
不
十

分
で
あ

る
と
い

う
問
題

意
識

は
、
カ
ン
ボ

ジ
ア
側

と
日
本

側
で

共
通
し

て
い
る
。
特
に
新

た
に

起
草
作

業
に
参

加
し

た
職
員
は

、
民
法
・
民
事

訴
訟
法

の
起
草

時
の
議

論
に
参

加
し
て

い
な
い

う
え
に

、
大

学
で
受
け

た
民
事

教
育
も

、
多
く

は
旧
法

に
基
づ

い
た
も

の
で
あ

り
、
十
分

と
は
い

え

な
い
た
め

、
両
法

に
関
す

る
理
解

度
は
非

常
に
低

い
よ
う

で
あ
る

。
 

2-
1-

1 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

内
で

の
共

有

の
方
法
を

決
め
る

。
 

・
 共

有
の
方

法
 

・
 共

有
の
方

法
と
共

有

の
状
況

 


 
司

法
省
か

ら
提
出

さ
れ
た

法
案
の

審
議
に

つ
い
て

は
、
大

臣
か
ら

指
名
さ

れ
た
次

官

が
、
閣

僚
評
議

会
の
テ

ク
ニ
カ
ル

会
合
（
旧
名

称
：
第
一
会

合
）
と
省

庁
間
会

合
に
出

席
し

、
法
案

に
よ
っ

て
し
か

る
べ

き
担
当

者
を
同

行
さ
せ

て
い
る
。
問
題
が

あ
れ
ば

コ

ミ
ッ
テ
ィ

に
持
ち

帰
っ
て

再
検
討

し
て
い

る
。

 


 
閣

議
お
よ

び
国
会

で
は

、
大

臣
が

参
加
し

た
上
で
、
法
案
の

詳
細

説
明
を

同
行
の

次
官

ま
た
は
次

官
補
が

担
当
し

て
い
る

。
 

2-
1-

2 
各

法
案

に
つ
き

、
審

議
情
報

を
確
認
す

る
担
当

者
を
決

め
る
。

 

・
 担

当
者
の

任
命
状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
活

動
2-

1-
1
と

同
様
。

 

2-
1-

3 
審

議
情

報
を
コ

ミ
ッ
テ
ィ

内
で
共
有

し
、
必

要
に
応

じ
て
意

見
を
提
出

す
る
。

 

・
 共

有
・
審

議
状
況
、
意
見

の
提
出
状

況
 

・
 議

事
録

 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 意

見
書

 


 
民

事
非
訴

訟
事
件

手
続
法

案
・
人

事
訴
訟

法
案
は
、
閣
僚
評

議
会

の
審
議

結
果
を

受
け

て
、
司
法

省
内
で

再
検
討

し
、

20
09

年
8
月
に
閣

僚
評
議

会
に
修

正
案
を

提
出
し

た
。

 


 
人

事
訴
訟

法
案
は

20
10

年
2
月

19
日
に
閣

議
決
定

さ
れ
、
現

在
国
会

に
上
程

す
る
た

め
に
準
備

中
で
あ

る
。
民

事
非
訴

訟
事
件

手
続
法

案
は

20
10

年
3
月

5
日
に
閣

議
決

定
す
る
た

め
の
準

備
中
で

あ
る
。

 

2-
2-

1 
他

省
庁

起
草
法

令
案
の
情

報
を
収
集

す
る
方

法
を
決

め
る
。

 

・
 他

省
庁
起

草
法
令

案
の

情
報
収
集

方
法

 

・
 他

省
庁
起

草
法
令

案

の
情
報
収

集
方
法

と

収
集
状
況

 


 
活

動
2-

1-
1
と

同
様
。
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2-
2-

2 
留

意
す

べ
き

法
令

案
が

確

認
さ

れ
次

第
、

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で

担
当
者
を

決
め
る

。
 

・
 担

当
者
の

任
命
状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
司

法
省
管

轄
法
令

と
の
関

係
性
が

な
い
と

担
当
省

庁
が
判

断
し
た

場
合
に

は
、
閣

僚
評

議
会
の
前

に
情
報

を
入
手

す
る
こ

と
が
で

き
ず
、
閣
僚
評

議
会
で

情
報
を

入
手
し

て
か

ら
意
見
を

提
出
し

て
も

、
法

案
の

大
幅
な

修
正
は

不
可
能

で
あ
る

た
め
、
他

省
庁
管

轄

法
案
と
の

調
整
は

、
困
難

な
場
合

も
あ
る

。
 


 
今

フ
ェ
ー

ズ
で
は

、
こ
れ
ま

で
の

と
こ
ろ
、
成
果

2
の
達
成

を
大

き
く
阻

害
す
る

よ
う

な
支
障
は

起
き
て

い
な
い

。
 

2-
2-

3 
必

要
に

応
じ

て
司

法
省

担

当
の

法
令

と
の

調
整

に
つ

き
、

コ

ミ
ッ
テ
ィ

内
で
議

論
を
行

な
う
。

 

・
 法

令
間
の

調
整
に

関
す

る
議
論
の

状
況

 

・
 議

事
録

 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー


 
土

地
法
（

M
L

M
U

P
C
）

：
不
動

産
登
記

制
度
に

つ
き
調

整
中
。

 


 
区

分
所
有

権
政
令

（
M

L
M

U
P

C
）

：
閣
僚
評

議
会
の

省
庁
間
会

合
で
、

司
法
省

が
提

出
し
た
意

見
に
つ

い
て
審

議
し
た

。
 


 
外

国
人
に

建
物
専

有
部
分

の
所
有

権
を
付

与
す
る

た
め
の

法
律
（

M
L

M
U

P
C
）

：
閣

僚
評
議
会

の
省
庁

間
会
合

に
提
出

す
る
前

に
、
民

法
と
の

整
合
性

に
関
し

司
法
省

の
意

見
お
よ
び

修
正
が

求
め
ら

れ
た
。

 


 
国

際
養
子

縁
組
法

（
社
会

福
祉
省

）
：
社

会
福
祉

省
の
案

に
対
し

て
、
司

法
省
か

ら
、

民
事
非
訴

訟
事
件

手
続
法

等
と
の

整
合
性

を
と
る

た
め
の

修
正
案

を
提
出

し
、
多

く
が

採
用
さ
れ

て
法
案

が
成
立

し
た
。

 


 
商

業
裁
判

所
法
（

商
業
省

）
：
商

業
省
の

起
草
案

に
対
し

て
意
見

を
提
出

。
 


 
貿

易
救
済

措
置

(T
ra

de
 R

em
ed

y)
法
案

（
商
業

省
）
：

20
09

年
10

月
に
、

民
法
・

民

事
訴
訟
法

と
の
抵

触
の
有

無
を
コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

で
検
討

し
た
。
ク
メ
ー

ル
語
版

に
お

い
て
、
民

法
及
び

民
事
訴

訟
法
の

用
語
が

正
し
く

用
い
ら

れ
る
よ

う
指
摘

す
る
こ

と
と

な
っ
た
。

 


 
地

理
的
表

示
に
関

す
る
法

案
（
商

業
省
）

：
20

09
年

10
月
に
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法

と
の
抵
触

の
有
無

を
コ
ミ

ッ
テ
ィ

会
合
で

検
討
し

た
。

 

2-
2-

4 
議

論
の

内
容

を
議

事
録

に

収
め
る
。

 

・
 議

事
録
作

成
状
況

 
・
 議

事
録

 


 
議

事
録
は

作
成
さ

れ
て
い

な
い
。
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3-
1-

1 
新

法
理

解
研
修

の
体
制
（
講

師
・
講

師
ア
シ

ス
タ
ン

ト
の
養
成

、

議
事
録
作

成
等
）

を
組
織

し
、
実

施
す
る
。

 

・
 新

法
理
解

研
修
の

体
制

構
築
状
況

 

・
 新

法
理
解

研
修
の

実
施

状
況

 

・
 講

師
、
講
師

ア
シ
ス

タ

ン
ト
養
成

状
況

 

・
 講

義
録

 

・
 講

義
実
績

表
 


 
新

法
理
解

研
修
は

、
教
育

･普
及

局
が
担

当
し
て

い
る
。

 

3-
1-

2 
法

令
・
逐

条
解
説
・
教
科
書

の
配
布
体

制
を
組

織
す
る

。
（
担

当
・
方
法

決
め
る

）
 

・
 法

令
、
逐

条
解
説
、
教
科

書
の
配
布

体
制

 

・
 配

布
担
当

者
 

・
 配

布
方
法

 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 配

布
先
リ

ス
ト

 


 
条

文
お
よ

び
関
連

教
材
の

配
布
業

務
は
、
以
前
は

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

オ
フ
ィ

ス
が
担

当
し

て
い
た
が

、
現
在

は
司
法

省
に
移

管
さ
れ

、
適
切

に
配
布

業
務
が

進
め
ら

れ
て
い

る
。

 

3-
2-

1 
新

法
令

の
教
材

を
作
成
す

る
 

・
 新

法
令
教

材
作
成

状
況

 
・
 教

材
 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー


 
民

法
逐
条

解
説
は

20
10

年
前
半

に
刊
行

予
定
で

あ
る
。

民
法
教

科
書
は

、
日
本

側
で

一
部
を
作

成
し
、
民
法
起

草
に
携

わ
っ
た

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

メ
ン
バ

ー
と
日

本
側
専

門
家

経
験
者
が

共
同
で

そ
の
他

の
部
分

を
担
当

し
て
い

る
。

 

3-
2-

2 
新

法
令

及
び
教

材
を
迅

速
・
効
率

的
に
配

布
す
る

。
 

・
 新

法
令
、
教

材
の
配

布
状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 配

布
先
リ

ス
ト

 

・
 新

法
令
の

掲
載
物

 


 
教

材
の
配

布
実
績

は
附
属

資
料

II
I.
１

.「
ミ
ニ

ッ
ツ
（

署
名
版

）」
A

nn
ex

1（
2）

参
照

。 

3-
3-

1 
新

法
理

解
研
修

を
R

SJ
P
と

調
整
し
つ

つ
、
実

施
す
る

。
 

・
 R

SJ
P
と
の

調
整
状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 

・
 R

SJ
P

 C
/P

イ
ン
タ

ビ

ュ
ー

 

・
 R

SJ
P
専
門

家
イ
ン

タ

ビ
ュ
ー

 


 
司

法
省
が

計
画
・
実
施
し

た
民
法
・
民
事

訴
訟
法

の
普
及

活
動
は

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

全
土

で
20

08
年
に

7
回
、

20
09

年
に

6
回
、

20
10

年
は

3
月

ま
で
に

既
に

3
回
、
開

催
さ

れ
た
。

  


 
当

初
は
、

R
SJ

P
の

継
続
教

育
と

司
法
省

の
普
及

活
動
の

間
で
調

整
が
必

要
と
考

え
ら

れ
て
い
た

が
、
司
法
省

と
R

SJ
P
双
方
の

認
識
で

は
、
現
在

、
こ

れ
ら

2
つ
の
活

動
は

、

対
象
者
お

よ
び
内

容
が
異

な
っ
て

い
る
た

め
、
調

整
の
必

要
は
そ

れ
ほ
ど

高
く
な

い

（
R

SJ
P
の

継
続
教

育
が
裁

判
官

・
検
察

官
に
対

す
る
法

曹
実
務

レ
ベ
ル

の
内
容

を
含

む
の
に
対

し
、
司

法
省
の

普
及
活

動
は
、
裁
判
所

職
員
、
州
の
職

員
、
郡

長
、
コ

ミ
ュ

ー
ン
長
、

村
長
な

ど
を
含

む
よ
り

幅
広
い

対
象
者

・
内
容

で
あ
る

）
。

 

3-
2-

2 
新

法
理

解
研

修
の

議
事

録

を
作

成
し

、
教

材
と

し
て

関
係

組

織
に
配
布

す
る
。

 

・
 議

事
録
の

作
成
、
配

布
状

況
 

・
 議

事
録

 

・
 配

布
先
リ

ス
ト

 


 
議

事
録
は

作
成
さ

れ
て
い

な
い
。
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3-
4-

1 
新

法
理

解
研

修
の

講
師

候

補
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

候
補

を

選
出
す
る

。
 

・
 講

師
、
講
師

ア
シ
ス

タ
ン

ト
の
選
出

状
況

 

・
 講

師
、
講
師

ア
シ
ス

タ

ン
ト
名
簿

 


 

20
09

年
に

は
新
た
に

5
人

の
起
草

班
メ
ン

バ
ー
が

講
師
に

加
わ
っ

た
。

 

3-
4-

2 
講

師
候

補
、
講
師
ア

シ
ス
タ

ン
ト

に
対

す
る

研
修

を
実

施
す

る
。

 

・
 講

師
、
講
師

ア
シ
ス

タ
ン

ト
の
研
修

実
施
状

況
 

・
 研

修
実
績

表
 


 
特

に
実
施

さ
れ
て

い
な
い

。
 

3-
4-

3 
講

師
候

補
、
講
師
ア

シ
ス
タ

ン
ト

が
普

及
セ

ミ
ナ

ー
で

講
義

を

行
う
。

 

・
 講

師
、
講
師

ア
シ
ス

タ
ン

ト
の
普
及

セ
ミ
ナ

ー
に

お
け
る
講

義
実
施

状
況

 

・
 研

修
実
績

表
 

・
 出

席
者
リ

ス
ト

 

・
 講

義
録

 


 
活

動
3-

3-
1
と

同
様
。

 

3-
5-

1 
民

法
・
民
事

訴
訟
法

の
運
用

上
の

質
問

を
と

り
ま

と
め

、
回

答

を
送
付
す

る
担
当

を
決
定

す
る
。

 

・
 担

当
者
決

定
状
況

 
・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
外

部
（
裁

判
所
等

）
か
ら

の
質
問

の
受
付

窓
口
と

回
答
送

付
は
、
民
事
局

が
暫
定

的
に

担
当
し
て

い
る
。

 


 
以

前
は
、
日
本
人

専
門
家

に
も
直

接
質
問

が
寄
せ

ら
れ
て

い
た
が

、
現
在

は
、
民

事
局

が
質
問
受

付
を
一

元
的
に

担
っ
て

お
り
、
難
し
い

質
問
に

つ
い
て

は
基
本

的
に
は

コ
ミ

ッ
テ
ィ
で

審
議
す

る
こ
と

に
な
っ

て
い
る

。
 

3-
5-

2 
質

問
に

対
し

て
統

一
的

な

回
答

を
作

成
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

を

組
織
す
る

。
 

・
 回

答
メ
カ

ニ
ズ
ム

の
組

織
状
況

 

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
今

後
民
法

が
適
用

さ
れ
れ

ば
、
裁

判
官
以

外
に
も

一
般
の

行
政
職

員
や
国

民
か
ら
、
幅

広
い
質
問

が
寄
せ

ら
れ
る

可
能
性

が
あ
る

た
め
、

司
法
省

で
も
体

系
的
に

対
応
し

、

Q
&

A
集

を
作
成

す
る
必

要
性
が

さ
ら
に

高
ま
る

こ
と
が

見
込
ま

れ
る
。

こ
の
こ

と
か

ら
も
司
法

省
職
員

の
民
法

理
解
度

を
向
上

さ
せ
る

こ
と
が

急
務
と

い
え
る

。
 


 
司

法
省
高

官
か
ら

は
、
裁
判

官
が

実
務
上

直
面
し

て
い
る

問
題
に

つ
い
て
、
司
法
省

に

質
問
が
寄

せ
ら
れ

て
い
る

と
の
説

明
が
あ

っ
た
。

他
方
、

R
SJ

P
か
ら
の

聴
取
で

は
、

民
事
訴
訟

実
務
に

つ
い
て

は
、
各

地
の
裁

判
官
か

ら
教
官

候
補
生

を
通
じ

て
R

SJ
P
に

寄
せ
ら
れ

る
質
問

も
多
い

よ
う
に

見
受
け

ら
れ
た

。
た
だ
し
、
現

在
適
用

さ
れ
て

い
る

民
事
訴
訟

法
に
関

す
る
質

問
は
、
主

に
裁
判

官
か
ら

寄
せ
ら

れ
て

い
る
の

に
対
し
、
民

法
が
適
用

さ
れ
た

場
合
、
よ
り
広

い
層
か

ら
の
質

問
が
司

法
省
に

寄
せ
ら

れ
る
こ

と
が

予
想
さ
れ

る
。

 

3-
5-

3 
回

答
を

各
裁

判
所

に
迅

速

に
送
付
す

る
。

 

・
 回

答
送
付

状
況

 
・
 送

付
実
績

 

・
 回

答
書

 


 
活

動
3-

5-
1
お

よ
び

3-
5-

2
と
同

様
。
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3-
5-

4 
Q

&
A

集
を

制
作

し
、

出

版
・
配
布

す
る
。

 

・
 Q

&
A
集

の
出
版

、
配
布

状
況

 

・
 Q

&
A
集

 

・
 配

布
先
リ

ス
ト

 


 
活

動
3-

5-
1
お

よ
び

3-
5-

2
と
同

様
。

 

3-
5-

5 
質

問
・
回

答
の
中

か
ら
、
法

令
改

正
に

必
要

な
情

報
を

抽
出

し
、
次

の
立
法

作
業
に

つ
な
げ
る

。 

・
 質

問
・
回
答

の
検
討

状
況

・
 C

/P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ

ー
 


 
活

動
3-

5-
1
お

よ
び

3-
5-

2
と
同

様
。

 

1-
1 

民
法

・
民
事

訴
訟
法

関

連
法
令
案

及
び
運

用
指
針

の
起
草
計

画
作
成

及
び
起

草
実
績

 

・
 起

草
さ
れ

た
法
令

 


 
活

動
1-

1-
1
と

同
様
。

 

1-
2 

起
草

す
る
体

制
（
起

草

班
等
）
の

形
成
実

績
 

・
 専

門
家
、
司

法
省
関

係

者
に
対
す

る
聞
き

取

り
調
査

 


 
活

動
1-

2-
1
と

同
様
。

 

1-
3 

起
草

班
に
よ

っ
て
開

催

さ
れ
た
会

合
の
記

録
及
び

管
理
実
績

 

・
 会

合
記
録

 


 
活

動
1-

3-
1
お

よ
び

1-
3-

2
と
同

様
。

 

1-
4 

コ
ミ

ッ
テ
ィ

に
よ
っ

て

開
催
さ
れ

た
会
合

の
記
録

及
び
管
理

実
績

 

・
 会

合
記
録

 


 
活

動
1-

4-
1
お

よ
び

1-
4-

2
と
同

様
。

 

成
果
１

 
司

法
省
に

て
、
民

法
・
民

事
訴
訟

法
関
連
法

案
の
起

草
・
立

法
化
に

向
け
て
必

要
な
作

業
が
行

わ
れ

る
。

 

1-
5 

最
新

の
法
令

・
法
案

デ

ー
タ
の
一

元
的
管

理
実
績

・
 管

理
さ
れ

て
い
る

法

令
・
法
案

デ
ー
タ

 

・
 専

門
家
、
司

法
省
関

係

者
に
対
す

る
聞
き

取

り
調
査

 


 
活

動
1-

5-
1
お

よ
び

1-
5-

2
と
同

様
。
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1-
6 

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
関
係

者

の
起
草
・
立
法
に

関
す
る

知

識
向
上
と

そ
の
た

め
の
継

続
的
な
研

修
開
催

実
績
（

参

加
者
数
、

講
師
、

テ
ー
マ

）

・
 研

修
開
催

実
績
、
研

修

成
果
調
査

 


 
活

動
1-

6-
1
お

よ
び

1-
6-

2
と
同

様
。

 

2-
1 

司
法

省
か
ら

提
出
さ

れ

た
法
令
案

の
審
議

情
報
の

コ
ミ
ッ
テ

ィ
内
で

の
共
有

と
意
見
提

出
及
び

そ
の
記

録
 

・
 コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

記

録
 


 
活

動
2-

1-
1
お

よ
び

2-
1-

3
と
同

様
。

 
成

果
２

 
司

法
省
に

て
、
司

法
省
か

ら
提
出

さ
れ
た
民

法
・
民

事
訴
訟

法
関
連

法
案
の
フ

ォ
ロ
ー

及
び
他

省
庁
か

ら
提
出
さ

れ
た
法

令
と
の

調
整
が

行
わ
れ
る

。
 

2-
2 

他
省

庁
起
草

の
法
令

案

と
の
調
整

の
議
論

及
び
議

事
録

 

・
 コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

記

録
 


 
活

動
2-

1-
1
お

よ
び

2-
1-

3
と
同

様
。

 

3-
1 

普
及

す
る
体

制
の
形

成

実
績
（
新

法
理
解

研
修
の

実

施
、
教
材
・
法

令
配
布

体
制

）

・
 専

門
家
、
司

法
省
関

係

者
に
対
す

る
聞
き

取

り
調
査

 


 
活

動
3-

1-
1
お

よ
び

3-
1-

2
と
同

様
。

 

3-
2 

法
令

及
び
教

材
、
種
類

、

数
及
び
配

布
先

 

・
 配

布
記
録

 

・
 司

法
関
係

者
に
対

す

る
質
問
票
、
聞
き
取

り

調
査

 


 
活

動
3-

2-
1
お

よ
び

3-
2-

2
と
同

様
。

 

成
果
３

 
司

法
省
が

司
法
関

係
者
等

に
民

法
・
民
事

訴
訟
法

及
び
関

連
法
案

を
運
用
す

る
た
め

の
知
識

を
広
め

る
。

 

3-
3 

新
法

理
解
研

修
の
実

績

と
研
修
内

容
の
記

録
 

・
 新

法
理
解

研
修
実

施

実
績

 

・
 研

修
講
師
、
参
加
者

に

対
す
る
質

問
票
、
聞

き

取
り
調
査

 


 
活

動
3-

3-
1
お

よ
び

3-
3-

2
と
同

様
。
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3-
4 

新
法

理
解
研

修
に
お

け

る
講
師

/講
師
ア

シ
ス
タ

ン

ト
の
人
数

と
研
修

実
績

 

・
 専

門
家
、
司

法
省
関

係

者
に
対
す

る
聞
き

取

り
調
査

 


 
活

動
3-

4-
1
と

同
様
。

 

3-
5 

Q
&

A
と

り
ま
と

め
組

織
の
形
成

、
Q

&
A
集

の
作

成
実
績

 

・
 Q

&
A
集

 


 
活

動
3-

5-
1
お

よ
び

3-
5-

2
と
同

様
。

 

1.
 司

法
省

に
よ
る

付
属
法

令
・
運
用

指
針
の

起
草
実

績

及
び
日
本

側
の
関

与
の
変

化
 

・
 起

草
さ
れ

た
法
令

 


 
法

令
案
の

分
量
・
複

雑
さ
や

関
係

省
庁
の

有
無
に

よ
り
、
起

草
班

ご
と
に

進
捗
の

ば
ら

つ
き
は
あ

る
が
、
予
定
し

て
い
た

法
令
案

は
上
述

の
と
お

り
概
ね

着
実
に

起
草
さ

れ
て

い
る
。

 


 
第

1
班
（

不
動
産

登
記
関

連
省
令

）
は
、

M
L

M
U

P
C
と

の
定
期

的
な
共

同
コ
ミ

ッ
テ

ィ
の
開
催

が
、

M
L

M
U

P
C
が
多

忙
で
あ

る
こ
と

お
よ
び

メ
ン
バ

ー
が
少

な
い
こ

と
に

よ
り
困
難

で
あ
っ

た
が
、

今
次
レ

ビ
ュ
ー

調
査
に

お
い
て

M
L

M
U

P
C
高

官
に
よ

り
、

メ
ン
バ
ー

の
増
員

お
よ
び

M
L

M
U

P
C
内

で
の
準

備
会
合

の
実
施

な
ど
、
前

向
き

な
協

力
姿
勢
が

表
明
さ

れ
た
。

 


 
第

5
班
が

担
当
し

て
い
る
「

法
人

登
記
に

関
す
る

司
法
省

令
」
は

多
く
の

省
庁
と

の
整

合
性
を
図

る
必
要

が
あ
る

た
め
、
他
省
庁

の
起
草

法
案
の

情
報
収

集
を
行

っ
て
い

る
段

階
で
あ
る

。
 


 
起

草
班
会

合
の
開

催
や
内

容
の
検

討
に
お

い
て
、
カ
ン
ボ

ジ
ア
側

の
自
主

性
が
大

変
高

ま
っ
て
き

た
。
各

班
は
ま

ず
自
分

た
ち
で

検
討
・
起
草
を

進
め
、
解
決
で

き
な
い

問
題

に
つ
い
て

だ
け
日

本
人
専

門
家
に

質
問
す

る
よ
う

に
な
っ

た
。

 


 
主

に
民
法

に
つ
い

て
の
理

解
度
の

低
さ
か

ら
、
日

本
人
専

門
家
の

助
言
が

必
要
と

思
わ

れ
る
場
面

は
依
然

と
し
て

少
な
く

な
い
。

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

 

司
法
省
が

、
民
法

・
民
事

訴
訟
法

が
適
切
に

運
用
さ

れ
る
た

め
に
必

要
な
施
策

を
取
れ

る
よ
う

に
な

る
。

 

2.
 司

法
省

に
よ
る

民
法
・
民

事
訴
訟
法

関
連
法

案
の
立

法
プ
ロ
セ

ス
に
お

け
る
調

整
実
績
及

び
日
本

側
の
関

与
の
変
化

 

・
 専

門
家
、
司

法
省
へ

の

質
問
票
、
聞

き
取
り

調

査
 


 
司

法
省
か

ら
発
出

さ
れ
た

後
の
審

議
状
況

の
確
認
・
内
部
共

有
や
、
他
省
庁

管
轄
の

法

令
案
に
つ

い
て
の

確
認
な

ど
は
、
現
在
ま

で
の
と

こ
ろ
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
が

主
体
と

な
っ

て
順
調
・

適
切
に

な
さ
れ

て
き
て

い
る
。

 


 
日

本
側
の

関
与
に

つ
い
て

は
、
以

前
に
比

べ
て
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
が

必
要
と

す
る
際

に
の

み
助
言
を

す
る
と

い
う
形

が
中
心

と
な
っ

て
き
た

。
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3.
 司

法
省

に
よ
る

普
及
活

動
の
実
績

及
び
日

本
側
の

関
与
の
変

化
 

・
 専

門
家
、
司

法
省
へ

の

質
問
票
、
聞

き
取
り

調

査
 


 
普

及
活
動

は
前
述

の
と
お

り
、
司

法
省
主

導
の
も

と
に
推

進
さ
れ

て
い
る
。
普
及
セ

ミ

ナ
ー
お
よ

び
教
材

の
配
布

は
計
画

ど
お
り

着
実
に

実
施
さ

れ
た
。

 


 

Q
&

A
の

と
り
ま

と
め
に

関
し
て

は
、
民

事
局
が

暫
定
的

に
担
当

し
て
い

る
。
民

法
が

適
用
さ
れ

れ
ば
司

法
省
で

も
回
答

し
て
い

く
必
要

性
は
高

ま
る
た

め
、
こ

の
こ
と

か
ら

も
司
法
省

職
員
の

民
法
理

解
度
を

向
上
さ

せ
る
こ

と
が
急

務
で
あ

る
。

 

上
位
目
標

 
民

事
法
制

度
が
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
適
切

に
機
能

す
る
。

 

1.
 

民
法
適
用

後
の
民

事
紛

争
解
決
手

続
及
び

内
容

の
質

 

2.
 

2.
 日

常
生

活
に
お

け

る
民
法
の

浸
透

 

 

・
 司

法
関
係

者
へ
の

聞

き
取
り
調

査
 

・
  


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
、
す

な
わ
ち

民
法
・

民
事
訴

訟
法
関

連
法
制

度
の
整

備
、

他
の
法
令

の
と
の

調
整
、
及
び
民

法
・
民

事
訴
訟

法
及
び

関
連
法

の
普
及

活
動
は

、
民

事
法
制
度

が
カ
ン

ボ
ジ
ア

に
お
い

て
適
切

に
機
能

す
る
た

め
に
、
非
常
に

重
要
な

貢
献

を
果
た
す

と
想
定

さ
れ
る

。
但
し

、
上
位

目
標
の

達
成
に

は
、
こ

の
他
に

、
裁
判

所
、

M
L

M
U

P
C
（

土
地

登
記
）

、
地

方
行
政

機
関
な

ど
の
関

係
官
庁

に
お
い

て
も
こ

れ
ら

の
法
律
が

適
切
に

理
解
さ

れ
、
運

用
さ
れ

る
こ
と

が
必
要

で
あ
る

。
ま
た

、
公
務

員
、

官
庁
だ
け

で
な
く

、
弁

護
士

、
市

民
、
企
業
等

も
こ
れ

ら
の
法
令

を
理
解

し
、
適
切
に

活
用
す
る

こ
と
が

必
要
に

な
る
。
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評
価

グ
リ
ッ

ド
 

カ
ン

ボ
ジ
ア

法
制
度

整
備
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（

フ
ェ
ー

ズ
３
）

 

 

評
価
設
問

 

５
項
目
そ

の
他
の

基
準

大
項
目

 
小

項
目

 

判
断
基
準

・
方
法

 
結

果
 

0-
a.

 実
績

 
 

 
 

 
 

 

0-
a-

1 
投

入
投

入
は
計

画
ど
お

り
か

 
日

本
側
投

入
 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
大

幅

な
乖
離
が

な
い
）

 

・
 投

入
の
遅

れ
等
に

よ
り
活

動

が
支
障
を

来
た
し

て
い
な

い


 
年

度
毎
の

計
画
に

沿
っ
て

、
適
切

な
質
・

量
の
投

入
が
行

わ
れ
た

。
投
入

の
詳
細

は
、
附
属

資
料

II
.１

.「
ミ
ニ
ッ

ツ
（
署

名
版

）」
A

nn
ex

2
の

と
お
り
。

 


 
一

部
法
曹

人
材
の

日
本
国

内
に
お

け
る
リ

ク
ル
ー

ト
の
困

難
か
ら

、
長
期

専
門
家

の
派
遣
が

遅
れ
た

ケ
ー
ス

が
あ
っ

た
。

 


 
前

フ
ェ
ー

ズ
に
引

き
続
き

、
常
駐

の
長
期

専
門
家

と
日
本

に
お
け

る
支
援

体
制
（
民

法
作
業
部

会
、
民

事
訴
訟

法
作
業

部
会
、

不
動
産

登
記
に

か
か
る

実
務
ア

ド
バ
イ

ザ
ー
グ
ル

ー
プ
、

及
び
日

本
国
法

務
省
）

の
組
み

合
わ
せ

、
ま
た

、
短
期

専
門
家

に
よ
る
現

地
セ
ミ

ナ
ー
や

本
邦
研

修
と
い

っ
た
複

数
の
形

態
を
活

用
し
た

。
 


 
日

本
側
支

援
体
制

に
つ
い

て
は
、

一
部
普

及
に
必

要
な
教

科
書
・

解
説
の

出
版
の

遅
れ
が
あ

っ
た
が

、
そ
の

他
の
法

令
ド
ラ

フ
ト
に

対
す
る

コ
メ
ン

ト
や
本

邦
研
修

を
通
じ
た

イ
ン
プ

ッ
ト
に

つ
い
て

は
適
切

に
行
わ

れ
た
。

 

 

 
 

カ
ン
ボ
ジ

ア
側
投

入
 

（
同
上
）

 


 
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
配
置

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
デ

ィ
レ
ク

タ
ー
：

司
法
大

臣
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
マ

ネ
ー
ジ

ャ
ー
：

司
法
省

次
官

 

第
一
審
裁

判
所
所

長
、
最

高
裁
判

事
、
司

法
省
職

員
等
か

ら
な
る

コ
ミ
ッ

テ

ィ
、
司
法

省
職
員

か
ら
な

る
サ
ブ

コ
ミ
ッ

テ
ィ
お

よ
び
起

草
班

 


 

施
設
、
事

務
室

 

 
司
法
省

内
に
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
用

の
常
設

事
務
所

、
会
議

室
を
確

保
。

 


 
運

営
経
費

の
自
己

負
担
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0-

a-
2 

成
果

成
果
は
計

画
通
り

産
出

さ
れ
て
い

る
か

 

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
（
大

幅

な
乖
離
が

な
い
）

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ
た
（
詳

細
は
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
を

参
照

）
。

 

 

0-
a-

3 
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト

目
標

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
達

成
の
見
込

み
は
あ

る
か

 

 
 


 
残

り
の
期

間
を
通

じ
て
、

い
く
つ

か
の
課

題
に
適

切
に
対

処
す
る

こ
と
で

、
こ
の

目
標
は
達

成
が
見

込
ま
れ

る
（
各

指
標
に

つ
い
て

の
現
状

と
今
後

の
課
題

は
、
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
を

参
照
）

。
 

0-
b.

 実
施

プ
ロ
セ
ス

 

 
 

 
 

 

 
0-

b-
1 

活
動

活
動
は
計

画
通
り

に
実

施
さ
れ
て

い
る
か

 

進
捗
に
問

題
は
な

い
か

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ
た
（
詳

細
は
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
を

参
照

）
。

 

 

0-
b-

2 
技

術

移
転
の
方

法
 

技
術
移
転

の
方
法

に
問

題
は
な
い

か
 

あ
る
場
合

、
ど
の

分
野

に
お
け
る

ど
の
技

術
移

転
方
法
に

問
題
が

あ
る

か
、
そ
の

解
決
方

法
は

何
か

 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
進

捗

の
大
幅
な

遅
れ
が

な
い
）

 

・
 C

/P
の

理
解
度
・
能
力

の
深
ま

り
 


 
技

術
移
転

の
方
法

の
適
切

性
に
関

し
良
い

兆
候
が

観
察
さ

れ
た
。

す
な
わ

ち
、
起

草
班
会
合

の
開
催

や
内
容

の
検
討

に
お
い

て
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
の

自
主
性

が
大
変

高
ま
っ
て

き
た
。

各
班
は

ま
ず
自

分
た
ち

で
検
討

・
起
草

を
進
め

、
解
決

で
き
な

い
問
題
に

つ
い
て

だ
け
日

本
人
専

門
家
に

質
問
す

る
よ
う

に
な
っ

た
。

 


 
主

に
民
法

に
つ
い

て
の
理

解
度
の

低
さ
か

ら
、
日

本
人
専

門
家
の

助
言
が

必
要
と

思
わ
れ
る

場
面
は

依
然
と

し
て
少

な
く
な

い
。
起

草
班
メ

ン
バ
ー

を
中
心

と
し
て

司
法
省
職

員
の
民

法
理
解

度
を
向

上
さ
せ

る
こ
と

が
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
後

半
に
お

け
る
課
題

で
あ
る

。
 

 

0-
b-

3 
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト

の
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
体

制
 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
の

仕
組

み
が
構
築

さ
れ
て

い
る

か
 

 
・
 各

活
動
の

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

担

当
者
配
置

 

・
 モ

ニ
タ
リ

ン
グ
の

様
式
及

び

結
果
の
処

理
方
法

に
つ
い

て

の
、
合
意

と
実
施

 

・
 関

係
者
会

議
の
定

期
開
催

 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
で
は

、
半
年

に
1
度

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
進
捗

確
認
を

行
っ
て

い
る
。

た
だ
し
、

コ
ミ
ッ

テ
ィ
の

定
期
的

な
開
催

に
は
課

題
も
認

識
さ
れ

て
い
る

。
 

 

 
意

思
決
定

は
円
滑

に
行

わ
れ
て
い

る
か

 

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
機
関

内

の
迅
速
な

意
思
決

定
 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
の
メ

ン
バ
ー

に
は
裁

判
所
の

仕
事
に

従
事
し

て
い
る

者
も
お

り
、
ま

た
他
の
者

も
業
務

が
多
忙

で
あ
る

た
め
、

定
期
的

に
開
催

す
る
こ

と
が
で

き
て
い

な
い
。
コ

ミ
ッ
テ

ィ
メ
ン

バ
ー
へ

の
聞
き

取
り
で

は
、
こ

う
し
た

現
状
に

つ
い
て

問
題
意
識

を
有
し

て
い
る

旨
表
明

さ
れ
た

。
 

 
 

JI
C

A
本

部
及
び
在

外
 

・
 連

携
・
協

力
不
足

に
起
因

す


 
連

携
・
協

力
の
体

制
は
整

備
さ
れ

て
お
り

、
適
時

に
協
力

で
き
て

い
る
が

、
内
容
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事
務
所
と

の
連
絡

・
協

力
体
制
は

整
備
さ

れ
て

い
る
か

 

る
活
動
遅

延
等
の

有
無

 
面

で
の
認

識
共
有

が
十
分

で
な
い

場
合
が

あ
る
。

 

 

 
カ

ン
ボ
ジ

ア
側

C
/P

機

関
間
の
連

絡
・
協

力
体

制
は
整
備

さ
れ
て

い
る

か
 

 
（

同
上
）

 


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 

0-
b-

4
実

施

機
関
や

C
/P

の
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
に

対
す
る
認

識
の
高
さ

実
施
機
関

は
高
い

オ
ー

ナ
ー
シ
ッ

プ
を
も

っ
て

取
り
組
ん

で
い
る

か

（
C

/P
の
配
置

状
況
、

外
部
関
係

機
関
と

の
連

絡
・
調
整

な
ど
）

 

 
・
 C

/P
配

置
に
対

す
る
配

慮
 

・
 活

動
内
容

へ
の
高

い
関
心

表

明
 

・
 的

確
か
つ

迅
速
な

連
絡
・

調

整
 


 
起

草
班
会

合
の
開

催
や
内

容
の
検

討
に
お

い
て
、

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

の
自
主

性
が
大

変
高
ま
っ

て
き
た

。
各
班

は
ま
ず

自
分
た

ち
で
検

討
・
起

草
を
進

め
、
解

決
で
き

な
い
問
題

に
つ
い

て
だ
け

日
本
人

専
門
家

に
質
問

す
る
よ

う
に
な

っ
た
。

 


 
司

法
大
臣

か
ら
は

、
「
本

邦
研
修

や
長
期

研
修
か

ら
帰
国

し
た
人

材
が
、

一
定
期

間
司
法
省

で
働
く

よ
う
な

制
限
を

設
け
る

こ
と
も

検
討
し

た
い
」

と
の
提

案
が
あ

っ
た
。

 

 

0-
b-

5
適

切

な
C

/P
配
置

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

業
務

量
及
び
業

務
内
容

に
見

合
っ
た
能

力
の
あ

る

C
/P

が
十
分
な

人
数
配

置
さ
れ
て

い
る
か

 

 
・
 C

/P
配

置
人
数

の
計
画

と
の

対
比

 

・
 C

/P
配

置
に
起

因
す
る

活
動

遅
延
そ
の

他
の
支

障
 


 
起

草
班
は

、
各
班

と
も
に

リ
ー
ダ

ー
の
主

体
性
の

も
と
で

新
た
に

意
欲
あ

る
職
員

を
随
時
追

加
し
て

き
た
。

 


 
新

た
に
起

草
作
業

に
参
画

し
た
司

法
省
職

員
の
理

解
度
の

向
上
は

、
今
後

、
自
主

的
に
起
草

・
立
法

作
業
を

行
う
上

で
必
要

不
可
欠

で
あ
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
後
半

の
課
題
で

あ
る
と

い
え
る

。
現
状

で
は
、

起
草
作

業
に
必

要
な
知

識
を
持

つ
職
員

が
少
な
い

た
め
に

、
高
官

レ
ベ
ル

の
メ
ン

バ
ー
が

参
加
で

き
な
け

れ
ば
、

起
草
班

会
合
が
開

催
で
き

な
い
状

況
と
な

っ
て
い

る
が
、

起
草
班

メ
ン
バ

ー
か
ら

は
、
新

た
に
起
草

作
業
に

参
画
し

た
職
員

の
理
解

が
進
め

ば
、
多

忙
な
高

官
が
欠

席
し
て

も
、
実
質

的
な
議

論
は
そ

の
他
の

職
員
の

間
で
進

め
、
あ

る
程
度

進
ん
だ

と
こ
ろ

で
高
官
の

承
認
を

得
る
と

い
う
形

を
と
る

こ
と
も

で
き
る

よ
う
に

な
り
、

起
草
が

効
率
的
に

進
む
よ

う
に
な

る
の
で

は
な
い

か
と
い

う
意
見

も
聞
か

れ
た
。

 

 

0-
b-

6 
そ

の

他
の
問
題

そ
の
他
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
実
施

過
程
で

生
じ

て
い
る
問

題
は
あ

る
か

 

あ
る
場
合

、
そ
の

原
因

は
何
か

 

 


 
特

に
そ
の

他
の
問

題
が
生

じ
て
い

る
と
は

認
め
ら

れ
な
い

。
 

1.
 妥

当
性
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1-

1
必

要
性

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
対

象
国
の
地

域
・
社

会
の

状
況
や
ニ

ー
ズ
に

合
致

し
て
い
る

か
 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
政
府

は
、
引

き
続
き

司
法
分

野
に
お

け
る
人

材
育
成

を
重
視

し
て
い

る
。

20
04

年
7
月

に
発
表

さ
れ
た

国
家
開

発
戦
略

で
あ
る

「
四
辺

形
戦
略

」
で
明

ら
か
に
な

っ
て
い

る
と
お

り
、
司

法
改
革

は
引
き

続
き
高

い
優
先

順
位
を

与
え
ら

れ
て
お
り

、
20

08
年
に
発

足
し
た

新
内
閣

は
、
こ

れ
ま
で

の
四
辺

形
戦
略

の
枠
組

み
を
そ
の

ま
ま
引

き
継
い

だ
「
第

二
次
四

辺
形
戦

略
」
を

策
定
し

て
い
る

。
 


 

20
03

年
に

発
表
さ

れ
た
「
法
・
司

法
制
度

改
革
戦

略
」
や

20
05

年
に

発
表
さ

れ
た

「
法
司
法

制
度
改

革
短
期

・
中
期

行
動
計

画
」
に

お
い
て

、
「
立

法
の
枠

組
み
の

近
代
化
」

が
司
法

分
野
の

7
重
点

分
野
の

1
つ
と

位
置
づ

け
ら
れ

て
い
る

。
 


 
こ

れ
ら
の

政
策
動

向
に
関

し
て
は

、
今
次

調
査
に

お
い
て

も
変
更

が
な
い

旨
を
司

法
省
に
確

認
し
た

。
な
お

、
「
法

司
法
制

度
改
革

短
期
・

中
期
行

動
計
画

」
は
、

対
象
期
間

を
20

08
年

ま
で
と
し

て
お
り

、
法
・

司
法
改

革
評
議

会
で
は

20
10

年

に
そ
の
レ

ビ
ュ
ー

を
予
定

し
て
い

る
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
タ

ー
ゲ
ッ
ト

グ
ル
ー

プ
の

状
況
や
ニ

ー
ズ
に

合
致

し
て
い
る

か
 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
民

事
法
制

度
を
適

切
に
機

能
さ
せ

る
た
め

に
最
も

重
要
な

政
府
機
関

の
ひ
と

つ
が
司

法
省
で

あ
る
。

司
法
省

で
は
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
関

連
法
令
の

起
草
や

普
及
活

動
を
進

め
ら
れ

る
人
材

の
不
足

が
現
在

も
引
き

続
き
課

題
と
な
っ

て
い
る

。
人
材

の
育
成

及
び
組

織
の
強

化
が
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法
の

関
連
法
令

の
起
草

や
普
及

活
動
を

効
率
的

・
効
果

的
に
運

営
す
る

う
え
で

不
可
欠

で
あ
る
。

 

 
1-

2
優

先
度

上
位
目
標

は
カ
ン

ボ
ジ

ア
国
の
開

発
政
策

と
の

整
合
性
が

高
い
か

 

 
 


 
「

第
二
次

四
辺
形

戦
略
」

で
も
司

法
改
革

が
引
き

続
き
高

い
優
先

順
位
を

与
え
ら

れ
て
お
り

、
そ
の

司
法
改

革
の
戦

略
・
計

画
で
も

「
立
法

の
枠
組

み
の
近

代
化
」

を
進
め
る

こ
と
が

重
点
分

野
の
一

つ
と
な

っ
て
い

る
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
日

本
の
援
助

政
策
・

JI
C

A

国
別
事
業

実
施
計

画
と

の
整
合
性

が
高
い

か
 

 
 


 

20
02

年
に

策
定
さ

れ
た
日

本
の
「

カ
ン
ボ

ジ
ア
国

別
援
助

計
画
」

に
お
い

て
、
民

事
法
制
度

の
構
築

と
向
上

は
カ
ン

ボ
ジ
ア

に
対
す

る
重
要

政
策
中

枢
支
援

と
位
置

づ
け
ら
れ

て
い
る

。
 


 

20
09

年
に

開
催
さ

れ
た
第

21
回

経
済
海

外
協
力

会
議
で

は
、
「
法

制
度
整

備
支

援

に
関
す
る

基
本
方

針
」
が

策
定
さ

れ
、
民

法
・
民

事
訴
訟

法
関
連

法
令
の

起
草
や

司
法
関
係

機
関
の

組
織
強

化
に
対

す
る
更

な
る
支

援
の
必

要
性
が

確
認
さ

れ
た
。

 


 

JI
C

A
の

「
カ
ン
ボ

ジ
ア

国
別
援

助
実
施

方
針

(2
00

9
年

)」
で
は

、
民
法

・
民
事

訴
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訟
法
の
運

用
・
普

及
支
援

の
継
続

に
よ
り

、
法
司

法
制
度

改
革
の

推
進
に

貢
献
す

る
方
針
が

定
め
ら

れ
て
い

る
。

 

 
1-

3
手

段
と

し
て
の
適

切
性

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

ア
プ

ロ
ー
チ
及

び
対
象

地
域

は
、
適
切

な
選
択

か
 

近
隣
地
域

で
実
施

さ
れ

て
い
る

JI
C

A
の

他
の

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
と

の
協

力
・
連
携

は
、
適

切
に

行
わ
れ
て

い
る
か

。
そ

の
結
果
、

何
か
し

ら
の

効
果
を
上

げ
て
い

る
か

・
 本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ア
プ

ロ

ー
チ
の
、

他
地
域

へ
の
適

用

可
能
性

 

・
 対

象
地
域

の
ニ
ー

ズ
適
合

性

・
 J

IC
A
の

他
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

活
動
内
容

と
の
重

複
 

・
 他

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

と
の
協

力
・
交
流

 


 
今

フ
ェ
ー

ズ
で
は

、
民
法

・
民
事

訴
訟
法

関
連
法

令
の
起

草
・
普

及
活
動

に
お
い

て
、
司
法

省
職
員

が
、
よ

り
主
体

性
を
発

揮
し
、

自
立
的

に
民
法

・
民
事

訴
訟
法

の
適
切
な

運
用
の

た
め
に

必
要
な

施
策
を

取
れ
る

よ
う
に

な
る
こ

と
を
目

指
し
て

い
る
。
起

草
作
業

に
お
い

て
は
、

ま
ず
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
が

起
草
を

行
い
、

日
本
人

専
門
家
に

よ
る
コ

メ
ン
ト

を
踏
ま

え
、
草

案
を
完

成
さ
せ

る
ア
プ

ロ
ー
チ

が
採
ら

れ
て
い
る

。
こ
の

点
は
、

日
本
側

が
起
草

作
業
の

大
部
分

を
担
当

し
て
い

た
以
前

の
フ
ェ
ー

ズ
よ
り

、
司
法

省
側
の

主
体
性

が
着
実

に
高
ま

っ
た
と

評
価
で

き
る
。

こ
の
ア
プ

ロ
ー
チ

に
つ
い

て
は
、

一
定
の

成
果
を

あ
げ
つ

つ
あ
る

。
 


 
こ

の
ア
プ

ロ
ー
チ

は
人
材

不
足
に

悩
む
他

の
途
上

国
で
も

有
用
で

あ
る
と

思
わ
れ

る
。
ま
た
日

本
人
専

門
家
の

、
C

/P
に

主
導
権

を
徐
々

に
渡
し
て

い
く
方

針
も
キ

ャ

パ
シ
テ
ィ

・
デ
ィ

ベ
ロ
ッ

プ
メ
ン

ト
を
目

的
と
し

た
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
に
広

く
応
用

が
可
能
で

あ
ろ
う

。
 


 

JI
C

A
他

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

の
活
動

内
容
と

の
重
複

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
の

裁
判
官

・
検
察

官
養
成

校
民
事

教
育
改

善
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
は

情
報
や
成

果
物
（

教
材
等

）
を
相

互
に
共

有
し
、

相
乗
効

果
の
発

現
に
努

め
て
い

る
。

 

 
 

タ
ー
ゲ
ッ

ト
グ
ル

ー
プ

の
選
定
は

適
正
か

（
対

象
、
規
模

な
ど
）

 

 
・
 技

術
的
・

物
理
的

優
位
性

の

有
無

 

・
 技

術
普
及

で
き
る

仕
組
み

・

規
模
・
行

政
的
又

は
法
的

位

置
づ
け
の

有
無

 

・
 活

動
実
施

に
過
不

足
の
な

い

人
員
配
置

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
民

事
法
制

度
を
適

切
に
機

能
さ
せ

る
た
め

に
最
も

重
要
な

政
府
機
関

の
ひ
と

つ
が
司

法
省
で

あ
る
。
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タ
ー
ゲ
ッ

ト
グ
ル

ー
プ

以
外
へ
波

及
性
は

あ
る

か
 

 
・
 普

及
の
仕

組
み
の

整
備

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
評
価

・

関
心
の
高

さ
 

・
 技

術
の
カ

ン
ボ
ジ

ア
国
全

土

へ
の
普
及

可
能
性

 


 
司

法
省
は

新
法
の

カ
ン
ボ

ジ
ア
全

土
へ
の

普
及
を

担
当
す

る
政
府

機
関
で

あ
り
、

本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
も
普

及
活
動

を
支
援

し
て
い

る
。

 


 
各

裁
判
所

か
ら
あ

が
っ
て

く
る
質

問
の
と

り
ま
と

め
（

Q
&

A
の

作
成

）
に
関

し
て

は
、
民
事

局
が
暫

定
的
に

担
当
し

て
い
る

。
民
法

が
適
用

さ
れ
れ

ば
司
法

省
で
も

回
答
し
て

い
く
必

要
性
は

高
ま
る

た
め
、

こ
の
こ

と
か
ら

も
司
法

省
職
員

の
民
法

理
解
度
を

向
上
さ

せ
る
こ

と
に
よ

り
、
質

問
に
適

切
に
対

処
す
る

こ
と
に

よ
る
裁

判
所
や
他

の
行
政

機
関
へ

の
波
及

効
果
が

期
待
で

き
る
。

 

 
 

効
果
の
受

益
や
費

用
の

負
担
が
公

平
に
分

配
さ

れ
る
か

 

 
・
 受

益
者
設

定
の
偏

り
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
成

果
の
実

用

に
関
す
る

制
限
の

有
無

 


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 
1-

4 
援
助

協

調
 

他
の
ド
ナ

ー
と
の

援
助

協
調
及
び

相
乗
効

果
が

期
待
で
き

る
か

 

 
 


 

C
C

JA
P
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
本
格

的
な
活

動
を
開

始
し
た

ば
か
り

で
あ
る

が
、
裁

判
所
に
お

い
て
民

事
訴
訟

法
が
実

際
に
ど

の
よ
う

に
適
用

さ
れ
て

い
る
か

に
つ
い

て
、
情
報

源
の
一

つ
と
な

り
う
る

。
現
在

は
刑
事

中
心
だ

が
、
将

来
、
先

方
か
ら

要
望
が
あ

れ
ば
、
民
法
・
民

事
訴

訟
法
・
関
連
法

の
普
及

で
連
携

も
考
え

ら
れ
る

。 


 

L
A

S
S

P
の

コ
ン
ポ

ー
ネ
ン

ト
に
、

国
土
管

理
都
市

計
画
省

に
対
す

る
土
地

登
記
制

度
構
築
の

支
援
が

含
ま
れ

て
お
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
の

間
で
も

適
宜
情

報
共
有

が
行
な
わ

れ
て
い

る
。

 

 

 
1-

5 
日
本

の

技
術
の
優

位
性

 

日
本
の
技

術
の
優

位
性

は
あ
る
か

 

 
・
 類

似
の
協

力
事
例

 

・
 国

内
に
お

け
る
技

術
的
蓄

積


 
こ

れ
ま
で

フ
ェ
ー

ズ
1、

2
に
お

い
て
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
起

草
・
立

法
化
支

援

を
日
本
が

実
施
し

て
き
た

経
緯
を

踏
ま
え

る
と
、

他
ド
ナ

ー
に
比

し
て
な

お
日
本

に
技
術
的

な
優
位

性
が
あ

り
、
引

き
続
き

日
本
が

関
連
法

令
の
起

草
や
新

法
普
及

活
動
お
よ

び
人
材

育
成
に

協
力
す

る
こ
と

は
、
従

来
の
協

力
の
成

果
を
高

め
る
こ

と
に
資
す

る
も
の

で
あ
る

。
今
次

調
査
に

お
い
て

も
司
法

省
か
ら

は
、
そ

の
点
が

繰
り
返
し

強
調
さ

れ
た
。

 

 
1-

6 
そ
の

他
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
開

始
以

降
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
を

取
り
巻
く

環
境
（
政
策

、

経
済
、
社

会
な
ど

）
の

 
 


 
特

に
認
め

ら
れ
な

い
。

 


 
「

法
司
法

制
度
改

革
短
期
・
中
期

行
動
計

画
」
は
、
対
象
期

間
を

20
08

年
ま

で
と

し
て
お
り

、
法
・
司
法

改
革
評
議

会
で
は

20
10

年
に

そ
の
レ
ビ

ュ
ー
を

予
定
し

て

い
る
。

 

- 114 -



変
化
は
な

い
か

 

2.
 有

効
性

（
見
込
み
）

 
 

 
 

 

 
2-

1 
成
果

の

達
成

 

成
果
は
達

成
さ
れ

て
い

る
か

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
（
詳

細
は
達

成
度
グ

リ
ッ
ド

を
参
照

）
。

 

 
 

 
 

1.
 

司
法
省
に

て
、
民

法
・
民

事
訴
訟
法

関
連
法

案
の
起

草
・
立
法

化
に
向

け
て
必

要
な
作
業

が
行
わ

れ
る

 


 

5
つ
の

起
草
班

が
、
班
ご

と
の
ば

ら
つ
き

は
あ
る

も
の
の

、
概
ね

各
班
の

課
題
に

対

処
し
な
が

ら
着
実

な
進
捗

を
見
せ

て
い
る

。
意
欲

あ
る
新

た
な
職

員
も
随

時
追
加

さ
れ
、
起

草
班
メ

ン
バ
ー

自
ら
検

討
を
進

め
る
・

草
案
を

作
る
と

い
っ
た

手
法
が

完
全
に
定

着
し
た

。
特
に

民
事
訴

訟
に
関

す
る
不

動
産
登

記
の
共

同
省
令

案
お
よ

び
供
託
法

案
は
、

司
法
省

職
員
が

主
体
的

に
起
草

作
業
を

担
っ
た

最
初
の

大
き
な

成
果
で
あ

る
。

 


 
起

草
班
会

合
で
の

検
討
経

緯
を
記

録
に
残

す
こ
と

は
，
今

後
の
法

令
解
釈

の
資
料

に
供
す
る

と
い
う

観
点
か

ら
も
重

要
で
あ

る
が
、

必
ず
し

も
十
分

に
は
実

施
さ
れ

て
い
な
い

の
が
現

状
で
あ

る
。
決

定
事
項

と
そ
の

理
由
を

起
草
メ

モ
の
形

で
簡
単

に
残
し
て

お
く
等

の
工
夫

が
必
要

で
あ
る

。
 


 
成

果
1.
達

成
の
た

め
の
課

題
は
、

起
草
班

メ
ン
バ

ー
の
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
理

解
度
向
上

で
あ
る

。
こ
れ

ま
で
、

起
草
班

に
お
い

て
主
体

的
に
起

草
作
業

が
担
わ

れ
て
い
る

も
の
の

、
基
本

法
令
の

理
解
不

足
に
よ

る
起
草

作
業
の

停
滞
も

指
摘
さ

れ
た
。
こ

の
点
、

日
本
人

専
門
家

か
ら
の

よ
り
積

極
的
な

イ
ン
プ

ッ
ト
が

有
効
と

思
わ
れ
る

が
、
こ

こ
ま
で

培
っ
て

き
た
司

法
省
職

員
の
自

発
性
を

損
な
わ

な
い
よ

う
、
双

方
で
協

議
し
て

適
切
な
ア

プ
ロ
ー

チ
を
検

討
し
て

い
く
こ

と
が
望

ま
れ
る

。
 

 
 

 
 

2.
 

司
法
省
に

て
、
司

法
省
か

ら
提
出
さ

れ
た
民

法
・
民

事
訴
訟
法

関
連
法

案
の
フ

ォ
ロ
ー
及

び
他
省

庁
か
ら

提
出
さ
れ

た
法
令

と
の
調


 
着

実
に
行

わ
れ
て

い
る
。

こ
れ
ま

で
ど
お

り
活
動

す
る
こ

と
で
達

成
が
見

込
ま
れ

る
。

 


 
た

だ
し
、

他
省
庁

間
管
轄

の
法
令

案
と
の

調
整
の

時
機
を

逸
す
る

こ
と
の

な
い
よ

う
、
引
き

続
き
積

極
的
な

情
報
収

集
に
努

め
る
こ

と
が
望

ま
し
い

。
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整
が
行
わ

れ
る

 

 
 

 
 

3.
 

司
法
省
が

司
法
関

係
者
等

に
民
法
・

民
事
訴

訟
法
及

び
関
連
法

案
を
運

用
す
る

た
め
の
知

識
を
広

め
る

 


 
新

法
理
解

研
修
お

よ
び
条

文
や
教

材
の
配

布
を
教

育
･
普
及
局
が

担
当
し

、
適

切
に

実
施
さ
れ

て
い
る

。
 


 
た

だ
し
、
外
部
（

裁
判
所

等
）
か

ら
の

Q
&

A
の

と
り
ま

と
め
に

つ
い
て

は
、
民

法

が
適
用
さ

れ
れ
ば

司
法
省

に
も
多

く
質
問

が
寄
せ

ら
れ
る

こ
と
が

予
想
さ

れ
る
た

め
、
そ
れ

に
対
応

す
る
た

め
に
も

司
法
省

内
の
体

制
整
備

と
職
員

の
民
法

理
解
度

を
向
上
さ

せ
る
こ

と
が
重

要
で
あ

る
と
い

え
る
。

 

 
2-

2 
プ
ロ

ジ

ェ
ク
ト
目

標
の
達
成

見
込
み

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
は

達
成
さ
れ

る
見
込

み
か

 

 
 


 
こ

れ
ら
産

出
さ
れ

つ
つ
あ

る
成
果

を
目
標

達
成
に

結
び
つ

け
る
た

め
に
は

、
い
く

つ
か
の
課

題
に
適

切
に
対

処
す
る

必
要
が

あ
る
（

各
指
標

に
つ
い

て
の
現

状
と
今

後
の
課
題

は
、
達

成
度
グ

リ
ッ
ド

を
参
照

）
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の

達
成
を
促

進
・
阻

害
す

る
要
因
は

あ
る
か

  

促
進
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
今

フ
ェ
ー

ズ
で
採

用
し
て

い
る
技

術
移
転

の
ア
プ

ロ
ー
チ

（
民
法

・
民
事

訴
訟
法

関
連
法
令

の
起
草

・
普
及

活
動
に

お
い
て

、
司
法

省
職
員

が
、
よ

り
主
体

性
を
発

揮
し
、
自

立
的
に

民
法
・

民
事
訴

訟
法
の

適
切
な

運
用
の

た
め
に

必
要
な

施
策
を

取
れ
る
よ

う
に
な

る
こ
と

を
目
指

す
）
が

、
こ
れ

ま
で
の

と
こ
ろ

順
調
な

成
果
達

成
に
大
き

く
貢
献

し
て
い

る
も
の

と
考
え

ら
れ
る

。
 

 
 

 

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
新

た
に
起

草
作
業

に
参
画

し
た
司

法
省
職

員
の
理

解
度
の

向
上
は

、
今
後

、
自
主

的
に
起
草

・
立
法

作
業
を

行
う
上

で
必
要

不
可
欠

で
あ
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
後
半

の
課
題
で

あ
る
と

い
え
る

。
 


 
複

数
の
起

草
班
メ

ン
バ
ー

か
ら
、

ル
ッ
テ

ィ
判
事

の
勉
強

会
に
加

え
て
、

日
本
人

専
門
家
か

ら
も
定

期
的
に
（
例
え

ば
週

1～
2
回
）
民
法
の

全
体

像
を
把

握
で
き

る

よ
う
な
講

義
を
実

施
し
て

も
ら
い

た
い
と

い
う
要

望
が
出

さ
れ
、

民
法
に

つ
い
て

は
日
本
人

専
門
家

に
よ
る

講
義
が

必
要
で

あ
る
と

い
う
こ

と
が
、

カ
ン
ボ

ジ
ア

側
・
日
本

側
双
方

で
確
認

さ
れ
た

。
 

 
2-

3 
因
果

関

係
 

成
果
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
目
標
を

達
成
す

る
た

め
に
十
分

で
あ
る

か
 

 
 


 
そ

の
他
に

達
成
す

べ
き
成

果
は
特

に
認
め

ら
れ
な

い
。
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外
部
条
件

は
、
現

時
点

に
お
い
て

も
正
し

い

か
。
外
部

条
件
が

満
た

さ
れ
る
可

能
性
は

高
い

か
 

 
 


 
外

部
条
件

「
司
法

省
に
適

切
な
人

員
配
置

が
行
わ

れ
る
」

に
つ
い

て
は
、

慢
性
的

な
人
員
不

足
の
状

況
で
は

あ
る
も

の
の
、

現
在
の

と
こ
ろ

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
遂
行

に
支
障
を

き
た
し

て
は
な

い
。

 


 
外

部
条
件
「
共

同
所
管

の
法
令
の

起
草
に

際
し
て

、
他

省
庁
の
協

力
が
得

ら
れ
る

」

に
つ
い
て

は
、
起

草
班
第

1
班
（

不
動
産

登
記
関

連
省
令

）
の
活

動
に
お

い
て
、

M
L

M
U

P
C
と

の
共
同

コ
ミ
ッ
テ

ィ
が
、

M
L

M
U

P
C
メ

ン
バ
ー

が
多
忙

で
あ
る

こ

と
に
よ
り

定
期
的

に
開
催

で
き
ず

、
起
草

作
業
の

進
捗
に

影
響
を

与
え
て

い
た
。

し
か
し
今

次
レ
ビ

ュ
ー
調

査
に
お

い
て

M
L

M
U

P
C
高

官
に
よ
り

前
向
き

な
協
力

姿
勢
が
表

明
さ
れ

た
た
め

、
状
況

の
改
善

が
期
待

さ
れ
る

。
第

5
班
（

法
人
登

記

関
連
省
令

）
も
、

内
務
省

・
外
務

省
を
は

じ
め
多

く
の
省

庁
か
ら

の
協
力

を
得
る

必
要
が
あ

り
、
こ

ち
ら
も

引
き
続

き
注
視

す
る
必

要
が
あ

る
。

 

3.
 効

率
性

 
 

 
 

 
 

 
3-

1 
成
果

の

産
出
度

 

成
果
の
産

出
度
は

適
切

か
 

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
（
詳

細
は
達

成
度
グ

リ
ッ
ド

を
参
照

）
。

 

 
 

成
果
の
産

出
を
促

進
・

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

促
進
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
「

2-
2 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
見
込

み
」
と

同
様
。

 


 
実

施
中
の

「
裁
判

官
・
検

察
官
養

成
校
民

事
教
育

改
善
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ
ー

ズ
2）

」
や
「
弁

護
士
会

司
法
支

援
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
」
と

の
間
で

、
条
文

や
法
令

解

説
等
の
出

版
物
が

共
有
さ

れ
て
お

り
、
今

後
も
引

き
続
き

共
有
が

な
さ
れ

る
こ
と

で
、
効
率

性
が
更

に
高
ま

っ
て
い

く
こ
と

が
期
待

さ
れ
る

。
 

 
 

 

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
「

2-
2 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
見
込

み
」
と

同
様
。

 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

が
適
時

開
催
さ

れ
る
か

ど
う
か

は
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

効
率
性

に
与
え
る

影
響
が

大
き
い

。
コ
ミ

ッ
テ
ィ

会
合
が

予
定
通

り
開
か

れ
、
主

体
的
に

遅
延
な
く

起
草
で

き
、
さ

ら
に
成

果
を
あ

げ
る
た

め
に
、

コ
ミ
ッ

テ
ィ
の

構
成
を

再
編
し
、

新
し
い

メ
ン
バ

ー
を
入

れ
る
必

要
が
あ

る
。

 

 
3-

2
因

果
関

係
 

成
果
を
産

出
す
る

た
め

に
十
分
な

投
入
で

あ
っ

た
か

 

 
・
 投

入
の
不

足
或
い

は
不
適

切

性
に
起
因

す
る
遅

延
そ
の

他

の
支
障
の

発
生

 


 
投

入
に
つ

い
て
は

、
一
部

法
曹
人

材
の
日

本
国
内

に
お
け

る
リ
ク

ル
ー
ト

の
困
難

か
ら
、
長

期
専
門

家
の
派

遣
が
遅

れ
た
ケ

ー
ス
が

あ
っ
た

。
し
か

し
、
全

体
に
、

前
フ
ェ
ー

ズ
に
引

き
続
き

、
常
駐

の
長
期

専
門
家

と
日
本

に
お
け

る
支
援

体
制
（
民
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法
作
業
部

会
、
民

事
訴
訟

法
作
業

部
会
、

不
動
産

登
記
に

か
か
る

実
務
ア

ド
バ
イ

ザ
ー
グ
ル

ー
プ
、

及
び
日

本
国
法

務
省
）

の
組
み

合
わ
せ

、
ま
た

、
短
期

専
門
家

に
よ
る
現

地
セ
ミ

ナ
ー
や

本
邦
研

修
と
い

っ
た
複

数
の
形

態
を
活

用
し
た

支
援
の

あ
り
方
は

、
カ
ウ

ン
タ
ー

パ
ー
ト

が
適
時

か
つ
広

が
り
や

深
み
の

あ
る
助

言
を
得

る
こ
と
が

で
き
、

ま
た
実

務
上
の

ニ
ー
ズ

に
即
し

た
情
報

提
供
が

で
き
る

方
策
で

あ
り
、
効

率
性
の

促
進
要

因
と
な

っ
て
い

る
旨
が

確
認
さ

れ
た
。

 


 
日

本
側
支

援
体
制

に
つ
い

て
は
、

一
部
普

及
に
必

要
な
教

科
書
・

解
説
の

出
版
の

遅
れ
が
あ

っ
た
が

、
そ
の

他
の
法

令
ド
ラ

フ
ト
に

対
す
る

コ
メ
ン

ト
や
本

邦
研
修

を
通
じ
た

イ
ン
プ

ッ
ト
に

つ
い
て

は
適
切

に
行
わ

れ
た
。

 

 
3-

3 
タ
イ

ミ

ン
グ

 

計
画
に
沿

っ
て
活

動
を

行
う
た
め

に
、
過

不
足

な
い
質
・

量
の
投

入
が

タ
イ
ミ
ン

グ
よ
く

実
施

さ
れ
た
か

 

 
・
 計

画
に
沿

っ
た
タ

イ
ミ
ン

グ

で
の
投
入

実
施

 

・
 タ

イ
ミ
ン

グ
に
起

因
す
る

遅

延
そ
の
他

の
支
障

の
発
生

 

（
同
上
）

 

 
3-

4 
コ
ス

ト
類

似
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と

比
較
し
て

、
総
投

入
コ

ス
ト
は
妥

当
で
あ

る
か

 

 
・
 類

似
案
件

の
総
投

入
コ
ス

ト

と
の
比
較

 

（
比
較
可

能
な
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が

存
在
し

な
い
）

 

4.
 イ

ン
パ

ク
ト
（
見

込

み
）

 

 
 

 
 

 

 
4-

1 
上
位

目

標
の
達
成

見
込
み

 

上
位
目
標

は
達
成

さ
れ

る
見
込
み

か
 

 
・
 裁

判
官
・

検
察
官

に
任
命

さ

れ
る

 R
SJ

P
修

了
生
の

数
 

・
 R

SJ
P
修
了
生

の
民
事

裁
判
手

続
き
に
か

か
る
理

解
度

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
、
す

な
わ
ち

民
法
・

民
事
訴

訟
法
関

連
法
制

度
の
整

備
、
他
の

法
令
の

と
の
調

整
、
及

び
民
法

・
民
事

訴
訟
法

及
び
関

連
法
の

普
及
活

動
は
、
民

事
法
制

度
が
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
適

切
に
機

能
す
る

た
め
に

、
非
常

に
重
要
な

貢
献
を

果
た
す

と
想
定

さ
れ
る

。
但
し

、
上
位

目
標
の

達
成
に

は
、
こ

の
他
に
、

裁
判
所

、
M

L
M

U
P

C
（

土
地
登
記

）
、
地

方
行
政
機

関
な
ど

の
関
係

官

庁
に
お
い

て
も
こ

れ
ら
の

法
律
が

適
切
に

理
解
さ

れ
、
運

用
さ
れ

る
こ
と

が
必
要

で
あ
る
。

ま
た
、

公
務
員

、
官
庁

だ
け
で

な
く
、

弁
護
士

、
市
民

、
企
業

等
も
こ

れ
ら
の
法

令
を
理

解
し
、

適
切
に

活
用
す

る
こ
と

が
必
要

に
な
る

。
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上
位
目
標

の
達
成

を
促

進
・
阻
害

す
る
要

因
は

あ
る
か

 

促
進
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

関
わ
っ

て
い
る

司
法
省

職
員
の

立
法
技

術
お
よ

び
法
の

理
解
・

解
釈
の
経

験
は
、

起
草
班

で
の
活

動
を
通

じ
て
着

実
に
蓄

積
さ
れ

て
い
る

。
こ
れ

は
司
法
省

が
民
事

分
野
以

外
の
法

令
を
起

草
・
普

及
し
て

い
く
上

で
も
活

用
さ
れ

て
い
る
。

 

 
 

 

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
特

に
認
め

ら
れ
な

い
が
、

前
述
の

と
お
り

新
た
に

起
草
作

業
に
参

画
し
た

司
法
省

職
員
の
理

解
度
の

向
上
は

、
今
後

、
自
主

的
に
起

草
・
立

法
作
業

を
行
う

上
で
必

要
不
可
欠

で
あ
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
後
半

の
み
な

ら
ず
、

上
位
目

標
の
達

成
に
向

け
て
継
続

的
に
取

り
組
ま

れ
る
べ

き
課
題

と
な
る

で
あ
ろ

う
。

 

 
4-

2 
因
果

関

係
 

上
位
目
標

と
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標

は
乖
離

し
て

い
な
い
か

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

結
果

が
ど
の
程

度
上
位

目
標

の
達
成
に

貢
献
す

る
か

 
 

 
 

外
部
条
件

は
、
現

時
点

に
お
い
て

も
正
し

い

か
。
外
部

条
件
が

満
た

さ
れ
る
可

能
性
は

高
い

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 
4-

3
波

及
効

果
 

上
位
目
標

以
外
の

効

果
・
影
響

が
想
定

さ
れ

る
か

 

マ
イ
ナ
ス

の
影
響

に
つ

い
て
は
、

そ
れ
を

軽
減

す
る
た
め

の
対
策

は
採

ら
れ
て
い

る
か

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
前
後

の

変
化

 


 
立

法
局
は

本
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で
の

活
動
を

通
じ
て

P
D

M
手
法
に

関
す
る

知
識
を

獲
得
し
、

同
局
の

5
か
年

計
画
を

作
成
す

る
際
に

自
ら
そ

れ
を
取

り
入
れ

た
。

 

 
 

ジ
ェ
ン
ダ

ー
、
民

族
、

社
会
的
階

層
の
違

い
に

よ
り
、
異

な
っ
た

影
響

は
あ
る
か

 

 
（

同
上
）

 


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
 

そ
の
他
の

マ
イ
ナ

ス
の

影
響
は
あ

る
か
。

そ
れ

を
取
り
除

く
た
め

の
方

策
は
何
か

 

 
 


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。
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5.
 自

立
発

展
性
（
見

込

み
）

 

 
 

 
 


 
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
目
標

お
よ
び

成
果
に

、
司
法

省
に
お

け
る
民
法

・
民
事

訴
訟
法

が
適
切

に
運
用

で
き
る

こ
と
の

自
立
発

展
性
を

埋
め
込

ん
で
い
る

た
め
、

基
本
的

に
は
目

標
・
成

果
の
達

成
が
自

立
発
展

性
と
直

結
し
て

い
る
。

 

 
5-

1 
政
策

・

制
度
面

 

政
策
支
援

は
協
力

終
了

後
も
継
続

す
る
か

 

 
 


 
「

法
司
法

制
度
改

革
短
期
・
中
期

行
動
計

画
」
は
、
対
象
期

間
を

20
08

年
ま

で
と

し
て
お
り

、
法
・
司
法

改
革
評
議

会
で
は

20
10

年
に

そ
の
レ
ビ

ュ
ー
を

予
定
し

て

い
る
。
こ

れ
ら
の

政
策
動

向
に
関

し
て
は

、
今
次

調
査
に

お
い
て

も
変
更

が
な
い

旨
を
司
法

省
に
確

認
し
た

。
 

 
5-

2 
組
織

・

財
政
面

 

協
力
終
了

後
も
、

効
果

を
上
げ
て

い
く
た

め
の

活
動
を
実

施
す
る

に
足

る
組
織
能

力
は
あ

る
か

 

 
 


 
今

フ
ェ
ー

ズ
で
は

、
こ
こ

ま
で
、

起
草
作

業
を
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
の

手
に
移

す
方
針

を
採
り

、
日
本

側
が
法

案
を
用
意

し
て
き

た
前
フ

ェ
ー
ズ

ま
で
の

方
法
と

異
な
り

、

カ
ン
ボ
ジ

ア
側
が

法
案
を

起
草
し

、
日
本

側
は
、

起
草
さ

れ
た
法

案
に
対

し
て
コ

メ
ン
ト
を

す
る
手

法
を
採

用
し
て

き
た
。

こ
れ
に

よ
り
、

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

も
、
日

本
人
専
門

家
の
助

言
や

、
本
邦
研

修
、
短
期
専

門
家
来

訪
の
機
会

を
活
用

し
た
り

、

自
分
た
ち

で
情
報

収
集
し

た
り
し

な
が
ら

、
起
草

班
ご
と

に
法
案

を
起
草

し
て
き

た
。
司
法
省

内
の
起

草
班
会

合
や

コ
ミ
ッ

テ
ィ
、

M
L

M
U

P
C
と

の
共
同

コ
ミ
ッ

テ

ィ
に
お
い

て
も

、
起
草

班
の
担
当

者
が

、
起
草

し
た
法

案
の
内
容

を
説
明

し
た
り

、

制
度
の
説

明
を
し

た
り
す

る
よ
う

に
な
っ

て
い
る

。
 


 
こ

の
よ
う

に
、
起

草
班
に

起
草
作

業
を
委

ね
た
こ

と
に
よ

っ
て
、

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

の
自
立
傾

向
は
非

常
に
高

ま
っ
た

と
言
っ

て
よ
く

、
今
後

も
こ
の

手
法
を

続
け
る

こ
と
に
よ

っ
て
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
自
立

発
展
性

が
高
ま

っ
て
い

く
と
見

込
ま
れ

る
。

 

 
 

活
動
成
果

を
研
修

・
普

及
し
て
い

く
た
め

の
組

織
的
枠
組

み
は
整

備
さ

れ
て
い
る

か
 

 
 


 
民

事
訴
訟

法
の
う

ち
特
に

起
草
に

必
要
と

さ
れ
る

部
分
に

つ
い
て

は
、
一

定
の
理

解
が
進
ん

で
い
る

と
考
え

ら
れ
、

今
後
は

、
新
し

く
起
草

班
に
参

画
し
た

メ
ン
バ

ー
に
対
す

る
イ
ン

プ
ッ
ト

（
知
識

の
共
有

）
を
起

草
班
内

で
自
主

的
に
行

う
こ
と

が
必
要
で

あ
る
。

た
だ
し

、
必
要

な
場
合

は
日
本

側
が
協

力
す
る

こ
と
も

考
え
ら

れ
る
。
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必
要
な
事

業
計
画

(短

期
・
長
期

)を
整
備

し
て

い
る
か

 

 
・
  


 
協

議
を
通

じ
て
、

本
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
将

来
的
な

持
続
性

を
担
保

す
る
た

め
に
、

本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
諸
活

動
が
司

法
省
の

戦
略
計

画
に
組

み
込
ま

れ
る
こ

と
が
検

討
さ
れ
る

必
要
が

あ
る
。

 

 
 

実
施
機
関

の
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
に
対

す
る
オ

ー
ナ

ー
シ
ッ
プ

は
、
十

分
に

確
保
さ
れ

て
い
る

か
 

 
・
  


 
司

法
省
職

員
の
高

い
オ
ー

ナ
ー
シ

ッ
プ
が

観
察
さ

れ
て
い

る
。

 

 
 

経
常
経
費

を
含
む

予
算

の
確
保
は

行
わ
れ

て
い

る
か
。
予

算
措
置

は
十

分
に
講
じ

ら
れ
て

い
る

か
 

 
・
  


 
自

立
発
展

性
を
阻

害
す
る

最
大
の

リ
ス
ク

の
ひ
と

つ
は
、

資
金
面

・
人
員

配
置
面

で
の
継
続

性
で
あ

る
。
引

き
続
き

司
法
省

か
ら
政

府
に
対

し
、
予

算
措
置

・
人
員

強
化
を
働

き
か
け

る
こ
と

が
必
要

で
あ
る

。
 

 
5-

3 
技
術

面
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て

適
用
可
能

か
つ
実

用
的

な
技
術
が

移
転
さ

れ
て

い
る
か

 

 
・
  


 
「

1-
3
手
段
と

し
て
の

適
切
性
」
に

て
言
及

し
た
と

お
り
、
カ
ン

ボ
ジ
ア

側
C

/P
職

員
が
、
よ

り
主
体

性
を
発

揮
し
、

自
立
的

に
起
草

作
業
・

普
及
作

業
を
担

え
る
よ

う
に
な
る

こ
と
を

目
指
し

た
技
術

移
転
ア

プ
ロ
ー

チ
を
採

用
し
て

お
り
、

成
果
が

出
始
め
て

い
る
。

 


 
こ

れ
ま
で

行
わ
れ

て
い
る

司
法
省

に
よ
る

民
法
理

解
度
向

上
の
た

め
の
勉

強
会
の

開
催
と
い

っ
た
自

発
的
努

力
に
加

え
、
条

文
の
背

景
を
理

解
し
て

い
る
日

本
人
専

門
家
か
ら

の
イ
ン

プ
ッ
ト

も
必
要

と
考
え

ら
れ
る

。
そ
の

際
、
日

本
人
か

ら
の
イ

ン
プ
ッ
ト

に
依
存

し
、
自

立
発
展

性
を
損

な
う
こ

と
の
な

い
よ
う

に
、
知

識
移
転

の
ア
プ
ロ

ー
チ
に

つ
い
て

は
、
双

方
で
工

夫
を
重

ね
る
こ

と
が
望

ま
れ
る

。
例
え

ば
、
講
義

や
質
疑

応
答
は

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

参
加
者

が
で
き

る
だ
け

記
録
に

残
し
積

極
的
に
活

用
す
る

こ
と
、

司
法
省

職
員
同

士
で
教

え
合
う

こ
と
等

に
よ
り

、
そ
の

知
識
の
普

及
と
定

着
を
図

る
こ
と

な
ど
が

考
え
ら

れ
る
。

 

 
 

普
及
の
メ

カ
ニ
ズ

ム
は

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

取
り

込
ま
れ
て

い
る
か

 

 
・
 関

係
者
を

対
象
と

し
た
研

修

実
施
の
仕

組
み

 

・
 技

術
移
転

の
仕
組

み
や
教

材

等
の
準
備

 

（
同
上
）
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関
連
機
関

と
の
業

務
提

携
・
連
携

関
係
が

良
好

に
維
持
さ

れ
、
発

展
し

て
い
く
見

通
し
は

あ
る

か
 

 
・
  


 
司

法
省

、
司
法

官
職
高

等
評
議
会

お
よ
び

R
A

JP
で
協

議
し
た
結

果
と
し

て
R

A
JP

の
5
か
年

計
画

(2
00

8-
20

12
年

)が
策
定
さ

れ
て
い

る
例
に

見
ら
れ

る
よ
う

に
、
関

連
各
機
関

と
の
良

好
な
関

係
が
認

め
ら
れ

る
。

 


 

R
SJ

P
と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
に
つ

い
て
も

、
特
に

問
題
は

認
め
ら

れ
な
い

。

現
状
は
司

法
省
次

官
が

R
SJ

P
で

教
官
を

兼
務
し

て
い
る

こ
と
も

あ
り

、
自
然

と
情

報
が
共
有

さ
れ
る

条
件
が

整
っ
て

い
る

。
普
及

活
動
に

つ
い
て
の

R
SJ

P
と
司

法
省

の
住
み
分

け
に
関

し
て
は

、
両
機

関
の
間

に
共
通

認
識
が

あ
る
。

 

 
 

C
/P

ス
タ
ッ
フ

の
多
く

が
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
終

了
後
も
実

施
機
関

に
残

る
見
通
し

は
あ
る

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
 

資
機
材
の

維
持
管

理
は

適
切
に
行

わ
れ
て

い
る

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
5-

4 
社
会

・

文
化
・
環

境

面
 

女
性
、
貧

困
層
等

へ
の

配
慮
不
足

に
よ
り

持
続

性
を
妨
げ

る
可
能

性
は

な
い
か

 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
 

環
境
へ
の

配
慮
不

足
に

よ
り
、
持

続
性
を

妨
げ

る
可
能
性

は
な
い

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
5-

5 
そ
の

他
自

立
発
展

性
を
阻

害
す

る
そ
の
他

の
要
因

は
あ

る
か

 

 
・
  


 
新

た
に
起

草
活
動

に
参
加

し
た
職

員
の
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
理

解
は
、

ま
だ
完

全
な
も
の

と
は
言

え
ず
、

そ
の
た

め
に
、

起
草
法

令
の
趣

旨
や
内

容
に
つ

い
て
、

起
草
班
内

部
で
他

人
に
明

確
に
説

明
で
き

な
い
等

、
検
討

作
業
が

ス
ム
ー

ズ
に
進

ま
な
い
場

合
も
あ

る
。

 


 
今

後
、
法

案
の
起

草
・
検

討
の
効

率
を
上

げ
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

成
果
・

活
動
の

自
立
発
展

性
を
一

層
高
め

る
た
め

に
は
、

司
法
省

職
員
の

間
で
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法
の
基

本
的
な

体
系
に

つ
い
て

、
一
定

程
度
の

理
解
を

共
有
す

る
こ
と

が
必
要

- 122 -



と
考
え
ら

れ
る
。
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質
問
票
#

大分類
小
分
類

宛先 質問

2/19 第5班（法人登記）メンバー（班長：イエン・シナー次官補）

Mr. Khy Chit
キャン・ソアナ
Ms. Phan Chanly
Mr. Or Pichveasna
Mr. Nou Sackdey
H.E Yean Sina

2/19 第3班(「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要となる
執行官の収入の基準額に関する政令」)メンバー（班長：ブン・ホン次官補）

Ms. サイム・サイムヴィエタイ
Mr. Yet Rithya
Mr. Nou Rithea
Mr. Hong Vanvatana
H.E. Choun Tech
H.E. Bun Honn
Ms. Nil Philippe
Ms. Chun Chamroeun
Ms. You Lay
Mr. Ty Vichet
Mr. Khy

2/22 日本人専門家

活動 0-2 MOJ
全体

司法省プロジェクトのベースライン指標
（プロジェクトの目標成果の指標：2008/5
に合意したもの）はどの程度共有されて
いますか？

― ― ―

活動 1-3 MOJ
全体

各起草グループの、ミーティング開催実
績（日時、内容、参加者、合計回数など）
を教えてください。

[H.Y Yean]まだ4回。11月に初回はMs. Khiev Sokhaとだけ話していたが、彼女は間もなく
離任した。その後12月に1回目を開催し、どのように進めるかを話した。1/8に2回目は内
務省と外務省から情報が入って、内務省のNGO法案で法人登録を検討していた。両省は
政令を制定しようとしていたが、その資料を入手したので、そこまでの内容や問題点を確
認した。1/21に3回目を実施。4回目を1/28に開き、MOJ単独では何も出来ないので、内
務省と外務省の結果を見てから考えようということになった。ここまで資料をベースに検討
した結果、関連省庁は10くらいに及ぶだろうと考えている。教育省、商業省、環境省、外務
省、情報省、産業省、観光省、農務省、CDC、労働省。関係してくる法令等を各省庁が準
備している段階。

[西畑]「執行官選考の条件及び手続きに関する政令」は発出済みと聞いているが？
[H.E. Bun] 一部修正しなければならない部分がある。法案を閣僚評議会に出そうとしたと
ころ、コミッティーから問題点を指摘されて指し戻され、起草班で検討中。昨日もミーティン
グを開き、2つの大きな問題点を検討した。今後も起草班で検討して、コミッティーに報告
する予定。収入基準額の方はこれから準備する予定。

―

1 活動 1-3 MOJ
全体

各起草グループの、ミーティング議事録
の作成担当者、作成実績（日時、作成者
など）、保管場所を教えてください。

[Ms. Phan]H.E. Yeanと相談して開催時期を検討し周知している。内容の議論には入って
いないので、議事録はまだ取り始めていない。
[Ms. Phan]供託に関しては水曜午後に定例会合を開いている。不動産登記は水曜日の午
前中、木曜は他省庁とのミーティング。供託班については、議事録担当者はいない。但
し、問題がある時にコミッティに報告するためには会合での協議内容を文書にする。供託
法の場合は骨格が既にできており、詳細な部分の議論を現在している。会合には、毎回
日本人専門家も参加している。
[Mr. Khy] 執行官関連法班についても定例MTGを開いているが、メンバーは他の起草班と
の兼務が多い、会議室の空きがない場合などにはキャンセルになる。議事録作成者は決
まっていない。
[西畑]議事録をとらないのは必要がないと考えているからか、それとも人手が足りないか
らか？
[Ms. Phan]人がいないのが問題だ。メンバーは、皆局長や次長級以上なので他の仕事が
多いため、本当は議事録を取りたくても取れない。他の省庁との会合の時には記録をとる
が。
[Mr. Khy] 起草班メンバーは会合以外にも事前の調査などが必要。議事録の専任担当は
必要だと思う。つまり事務方の職員として。
[Ms. Phan]JICAから人員の追加配置を申し入れてもらえれば嬉しいが、予算がつくかどう
かが問題である。
[Mr. Khy] 記録をとるように言われたことがあるが、会合や地方出張が続いて整理出来な
かった。

[西畑] 起草班会合はどういう運営で開催されているか？
[H.E. Bun] 木曜午後に定例を設定していたが、多忙で、省外の会合とも重なり、なかなか
開催できなかったため、適宜、皆があいているタイミングで毎週開催することに変更した。
Ms. Phillippeがその都度会議招集をしている。議事録は交代で取るようにしている。起草
班は18名いるが、若い職員が法案作成技術を学びたいと参加を希望している。Ms. サイ
ム も、新しく希望して参加している。今日参加していない何人かは、裁判官になって起草
班を外れる可能性もあるので、今後多少減るかもしれない。

―

2 活動 1-5 MOJ
全体

最新の法律・法案をどのように一元管理
していますか？

[Mr. Khy] 成立した法案は、総務総局が管理していたが、現在は立法局が管理している。
ハードコピーしか管理していない。電子データは各個人が持っている。起草中の法案につ
いては、JICAのコンピュータに、そこに全ての最新版が入っている。みんながアクセスでき
る。
刑法については、フランスが提供したコンピュータで同じようなやり方で管理している。
[Mr. Or] 管理用のPCは別に一台あって、JICAスタッフが管理している。誰でもアクセスで
きるわけではない。最新データを使う時はそれを借りて使用している。
[Mr. Khy] メンバーの一人が、管理PCからUSBにコピーして持ち出し、修正作業をする。
USBをもつある人が修正作業中は、他のWGメンバーは作業しないようにし、他の人が修
正するときにはUSBを渡し作業をし、作業が完了したら、またJICAスタッフを経由して管理
PCに戻すという運用。
[Mr. Or] 不動産登記については、省令の中身は大体できているが、国土省が会合に応じ
てくれないのでなかなかできない。

[H.E. Bun] Ms. Philippeが一貫して管理しており、法案作成が全て完了した時点でプロジェ
クトオフィスにデータを渡すようにしている。会合中は紙面の上で編集作業をする。会合後
にMs. Philippeが責任をもって電子データに反映している。

―

1 / 16
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質
問
票
#

大分類
小
分
類

宛先 質問

2/19 第5班（法人登記）メンバー（班長：イエン・シナー次官補）

Mr. Khy Chit
キャン・ソアナ
Ms. Phan Chanly
Mr. Or Pichveasna
Mr. Nou Sackdey
H.E Yean Sina

2/19 第3班(「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要となる
執行官の収入の基準額に関する政令」)メンバー（班長：ブン・ホン次官補）

Ms. サイム・サイムヴィエタイ
Mr. Yet Rithya
Mr. Nou Rithea
Mr. Hong Vanvatana
H.E. Choun Tech
H.E. Bun Honn
Ms. Nil Philippe
Ms. Chun Chamroeun
Ms. You Lay
Mr. Ty Vichet
Mr. Khy

2/22 日本人専門家

3 活動 1-6 MOJ
全体

司法省内部でのCC、CCP関連の勉強会
の開催実績（日時、講師、参加者、研修
内容など）を教えてください。

[Mr. Or] 毎週火曜日に内部の民法勉強会をやっている。
[Ms. Phan] 自分は別の会議や仕事が多くてほとんど参加できない。日本人専門家による
講義を週一回とか二回くらいやってもらえれば嬉しい。まだ日本人専門家から聞きたいこ
とがたくさんあるため。起草班メンバーの民法関連の理解度はまだまだ不十分だと思う。
内部勉強会は、CC/CCPの条文を見ながら読んで解釈するというやりかた。日本人専門
家は勉強会の間中ずっとは同席しておらず、ルティさんが自主的に教えている。

[西畑] ルティ判事の内部勉強会に参加しているか？
[H.E. Bun] 今日出席しているメンバーは誰も参加していない。
[西畑] 執行官関連法の班なので、CCについてはあまり関係がないかもしれないが、起草
作業を進める上でCC/CCPの理解は十分なものか？
[H.E. Bun] 確かにこの起草班はCCとはあまり関係ないのだが、若手のMOJ職員は他の
どんな法令の起草に今後携わるか分からないので、CCはしっかり理解しておく必要があ
ると考えている。
[Mr. Nou] 神木専門家のRSJPでの早朝レッスンに出ている。
[Ms. Philippe] 私も出ていた。多忙で出られなくなったが。
[H.E. Bun] 二人とも、ルティ判事の勉強会と比較して神木専門家の方を選んだわけではな
い。二人は最初から神木専門家のレッスン（2年前から実施）に出ていたという経緯。業務
がない早朝の時間帯の方が参加しやすいということはある。日本人専門家は、どういう経
緯でCC/CCPが起草されたかということを知っているため、そちらから学びたいということ
もあるだろう。

[清原専門家] 毎週火曜日の内部勉強会には、自分が同席しており、質問があったら回答
するようにしている。

4 活動 1-6 MOJ
全体

研修を通じて参加者の理解度は向上し
ていますか？何か課題を感じていれば
教えてください。

― ―

[磯井] 理解度について何か感じたこと等はあるか。
[坂野専門家] ルティ判事のことばから察すると、物上保証人は保証人とは違うので、債務
を負うわけではないということをまだ理解していない。
[清原専門家] 起草作業に関係するところは、不動産執行とか仮差押等はある程度基本
的なところが理解できてきたと思う。訴訟手続に関しては、起草するものが何もないので、
何も分かっていないに等しいのではないか。ラジオ出演の際のやりとりでも、訴訟手続の
全体チャートすら自分の頭で描けていない。しかし、執行だけは分かっている。民法につ
いては何も手のつけようがない。旧法の頭で物事をやっている様子。
[磯井] 自主勉強会の後の質問はどんなことが出るか。
[清原専門家] ルティ判事は旧法と新法の違いを説明している。そこはある程度若手も理
解している様子。質問は、新法の内容、各条文のあてはまる具体例は？、というものがほ
とんど。
[坂野専門家] 司法省職員は、RSJPと違って、新民法の教育をうけていない人達なので。

7 活動 2-1 MOJ
全体

MOJが提出した法案の審議情報をコミッ
ティ内で共有するプロセスと担当者を教
えて下さい。

―

[西畑]審議情報を共有する担当者は、コミッティ内でどのように決まるのか？
[H.E. Bun]ほとんどヒー・ソピア次官が対応している。ただし、誰か別の担当者もつく。法案
によって一緒に行く担当者が違う。閣僚評議会の会議場は狭いので、同席できる人は4、
5人。国会審議の場合は10人くらいが同行する。省庁間会議は大臣は参加しないでヒー・
ソピア次官に一任されているが、そこに次官補らが一緒に参加する。閣議の時、国会の
時は大臣が参加する。詳しい部分はヒー・ソピア次官が説明する。

[坂野専門家] システム、プロセスはできていない。しかし実際には審議情報の共有という
ことはアドホックに回している。したがってPDMの活動の順番どおりに成果は出していない
が、やることはやっている。
[樋渡] もともとのPDMの意図が、アドホックではなくてシステムとプロセスの設定・定義を
するべきだ、ということであれば、プロジェクト後半でそこをやった方が良いというまとめ方
ができるであろう。

8 活動 2-1 MOJ
全体

MOJが提出した法案の審議に対してコ
ミッティから意見提出した実績（法案名、
内容、日付など）を教えてください。

― ― ―

9 活動 2-2 MOJ
全体

他省庁起草法令案の情報を把握・収集
するプロセス、および、既に確認された
法令案の情報収集担当者を教えて下さ
い。

― ― ―
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2/19 第5班（法人登記）メンバー（班長：イエン・シナー次官補）

Mr. Khy Chit
キャン・ソアナ
Ms. Phan Chanly
Mr. Or Pichveasna
Mr. Nou Sackdey
H.E Yean Sina

2/19 第3班(「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要となる
執行官の収入の基準額に関する政令」)メンバー（班長：ブン・ホン次官補）

Ms. サイム・サイムヴィエタイ
Mr. Yet Rithya
Mr. Nou Rithea
Mr. Hong Vanvatana
H.E. Choun Tech
H.E. Bun Honn
Ms. Nil Philippe
Ms. Chun Chamroeun
Ms. You Lay
Mr. Ty Vichet
Mr. Khy

2/22 日本人専門家

活動 3-3 MOJ
全体

「新法理解研修」の実施実績、またRSJP
との調整が何か必要になりましたか？ど
のように対応していますか？

― ― ―

活動 3-4 MOJ
全体

「新法理解研修」の講師候補者、講師ア
シスタントについて、(1)彼ら/彼女らに対
する研修の実績 (2)彼ら/彼女らによる
講義実績 を教えてください。 ― ― ―

プロ目 1 MOJ
全体

附属法令や運用指針の起草において、
日本側の関与はどのように変わってきま
したか？

[西畑] 法人登記の検討について、起草班では、日本人専門家と起草班メンバーの間でど
のようにやり取りして進めているのか？
[H.E Yean] 専門家も一緒に入って協議している。民法適用法の18-32条に関係している
のではないかと認識している。最終的に法人登録の管轄は司法省なのだが、情報収集を
した結果、外務省・内務省だけが関係省庁かと当初は考えていたが、他の関係省庁が多
いので、そこを巻き込みながら進めていくことになると思う。
[樋渡] それらの検討結果を出すまでに、日本人専門家からはどのような技術的なイン
プットがあったか？
[H.E Yean] この起草班は、まだ具体的な作業を進めるための情報収集段階にあるため、
日本人専門家はまだしっかり入ってもらっているわけではない。この起草班もコミッティの
下部組織なので、そこから情報をおろしてもらっていて、今の所は日本人専門家から直接
的なインプットをしてもらわなくても大丈夫。
[Ms. Phan] 会合には参加してもらっているが、外務省/内務省の検討結果待ちということ
もあるため、まだ意見を出してもらってはいない。

[H.E. Bun] 専門家は起草班会合に参加するばかりではなく、起草班の作業で質問が出た
際に相談している。我々が必要としている情報を調べてきたりしてくれている。会合では、
積極的に発言するというよりも、聞いた時にコメントしてくれるというスタンス。法案を作る
にあたって、骨格を考えなければいけない。その際に日本の場合どうなっているかを聞い
たりした。また近い制度の国を調査したりするが、その結果起草した法案に対してコメント
を依頼したりする。コミッティーまであげてから差し戻されると、長い時間がかかってしまう
ため。フェーズ1では日本側が起草してきたが、フェーズ3ではカンボジア側が起草すると
いう考え方に基づいていると理解している。専門家がいなければ起草作業はできないの
で、常に会合に同席してくれていることは大変助かる。

―
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2/19 第5班（法人登記）メンバー（班長：イエン・シナー次官補）

Mr. Khy Chit
キャン・ソアナ
Ms. Phan Chanly
Mr. Or Pichveasna
Mr. Nou Sackdey
H.E Yean Sina

2/19 第3班(「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要となる
執行官の収入の基準額に関する政令」)メンバー（班長：ブン・ホン次官補）

Ms. サイム・サイムヴィエタイ
Mr. Yet Rithya
Mr. Nou Rithea
Mr. Hong Vanvatana
H.E. Choun Tech
H.E. Bun Honn
Ms. Nil Philippe
Ms. Chun Chamroeun
Ms. You Lay
Mr. Ty Vichet
Mr. Khy

2/22 日本人専門家

プロ目 1 MOJ
全体

附属法令や運用指針の起草において、
引き続き必要と思われる日本側の関与
はどのようなものですか？

[H.E Yean] いまの問題は、内務省/外務省が準備している政令と民法適用法とが整合し
ていないこと。民法適用法が先に成立すれば、この起草班の活動は終わってしまうので、
今後どうなるかは分からない。
[Ms. Phan]民法については、若手職員層はほとんど理解できていない。日本人専門家
が、最もCC/CCPについての知識があるので、ぜひ直接講義をしてほしい。また、職員
は、いくつもの起草班を掛け持ちしているので、起草班会合と、他の業務だけで日中は大
変忙しい。できれば、講義をしてもらう時間は、職員の時間外であれば、本当にたくさんの
人が参加すると思う。
[Mr. Khy] 一般的に司法省のメンバーは、給料は低いから（公務員はでUSD50程度、局
長、次官級でUSD200～400程度）本業以外で学校で教えるなどして稼がないと生活がで
きない。定例会合を設定してメンバーを増やしても、常に出席することが不可能になってし
まう。司法省の職員は300人以上いるが、実働は20人もいないのではないか。
[Mr. Or] JICAには出張旅費など会計基準があると思うが、現地の状況に合っていないの
ではないかと思う。カンボジアにはカンボジアの実情に合った基準が必要。
[Mr. Khy] 日本が新政権になって予算が削られるのではないかと心配している。
[西畑] JICAの旅費基準は、全世界一律ではなく、カンボジアにおいては現地事務所が現
地の物価水準から実費負担分に相当の旅費基準を定めている。プロジェクトは、JICAだ
けのものではなく、C/PであるMOJと共同で実施するものである。本来であれば、相手国
政府にも応分の負担をしてもらう必要があり、そういう意味で、旅費は実費程度の金額に
なっている。ほかの省庁も同じ扱い。

[H.E. Bun] 関与の仕方については、起草作業の時は現在のスタンスでよいと思う。また、
せっかく若い職員が起草班に入って、意欲を持ちCC/CCPをすごく勉強したいと思ってい
る。したがって、新法に関する講義を起草班の若手メンバーにしてもらえればありがたい。
起草の時の別の問題としては、予算的なもの。今まではJICAオフィスに来て資料を調べる
ことが基本だが、土日に個人で調べたりすると私費がかかってしまう。そういうところの支
援がお願いできれば嬉しい。
時間的制約が非常に大きい。不定期な会合開催にせざるを得ない状況。それが重なっ
て、予定より遅い進捗になる。起草班もコミッティーも予定通り開催されず、それを待つう
ちにどんどん作業が遅れる。若い職員を育てていくことで、次官たちの時間も有効活用で
きるようになる。
難しいのは、今までは経験豊富な人がいいという考えが強かったが、そういう人は作業や
会合の途中で抜けてしまう。それもあって、若い人を育てていかなければと考えている。
若い職員の育成にぜひ日本の支援をお願いしたい。

―

プロ目 2 MOJ
全体

立法プロセスにおける他省庁との調整に
おいて、引き続き必要と思われる日本側
の関与はどのようなものですか？

[H.E Yean] CC/CCPは日本が起草をしてきたので、起草会合で日本の法律や制度に関す
る知見を提供してほしい。
[Mr. Or] いまのやり方は日本がこうやっているからカンボジアでもこうするべき、というアド
バイスが中心。しかしカンボジアはさまざまな進め方が遅い。一度法律を成立させて、不
具合があれば改正すればよいと専門家は言うが、カンボジアでは一度法律を成立させて
から改正することは大変難しいため、じっくり詰めていく方がいいということも理解してほし
い。プロジェクトの期限と目標があるのも理解できるが、カンボジアの状況も理解してほし
い。例えばもう少し起草班作業をスピードアップするために、完全に隔離してしまうという
方法もある。他省庁との会合は合宿形式等にして、日々の業務から離れて協議を行う。そ
ういう予算があれば集中討議などをやりたい。

[西畑]閣僚評議会で執行官法関係で何か問題が出た際に、対応作業はこの起草班メン
バーまでおりてくるのか？
[H.E. Bun]政令以上は閣僚評議会の審議が必要だが、省令までは上げる必要がない。法
案の検討会の手続きは、司法省が出した後に閣僚評議会の中の法律家委員会がまず見
て、省庁間会議の審議となって、問題があれば司法省からの代表者（次官以上）がその
場で決定できる権限をもっているが、決定できなければその法案を提出した省内に戻す。
その場合は、コミッティーで検討する（起草班までは戻さない）。実際にはMOJ関連の法案
は、省内に戻ってくることはほとんどなく、MOJの内容をよく分かっている人間が決定権を
もって省庁間会議で解決することが多い。他の省庁からの法案は、結構差し戻されている
が。執行官法については、閣僚評議会に提出した後に問題点に気付いて、差し止めても
らっている。

―

プロ目 3 MOJ
全体

普及活動において、引き続き必要と思わ
れる日本側の関与はどのようなものです
か？

― ― ―
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2/19 第5班（法人登記）メンバー（班長：イエン・シナー次官補）

Mr. Khy Chit
キャン・ソアナ
Ms. Phan Chanly
Mr. Or Pichveasna
Mr. Nou Sackdey
H.E Yean Sina

2/19 第3班(「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要となる
執行官の収入の基準額に関する政令」)メンバー（班長：ブン・ホン次官補）

Ms. サイム・サイムヴィエタイ
Mr. Yet Rithya
Mr. Nou Rithea
Mr. Hong Vanvatana
H.E. Choun Tech
H.E. Bun Honn
Ms. Nil Philippe
Ms. Chun Chamroeun
Ms. You Lay
Mr. Ty Vichet
Mr. Khy

2/22 日本人専門家

17 外部条
件

MOJ
全体

共同所管の法令、調整が必要な法令の
起草に関して、他省庁の協力は十分に
得られていますか？

[H.E Yean] 外務省と内務省はNGO法案を作成中であるが、まだ提供してくれていない。
閣議に諮る際にはMOJも参加するので、そこで内容は分かるだろう。閣議提出前に省庁
間会議があるので、そこで意見を出せる。閣僚評議会の中の法律家委員会にかけられ
る。そこに司法省メンバーもいる。その委員会が省庁間会議を招集する。
[Ms. Phan] 権限の関係で、一部の登録業務が関係しているために外務省・内務省がその
部分を自分たちの管轄にしようとしている。権益が絡むことが調整する上で難しい問題で
ある。一般には、法律（民法適用法）の方が政令より上位ではあるが、省庁間の力関係も
あるためそれだけで決まる訳ではない。
[H.E Yean] MOJとしては、同法と矛盾する政令は無効にしたいが、省庁間の力関係もあ
るためどうなるか分からない。

―

[西畑]Yean Sina次官補が、NGO法との関係で「民法適用法で、同法と矛盾する政令は無
効化することもできる」というようなことを言っていたが、どういうことか。
[坂野専門家] カンボジアの悪しき伝統として、「この法律が成立した際に、関連した過去
の法令等は全て無効とする」と一文が入ることがよくある。しかしNGO法と民法の関連で
はどこが抵触するか、まだ内務省が準備している法令の内容が分からないし、そもそも民
法適用法にそのような包括的な一文は入らない。まずは先方が準備しているものの内容
を明らかにしなければならない段階。

18 実施プ
ロセス

0-b-
2

MOJ
全体

司法省プロジェクトにおける日本側から
の技術移転の方法（現地での専門家の
助言や研修、日本側委員会からの助言
や教材資料の提供、日本における研修）
は、司法省関係者の理解度、知識、スキ
ルを向上させる上でタイミングがよく、ま
た適切であると思われますか？

― ― ―

19 実施プ
ロセス

0-b-
3

MOJ
全体

プロジェクト関係者同士（司法省内、司
法省と上位機関、他の関係機関、司法
省と日本人専門家・JICA事務所など）の
コミュニケーションに問題はありません
か？

[西畑] 国土省との共同コミッティ会合に、日本人専門家がオブザーバではなく自由に発
言、関与できる立場で参加できるように位置づけを再整理することができないか打診した
ら、検討してもらえる可能性はあると思うか？
[H.E Yean] 実際は、土地法を起草したドナーがJICAを近寄らせたくないというのが裏事情
としてあるのではないか？
[西畑] ドナー（フィンマップ、GTZ）と以前に協議した際は、「法令の根拠があればシステム
を改変することもありうる」という言い方だったのだが。
[H.E Yean] ドナーは、表向き協力すると言うが、裏面にはやはり先述のような思惑がある
のではないかと自分は考える。但し、国土省とJICAの間は、そういう打診をしても特に問
題がないと思う。
[Ms. Phan] 国土省側では、JICA側が会合で自由に発言することには、特に問題を感じて
いないのではないか。でなければ、そもそも共同コミッティなど作らないと思う。

― ―

20 実施プ
ロセス

0-b-
4

MOJ
全体

現状の政府予算割り当てと、今後の見
通しについて教えてください。

[H.E Yean] 予算がない。オフィスの運営費や給料しか政府から予算がつかない。
[西畑]普及セミナーの予算について、新しい法律が成立した最初の年の普及セミナーにし
か財務省は予算を承認しないと聞いているが。
[Ms. Phan] 普及に関しては、年間計画を作って財務省に出し、その計画にもとづいて予算
が配賦される。2年目から同じ法律について普及セミナー予算が承認されない、ということ
はない。承認の基準があるのでそれに則っていれば予算はつく。例えば、対象者が同じ
普及セミナーに毎年予算をつけることはできないが、対象を変えていけば普及予算は継
続承認される。

― ―
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2/19 第5班（法人登記）メンバー（班長：イエン・シナー次官補）

Mr. Khy Chit
キャン・ソアナ
Ms. Phan Chanly
Mr. Or Pichveasna
Mr. Nou Sackdey
H.E Yean Sina

2/19 第3班(「執行官選考の条件及び手続きに関する省令」、「国庫から支給が必要となる
執行官の収入の基準額に関する政令」)メンバー（班長：ブン・ホン次官補）

Ms. サイム・サイムヴィエタイ
Mr. Yet Rithya
Mr. Nou Rithea
Mr. Hong Vanvatana
H.E. Choun Tech
H.E. Bun Honn
Ms. Nil Philippe
Ms. Chun Chamroeun
Ms. You Lay
Mr. Ty Vichet
Mr. Khy

2/22 日本人専門家

21 実施プ
ロセス

0-b-
5

MOJ
全体

人員配置上の問題はありませんか？ま
た、今後の人員配置上の見通し、対策
案についても教えてください。

―

[西畑] 若い職員を育成したいということであるが、今後若い職員をもっとC/Pとして配置し
ていくことは可能だとお考えか？
[H.E. Bun] 専任のスタッフは非常に難しいだろう。報酬が無ければ続かない。自分はMs.
Philippeに起草班作業に係る事務作業を頼んでいるが、見返りは今の所何もなく、「そのう
ちもらえるかも」と言って我慢してもらっている状況。若い職員が入ってきて頑張っている
が、JICAが支援できればして欲しい。そういうものがなければ他の活動に引き抜かれてし
まうのではないかと心配。

―

妥当性 MOJ
全体

プロジェクトは、「カ」国のニーズに合致し
ていますか？

― ― ―

有効性 2-3 MOJ
全体

プロジェクト目標達成に向けて、PDMに
設定された外部条件は充足される見通
しですか？

― ― ―

他に何かあればご自由にご意見をくださ
い

―

[H.E. Choun] 若い職員に対する育成は非常に重要。この起草班メンバーのうち3人は、1
年以上も神木専門家の勉強会に参加してきたが、ルティさんの方は講義というよりも自主
勉強会で、条文を読み合わせるような形。できればもっと体系的な民法の講義を専門家
にお願いしたい。起草班会合には、以前は経験豊富な裁判官や検事が入っていたが来な
くなってきた。若手ばかりでは、集まっても意味がなくて開催できないことになる。しかし、
若い職員が育成されれば、高官が起草班会合に参加できないときにも会合がキャンセル
されず作業を進めることもできる。また会合には引き続き、専門家に参加してほしい。すぐ
にコメントをもらえるということが非常に有効である。
[Ms. Philippe] 本邦研修があれば是非とも若い人を優先的に参加させて欲しい。今までの
本邦研修は男性中心だった気がするがもっと女性も参加させて欲しい。
[H.E. Choun] 意欲がある若い人が起草班に入ってきているので、奨励金などの手当を可
能であればお願いしたい。

―
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

活動 0-2 MOJ
全体

司法省プロジェクトのベースライン指標
（プロジェクトの目標成果の指標：2008/5
に合意したもの）はどの程度共有されて
いますか？

[西畑] 2008/5/15のコミッティにて合意したという事実の確認。および、その合意結果が、
コミッティー、サブコミッティーメンバー間で文書により共有されたかどうか。
[H.E Hy Sophea] はっきり覚えていないので資料を調べる必要がある。確認して回答す
る。

― ―

活動 1-3 MOJ
全体

各起草グループの、ミーティング開催実
績（日時、内容、参加者、合計回数など）
を教えてください。

[西畑] 起草中の供託法の審議状況は？
[H.E Koeut Rith] 本邦研修で指摘された様々な課題を議論してきた。①供託の範囲につ
いて、②供託の管轄について ③供託の目的物 ④民法と民訴法の改正項目、寄託と供託
の関係。④が一番大きな問題である。最終的には、裁判所への寄託と供託の二つを包含
するものを作りたいと考えている。
本邦研修では、民事訴訟法作業部会の柳田先生から、寄託はなくし、供託に統一すべき
という助言を受けた。場合によって、寄託制度、供託制度を使い分けるのは複雑だからで
ある。（しかし、その場合、民事訴訟法に定めた寄託の規定を改正する必要があり、）カン
ボジアに戻って内部で議論した結果、できたばかりの民訴法を改正したくないという結論
になった。まだ確定していないが、暫定案として、民法の供託という単語を、寄託と読み替
える扱いを考えている。
裁判寄託省令は、民訴部会柳田先生の案に基づいて、昨年12月9日に発令された。その
際、この省令を出すべきかどうかも議論した。最終的に供託と統合するなら待った方がい
いのではないか、という意見もあった。しかし、一方で、すでに裁判官などにはセミナー等
で裁判寄託省令の内容を教えていたので、省令は出し、供託法が出た時にこの省令を無
効化するという結論になった。
その後、供託法案についても検討し、内容的には寄託省令とほぼ同じ内容とすることにし
た。ほぼ柳田先生の考え方通り、寄託を供託に一本化する内容になっている。我々の班
では、今のところ別の概念である「供託」と「寄託」とを統合したときに、問題のないようにし
ていくことだが、いろいろな問題点は残っており、コミッティの中でも議論していかなければ
いけない。作業班での議論をコミッティにあげて議論する段階。
現在、刑法・刑訴法が適用されているので、それに時間を割かざるを得ず、自分は非常に
忙しいが、あと4-5回議論すれば、供託法案の骨格をコミッティーに出せるのではないかと
考えている。コミッティで問題点を解決したら、作業班にもどし、肉付けして行く予定。

[H.E Chan Sotheavy]
民訴に関する登記の共同省令は準備中で、司法省内の協議はだいぶ進んでいるが、国
土省との協議はできていない。また、民法に関する登記の共同省令は、骨格は準備でき
たが、まだ一度もミーティングを開いていない。国土省との合同ミーティングはスムーズに
開催できない。双方が多忙でタイミングが合わない。特に国土省は多忙な省である。しか
し本邦研修で合意に至って帰ってきたものであるから、実現していきたい。本邦研修では
日本側関係者に向けて実現を約束したが、現状は芳しいものではない。しかし週２回の起
草班会合を開いており、迅速な起草に向けて努力している。司法省の中で、詳細項目に
関して、自分たちで確認し、日本人専門家に相談している。省令の内容はMOJと専門家
が参加して作っており、国土省の方はミーティングの時に確認して合意を取るだけという
状況。

―

[西畑] 班会合を24回ほど開催したと聞いている。これは定例か？
[H.E Koeut Rith] 当初は何も分からない状況から始めた。最初は大きな項目を決めた程
度で、本格的に活動を始めたのは本邦研修のあとである。本邦研修から戻ってからも会
合を開催したが、自分は、個人的な事情や地方出張などで参加できないこともあった。し
かし、参加できない場合も、4班のルティさん、テッチさんなどに依頼して開催してもらっ
た。この班の会合は定期的には毎週水曜日の午後が予定されているが、必要に応じ、月
曜朝にも追加開催して、ルティさん、テッチさん、セン・ヴェンさんの3人で予備的に議論し
た後、それを水曜日に正式に議論した。水曜日の定期会合では専門家にもコメントをも
らっている。これからも定例に関しては続けるし、予備会合も随時やっていく。ただ、今後
会合の開催回数は減らさざるを得ない見通し。他の法律もかなり担当しており、その普及
活動にも出なければならない。たとえば3/2、3 には、地方で新任裁判官の任命をしなけ
ればならないため、自分は参加できない。また、刑法に関する普及セミナーにも、ヒー・ソ
ピア次官やブンホン次官補、自分が交代で参加しなければならない。ただ起草班に私が
欠席しても、他のメンバーが進めてくれる。 ―

―

 [西畑] 他の班では、リーダーが欠席したら会合キャンセルというケースもあるが、この班
ではリーダーがいなくても議論が進められるのはよいことだと思う。
[H.E Koeut Rith] 刑法・刑訴法であれば、全部対応できるが、民法・民訴法は、私にとって
はまったく新しい分野である。本邦研修では、起草に関すること等、情報をたくさん頂い
た。4班の中では、例えばルティさんが民法起草メンバーで、コミッティにも参加していると
いうことがあり、よく知っている。セ-・ヴェンさんがミーティングの重要な点に関して、私が
欠席していても報告してくれる。それに私がコメントして、班会合でまた議論してもらってい
る。法案に関する重要な点は私だけで決められないこともあるので、コミッティで決めても
らうようにしている。供託機関をどうするのか、供託と寄託を一緒にするにはどうするか、
など。仮に私が刑法に関する普及で抜けたとしても、この班の運営はほかのメンバーで出
来ると思う。

―
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

1 活動 1-3 MOJ
全体

各起草グループの、ミーティング議事録
の作成担当者、作成実績（日時、作成者
など）、保管場所を教えてください。

[西畑] 会合の議事録を取るという活動について、必要性は感じているが、参加メンバーは
皆一定以上の役職のため忙しく難しいと聞いた。議事録などの事務を担当する職員を配
置して事態を改善する方法もあると思うがどうお考えか？
[H.E Hy Sophea] 総務部の方の職員も非常に少ないので、その方法は難しいだろう。起草
班によっては議事録を取っているので、取っていない班はまだ立ち上げ当初で必要性を
感じていないのだろう。実質的な議論をする段階に入ったら議事録をつけるように言って
いる。議事録の取り方として、一字一句ではなく要約でもよいので、工夫して録るように
言っている。事務職を充当したとしても、法律の内容がわからないため、議論の議事録を
取ることはできないであろう（法律の知識があれば事務職にはならない）。それもあって現
実的な対応策だとは思えない。

[西畑] セー・ヴェンさんがカオ・ルット次官補に報告するのは口頭か？
[H.E Koeut Rith] 口頭。
[西畑] メモや議事録等は作成しているか？
[H.E Koeut Rith] 毎回の議事録はとっていなかった。以前は日本人専門家が記録してい
たが、その後それはなくなり、我々の方でもできなくなった。そのため、法案を修正した後
の結果しか残っていない。しかし、参加者それぞれがメモをとっているので、どういう問題
が出て、どういう風に解決したか、というような重要な点をまとめて、コミッティに出さなけ
ればならない。詳細な報告でなくても、後日コミッティでプレゼンする資料として、その程度
は作る必要がある。

[H.E Chan Sotheavy] その都度担当者が記録しているが、詳細ではなく、要約の1ページ
程度としている。多くの場合は3人（Mr.Or、Mr. Nou、Mr.Son）が担当。色々な議論をしてお
り、詳細にとると膨大になるので、要約にとどめている。議論の経緯はなく、結果だけに
なっている。
[磯井] 要約を記録しているのは良いことだと思う。本当は結論に至った理由も書くとより
良いと思う。工夫して議事録を残していることは良いと思う。議事録はどこに保管している
か？
[H.E Chan Sotheavy] Ms. Phan Chanly が管理している。彼女は、その記録以外に出席者
名簿の管理をしている。Mr.Orは条文データの修正等を管理している。骨格をつくるのは
Mr.RithyとMr.Setha。Mr.Touchは民事に関わる司法省起草法案について、省庁間会議に
出席する役割があるので、この班の会合に全て出席できるわけではない。班会合と省庁
間会議が重なった場合は、省庁間会議を優先してもらう。次官が班会合を優先してこちら
に参加するため、代わりに彼に行かせている。
[西畑] 他省庁起草法令についても、省庁間会合にはMr.Touchを参加させているか？
[H.E Chan Sotheavy] 司法大臣がその都度担当者を指名しているので、私も全て把握して
いるわけではない。

2 活動 1-5 MOJ
全体

最新の法律・法案をどのように一元管理
していますか？

―

[西畑] 起草中の法案の管理状況は？
[H.E Koeut Rith] セー・ヴェンさんが自分のコンピュータ内で管理。修正履歴を残してい
る。彼はフランスで民法を勉強してきたので、民法の知識があり、PC操作にも長けてい
る。MOJ職員になる前、議論の初期の頃から、参加していた。残念ながら、本邦研修に
は、正規のMOJ職員ではなかったので参加できなかった。その後正式な試験に合格して
MOJ職員になった。 ―

3 活動 1-6 MOJ
全体

司法省内部でのCC、CCP関連の勉強会
の開催実績（日時、講師、参加者、研修
内容など）を教えてください。

[西畑] 若手起草班メンバーの民法の理解が不十分であり、日本の支援を活用する等して
民法理解度を高め、それによって、多忙な次官クラスの業務負担の軽減も見込めるという
意見が司法省職員から出た。若手起草班メンバーが育成されることで、高官が会合に出
席できない場合でも、若手職員が中心となり議論を進めていけることも考えられるという意
見もあった。コミッティメンバーの目から見て、若手職員の民法理解度についてどのように
見ているか？
[H.E Hy Sophea] 若手は民法起草時の議論に参加していないので、理解度は非常に低い
と思われる。そのため、リーダーが欠席した起草班会合では議論ができない。リーダーが
いる場合は、知識量の差が圧倒的なため、若手は口を挟めない。どちらも問題。ルティ判
事が内部勉強会を開催しているように、日本人専門家からも定期的に勉強会を開催してく
れると嬉しい。
[Mr. Tith Rithy] 参加者からの質問に私が答えられない時、日本人専門家が回答をしてく
れている。しかし、勉強会の時間自体が毎週火曜日の9:00-11:00と短い。
[H.E Hy Sophea] 若手が学校で勉強したのは旧民法。さらに大学での講義のレベルは担
当教員によってばらばらで、教員自身が勉強した国（例えばフランスやドイツ等）の法律に
基づいて教えているので一貫性がない。来年から大学で新民法を教えることが予定され
ているが、司法省にその卒業生が来るのは４年後になる。ルティ判事の勉強会には、司
法省職員だけではなく、元司法省職員だった高裁の判事等も参加している。勉強会の前
半90分はルティさん、残り30分は日本人専門家に質問して回答をもらえる時間としてい
る。

― ―

4 活動 1-6 MOJ
全体

研修を通じて参加者の理解度は向上し
ていますか？何か課題を感じていれば
教えてください。

―

[Mr. Tith Rithy]毎週火曜日の勉強会は、司法省職員は、起草班メンバーでなくても、自由
に参加できるようにしている。しかし、たとえば民法346条については3週間議論してきた
が、まだ結論が出ていない。この条文は色々な所に関係してくるためである。例えば、和
解について、どういう内容の合意かにかかわらず、和解調書を書いて和解し、合意の中身
までは議論せず、その後、和解無効の訴えがあった場合に初めて内容を審議する。これ
は従来のやり方と違う。346条とも関連してくるが、どのように関連してくるかはっきりしな
い。特に、錯誤に関わる728条と関わってくる。ほかにも双務契約などいろいろなものに関
わるが、具体的にどれに関わるか、全体像がわからない。
[H.E. Chuon Tech] 錯誤の定義も従来とちがう。従来は政令38号の中で定義されていた
が、今の用語と少し違う。 ―

7 活動 2-1 MOJ
全体

MOJが提出した法案の審議情報をコミッ
ティ内で共有するプロセスと担当者を教
えて下さい。

[西畑] 担当者、その決め方、情報共有の仕方等を教えてほしい。
[H.E Hy Sophea] 基本的には、閣僚評議会での審議には、司法省からの代表として、自分
が出席する。その際、カオ・ルット次官補かブン・ホン次官補等、１、２名を同行させる。司
法省からの出席者の数は、先方へお願いして通常よりも多い人数を承認してもらってい
る。他の職員に行ってもらい、議論の状況を確認してもらうこともある。特に問題が無い場
合は他のコミッティメンバーと情報共有はしない。

― ―
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

8 活動 2-1 MOJ
全体

MOJが提出した法案の審議に対してコ
ミッティから意見提出した実績（法案名、
内容、日付など）を教えてください。

[西畑]人事訴訟法、非訴訟事件手続法などについては検討したと聞いているが、他に実
績はあるか。
[H.E Hy Sophea] 人事訴訟法に関しては、手数料などについて、一部修正してほしいとい
う要望が来た。持ち帰って日本人専門家や日本側部会の先生方の意見を聞いて、修正し
た。
[西畑] コミッティーまで戻して検討した実績としては、人事訴訟法と非訴訟事件手続法だ
けということでよいか。
[H.E Hy Sophea] そうだ。

― ―

9 活動 2-2 MOJ
全体

他省庁起草法令案の情報を把握・収集
するプロセス、および、既に確認された
法令案の情報収集担当者を教えて下さ
い。

[H.E Hy Sophea] 司法省が関わっていない法案の場合は司法大臣だけが審議の場に参
加する。起草にあたって参加した場合は他の関係者も審議の場に参加して議論にも加わ
る。大臣だけが参加する場合、情報収集はできないが、要約の議事録は出る。ただし要
約なので詳細までは分からない。そうした際、例えば商業省の場合は民法と関わりが多
いので、法案を別途入手してコミッティで検討している。システマティックに情報収集をする
ことは不可能に近い。相手の判断で司法省が関係ないとされた法案の審議の場合には、
司法省は招待されない。当初、他省の判断で「関係ない」とされ、司法省は呼ばれなかっ
たが、後から関係があるとわかったケースも、まったくないわけではない。

― ―

活動 3-3 MOJ
全体

「新法理解研修」の実施実績、またRSJP
との調整が何か必要になりましたか？ど
のように対応していますか？

[西畑] RSJPで本件を確認した際、両研修の共通のキーマンがH.E Hy Sopheaであるので
自然に調整できているとのことであったが、調整状況について必要性や現状をどうお考え
か？
[H.E Hy Sophea] その二つの活動は、似ているように見えるが全然違うものだ。CLEは検
察・裁判官に対する教育。一方、司法省の普及活動はもっと一般的な者を対象としてい
る。裁判官を対象に開催するとしても、市町村長も参加するため、どうしても内容は一般
的なものにならざるを得ない。また、普及活動の際には多くの質問が出るが、大きく２種類
に分けられる。裁判官からの質問は、実務上直面している点についてのもの。市町村長
からの質問は一般的なもので、裁判官が聞いていてもあまり意味がないものが多い。
[西畑] 2008年はMOJの新法理解研修では裁判官・検察官を対象とし、2009年は一般の
行政職員を対象としたと聞いたが、それはなぜか？
[H.E Hy Sophea] 対象者は拡大しただけで、変更したわけではない。2008年は主に法律
専門家を対象として、若干の行政区の長を含めた。2009年はもうすこし小さい行政単位か
らの長の参加が増えたということ。なぜ枠を拡大したかと言うと、地方では村長が小さな紛
争の調停をしている実情に鑑み、なるべく新民訴法の考え方にのっとって調停がなされる
ように企図した。
[磯井] 民訴のどのようなことを教えているのか？
[H.E Hy Sophea] 訴訟に対する基本的な考え方だけ。どういう場合に、どうやって訴状を
出すのか。そういった基本の説明だけ。本当は、もっと地方の小さな行政単位レベルまで
ニーズとしては裾野が広いものであるが、一方で司法省職員は少ないため、全ての地域
をカバーできている訳ではない。
[磯井] 地方の行政区長向けの内容だが、そこに地方の裁判官や検察官も来ることがある
という理解で良いか？
[H.E Hy Sophea] 基本的には市町村長向け。職業裁判官と市区町村長は、対象者として
区別した方がよいが、RSJPのCLEに参加する時期まで待てないような実務上の課題を解
消するために、こちらに参加する。自分の裁判所で緊急の仕事がない裁判官が、数多くこ
の普及セミナーに参加してきているのが実態。裁判官からの質問のレベルは上がってき
ており、一部には法律条文に規定がないため回答できないもの（条文に追加すべきケー
ス）も出てくるようになった。裁判官にとってこのセミナーの内容自体はレベルが低くとも、
参加することで解釈の間違いに気付けるなど、重要な効果もある。

[西畑] 民訴法については、理解が進んでおり、カンボジア側でトピックを選んで日本側に
講義依頼を出せるとのことであった。RSJPでは教官候補生を育成しており、民法民訴に
ついての講義を日本人専門家がやった後に、候補生が教材作成をするというプロセス。
民訴法については、RSJP教官候補生がMOJに来て講義をするという連携をするというよ
うなアイデアについてどう考えるか。
[H.E Koeut Rith] 私たちのレベルで意思決定は難しい。以前MOJ内でも議論があり、自前
の教官候補生を育成しなければ、ということは話した。今はヒー・ソピア次官一人に頼り切
りなので、若手の育成が必要という主旨。したがってヒー・ソピア次官に相談する必要があ
る。民法普及活動の際にヒー・ソピア次官一人しかできないということが問題になると予測
される。刑法とは状況が大きく異なる。

―

活動 3-4 MOJ
全体

「新法理解研修」の講師候補者、講師ア
シスタントについて、(1)彼ら/彼女らに対
する研修の実績 (2)彼ら/彼女らによる
講義実績 を教えてください。

―

[西畑] 現在、まだ新法理解研修の若手講師の育成は着手されていないということか？
[H.E Koeut Rith] 議論をしたが、誰がふさわしいかが決まらなかった。研修の最初の説明
は、ブティさんやフィリップさんがやっている場合もある。しかしその後の質問への対応は
できないので、ヒー・ソピア次官がやらざるを得ない。
[西畑] 残り２年、今後の講師候補養成を強化していきたいという意向でよいか？
[H.E Koeut Rith] そうである。ヒー・ソピア次官は教官ではないが、ほかに人材がいない。
普及セミナーで裁判官に教えるにはそれなりの立場が必要。ルティさんは裁判官なので
OKだが、他の人が裁判官に教えるのは難しい。
[磯井] 司法省の若手職員とRSJPの教官候補生と一緒に勉強するというのは考えられな
いか？お互い勉強になるという効果を期待して。
[H.E Koeut Rith] ヒー・ソピア次官に相談しなければ答えられない。

―
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

プロ目 1 MOJ
全体

附属法令や運用指針の起草において、
日本側の関与はどのように変わってきま
したか？

―

[西畑] 起草班開始時点は、前提としての民法知識等が無かったと理解したが、日本側からどのよう
に支援があったか？皆さんはどのように知識をつけていったか？
[H.E Koeut Rith] 4月に始めた頃は、仕事の進め方に関してかなり衝突があった。それまでの他の法
案に関しては、骨格も肉付けも日本が案を出してくれて、カンボジア側はそれをもとに議論して内容を
理解していたが、今回、カンボジアが自分たちで起草しなければならないことになったので、最初に、
民法民訴法の基礎知識と、供託に関する基礎知識を知りたいという話をした。専門家に、供託に関す
る資料が欲しいと依頼したが、当初、日本の法令などの資料を提供するとカンボジア側がそれをコ
ピーするのでは、という心配から、提供してもらえなかった。最初のころ、班員はかなり怒っており、資
料がなければ会議をしても意味がなく、それぞれがネットで調査すればいい、数年かかるがやむをえ
ない、という話にもなったので、定例開催を中断して、内部で議論をしていた。その後、供託に関する
基礎資料を少しもらった。最初はお互いの考え方が理解できていなかったのであろう。我々は、まず
これから作ろうとしている法律の内容が何なのかということを理解するためにも、日本側からの情報
が必要であった。
本邦研修の前は、資料もなく、理解が進まなかった。本邦研修で日本の教授からいろいろな資料をも
らった。本邦研修がなければ今の状態には到達しなかったであろう。本邦研修を準備してくれて、非
常に感謝している。日本では、どのような供託制度になっているか、運用の現場を実際に見せても
らって、制度の内容がだいぶん理解できたし、本邦研修でいろいろな説明を受けることもできた。一部
の先生に怒られてしまったぐらい、いろいろな質問をすることができた。研修前は、専門家に対して
も、ごくわずかの質問が出るだけであったが、今は色々な質問ができるようになった。
民法の一部の条文が、供託を実施していくとおかしいことが分かった。例えば、民法457条2項や421
条。後で、それらの条文が民法適用法の中で調整されていることがわかった。
本邦研修の時には、カンボジア側で使っている用語に問題があり、教授に色々と質問したが、日本語
版では問題がなかったために、当初、教授もこちらの言う問題が理解できなかったが、議論していくう
ちに用語の問題だと分かった。
英語も使って話したので、教授もわかってくれたと思うが、その後適用法を見たら、調整されていた。
若手もそういった議論を通じてある程度理解が進んだであろう。したがって、実質的な活動が始まった

―

―

 [西畑] 供託制度そのものの知識と、民法・民訴における供託の位置づけに関する知識
の、両方が不足していたのではないかと思ったが。
[H.E Koeut Rith] 民法と民訴法の中で、どの条文が供託に関わるかということは、ほとん
ど内部で洗い出した。質問がある場合だけ日本人専門家に協力してもらって教えてもらっ
た。始めたころはいろいろな問題があったが、最近になってお互いに理解し合って、必要
な時に協力してもらえるようになった。
最初は、起草を放棄しようかと思うくらい、うまく行かなかった。このようなやり方なら、日本
人専門家がいる意味がないとも考えた。本邦研修に行った段階でもほとんど骨格ができ
ていなかった。日本側は、カンボジア側は民法起草で長く日本の支援を受けて来たので、
供託制度についてもある程度起草できると思っていたのではないか。しかしこの班は未経
験者が多いためそうではなかった。それが本邦研修を通じて日本側にも伝わり、必要な情
報を提供してもらって、いまでは実質的な議論ができるようになった。

―

プロ目 1 MOJ
全体

附属法令や運用指針の起草において、
引き続き必要と思われる日本側の関与
はどのようなものですか？

[磯井] 日本側に要望することはあるか？
[Mr. Tith Rithy] 自習勉強会の場で、質問への解答だけでなく講義もして欲しいと思う。勉
強会の時間が少なければ、例えば30分くらい伸ばしてもいい。
[H.E Hy Sophea] 高官は仕事が多く、閣僚評議会の法律家委員会のメンバーになってい
たり、他省庁との会合があるし、CDC（カンボジア開発評議会）のメンバーであればそちら
の会合がある。したがって若手を育てていかなければならないと考えている。

[H.E Koeut Rith]日本側から質問を受けたときによく話すのは、過去と比べて支援のやり
方が変わってしまったということである。民法は、ゼロからやってきたので、カンボジア側も
知識をつけてきたが、当時のメンバーの多くは抜けてしまった。今の省内の議論では、外
部の裁判官を育成するよりも、まず司法省内部の職員を強化しなければならないというこ
とになっている。自前の人材で起草しなければならないので、日本にはそれに協力してほ
しいと言うようにしている。
[西畑]どんな支援が必要か。
[H.E Koeut Rith]セネラさんやボレンさんが日本に留学中で、帰国後司法省に戻ると約束
してくれている。そういう支援も一つ。もう一つは、カンボジア司法省の中で単発的な講
義、例えば民法や民訴法を、カンボジア人の詳しい人が講義する方法。もう一つはOJT
で、起草班の会合や普及活動に同行してその内容を聞いて知識を得る、など。

―
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

―

 [H.E Koeut Rith] 日本への具体的な依頼はすぐには思いつかないが、最初は日本側が
草稿していたのを、今は軸足をカンボジアに移そうとしているが、当初のメンバーの多くは
抜けていることを理解してほしい。単発のセミナーや、カンボジア人による講義をしたい。
[西畑] 単発のセミナーは、カンボジア人の専門家が行うという事？
[H.E Koeut Rith] そう。しかし教官を探すのが非常に難しいと思う。例えばヒー・ソピア次官
は忙しい、よく分かっている裁判官も本務が忙しく、ほとんど時間がとれないであろう。司
法省は、日本の法務省のように、省内に教育機関を作ろうとしていた。日本の法務省と同
じやり方。しかし最終的に、ほとんどの権限はRSJPに取られ、省内の教育機関は普及活
動が重点になってしまった。
[H.E. Chuon Tech] 例えば、神木専門家が定例的に早朝の講義をしている。それを司法
省内でも日本人専門家にやってもらえれば有難い。ルッティ判事も勉強会を実施してお
り、日本人専門家は質問回答をする形で協力してくれているが、講義をやってもらう形も
お願いしたい。
[H.E Koeut Rith] ルッティ判事のこの班での活躍には期待している。長くそうした活動をし
ており、よくわかっている。
[H.E. Chuon Tech] 日本人専門家が短期で来カして弁護士会やRSJPでセミナーをやる場
合、司法省メンバーを含め、誰でも参加できるようにしてほしい。
[H.E Koeut Rith] いつかきちんと覚えていないが、日本の法務省の方が来て話をしたこと
がある。そのとき、すでに支援のフェーズが進んでいて、司法省職員を最初から教育する
のは不可能に近いと言われた。
[樋渡] これから司法省の人材を育成支援する場合に、これまでと同じように「結局、育っ
た人がいなくなってしまう」という懸念を日本側の一部関係者は持たざるを得ない。そこに
ついて、今後はそうならないという見通しは？
[H.E Koeut Rith] 今は状況が異なっている。最初の頃は、もともと外部の人材育成であっ
た。高裁の裁判官などで、もともと別に本務があった。司法省としてもいずれ参加できなく
なることも予見できていた。現時点の対象は、ルッティさん以外は、司法省メンバーであ
る。もちろん職業選択の自由があるので絶対的に引きとめることは出来ないが、司法省の
職員を育成したい。

―

―

[西畑] ルッティさんの講義など司法省主体の取組みもある中で、日本からの講義につい
て、具体的にどのような支援を期待するか？
[H.E. Chuon Tech] 基本的な民法民訴法は理解できつつあるので、わからないテーマが
あるときに、カンボジア側からテーマを選んで意見を出して、スポット的に教えてもらいた
い。ところで、公式の情報ではないが、民法の適用はおそらくまた3カ月くらい遅れるという
意見も出ている。民法適用法案は、土地法などの関連する法令をかなり修正しているた
め、普及させるにはさらに時間が必要といっている。
カンボジア側は具体的な論点をあげられるようになっているので、それについて日本人専
門家に講義をして欲しい。民訴法は以前から施行されていて、かなり理解が進んでいると
思うが、民法はまだそうでもない。したがって民法についての日本人からの支援が重要だ
ろう。
[磯井] 民法についても、カンボジアから論点が出してもらえるか。日本人側から出す方が
よいか。
[H.E. Chuon Tech] 最低でも、ルッティさんの自主勉強会の後半30分で日本人が質疑応答
という今の活動は維持してほしい。それに加えて、参加メンバーによっては、日本人から
講義してほしいというものも出るかもしれない。日本から先生に来てもらうのは難しいと思
うが、専門家が常駐しているので、質疑応答に応じて欲しいし、可能なら講義もして欲し
い。毎週火曜日の勉強会については、起草班メンバー以外のメンバーについても、司法
省職員は自由に参加できるようにしている。

―

プロ目 2 MOJ
全体

立法プロセスにおける他省庁との調整に
おいて、引き続き必要と思われる日本側
の関与はどのようなものですか？

― ―

[西畑] 次官があげた問題点のうち、活動が停滞している理由として、国土省側で民法・民
訴法の理解が不足している点について、国土省との共同コミッティでは、JICAはオブザー
バ扱いで参加しており、自ら発言することが許されていないと聞いたが。
[H.E Chan Sotheavy] 何か行き違いがあるようだ。一時、JICAなしで始めたが、調整して
参加できることになった。積極的に参加してもらってもいいが、日本人専門家がJICAの方
針として、省庁間の問題であるから入るべきではないと考えて控えているようだ。
[磯井] この位置づけについて、国土省に確認してもよいか。或いは、その必要はないか。
[H.E Chan Sotheavy] 必要ない。本邦研修(2009年2月)の前に、自分が国土省側と調整し
てJICA専門家も参加できることになった。積極的に参加してもらってもいいが、日本人専
門家がJICAの方針として省庁間の問題であるから入るべきではないと考えて控えている
と言っていた。省令案の説明は、Mr.RithyやMr.Sethaが行うが、うまく説明できず、専門家
に質問したいこともある。しかし、日本側がそのように考えていると聞いていたので、次官
である私はそれでも質問をするが、2人からは質問がしにくい。次官が不在の場合、どうし
ても聞きたいが専門家に聞けない場合もある。
[磯井] JICAの方針として「共同コミッティではJICAはオブザーバであるから発言できない」
と伝わっているとすればそれは誤解で、JICA側では国土省の意向と理解しており、認識
齟齬があるようだ。
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

プロ目 3 MOJ
全体

普及活動において、引き続き必要と思わ
れる日本側の関与はどのようなものです
か？

[西畑] 現職弁護士は、MOJの行う普及活動においては現在カバーされているのか。
[H.E Hy Sophea] 普及セミナーには弁護士も参加している。しかし現在は、日弁連が弁護
士会に支援していることと、弁護士会から積極的な依頼がこちらにないこともあり、それ以
外は特に何もしていない。CLEには弁護士も参加できる。新人弁護士の教育はLTCが
行っており問題ない。自分は、LTCでの4課目（民法、民訴法、刑法、刑訴法）で1課目あた
り100時間、合計400時間を担当している。以前は、自分とブンレン高裁所長で分担してい
たが、彼がクメールルージュ裁判の方で多忙になり、今は自分一人で担っている。弁護士
会からは、それ以上の時間を講義してほしいと依頼がきているが、来年になったら刑法起
草関係の業務が終わるのでできるかもしれない。特に弁護士について感じているのは、
年輩の弁護士と若手の間に大きなギャップがあるということだ。年輩者は新しい法律をな
かなか受け入れられない。
[西畑] この質問をした意図は、日本が支援している弁護士会のプロジェクトが間もなく終
了するが、弁護士会による今後の継続教育の実施には懸念を持っているため、MOJでの
普及活動で弁護士についてはどのように考えられているのかを聞いた。
[H.E Hy Sophea] MOJの普及活動には、弁護士はいつでも参加できるし、実際に地方で
の普及セミナーに弁護士が参加している。但し、弁護士はほとんどが首都に在住している
一方、MOJの普及活動は首都ではほとんど実施していないので、あまり参加できていな
いかもしれない。

― ―

17 外部条
件

MOJ
全体

共同所管の法令、調整が必要な法令の
起草に関して、他省庁の協力は十分に
得られていますか？

― ―

[H.E Chan Sotheavy] 国土省は非常に忙しいため、省令検討は停滞している。我々内部
で議論する時に、問題になったところは色分けして、進められるところは先に進めている。
現在かなり進んでいるものの、国土省との調整が非常に難しい。彼らを出来るだけ現場
業務から引き離して、司法省と国土省の担当者同士で集中的に二日程度の合宿を開い
て協議をして進めたいと思っていたのだが、予算不足で一部の高官が参加できなくなり、
中止となった。本来は司法省で協議をすれば一番よかったが、できるだけ彼らを現場業務
から引き離して議論しないと進まない。しかし、合宿協議は、一部自己負担が発生すると
いう制約がある。グループを引っ張っていくための非常に難しい問題である。JICAの基本
的な方針は理解しているが、高官がタクシーでシェムリアップまで行ったりするのは非常
に難しい。効率的に運営するために他のドナーのように支援してもらえないだろうか。目
標を達成するためには国土省の高官を日常業務から隔離するしか手段がない。
我々の方も努力して、シェムリアップで会合を開こうと提案した。向こうのトップは次官級
で、移動手段などある程度配慮しなければならない。
昨年12月に、合同で協議しようと提案し、国土省側の返事は、きちんとした宿泊、食事、移
動手段さえあればいいとの答えであった。
JICAからは1日24ドルまでという話が出たが、宿泊だけでも最低1日25ドルはかかる。国土
省としては、宿泊と食事と交通費さえあれば、他の手当は要らないので行くと言っていた
が、結局JICAが24ドルまでしか出せないということで、キャンセルになった。

― ―

私にとっては非常に大きな課題となってしまった。自分の給料を一年分出しても足りない
し、それは不可能。国土省との協議の一番の問題。
また、国土省は、会合に参加しても、定期的に来ていないので、前の話を忘れてしまった
り、途中の話が抜けていたりして、我々がまた説明し直さなければならず、それも大きな課
題である。落ち着いてじっくり協議することができなければ、どんどん時間がかかるであろ
う。
活動が停滞している理由は、①予算の問題。②国土省の仕事が多すぎる。③国土省の民
法・民訴法の知識が不十分、司法省も完全ではない。それがリーダーとして直面している
課題。
[西畑] 次官があげた問題点②の、国土省があまりに多忙との状況は、どういう仕事・状況
でそうなっているのか。
[H.E Chan Sotheavy] それははっきりと聞いていない。国土省内部の話。逆に彼らがこち
らに来てミーティングをする際に、進捗が悪いなどと不満を行ってくるが、司法省としては
かなり準備をしているつもり。次官が時間を取れない際も、他のメンバーがほとんど休め
ないでやっている。奥さんの分娩にそのときだけ抜けて、終わったら戻ってきた職員もい
る。
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

18 実施プ
ロセス

0-b-
2

MOJ
全体

司法省プロジェクトにおける日本側から
の技術移転の方法（現地での専門家の
助言や研修、日本側委員会からの助言
や教材資料の提供、日本における研修）
は、司法省関係者の理解度、知識、スキ
ルを向上させる上でタイミングがよく、ま
た適切であると思われますか？

― ―

[H.E Chan Sotheavy] 不動産登記については、今までいろいろな障害があった。先ず我々
も十分に認識しているのは、日本側としてはカンボジアが自立できるように進めたいという
こと。それがカンボジアにとって利することは理解している。しかし何ごとにも、最初の出発
にはいろいろな問題がある。うまく進めるためには、補助は必要である。子どもも、走れる
ようになるまで、ハイハイから始める。新規加入のメンバーは、起草を経験していないメン
バーで、最初に起草に関わっていた人はいなくなったので、経験や知識が足りない部分
が多い。また、途中から参加してくると、話の内容がわからない場合もある。関連法令を起
草する上で、自分の能力を大きく超えるものが必要となっているので、嫌になって、もう外
れたいと言っている者もいる。これ以上は無理だと直訴してきたメンバーもいる。ミーティン
グをする時に、皆が不安になっている。それは当事者が悪いのではなく、途中から参加し
ているのでやむを得ないこと。省令の条文を一つ一つ決める前に、基礎がないと検討もで
きず、何から始めればいいかも分からない。
JICAの方針で、登記に関してはカンボジア側がゼロから始めるべきだと決めているのだと
我々は思っていた。
とは言え、各起草班では、次官でさえ起草能力には限界がある。

― ―

[H.E Chan Sotheavy] 他省庁との法案審議で、他省庁が起草している法案を議論する際
にも、カンボジア人だけでは議論に限界がある。その際に日本人専門家から意見が聞き
たいが、他の法案は担当しない、と言われてしまう。「JICAの方針だから議論には参加で
きない」、と専門家には言われている。他の省庁が作っている法案の議論のときに、なぜ
JICAの方針として参加させないのかわからない。そこで意見を色々言ってくれれば、我々
も勉強になる。二つの基本法を知っている人は非常に少ない。我々が意見を出せなけれ
ば、それで向こうの法案で通ってしまえば民法・民訴法との間で矛盾が残ったら手遅れで
ある。専門家が議論に入ってくれれば、長い経験をもとに、その条文の背景なども説明が
できる。そうしたメリットがあるのに、なぜJICAの方針としてそれを禁じているのかが理解
できない。
起草班メンバーは、立法技術の面で専門家よりもずっと経験が少ない。特に日本人専門
家はずっと起草に関わって十分に理解できているだろうから、広い視野で説明できると期
待する。例えば本当に緊急の場合は、通知が来て翌日協議が開かれる場合もある。その
場合、準備もできず、十分に理解できていないので適切な回答ができるかどうか分からな
い。そういう場合は専門家にもその場に参加してもらい、司法省内でやる議論をその場で
やって決めていく方がいい場合もある。我々が知識を吸収することもできる。
ある項目に対して知りたい場合に、調査する必要が出る。自分で調査できればそれは非
常に有意義である。調査することによって自分の能力も高められる。ただ、場合によって
は調査する時間がないこともある。色々な人が入れば、解決することができる。また、専
門家から、立法の際に、立法技術が足りない、相手を説得する方法など、どうすればよい
かを学ぶことができる。

― ―

 [磯井] 自立を目指してやり方を変えた、というのは、方針として間違っていなかったと思
う。この班の省令案も英訳して送ってもらっており、民訴法関連の登記の省令は、この班
の活動として、カンボジア側で起草した初めてのものだと思うが、すごくよくできていたし、
議論して進んで行っているのも見ている。
私は、カンボジアの人たちは、すごくよくできるようになっていると思うし、民法関連の登記
省令も骨格はできており、もうすぐ作られると思うが、楽しみにしている。
ただ、日本側の間でも、カンボジアと日本の間でも、一部認識の齟齬があるようであり、ま
た、カンボジア側に、言ってみれば少し任せ過ぎていた、もう少し支援をしてもいいのかな
とも感じた。
意欲を持っている人が、わからなくて参加したくなくなるという話は残念だし、共同コミッ
ティで、協議には日本人は口を出さないというのもやり過ぎだったのかなと思う。今後日本
側がどういう関与をしていくかについては、今回のレビューで協議ができればと思う。
一方、「他の法律についても日本人専門家からアドバイスが欲しい」ということについて
は、我々もそうすればもっとよくなるということはわかるが、敢えてしなかったという事情が
あった。つまり、人の時間には限りがあり、一度にすべてはできないし、民法の教材を作る
という活動が遅れていたこともあり、まずはPDMの中で優先順位でまずやるべきことを先
にやるという考え方で、やむなく制限した部分があったと思う。しかし今日次官がおっ
しゃったことも理解できるし、もう少し柔軟に対応することも考えられるかもしれない。問題
認識として説明を受けたことはありがたく、今後どうするかは改めて協議しても良いかもし
れない。

― ―

[Mr. Tith Rithy] 民法に関わる共同省令案を作成する際、自分も例えばまだ抵当(根抵当）
について理解が十分ではないし、そういう難解な部分について講義をしてもらいたいと思
う。根抵当は、設定後、金額がいつも変わるということだが、2月の本邦研修に参加しても
分からなかった。
[磯井] これまでのアプローチは「まず草稿してみてくれ」という方法だったが、最初に少し
講義をするかどうか、日本人専門家とも相談しつつ検討してみる。特に今のように、具体
的にここが分からないから解説をしてくれと依頼してもらえると、民法はすごく大きな法律
だが、日本側も準備がしやすいと思う。
[Mr. Tith Rithy] 根抵当や抵当権に関する登記については、準備はできているが理解でき
ていないところがある。
[磯井] 繰り返しになるが、頑張って自分たちで起草することはよいと思う。カンボジアの人
たちはそれができると思う。他方、先ほど、たとえば途中から参加してくる人がいるという
話があったが、そうした人に対しては、皆さんの間でフォローし合うことも始めてみて欲し
い。もちろん難しければ日本人に相談してもらってもいいがメンバー内でのフォローもやっ
てみてもらいたい。
プロジェクトを前に進めるために、このあとも引き続き協議したいと思う。
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

― ―

[西畑] 次官の発言でひょっとしたら誤解が残ってはいけないので一部補足。関連法令と
の調整についても支援するのは、プロジェクトの活動に含まれているとも考えられ、関与
の仕方についてご意見が聞けたのはよかった。ただし、省庁間のやり取りで、緊急であっ
ても、専門家が司法省職員の立場で代弁をするのは避けるべきである。あくまで司法省
職員が対応できるための支援として助言する、という認識。
[H.E Chan Sotheavy] もちろんそれを望んでいる。司法省の立場で発言してほしいとは
思っていない。助言をもとに、カンボジア側が自分で考えて、議論を進めていきたい。議論
の際、どういう時に解釈するかについての意見をもらいたい。立法技術が低いので、すぐ
に反応できないこともある。場合によっては例えば、カンボジアに事例がない、その場合
は日本の事例を参考にしたいこともある。それは日本の真似をしようということではなく、
それを参考にしたいということである。
[Mr.Touch] 非訟事件など、閣僚評議会で議論する場合、自分が参加することがある。他
法案と民事が抵触する場合があるが、自分には内容が分からないことがある。そうすると
参加する前に事前に相談できればだいぶ違う。
また、事前相談ではなく、専門家がオブザーバーとして参加できれば、その場で議論して
決着できる。今は戻ってきて専門家に相談し、次回に回答するということになってしまう。
[西畑] 閣僚評議会まで進んだ際に、日本人専門家がその場に同席までするのは問題が
ある。そこまで進んでいるのにMOJ代表者が交渉できない場合は、戻してしっかり理解す
るなどの対応を取るのがむしろ良いのかもしれない。
[Mr.Touch] 会議には参加してくれなくてもいいが、事前に相談できれば良い。

19 実施プ
ロセス

0-b-
3

MOJ
全体

プロジェクト関係者同士（司法省内、司
法省と上位機関、他の関係機関、司法
省と日本人専門家・JICA事務所など）の
コミュニケーションに問題はありません
か？

― ― ―

20 実施プ
ロセス

0-b-
4

MOJ
全体

現状の政府予算割り当てと、今後の見
通しについて教えてください。

― ― ―

21 実施プ
ロセス

0-b-
5

MOJ
全体

人員配置上の問題はありませんか？ま
た、今後の人員配置上の見通し、対策
案についても教えてください。

―

[H.E Koeut Rith] MOJの採用・試験については今年まで特例で、MOJが直接採用していた
が、予算に限りがあるため、経済財務省から独自採用は禁止され、今後どうなるかは分
からない。MOJが募集する場合、人事院からもメンバーが来て、採用委員会をつくり、試
験をつくって実施する。
[Mr. Se Veng] 試験は筆記だった。試験科目は、自分の専門分野の科目、総合知識の2つ
からなる。仮に採用されたとしても、最初の一年間は試用期間。
[西畑] 法経済大学の日本センターで話を聞いた時、学生はMOJへの就職にも関心があ
るが、応募方法が分からないのではないかという話があった。
[H.E Koeut Rith] 普通の試験に応募すれば可能だと思う。現時点は、特に法律職は、人
事院に依頼している。他の部局も人が足りないが、とにかく予算が足りない。職員が少な
いのに仕事は多い。Mr. Sarの部局(Prosecution Affairs)は職員が17名しかいない。必要
な人数はもっと多い。
[Mr. Sar] 倍ぐらいは必要だと思う。
[H.E Koeut Rith] 日本の検察が何人いるか、本邦研修で質問したのはそのため。人数を
もっと増やしていかないと対応できなくなる。司法改革が進んでいて、裁判官の規則など
も変わってくるので、最終的にどれくらいになるか分からない。
[磯井] Mr. Seは何の専門で試験を受けたか？
[Mr. Se] 法律職。フランス留学中に民法を勉強してきた。
[H.E Koeut Rith] 彼はカンボジアの法科大学で勉強した。法科大学の中にフランスが支援
しているコースがあり、フランス語で勉強した結果フランスの大学と同じ資格をもらえる。そ
れを修了して、フランスでマスターに進んだ。
[磯井] 法律の専門家の中では、最近はどういう専門分野で受ける人が多いか。
[H.E Koeut Rith] 専門というのは、法律、ITというレベルの区分。
[H.E. Chuon Tech] 4年間採用に関わる仕事をしていた。職員としての分類は、日本で言う
一種と二種のようなもの。採用人数が多かったのは法律。その次にITと会計。法律の場合
は、民法民訴法と刑法刑訴法、それと総合知識という問題を出す。最終的に決定するの
は人事院。
[磯井] 民法民訴法は新法か旧法か。
[H.E. Chuon Tech] 両方とも旧法。民事か刑事かは選択制。刑事を選択する者が多い。筆
記試験だけで面接はなし。

―
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2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

妥当性 MOJ
全体

プロジェクトは、「カ」国のニーズに合致し
ていますか？

[西畑] 四辺形戦略や法・司法改革行動計画など、このプロジェクトの政策上の位置づけ
は変わっていないか？何か次期行動計画などの策定状況等について、MOJに情報がき
ているか？
[H.E Hy Sophea] これに関しては、特にカンボジア政府の政策は変わっておらず継続して
いる。つまり司法省の計画も従来通り。一部起草すべき法律の追加はあるが、それは人
身売買などであり、民法に関係してくるものはない。経済の発展とともに状況は変化して
いるため、担当する法案の追加はある。例えば、外国人に対する不動産の所有に関し
て、政府から司法省に対して検討要請がきた。法律の目的や政府としての基本的な考え
方だけ国土省が出してきて、司法省が肉付けしている。そこで民法と抵触しないように調
整している。この作業は最優先と言われている。この特別法の起草は、次官が法案を作っ
て、起草グループ会合を開催している。日本人専門家にも最初はコメントしてもらったが、
民法とのかかわりは少ないので、日本人専門家の関与は開始当初だけであった。骨格を
検討する場合に、問題点を指摘してもらったりしたので、それをもとにカンボジア側メン
バーだけで起草を進めて来た。会合の中では、民法が使っている用語などもできるだけ
使って、国土省にも民法の考え方を広めようとしている。
[磯井] メンバーは起草グループと重なるか？
[H.E Hy Sophea] メンバーは、コミッティメンバーと同じ。国土省からの代表者と、司法省か
らも代表的なメンバーだけが少人数参加して協議している。

― ―

有効性 2-3 MOJ
全体

プロジェクト目標達成に向けて、PDMに
設定された外部条件は充足される見通
しですか？

― ― ―

他に何かあればご自由にご意見をくださ
い

[磯井] コミッティ、サブコミッティのメンバーについて、追加や入れ替えなどはお考えか？
[H.E Hy Sophea] どちらにも可能性はある。一部メンバーは、本拠地が遠いなどの面から
ほとんど参加できていない。しかし、今回のM/Mは現状のメンバーリストで良い。

―

[西畑] 経費補助の件については、我々には意思決定権がないので、具体的には当方団
長が到着した後の協議の場で扱いたい。この場では具体的な情報を確認させて頂きた
い。合宿形式での国土省の要求について、具体的にはどのようなものだったのか。
[H.E Chan Sotheavy] 宿泊＝1人部屋。30-35ドル/泊程度のホテルであれば良い。移動手
段は一般職員はバスでもOKだが、高官は1人で1台必要。ただ高官は自分の車で移動す
ると思われるので、その場合はガソリン代だけでいいのではないか。食事に関しては、ど
こでミーティングするかに応じて、そのホテル等で食事できればよい。もしJICAの方からそ
れらが支援されれば彼らは参加してくれると思う。
[西畑] 「高官」は、Lim Voanさん以外にはSiak Vannaさんは該当するのかどうか。具体的
に誰がそれに当たるか教えて欲しい。
[H.E Chan Sotheavy] 地位についている方。したがって、その二人だけ。
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質
問
票
#

大分類
小
分
類

宛先 質問

2/22 コミッティ/サブコミッティメンバー

Mr. Tith Rithy
Mr. Touch Tharith
Mr. Chuon Tech
Mr. Soueung Panhavuth
H.E Hy Sophea
Ms. Nil Philippe
H.E Yean Sina

2/23 第４班（供託法）メンバー（班長：カオ・ルット次官補）

Mr. Or Pichveasna
Mr. Son Sor
H.E. Chuon Tech
H.E Koeut Rith  リーダー
Mr. Se Veng
Mr. Tith Rithy
Mr. Sar Phoumra
Mr. Khy Chit

2/23 第１班（不動産登記に関する法令）メンバー（班長：ソティアヴィ次官）

Mr. Touch Tharith
Mr. Tith Rithy
Mr. Nou Sackdey
Ms. Phan Chanly
H.E Chan Sotheavy  リーダー
H.E.Pen Pichsaly
H.E Yean Sina
Mr. Lox Sok Leang
Mr. Or. Pichveasna
Mr. Keo Setha

―

[西畑]フランスの支援について、現状はどうなっているか。
〔K.R.〕フランスの支援は現在受けておらず、カンボジアが自力でやっている。刑訴法と刑
法ができたあと、フランスの専門家は引き揚げた。もう少し延長したいという意向もあった
が、体制的な問題で結局できなかったようだ。
刑訴法の書式の準備も半分しかできていないが、支援は終了した。関連する法案起草も
一部残っており、我々のみで協議している。ただ、教材を印刷する場合には、フランスが
印刷費用を出してくれている。

 [西畑] 我々はJICA本部から来ているが、手当は、現地事務所で現地の物価水準にあっ
たものを規定しており、他の省庁との釣り合いもあり、事務所としての方針がある。そのた
め、我々としては検討の材料として手当てについての意見をお聞きしている。プロジェクト
はカンボジアと日本との協働活動であるため、旅費についてもカンボジア側も応分の負担
すべきという考えのもと、金額を決めている。なぜ現地事務所で臨機応変に負担額変更を
認めないかと言うと、どの省庁についても一律同じ価格表を使っているため、それを越え
る金額を支援して、特例扱いと受け止められてしまうことを恐れている。ただ調査団として
は、これを日本側が負担して合宿協議を実現することで、停滞した状況を打破できるので
あれば、日本側が負担することもありうると考えており、トップレベルの協議で検討しようと
している。
[H.E Chan Sotheavy] これが必ず状況を打破するという100%の保証はできない。これまで
は協議自体が出来ていない。合宿協議をすることで検討状況は進むとは言えるものの、
100%目標を達成するということは約束できない。100%の確証を求められれば保証できない
が、状況が改善されるのは確かである。議論の過程でどういう問題が出てくるかは分から
ないため、今後の進捗を約束できないということ。
私の経験からは、他の省庁と協議する際、他のドナーがついていればドナーが全て負担
してくれていた。一般の職員であればバスをチャーターして行くのだが、高官の場合は自
分の車で行くことになるため、そのガソリン代が必要。宿泊費は、高官は一般職員の倍。
またこうした経費について、日本との場合は50%だけが負担だが、カンボジア政府の予算
は一年前に経済省に計画を提出して予算を獲得しなければならない。本来はこのような
問題については、持ち出したくなかった。しかし持ち出さなければ障害が取り除けず、それ
がなければ目標を達成できないことになり、それは私の責任になる。

― ―

 [西畑] 司法省の他のメンバーから、「どうして国土省側だけが優遇されるのか？」という
声が出る恐れはあるか。その場合は司法省内で解決できる見込みか。
[H.E Chan Sotheavy] 我々側の士気にもかかるので、同じ水準にしてもらう必要がある。
司法省が他の省より低く見られているという事実を作ってしまう。また、要求すれば高くも
らえる、要求しなければもらえない、という前例を作ってしまう。先ほど懸念されていた、他
の省が「特別扱いではないか」と言い始めることは避けられない。JICAの基本方針に反し
ないためには、例えば隣国に行って協議するということも一案ではないか。これは一つの
案であって真剣に考えてくれという意味ではないが。また、本邦研修の機会があればそれ
を活用するということも一案。
[西畑] 本邦研修は9月以降しかできない。不動産登記について集中協議のために本邦研
修を開催予定だが、受け入れ側の事情があり、無理をしても7月、できれば秋口に開催と
いうことになっている。また、本邦研修を長い期間で開催しても、昨年がそうであったよう
に、国土省側が全日程参加してくれないのでは、という点が我々としては不安な所であ
る。

― ―

 [H.E Chan Sotheavy] 今LimVoanさんは所属が変わり、以前は技術部門にいて、彼がい
なければ 国土省の仕事が進まないということがあったが、今はそうでもない。日本で協議
でできれば、日常業務から隔離できるということ、協議の時間が厳格になるということの2
点のメリットがある。家から離れた場合に、他に考えることがなくて会議に集中できるとい
うメリットもある。これであれば、JICA現地事務所の方針との抵触は無いだろう。これなら
特別扱いを避けるという事も可能なのではないか。もしそういった提案であれば、木曜日
に国土省側に、長期間の渡航が必要かどうか、確認する必要がある。
ただ、省令を早く出さないといけないので、本邦研修は8月までは待てない。遅くとも6月で
なければ間に合わないだろう。期間を長く伸ばせるのであれば、民法に関わる部分につ
いて、司法省としても勉強して協議をしたい。私の考え方は、一度行った際に両方の省令
について目途を立てたい。ただし時間的に難しいので両方を目的とするのは難しいかもし
れない。カンボジアでの準備が間に合わない。
民法に関わる省令についてはルッティさんとセターさんに骨格作りを依頼しているが、時
間がかかりそう。したがって一方だけの完成を考えるのがいいだろう。
[西畑] それでは国土省との協議の際に、本邦研修の時期、期間の調整ができた際には
長期間参加してほしい旨を要請し、こちらでもその調整を打診してみる。
[H.E Chan Sotheavy] 4月、5月は国連、イタリアに行くことになっているので、可能性として
は3月か6月。
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議事録〈MOJ プロジェクトオフィス〉 

 

１ 日時  平成 22年 2 月 25 日（木） 14 時 00 分～16時 00 分 

２ 場所  司法省プロジェクトオフィス会議室 

３ 面談者  

（１） 調査団側：亀井 JICA カンボジア事務所員、ピラ同現地職員、森、西村、磯井、

西畑、樋渡、和多田（法務省）、 

（通訳：スワイ） 

（２） カンボジア側：司法省・国土省共同コミッティ 国土省メンバー（H.E. Siek 

Vanna、Mr. Chhy Leang、Mr. Path Sok、Mr. Ing Chang、Mr. Khin Bo、Ms. Pech 

Katy） 司法省メンバー（H.E. Chan Sotheavy、H.E. Yien Sina、Mr. Tith Rithy、

Mr. Touch Tharith、Mr. Keo Setha、Ms. Pan Chanly、Mr. Or Pichveasna、

Mr.Son Sor） 

 

4 協議内容 

H.E. Siek 

Vanna 

共同議長の H.E. Lim Vorn は欠席させていただいた。本当は来る予定

だったが、急きょ TVK の取材が入った。カンボジアの土地所有権に関

して説明するもので、時間がちょうど 2時からである。 

 国土省側の参加者紹介。Mr. Chhy Leang、登記局長。Mr. Path Sok、

Mr. Khin Bo は、まだ WG の正式なメンバーではないが、これからメ

ンバーにする予定。Ms. Pech Katy は、情報管理の担当者で、メンバ

ーに追加する予定。 

あと 2 名、追加したいメンバーがいるが、今日は欠席である。国土省

内の立法関係の担当者で、今後協議に加わってもらう予定である。 

今まではかなりメンバーも少なく、欠席者がいるとすぐに会合がキャ

ンセルとなっていた。メンバーを増やし、一部が欠席しても会合は開

催されるようにしたい。 

森次長 JICA は、司法省に対して法整備支援を行っている。土地管理関係に

ついては、この共同コミッティが重要な位置付けにも関わらず、皆さ

ん多忙なことがあり開催されないという困難があるとお聞きした。今

日は率直なご意見をお聞きしたい。どのような問題があって多忙にな

っているか、どうすれば頻度多く開催できるのか、JICA がそれに対

してどう支援できるのか。 

西畑 昨年 2 月の本邦研修で、本件を進める旨の司法省および国土省の合意

書が交わされた。そこで合意した事項の進捗を聞きたい。なお、日本

側は、昨年 7 月に不動産登記に関する AGを立ち上げた。 

- 141 -



 

 

        

 
 

H.E. Siek 

Vanna 

共同省令は早く進めたいと考えている。そうしないと現場で問題が出

るが、ほかの仕事もあって進まない。議論を進めるために、次の対応

を考えている。 

1.メンバーを追加する 

2. こちらでの毎週水曜日の会合に 2 名が参加して勉強する 

 これまでも両省庁で合意できる点を探り、登記の手続や方法について

も議論をしたが、これまでの協議のやり方を変えていきたいと考えて

いる。水曜日に準備して形にしたところを、木曜日の合同の会議で合

意する形にする。 

 進捗については、民法・民事訴訟法のうち土地に関わる条文について

理解するように努力している。民法と民訴法は大きな法律で、用語も

難しいため、理解するのに時間がかかる。また、その中で規定されて

いる内容は従来のやり方や習慣と異なっている。 

 土地の物権に関する登記も新しい概念。裁判所の決定による仮差押

え、保全は全く新しい概念。従来は、物権に関わる登記は、所有権や

占有権しかなく、それ以外は行われていなかった。 

目標達成までには非常な困難が伴う仕事だが、我々は全国統一的に書

式を決めていかなければならない。 

私が心配しているのは、登記簿の記載がすごく長くなるということで

ある。今まで 2 行で書いていたものが、新しい方法ではほとんど 1 ペ

ージの枠を使ってしまうようになる。また、差押登記の文言なども、

スタンプで済んでいたものが、2行ぐらいになってしまう。 

 職員が少ない中で、仕事はかなり多い。少数民族の所有権、土地の評

価についての問題などにも対応する必要がある。これらも、何カ月も

かけて準備をして、閣僚評議会に提出し、審議を受ける必要がある。

 外国人に対する区分所有権の付与に関しても準備が必要となってい

る。ちょうど昨日も、リム・ヴォン氏と私は、国会の特別委員会に対

して案を説明し、議論が行われたところである。カンボジア国民を対

象とする区分所有権に関しては、以前すでに政令が出されている。現

在は、この外国人に対する区分所有権に関する法律、少数民族に対す

る所有権に対する政令が議論されており、また、省令として、違法建

築に関するものも検討しているところである。 

このようにさまざまな仕事がある中で、登記制度も整備し、各地で登

記を進めるための人材も育成しなければならない。 

 これまで会合はキャンセルされることが多く、進んでいないが、進め

ていきたいと思っている。共同省令は、6 月ごろを目指したい。 

西畑 その共同省令は、民訴に関わるものということか。 

H.E. Siek 

Vanna 

そうである。民法に関する共同省令はまだ取り掛かっていない。しか

し、民訴の省令といっても、一部の規定は民法にも関わる。 
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西畑 JICA の支援として、現地専門家が常駐しており、現地セミナーを開

催し、また日本にアドバイザリーグループを作っている。さらに今年

度は本邦研修を予定している。 

 本邦で研修を行う利点はいくつかあるが、日常業務から離れて集中協

議を行える良い機会であると考えている。時期や内容などにつき意

見・要望があればお聞きしたい。 

H.E. Siek 

Vanna 

時期については、私とリム・ヴォン氏は大変忙しい。新メンバーを追

加しようと思っているので、彼らならいつでも参加できると思う。

2009 年 2月に行った際にも、リム・ヴォン氏は多忙により参加期間

が制限された。今回は専門知識を持っている人を増やして、時期の問

題がないようにしたい。 

 研修の内容としては、物権に関わる登記についてのものを希望する。

特に民訴に関わる部分では、裁判所の決定をいかに迅速に実施できる

ようにしていくかを考えなければならない。これまでも裁判所の決定

は出ており、我々も決定どおりにやりたいと思っていたが、やり方が

わからなかったために、裁判所と我々が衝突するような事態にもなっ

ていた。 

 具体的には、仮差押と本差押の違いが理解できていない。また、「担

保取消」についても、新民訴では従来と違う用語になった。同じ内容

でも用語が変わったせいで我々としては困っている。 

 従来は、長期賃借権があって、これも民法が適用されると永借権とい

う新用語に切り替えると聞いているが、登記簿上も書き換えるか、書

き換えた場合前の記載はどうするかが気になっている。 

 本邦研修に対する要望は、内部で取り纏めてまた連絡する。 

西畑 増員は今日来ている二人に加えてさらに増員しようとお考えなの

か？ 

H.E. Siek 

Vanna 

まだ決まっていないが、検討中。立法部局の職員。 

これからのやり方として、会合を効率的に進めるためにもまず我々が

内部で準備しなければならない。火曜日に内部の会議を行い、準備し

て、水曜日には司法省の会議に参加し、木曜日に共同コミッティで合

意する形を考えている。 

 

 

以上 
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、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
運
営

上
の
必

要
に

応
じ
て
適

宜
協
議

を
重
ね

て
き
た

（
記
録

に
残
っ

て
い
る

会
合
だ

け
で

も
2
00
8
年
度

に
1
7
回
、
20
0
9
年

度
に
は

9
回
実

施
し
て

お
り
、
ま

た

こ
れ
ら
以

外
に
も

日
常
的

に
議
論

を
し
て

い
る

)。
 


 
協

議
内
容

は
、
教

官
ア
シ

ス
タ
ン

ト
制
の

導
入
、

継
続
教

育
の
計

画
、

模
擬
裁
判

の
準
備

等
で
あ

っ
た
。

教
官
候

補
生
お

よ
び

RA
J
P/
RS
J
P
職

員
も
適
宜

参
加
し

て
い
る

。
 

活
動

 

1
-
2
 教

官
の
条
件

及
び
必

要
な
教

官
数

を
検
討
す

る
。

 

・
 教

官
の
条

件
、
必

要
数
に

関

す
る
基
準

の
有
無

 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 学

校
の
公

式
基
準

 


 
フ

ェ
ー
ズ

1
に
引

き
続
き

教
官
候

補
生
の

養
成
が

進
め
ら

れ
、
今

フ
ェ

ー
ズ
初
年

度
か
ら

教
官
ア

シ
ス
タ

ン
ト
制

が
導
入

さ
れ
た

。
 


 
教

官
候
補

生
の
採

用
基
準

は
、
（

1
）
成
績

、
（

2）
本
人
の

希
望

、
（

3
）

適
性
、
（

4）
裁
判
官

で
あ
る
こ

と
(
民
事
教

育
の
た

め
)
で
あ
る

。
 


 
裁

判
官
は

成
績
上

位
の
者

か
ら
任

地
を
選

択
で
き

る
た
め

、
成
績

上
位

者
か
ら
教

官
候
補

生
を
採

用
す
る

こ
と
で

プ
ノ
ン

ペ
ン
近

郊
に
赴

任
で

き
る
確
率

が
高
ま

り
、
学

校
へ
通

い
や
す

く
な
る

。
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1
-
3
 教

官
確
保
の

計
画
（

い
つ
ま

で
に

何
人
、
ど

こ
か
ら

、
ど
の

よ
う
に

）
を

策
定
す
る

。
 

・
 教

官
採
用

計
画
の

有
無

 
・
 教

官
採
用

計
画

 


 
教

官
候
補

生
の
採

用
計
画

に
つ
い

て
は
、

文
書
化

こ
そ
な

さ
れ
て

い
な

い
も
の
の

、
毎
年

７
名
ず

つ
採
用

し
て
い

く
こ
と

で
R
A
JP
/
RS
JP

と
日

本
人
専
門

家
の
間

で
は
共

通
認
識

に
至
っ

て
い
る

。
実
際

、
当
レ

ビ
ュ

ー
調
査
時

点
ま
で

に
1
期

生
（
フ

ェ
ー
ズ

１
で
養

成
）
、
2
期
生
、
3
期

生
が
そ
れ

ぞ
れ

7
名
ず
つ

採
用
さ

れ
、

1
期
生

は
既
に

教
官
ア
シ

ス
タ

ン
ト
と
し

て
活
動

し
て
い

る
。
そ

の
う
ち

2
名
は

書
記
官

養
成
校

で
は

教
官
と
し

て
単
独

で
講
義

を
担
当

し
て
い

る
。
こ

の
計
画

は
、
教

官
候

補
生
に
ふ

さ
わ
し

い
人
材

の
供
給

量
や
裁

判
所
へ

の
配
置

を
優
先

す
べ

き
実
情
な

ど
を
踏

ま
え
て

総
合
的

に
定
め

た
も
の

で
あ
る

。
 


 
な

お
、

RA
J
P
学
院

長
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

期
間
中

4
年
で

35
名

の
教

官
候
補
生

(
1
期
生

7
名
を

含
む
)
を
養

成
す
る

と
い
う

計
画
は
、

R
SJ
P

だ
け
で
は

な
く
そ

の
他
の

養
成
校

を
含
む

R
AJ
P
全
体

の
学
校
運

営
の

持
続
性
を

考
え
れ

ば
十
分

と
は
言

え
な
い

も
の
の

、
そ
う

し
た
制

約
条

件
の
中
で

出
来
る

だ
け
人

材
の
質

・
量
と

も
に
高

め
て
い

く
努
力

を
し

て
い
き
た

い
、
と

の
認
識

を
持
っ

て
い
る

。
 

1
-
4
 1
-
3
を
も

と
に
、
人

員
確
保

の
た
め

関
係
機
関

と
の
協

議
･
調
整
を
行

い
、
必

要
な
予
算

申
請
書

を
作
成

す
る
。

 

・
 教

官
確
保

に
か
か

る
予
算

の

獲
得
・
執

行
状
況

 

・
 会

計
報
告

書
 


 
採

用
に
必

要
な
予

算
申
請

書
は
作

成
・
提

出
済
み

で
あ
る

。
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

今
後
、

各
種
特

別
裁
判

所
が
立

ち
上
げ

ら
れ
る

予
定

で
あ
る
こ

と
か
ら

、
多
く

の
法
曹

人
材
が

必
要
と

な
る
。

こ
の
認

識
に

立
ち
、
M
OJ
、
司
法

官
職
高

等
評
議

会
お
よ

び
R
A
JP

で
協
議
し
た

結
果

、

約
6
00

人
の
裁
判

官
・
検

察
官
が

必
要
と

い
う
判

断
に
至

っ
た
と

の
こ

と
で
あ
る

。
RA
JP

で
は
そ

れ
に
基

づ
い
て

5
か
年

計
画
が

策
定
さ

れ
て

お
り
、
そ
の
中
で

2
00
8
-2
0
12

年
の
間
に

毎
年

55
人

の
裁
判
官
・
検

察

官
を
養
成

す
る
予

定
と
し

て
い
る

。
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1
-
5
 1
-
3
を
も

と
に
、
教

官
候
補

生
の
養

成
計
画
（

い
つ
ま

で
に
何

人
、
ど

の
よ

う
に
）
を

策
定
す

る
。

 

・
 教

官
候
補

生
の
養

成
計
画

の

有
無

 

・
 教

官
候
補

生
の
養

成
計

画
 


 
教

官
候
補

生
1
期

生
は
、

今
フ
ェ

ー
ズ
開

始
初
年

度
か
ら

7
名
全

員
が

ア
シ
ス
タ

ン
ト
教

官
と
し

て
活
動

し
て
い

る
。

 


 
R
A
J
P/
R
SJ
P
で

は
、
20
1
2
年
ま
で

毎
年

7
名
ず
つ

、
計

35
名
の

教
官
候

補
生
を
養

成
す
る

計
画
で

、
レ
ビ

ュ
ー
調

査
時
点

で
2
1
名
の
教

官
候
補

生
が
養
成

さ
れ
て

い
る
。

 


 
R
A
J
P
学

院
長

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
4
年
で

35
名
の
教
官

候
補

生
(
1
期
生

7
名
を

含
む

)を
養
成

す
る
と

い
う
計

画
は
、

R
SJ
P
だ

け
で

は
な
く
そ

の
他
の

養
成
校

を
含
む

R
AJ
P
全
体

の
学
校

運
営
の
持

続
性

を
考
え
れ

ば
十
分

と
は
言

え
な
い

も
の
の

、
そ
う

し
た
制

約
条
件

の
中

で
出
来
る

だ
け
、

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
、

現
地
セ

ミ
ナ

ー
等
の
日

本
側
か

ら
の
イ

ン
プ
ッ

ト
を
活

用
し
て

、
人
材

の
質
・

量
と

も
に
高
め

て
い
く

努
力
を

し
て
い

き
た
い

、
と

の
認
識

を
持
っ
て

い
る

。 

1
-
6
 1
-
5
を
も

と
に
、
教

官
候
補

生
を
選

出
す
る
。

 

・
 教

官
候
補

生
の
選

出
状
況

 
・
 教

官
候
補

生
の
名

簿
 

上
述
の
通

り
。

 

1
-
7
教

官
候
補

生
を
養

成
す
る
。
（

授
業

の
ア
シ
ス

タ
ン
ト
、
書
記
官

･執
行
官
養

成
校
で
の

授
業
の

実
施
等

を
含
む

）
 

・
 教

官
候
補

生
の
稼

動
状
況

 
・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 講

義
講
師

一
覧

 


 
毎

週
金
曜

日
に
開

催
さ
れ

て
い
る

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ

で
、
教
官

候
補
生

が
日
本

人
専
門

家
の
支

援
の
も

と
教
材

を
作
成

し
て

い
る
（
開

催
実
績

は
2
0
08

年
度

28
回
、

20
0
9
年
度

23
回
)。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
の

現
地
セ

ミ
ナ
ー

、
JI
C
A-
N
et

セ
ミ
ナ
ー

お
よ
び

本
邦

研
修
へ
の

参
加
、

あ
る
い

は
日
本

人
専
門

家
に
日

常
的
に

質
問
・

相
談

す
る
と
い

っ
た
活

動
を
通

じ
て
、

教
官
候

補
生
は

知
識
や

経
験
を

蓄
積

し
て
き
た

。
 


 
1
期
生

は
既
に

教
官
ア

シ
ス
タ
ン

ト
と
し

て
活
動

し
て
い

る
。
そ

の
う

ち
2
名
は

書
記
官

養
成
校

で
は
教

官
と
し

て
単
独

で
講
義

を
担
当

し
て

い
る
。
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1
-
8
 学

院
長

/
校

長
を

主
体

と
し

た
教

官
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

を
開
催

し
、
カ

リ
キ

ュ
ラ
ム
及

び
教
材

作
成
指

針
に
つ

い
て

検
討
し
起

案
す
る

。
 

・
 教

官
M
TG

の
開
催

状
況

 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

有
無

 

・
 教

材
作
成

指
針
の

有
無

 

・
 教

官
M
TG

の
議
事

録
 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム

 

・
 教

材
作
成

指
針

 

・
 使

用
し
て

い
る
教

材
一

覧
 


 
教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
は
、

教
材
作

成
計
画

や
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
の
検

討
を

目
的
と
し

て
2
0
08

年
度
に

2
回

、
2
0
09

年
度
に

1
回
開

催
さ
れ

て
お

り
、
学
校

側
が
完

全
に
開

催
の
イ

ニ
シ
ア

テ
ィ
ブ

を
と
っ

て
い
る

と
は

言
え
な
い

も
の
の

、
教
官

候
補
生

（
ま
だ

講
師
を

し
て
い

な
い
候

補
生

も
含
む
）

が
議
論

の
主
体

と
な
っ

て
い
る

。
 


 
R
A
J
P/
R
SJ
P
の

幹
部
は

、
組
織
的

な
ナ
レ

ッ
ジ
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
と

し
て

、

議
事
録
を

作
成
し

て
共
有

す
る
こ

と
の
重

要
性
を

認
識
し

て
お
り

、
一

般
的
な
会

議
に
関

し
て
は

内
容
を

要
約
し

た
議
事

録
を
作

成
し
、

重
要

な
会
議
に

関
し
て

は
詳
細

に
講
義

録
を
作

成
し
て

い
る
。

 

1
-
9
 1
-
8
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
も

と
に

R
S
J
P
が
教

官
を
確

保
す
る

。
 

・
 講

義
実
施

状
況

 
・
 講

義
実
績

表
 


 
予

定
し
て

い
た
教

官
が
講

義
で
き

な
く
な

っ
た
場

合
に
教

官
候
補

生
が

代
理
を
務

め
る
な

ど
、
日
本
人
専

門
家
が

講
義
を

せ
ず
と

も
R
SJ
P
の
リ

ソ
ー
ス
だ

け
で
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
ど

お
り
に

講
義
が

運
営
さ

れ
る
よ

う
に

な
っ
て
き

て
い
る

。
 

1
-
1
0 
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

基
づ

き
、
民

事

教
育
（
新

規
教
育

）
を
実

施
す
る

。
 

・
 1
-
9
と

同
じ

 

・
 参

加
者
の

理
解
度

 

・
 1
-
9
と

同
じ

 

・
 参

加
者
に

よ
る
評

価
結

果
 


 
教

官
と
教

官
候
補

生
が
共

同
で
講

義
を
実

施
す
る

割
合
が

減
り
、

教
官

候
補
生
だ

け
で
講

義
す
る

割
合
が

着
実
に

上
が
っ

て
き
て

い
る
。

2
00
8

年
度
は
前

者
が

15
6
時
間

で
後
者

が
1
15

時
間
で

あ
っ
た

が
、
2
0
0
9
年

度
に
は
前

者
が

10
9
.5

時
間
で
後

者
が

16
5
時
間

と
な
っ

て
い
る

。
 


 
学

校
運
営

側
及
び

調
査
団

側
は
、

民
法
の

理
解
が

限
ら
れ

て
い
る

こ
と

及
び
民
法

教
育
の

重
要
性

に
つ
い

て
、
認

識
を
共

有
し
た

。
 


 
R
S
J
P
学
生

に
つ
い

て
は
、
民
事
訴

訟
法
は

理
解
が

進
ん
で

き
て
い

る
も

の
の
民
法

に
つ
い

て
は
十

分
と
は

言
え
な

い
と
の

評
価
が

、
教
壇

に
立

っ
て
い
る

教
官
候

補
生

1
期
生
か

ら
報
告

さ
れ
た

。
例
え

ば
、
民

事
訴

訟
法
講
義

の
ケ
ー

ス
ス
タ

デ
ィ
の

際
に
、

民
法
の

実
体
法

が
理
解

で
き

て
い
な
い

が
た
め

に
、
課

題
が
解

決
で
き

な
い
事

例
が
散

見
さ
れ

る
と

の
こ
と
で

あ
る
。
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1
-
1
1 
上

記
の

各
過

程
に

お
い

て
、
必

要

に
応
じ
て

日
本
側

に
よ
り

適
宜
適

切
に

助
言
が
行

わ
れ
る

。
 

・
 専

門
家
に

よ
る
指

導
状
況

 
・
 専

門
家
、
教
官
・
教

官
候

補
生
へ
の

イ
ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 
日

本
人
専

門
家
と

R
SJ
P
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
は
必

要
な
際

に
は
常

時
協

議
で
き
る

関
係
を

維
持
し

て
お
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
運
営

上
の
必

要
に

応
じ
て
適

宜
協
議

を
重
ね

て
き
た

。
 


 
教

官
候
補

生
の
養

成
に
つ

い
て
は

、
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
の

現
地
セ
ミ

ナ
ー

、

J
I
C
A-
N
et

セ
ミ

ナ
ー

お
よ

び
本

邦
研

修
へ

の
参

加
、
あ

る
い

は
日

本
人

専
門
家
に

日
常
的

に
質
問

・
相
談

す
る
と

い
っ
た

活
動
を

通
じ
て

、
知

識
や
経
験

を
蓄
積

さ
れ
て

い
る
。

 


 
学

校
運
営

ノ
ウ
ハ

ウ
の
組

織
的
な

蓄
積
の

観
点
で

は
、
R
A
JP
・
R
S
J
P
経

営
陣
と
日

本
人
専

門
家
と

の
会
合

や
模
擬

裁
判
の

準
備
会

合
等
に

教
官

候
補
生
も

参
加
す

る
こ
と

で
、
経

験
を
共

有
す
る

人
数
を

増
や
す

と
い

う
工
夫
が

な
さ
れ

て
い
る

。
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2
-
1
 教

官
及
び
教

官
候
補

生
が
、

民
事

教
育
に
関

す
る
教

材
を
作

成
す
る

。
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

作
成
し

た

教
材
の
有

無
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

作
成

し
た
教
材

 

１
 
民
事

訴
訟
関

係
【
模

擬
裁
判

用
事
案

】
 

①
ソ
ッ
ク

･サ
ム
バ
ッ

ト
事
案
（

賃
貸
借

）
（

20
0
8.
1
2）

 

②
株
式
会

社
サ
リ

カ
事
案
（
所
有

権
に
基

づ
く
動

産
引
渡

し
）
（

2
00
9
.1
2）
 

 ２
 
民
事

執
行
関

係
 

③
不
動
産

強
制
売

却
模
擬

記
録
・

マ
ニ
ュ

ア
ル
（

2
00
9
.1
2
完
成

・
発
刊

待

ち
）

 

④
代
替
執

行
・
間

接
強
制

模
擬
記

録
・
マ

ニ
ュ
ア

ル
（
起

案
・
コ

メ
ン
ト

中
） 

⑤
執
行
手

続
に
対

す
る
不

服
申
立

て
に
関

す
る
教

材
（

20
1
0.
1
か

ら
着
手
）
 

 ３
 
民
事

保
全
関

係
 

⑥
不
動
産

仮
差
押

え
模
擬

記
録
・

マ
ニ
ュ

ア
ル
（

2
00
9
.3
）

 

⑦
民
事
保

全
頻
出

質
問
集

(
44

問
)（

2
00
9
.5
）

 

 ４
 
共
通

 

⑧
民
事
訴

訟
法
に

関
す
る

質
問
集

2
00
8（

2
00
8
年

6
月
～

20
09

年
3
月
、

1
1
3
問

）
（

20
0
9.
9）

 

⑨
民
事
訴

訟
法
に

関
す
る

質
問
集

2
00
9（

2
00
9
年

4
月
～

20
09

年
1
2
月
、

1
2
3
問

）
（
編

集
中
）

 

 ＊
以
上
の

ほ
か
に

、
教
官

候
補
生

が
自
主

的
に
「

督
促
手

続
マ
ニ

ュ
ア
ル
」

（
手
続
の

解
説
と

参
考
書

式
）
を

作
成
し

た
。

 
 

2
-
2
 必

要
に
応
じ

て
、
関

係
機
関

か
ら

教
材
作
成

メ
ン
バ

ー
を
招

へ
い
す

る
。

・
 外

部
メ
ン

バ
ー
の

招
聘
状

況
・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
結

果
的
に

こ
の
活

動
を
実

施
す
る

必
要
は

な
か
っ

た
。
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2
-
3
 教

官
及
び
教

官
候
補

生
が
、

必
要

に
応
じ
て

、
上
記

教
材
を

改
訂
す

る
。

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

改
訂
し

た

教
材
の
有

無
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

改
訂

し
た
教
材

 


 
教

官
候
補

生
は
、

必
要
に

応
じ
て

、
日
本

人
専
門

家
と
の

質
疑
応

答
や

協
議
、
本

邦
研
修

な
ど
を

通
じ
て

、
教
材

を
改
訂

し
た
（

例
え
ば

民
事

訴
訟
第
１

審
手
続

マ
ニ
ュ

ア
ル
は

2
0
1
0
年

初
に
改

訂
第

2
版
が
完

成
し

て
い
る
）

。
 

2
-
4
 上

記
の
各
過

程
に
お

い
て
、

必
要

に
応
じ
て

日
本
側

に
よ
り

適
宜
適

切
に

助
言
が
行

わ
れ
る

。
 

・
 専

門
家
に

よ
る
指

導
状
況

 
・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
上

記
③
④

⑤
⑥
の

作
成
プ

ロ
セ
ス

は
、
日

本
人
専

門
家
に

よ
る
講

義
に

も
と
づ
い

て
教
官

候
補
生

が
草
稿

し
、
日

本
人
専

門
家
に

よ
る
コ

メ
ン

ト
を
反
映

さ
せ
て

完
成
さ

せ
る
と

い
う
も

の
で
あ

っ
た
。

 


 
2
-
3
で

言
及
さ

れ
た
教

材
は
、
教

官
候
補

生
が
、

日
本
人

専
門
家

お
よ

び
日
本
側

支
援
体

制
と
の

質
疑
応

答
や
協

議
、
本

邦
研
修

な
ど
を

通
じ

て
改
訂
し

た
。

 


 
関

係
者
（

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

・
日
本

側
）
に

よ
れ
ば

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
を

通
じ
て
作

成
・
改

訂
さ
れ

た
こ
れ

ら
教
材

は
、
日

本
人
専

門
家
お

よ
び

日
本
側
支

援
体
制

に
よ
る

助
言
の

も
と
に

作
成
さ

れ
て
お

り
、
R
S
J
P
で

の
教
育
に

お
い
て

概
ね
適

切
な
内

容
に
仕

上
が
っ

て
い
る

と
の
認

識
が

共
有
さ
れ

て
い
る

。
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3
-
1
 継

続
教
育
が

、
司
法

省
と
の

協
議

を
行
い
つ

つ
、

RS
J
P
に
よ

り
計
画

・
立

案
さ
れ
る

。
 

・
 司

法
省
と

の
協
議

状
況

 

・
 継

続
教
育

に
か
か

る
計
画

の

有
無

 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 学

校
側
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト

層
へ
の
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 継

続
教
育

に
か
か

る
計

画
・
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
 


 
R
S
J
P
に

お
け

る
継

続
教

育
は

、
2
0
0
8
年

に
RA
J
P
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ

に
よ
り
、
EW
MI

の
支

援
を
受

け
て

開
始
さ

れ
た
。
学

校
側
が

ド
ナ

ー
を

招
い
て
行

っ
た
担

当
分
野

の
協
議

会
合
を

経
て

、
J
I
CA

が
民
事
分

野
の

一
部
を
担

当
す
る

こ
と
に

な
っ
た

。
 


 
2
0
0
8
年
度

に
は
、
司

法
省
に

よ
る

民
法
・
民

事
訴
訟

法
の
普

及
セ

ミ
ナ

ー
お
よ
び

R
SJ
P
に
お

け
る
継
続

教
育
に

関
し
て

、
過

去
に
特
定

の
講
師

に
過
度
な

負
荷
が

か
か
っ

た
た
め

、
対

応
策
の

ひ
と
つ

と
し
て

R
S
J
P
の

継
続
教
育

に
お
い

て
教
官

候
補
生

を
活
用

す
る
こ

と
が
提

示
さ
れ

、

2
0
0
9
年

度
の

継
続

教
育

に
お

い
て

は
、
教
官
候

補
生
が

民
事
分
野

の
講

義
の
一
部

を
担
当

し
た
。

 


 
民

事
分
野

の
継
続

教
育
は

、
1
コ

ー
ス
あ

た
り

5
日
間
の

日
程
で

行
わ

れ
、
学
校

側
が
決

定
し
た

教
育
項

目
に
沿

っ
て
、

3
日

間
は
カ
ン

ボ
ジ

ア
人
教
官

が
、

1
日
は

日
本
人
専

門
家
が

、
も
う

1
日
は

他
ド
ナ

ー
が

担
当
し
た
（

20
08

年
は
日

本
人
専

門
家
の

講
義
は

半
日
間

、
20
0
9
年
は

1
日
間

）
。

JI
CA

は
実
施

費
用
の

4
日
間

分
を
負

担
し
て

い
る
。

 


 
R
S
J
P
で
は

参
加
者

か
ら
の

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
を
終

了
後
に

取
り
纏

め

て
、
ど
の

テ
ー
マ

を
強
化

す
べ
き

か
分
析

し
、
そ

の
結
果

に
基
づ

い
て

毎
年
内
容

を
改
善

し
て
い

る
。
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3
-
2
 策

定
し
た
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
に

基
づ

き
、
継
続

教
育
を

実
施
す

る
。
 

・
 継

続
教
育

の
実
施

状
況

 
・
 継

続
教
育

実
績
表

 


 
下

級
裁
判

所
の
裁

判
官
・

検
察
官

は
受
講

が
義
務

づ
け
ら

れ
て
い

る
こ

と
も
あ
り

、
ほ
と

ん
ど
全

員
が
参

加
し
て

い
る
。

 


 
継

続
教
育

で
は
、

参
加
者

を
6
グ

ル
ー
プ

（
3
5
-4
0
人

程
度
で

1
グ
ル

ー
プ
）
に

分
け
て

、
年
間

計
画
に

基
づ
き

各
グ
ル

ー
プ
に

対
し
て

5
日

間
の
セ
ッ

シ
ョ
ン

を
プ
ノ

ン
ペ
ン

で
実
施

し
て
い

る
。

 


 
受

講
者
総

数
（
裁

判
官
お

よ
び
検

察
官
）
は
、
20
0
8
年
は

18
7
人

、
2
0
09

年
は

2
06

人
、
2
0
10

年
は

2
6
9
人
（

予
定
）
と

な
っ
て

い
る
（

20
0
9
年

以
降
の
増

分
は
毎

年
の

RS
JP

卒
業
生
で

あ
る
）

。
 


 
2
0
0
8
年
は

10
～
1
2
月
に

1
週
間

の
セ
ッ

シ
ョ
ン

を
6
回

開
催
し

た
。

本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は
、

保
全
に

つ
い
て

の
レ
ク

チ
ャ
ー

を
各
セ

ッ
シ

ョ
ン
で
担

当
し
た

（
１
セ

ッ
シ
ョ

ン
あ
た

り
半
日

）
。

 


 
2
0
0
9
年
は

8～
12

月
に

1
週
間
の

セ
ッ
シ

ョ
ン
を

6
回
開

催
し
た

。
本

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

は
、
保

全
に
つ

い
て
の

レ
ク
チ

ャ
ー
を

各
セ
ッ

シ
ョ

ン
で
担
当

し
た
（

１
セ
ッ

シ
ョ
ン

あ
た
り

1
日
）

。
 


 
2
0
0
9
年

は
学

校
側

の
発

案
で

Q&
A
ス
タ
イ

ル
が
採

用
さ
れ

、
事
前

に
全

国
の
裁
判

所
か
ら

質
問
を

収
集
し

、
各

講
師
が

回
答
準

備
を
担
当

し
た

。 

3
-
3
 上

記
の
各
過

程
に
お

い
て
、

必
要

に
応
じ
て

日
本
側

に
よ
り

適
宜
適

切
に

助
言
が
行

わ
れ
る

。
 

・
 専

門
家
に

よ
る
指

導
状
況

 
・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
日

本
人
専

門
家
は

Q
&A

ス
タ
イ
ル

の
導
入

お
よ
び

実
践
に

際
し
て

助
言

し
た
。

 

1
-
1
 定

例
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

の
開

催
数
及
び

検
討
内

容
の
変

遷
 

・
 定

例
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
記

録
 


 
活

動
1
-1

に
同
じ

。
 

1
-
2
 教

官
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

の
開

催
数
及
び

検
討
内

容
の
変

遷
 

・
 教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
記

録
 


 
活

動
1
-8

に
同
じ

。
 

成
果
１

 
組

織
的
に

学
校
運

営
（
教

官
確
保

・
カ

リ
キ
ュ
ラ

ム
策
定

）
を
行

う
ノ
ウ

ハ
ウ

が
R
SJ
P
に
蓄

積
さ
れ

る
。

 

1
-
3
 R
A
JP

に
お
い

て
教
官

も
し

く
は

R
S
JP

に
お
い
て

ア
シ
ス

タ

ン
ト
教
官

を
勤
め

る
教
官

候
補

生
の
数

 

・
 学

校
へ
の

イ
ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 
活

動
1
-7

に
同
じ

。
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2
-
1
 教

官
及
び
教

官
候
補

生
が

教
材
作
成

・
改
訂

し
た
教

材
数

・
 作

成
さ
れ

た
教
材

 


 
活

動
2
-1

に
同
じ

。
 

2
-
2
 教

官
及
び
教

官
候
補

生
が

作
成
し
た

教
材
の

内
容
（

R
SJ
P

で
活
用
す

る
に
相

応
し
い

内
容

か
否
か
）

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
活

動
2
-4

に
同
じ

。
 

成
果
２

 
教

材
作
成

・
改
訂

の
ノ
ウ

ハ
ウ
が

教
官

及
び
教
官

候
補
生

に
蓄
積

さ
れ
る

。
 

2
-
3
 教

官
、
教
官

候
補
生

が
教

材
作
成
に

お
い
て

果
た
し

た
役

割
及
び
そ

の
変
遷

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
活

動
2
-4

に
同
じ

。
 


 
教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
で
教

官
候
補

生
自
身

が
教
材

作
成
計

画
を
提

案

し
、
決
定

す
る
よ

う
に
な

っ
た
。

日
本
人

専
門
家

が
、
教

材
の
内

容
を

決
定
し
、

作
成
し

て
い
た

前
フ
ェ

ー
ズ
に

比
べ
る

と
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
側

が
主
体
と

な
っ
て

教
材
整

備
を
行

う
体
制

が
構
築

さ
れ
つ

つ
あ
る

。
 


 
あ

る
教
官

候
補
生

は
、
自

ら
の
学

習
お
よ

び
実
務

で
の
活

用
を
企

図
し

て
、
J
IC
A
-N
et

セ
ミ

ナ
ー
で

得
た

知
識
を

も
と
に
、
日
本
人

専
門

家
の

助
言
を
仰

ぎ
な
が

ら
、
「

督
促
手

続
マ
ニ

ュ
ア
ル

」
（
手

続
の
解

説
と

参
考
書
式

）
を
自

主
的
に

作
成
し

た
。

 

成
果
３

 
民

事
に
関

す
る
継

続
教
育

が
行
わ

れ

る
。

 

3
-
1
継

続
教
育

の
実
施

回
数
と

継
続
教
育

に
お
け

る
参
加

者
の

理
解
度

 

・
 継

続
教
育

の
実
施

実
績

 

・
 参

加
者
に

よ
る
継

続
教

育
の
評
価

 


 
活

動
3
-2

に
同
じ

。
 


 
参

加
者
か

ら
は
高

い
評
価

が
得
ら

れ
て
い

る
。
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1
.
 民

事
教
育

に
関
す

る
授
業

実
施
状
況

（
カ
ン

ボ
ジ
ア

人
教

官
の
授
業

の
数
、

カ
リ
キ

ュ
ラ

ム
等
の
作

成
過
程

に
お
け

る
カ

ン
ボ
ジ
ア

人
の
関

わ
り
方

が
フ

ェ
ー
ズ
１

よ
り
も

大
き
く

な

る
）

 

・
 授

業
実
施

実
績

 

・
 講

義
録

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
教

育
体
制

に
つ
い

て
は
、

現
在
の

カ
リ
キ

ュ
ラ
ム

は
、
民

法
、
民

事
訴

訟
法
に
つ

き
ほ
ぼ

同
程
度

の
時
間

数
の
講

義
が
行

わ
れ
て

お
り
、

R
SJ
P

で
は
主
に

手
続
法

を
中
心

と
し
た

実
務
教

育
に
重

点
を
お

き
た
い

と
い

う
こ
と
と

、
現
状

の
民
法

浸
透
度

の
両
方

か
ら
考

え
る
と

、
バ
ラ

ン
ス

的
に
問
題

は
な
い

と
い
え

る
。
 


 
2
0
0
9
年
の

模
擬
裁

判
は

2
0
08

年
に
比
べ

て
、
教

官
候
補

生
が
よ

り
主

導
す
る
形

で
運
営

さ
れ
た

。
教
官

候
補
生

は
コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ
ー

や
チ

ュ
ー
タ
ー

と
し
て

の
役
割

を
全
う

し
、
学

生
に
対

し
て
助

言
や
講

評
を

与
え
た
。

日
本
人

専
門
家

が
、
講

評
を
準

備
す
る

段
階
で

教
官
候

補
生

に
助
言
を

行
っ
た

と
こ
ろ

、
そ
れ

を
基
に

教
官
候

補
生
が

適
切
な

講
評

を
し
た
。

 


 
民

法
の
理

解
度
に

つ
い
て

は
、
学

校
運
営

側
は
学

校
に
お

け
る
民

法
教

育
の
必
要

性
を
認

識
し
て

い
る
と

こ
ろ
、

民
事
訴

訟
法
に

比
較
し

て
、

民
法
に
対

す
る
学

生
の
理

解
が
十

分
と
は

言
え
な

い
と
の

評
価
が

教
官

候
補
生

1
期
生
か

ら
も
報

告
さ
れ

て
い
る

。
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
後
半

で
は

、

新
民
法
の

適
用
を

見
据
え

、
民
法

教
育
の

充
実
に

向
け
て

具
体
的

な
取

り
組
み
が

必
要
で

あ
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

 

R
S
J
P
に
お

い
て
民

法
・
民

事
訴
訟

法
に

則
っ
た
裁

判
官
・

検
察
官

に
対
す

る
裁

判
実
務
に

関
す
る

教
育
（

以
下
、

「
民

事
教
育
」

と
い
う

）
が
自

立
的
に

実
施

で
き
る
よ

う
に
な

る
。

 

2
.
 教

官
（
常

勤
及
び

非
常
勤

）

の
数
が
増

加
す
る

。
 

・
 教

官
の
確

保
実
績

 


 
活

動
1
-
5、

1-
7
に
同

じ
。

 


 
専

任
教
員

の
確
保

に
つ
い

て
は
、

R
AJ
P
/R
S
JP

で
は
「

学
校
側
と

し
て

は
、
将
来

的
に
専

任
教
官

を
確
保

し
た
い

と
思
っ

て
い
る

が
、
カ

ン
ボ

ジ
ア
の
司

法
人
材

が
圧
倒

的
に
不

足
し
て

い
る
と

い
う
現

状
に
鑑

み
れ

ば
、
現
場

実
務
へ

の
配
置

を
優
先

す
る
べ

き
で
あ

り
、
そ

の
た
め

当
校

の
専
任
教

官
は
将

来
的
に

確
保
を

希
望
す

る
も
の

の
当
面

は
現
実

的
で

は
な
い
」

と
認
識

し
て
お

り
、
日

本
人
専

門
家
と

の
間
で

共
有
し

て
い

る
。

 


 
専

任
教
官

を
確
保

で
き
な

い
点
は

、
複
数

の
教
官

候
補
生

に
教
官

ミ
ー

テ
ィ
ン
グ

や
模
擬

裁
判
等

に
関
与

さ
せ
る

こ
と
で

、
学
校

で
の
教

育
実

施
に
対
す

る
一
貫

し
た
コ

ミ
ッ
ト

メ
ン
ト

を
高
め

る
等
の

方
法
で

補
っ

て
き
た
。
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3
.
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

策
定
状

況
 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

策
定

実
績

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
上

記
1
.に

記
載
の

通
り
、

バ
ラ
ン

ス
よ
く

策
定
さ

れ
て
い

る
。
 

 
4
.
 
RS
J
P
内
部

で
教
材

作
成
が

で
き
る
体

制
が
整

備
・
維

持
さ

れ
る
。

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
教

材
作
成

の
中
心

で
あ
る

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
で

は
、

教
官
候
補

生
が
教

材
の
作

成
・
改

訂
経
験

を
積
み

、
草
稿

を
担
え

る
よ

う
に
な
っ

た
。

 


 
成

果
 2

.の
指
標

2-
3
に
同

じ
。

 


 
教

官
候
補

生
は
、

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
、

本
邦
研

修
、

現
地
セ
ミ

ナ
ー
お

よ
び

JI
C

A
-N

et
セ

ミ
ナ

ー
等
に

お
い
て
、
教

材
作
成

に
関
す
る

ノ
ウ
ハ

ウ
や
知

識
を
習

得
し
て

い
る
。

 


 
全

国
の
裁

判
官
か

ら
来
る

多
く
の

質
問
と

そ
の
回

答
が

Q
&

A
集

と
し

て
ま
と
め

ら
れ
た

。
そ
の

結
果
、

地
方
裁

判
所
か

ら
の
質

問
が
さ

ら
に

増
え
た
。

 


 
民

法
に
つ

い
て
は

未
だ
教

材
が
作

成
さ
れ

て
お
ら

ず
、
今

後
教
材

作
成

の
前
提
と

な
る
教

官
候
補

生
の
民

法
に
つ

い
て
の

理
解
を

深
め
る

必
要

が
あ
る
。

 


 
教

官
候
補

生
か
ら

は
、
教

材
作
成

に
関
す

る
日
本

人
専
門

家
の
助

言
は

今
後
も
必

要
で
あ

る
と
の

意
見
が

出
さ
れ

た
。
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上
位
目
標

 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
民

法
･民

事
訴

訟
法
に
基

づ
い
て

適
切
に

民
事
裁

判
が

行
わ
れ
る

よ
う
に

な
る
。

 

民
法
・
民

事
訴
訟

法
適
用

以
降

の
民
事
裁

判
例
の

う
ち
、

民

法
・
民
事

訴
訟
法

に
基
づ

い
て

行
わ
れ
た

民
事
裁

判
事
例

の
質

・
 裁

判
官
他

法
曹
人

材
へ

の
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 


 

R
SJ

P
に
お

い
て
、
今
後
の

民
法

の
適
用

を
見
据

え
て
、
民
法
教

育
を

さ
ら
に
充

実
さ
せ

る
こ
と

が
で
き

れ
ば
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

終
了
後

も
、

民
法
、
民
訴
に

関
す

る
十
分

な
教

育
を
受

け
、
適
切

な
運
用

能
力

を
も

っ
た
卒
業

生
を
輩

出
す
る

こ
と
が

で
き
る

見
込
み

は
高
い

が
、
上

位
目

標
の

達
成

に
は
、

R
SJ

P
で

の
教

育
を

受
け

て
い

な
い

既
存
の
裁

判
官

に
対

す
る

民
法
の

普
及

が
必
要
と

な
り

、
R

SJ
P

の
継
続

教
育
を

も
っ

て
し
て
も

時
間
が

か
か
る

こ
と
が

見
込
ま

れ
る
ほ

か
、
弁

護
士
の

能
力

向
上
、
民
事
執

行
や

保
全
な

ど
の

関
連
制

度
の
整

備
・
普
及

も
必

要
と

な
る

。
R

SJ
P

に
お

い
て

、
今
後

の
民

法
の

適
用

を
見

据
え
て
、

民
法

教
育
を
さ

ら
に
充

実
さ
せ

る
こ
と

が
で
き

れ
ば
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

終
了

後
も
、
民
法

、
民
訴

に
関
す

る
十

分
な
教

育
を
受

け
、
適
切
な
運

用
能

力
を
も
っ

た
卒
業

生
を
輩

出
す
る

こ
と
が

で
き
る

見
込
み

は
高
い

が
、

上
位

目
標

の
達
成

に
は

、
R

SJ
P

で
の

教
育
を

受
け

て
い

な
い
既

存
の

裁
判

官
に

対
す
る

民
法

の
普
及
が

必
要

と
な

り
、

R
SJ

P
の

継
続

教
育

を
も
っ
て

し
て
も

時
間
が

か
か
る

こ
と
が

見
込
ま

れ
る
ほ

か
、
弁

護
士

の
能
力
向

上
、
民
事

執
行
や

保
全

な
ど
の

関
連
制

度
の
整

備
・
普

及
も

必
要
と
な

る
。
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評
価

グ
リ
ッ

ド
 

裁
判

官
・
検

察
官
養

成
校
民

事
教

育
改

善
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

 

 

評
価
設
問

 

５
項
目
そ

の
他
の

基
準

大
項
目

 
小

項
目

 

判
断
基
準

・
方
法

 
結

果
 

0-
a.

 実
績

 
 

 
 

 
 

 

0-
a-

1 
投

入
投

入
は
計

画
ど
お

り
か

 
日

本
側
投

入
 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
大

幅

な
乖
離
が

な
い
）

 

・
 投

入
の
遅

れ
等
に

よ
り
活

動

が
支
障
を

来
た
し

て
い
な

い


 

年
度
毎
の

計
画
に

沿
っ
て

、
適
切

な
タ
イ

ミ
ン
グ
・
量
の

投
入
が

行
わ
れ

た
。
投

入
の
詳
細

は
、
附

属
資
料

II
I.
１

.「
ミ
ニ

ッ
ツ
（

署
名
版

）」
A

nn
ex

2
の

と
お
り
。

 


 
フ

ェ
ー
ズ

１
に
引

き
続
き

、
常
駐

の
専
門

家
と
日

本
に
お

け
る
支

援
体
制

（
ア
ド

バ
イ
ザ
リ

ー
グ
ル

ー
プ
、

日
本
国

法
務
省

）
の
組

み
合
わ

せ
、
及

び
短
期

専
門
家

に
よ
る
現

地
セ
ミ

ナ
ー
や

JI
C

A
-N

et
セ

ミ
ナ
ー

、
本
邦

研
修
と

い
っ
た

複
数
の

形

態
を
活
用

し
た
。

 

 

 
 

カ
ン
ボ
ジ

ア
側
投

入
 

（
同
上
）

 


 
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
配
置

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
デ

ィ
レ
ク

タ
ー
：

R
A

JP
学

院
長

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
マ

ネ
ー
ジ

ャ
ー
：

R
SJ

P
校

長
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
運

営
管
理

：
R

A
JP
事

務
局
長

 

第
一
審
裁

判
所
判

事
、
控
訴
裁
判

所
判
事

、
最

高
裁
判

事
、
司
法

省
職
員

等

か
ら
な
る

教
官
お

よ
び
教

官
候
補

生
 


 

施
設
、
事

務
室

 

 
R

SJ
P
内

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
用

の
常
設

事
務
所

、
会
議

室
を
確

保
。

 


 

運
営
経
費

の
自
己

負
担

 

 
0-

a-
2 

成
果

成
果
は
計

画
通
り

産
出

さ
れ
て
い

る
か

 

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
（
大

幅

な
乖
離
が

な
い
）

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ
た
（
詳

細
は
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
を

参
照

）
。
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0-
a-

3 
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト

目
標

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
達

成
の
見
込

み
は
あ

る
か

 

 
・
 民

事
教
育

に
関
す

る
授
業

実

施
状
況

 


 
現

在
の
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
は

、
民
法

、
民
事

訴
訟
法

が
ほ
ぼ

同
程
度

の
時
間

数
で
行

わ
れ
て
い

る
。

 


 

20
09

年
の

模
擬
裁

判
は

20
08

年
に
比
べ

て
、
教
官

候
補
生

が
よ

り
主
導

す
る
形

で

運
営
さ
れ

た
。
教

官
候
補

生
は
コ

ー
デ
ィ

ネ
ー
タ

ー
や
チ

ュ
ー
タ

ー
と
し

て
の
役

割
を
全
う

し
、
学

生
に
対

し
て
助

言
や
講

評
を
与

え
た
。

日
本
人

専
門
家

が
、
講

評
を
準
備

す
る
段

階
で
教

官
候
補

生
に
助

言
を
行

っ
た
と

こ
ろ
、

そ
れ
を

基
に
教

官
候
補
生

が
適
切

な
講
評

を
し
た

。
 


 
民

法
の
理

解
度
に

つ
い
て

は
、
学

校
運
営

側
は
学

校
に
お

け
る
民

法
教
育

の
必
要

性
を
認
識

し
て
い

る
と
こ

ろ
、
民

事
訴
訟

法
に
比

較
し
て

、
民
法

に
対
す

る
学
生

の
理
解
が

十
分
と

は
言
え

な
い
と

の
評
価

が
教
官

候
補
生

1
期
生

か
ら
も

報
告
さ

れ
て
い
る

。
 

 
 

 
 

・
 教

官
（
ア

シ
ス
タ

ン
ト
教

官

を
含
む
）

の
数
が

増
加
す

る


 

R
A

JP
/R

S
JP

で
は
、

20
12

年
ま
で

毎
年

7
名
ず
つ
、
計

35
名
の

教
官
候

補
生
を

養

成
す
る
計

画
で

、
レ
ビ

ュ
ー
調
査

時
点
で

21
名
の
教

官
候
補
生

が
養
成

さ
れ
て

い

る
。

 


 

R
A

JP
/R

S
JP

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
に

よ
る
教

官
候
補

生
の
養

成
方
針

は
、
教

官
候
補

生
ワ
ー
キ

ン
グ
グ

ル
ー
プ

、
現
地

セ
ミ
ナ

ー
等
の

日
本
側

か
ら
の

イ
ン
プ

ッ
ト
を

活
用
し
て

で
き
る

だ
け
知

識
を
得

さ
せ
、

教
壇
に

立
た
せ

る
時
期

を
見
定

め
る
と

い
う
も
の

で
あ
る

。
 


 
教

官
候
補

生
1
期

生
は
、

今
フ
ェ

ー
ズ
開

始
初
年

度
か
ら

7
名
全

員
が
ア

シ
ス
タ

ン
ト
教
官

と
し
て

活
動
し

て
い
る

。
 

 
 

 
 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

策
定
状

況


 
現

在
の
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
は

、
民
法

、
民
事

訴
訟
法

が
ほ
ぼ

同
程
度

の
時
間

数
で
行

わ
れ
て
お

り
、
バ

ラ
ン
ス

よ
く
策

定
さ
れ

て
い
る

。
 

 
 

 
 

・
 R

SJ
P
内
部
で

教
材
作

成
が
で

き
る
体
制

が
整
備

・
維
持

さ

れ
る

 


 
教

材
作
成

の
中
心

で
あ
る

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
で

は
、
教

官
候
補

生
が
教
材

の
作
成
・
改
訂

経
験
を

積
み
、
草
稿
を

担
え
る

よ
う
に

な
っ
た

。
ま
た

、

教
官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
で
教

官
候
補

生
自
身

が
教
材

作
成
計

画
を
提

案
し
、

決
定
す

る
よ
う
に

な
っ
た

。
日
本

人
専
門

家
が
、

教
材
の

内
容
を

決
定
し

、
作
成

し
て
い

た
前
フ
ェ

ー
ズ
に

比
べ
る

と
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
が

主
体
と

な
っ
て

教
材
整

備
を
行

う
体
制
が

構
築
さ

れ
つ
つ

あ
る
。
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
 
教

官
候
補

生
は
、

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
、

本
邦
研

修
、
現

地
セ
ミ

ナ
ー
お
よ

び
JI

C
A

-N
et
セ

ミ
ナ

ー
等
に

お
い
て
、

教
材
作

成
に

関
す
る

ノ
ウ
ハ

ウ

や
知
識
を

習
得
し

て
い
る

。
 


 
全

国
の
裁

判
官
か

ら
来
る

多
く
の

質
問
と

そ
の
回

答
が

Q
&

A
集

と
し
て

ま
と
め

ら
れ
た
。

そ
の
結

果
、
地

方
裁
判

所
か
ら

の
質
問

が
さ
ら

に
増
え

た
。

 


 
民

法
に
つ

い
て
は

未
だ
教

材
が
作

成
さ
れ

て
お
ら

ず
、
今

後
教
材

作
成
の

前
提
と

な
る
教
官

候
補
生

の
民
法

に
つ
い

て
の
理

解
を
深

め
る
必

要
が
あ

る
。

 


 
教

官
候
補

生
か
ら

は
、
教

材
作
成

に
関
す

る
日
本

人
専
門

家
の
助

言
は
今

後
も
必

要
で
あ
る

と
の
意

見
が
出

さ
れ
た

。
教
官

候
補
生

が
、
よ

り
自
立

的
に
教

材
作
成

を
進
め
る

た
め
の

ノ
ウ
ハ

ウ
や
知

識
を
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

後
半
で

培
う
こ

と
が
必

要
で
あ
る

。
 

0-
b.

 実
施

プ
ロ
セ
ス

 

 
 

 
 

 

 
0-

b-
1 

活
動

活
動
は
計

画
通
り

に
実

施
さ
れ
て

い
る
か

 

進
捗
に
問

題
は
な

い
か

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ
た
（
詳

細
は
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
を

参
照

）
。

 

 

0-
b-

2 
技

術

移
転
の
方

法
 

技
術
移
転

の
方
法

に
問

題
は
な
い

か
 

あ
る
場
合

、
ど
の

分
野

に
お
け
る

ど
の
技

術
移

転
方
法
に

問
題
が

あ
る

か
、
そ
の

解
決
方

法
は

何
か

 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
進

捗

の
大
幅
な

遅
れ
が

な
い
）

 

・
 C

/P
の

理
解
度
・
能
力

の
深
ま

り
 


 

20
09

年
の

模
擬
裁

判
は

20
08

年
に
比
べ

て
、
教
官

候
補
生

が
よ

り
主
導

す
る
形

で

運
営
さ
れ

た
。
教

官
候
補

生
は
コ

ー
デ
ィ

ネ
ー
タ

ー
や
チ

ュ
ー
タ

ー
と
し

て
の
役

割
を
全
う

し
、
学

生
に
対

し
て
助

言
や
講

評
を
与

え
た
。

日
本
人

専
門
家

が
、
講

評
を
準
備

す
る
段

階
で
教

官
候
補

生
に
助

言
を
行

っ
た
と

こ
ろ
、

そ
れ
を

基
に
教

官
候
補
生

が
適
切

な
講
評

を
し
た

。
 


 
教

官
候
補

生
ワ
ー

キ
ン
グ

・
グ
ル

ー
プ
で

は
、
日

本
人
専

門
家
が

ま
ず
教

材
作
成

に
必
要
な

民
法

/民
訴
法

に
関
す
る

講
義
を

し
て

、
教
官

候
補
生
が

ノ
ー
ト

を
取
り

、

教
材
の
ド

ラ
フ
ト

を
作
り

、
そ
れ

に
日
本

人
専
門

家
が
コ

メ
ン
ト

を
し
て

教
材
を

完
成
さ
せ

て
い
る

。
教
官

候
補
生

か
ら
は

こ
の
手

法
は
大

変
効
果

的
で
あ

る
と
評

価
さ
れ
て

い
る
。

理
由
は

、
民
法

/民
訴

法
の
知

識
が
つ

き
、
さ
ら

に
コ
メ

ン
ト
を

も
ら
う
中

で
補
足

さ
れ
る

う
え
、

最
終
的

に
は
実

用
的
な

教
材
が

完
成
す

る
か
ら

で
あ
る
。

 

- 197 -



 

0-
b-

3 
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト

の
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
体

制
 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
の

仕
組

み
が
構
築

さ
れ
て

い
る

か
 

 
・
 各

活
動
の

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

担

当
者
配
置

 

・
 モ

ニ
タ
リ

ン
グ
の

様
式
及

び

結
果
の
処

理
方
法

に
つ
い

て

の
、
合
意

と
実
施

 

・
 関

係
者
会

議
の
定

期
開
催

 


 
日

本
人
専

門
家
と

R
A

JP
/R

SJ
P
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

は
必
要

な
際
に

は
常
時

協
議
で

き
る
関
係

を
維
持

し
て
お

り
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
運

営
上
の

必
要
に

応
じ
て

適
宜
協

議
を
重
ね

て
き
た

（
記
録

に
残
っ

て
い
る

会
合
だ

け
で
も

20
08

年
度
に

17
回
、

20
09

年
度

に
は

9
回
実
施

し
て
お

り
、
ま

た
こ
れ

ら
以
外

に
も
日

常
的
に

議
論
を

し
て
い
る

)。
協

議
内
容

は
、
教
官

ア
シ
ス

タ
ン
ト

制
の
導

入
、
継

続
教
育

の
計
画

、

模
擬
裁
判

の
準
備

等
で
あ

っ
た
。

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

改
善
、

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

、
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム

の
準
備

や
各
種

活
動
に

と
っ
て

重
要
な

役
割
を

果
た
し

て
い
る

。
教
官

候
補
生
お

よ
び

R
A

JP
/R

SJ
P
職
員

も
適
宜

参
加
し

て
い
る

。
 

 

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
内

の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン

は
、
円
滑

に
行
わ

れ
て

い
る
か

 

 
・
 コ

ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ
ン
に

起

因
す
る
問

題
の
有

無
 

・
 活

動
の
順

調
な
進

捗
 


 
日

本
人
専

門
家
と

R
A

JP
/R

SJ
P
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

に
よ
る

協
議
の

状
況
に

つ
い
て

は
上
述
の

通
り
円

滑
で
あ

る
と
言

え
る
。

 


 
教

官
候
補

生
も
、

何
か
分

か
ら
な

い
こ
と

が
あ
っ

た
ら
す

ぐ
に
日

本
人
専

門
家
に

質
問
・
相

談
が
出

来
る
等

、
非
常

に
良
い

協
力
関

係
に
あ

る
。

 


 
教

官
候
補

生
よ
り

、
教
官

候
補
生

ワ
ー
キ

ン
グ
・

グ
ル
ー

プ
で
日

本
人
専

門
家
が

講
義
を
始

め
る
前

に
、

L
es

so
n 

P
la

n
を

作
っ
て

提
示
す

る
こ
と
へ

の
高
評

価
が
聞

か
れ
た
。

こ
の
お

か
げ
で

、
そ
の

講
義
が

今
回
作

成
す
る

教
材
に

関
し
て

ど
う
い

う
位
置
づ

け
に
あ

る
の
か

、
民
法

/民
訴

法
の
中

で
の
意

義
な
ど
に

つ
い
て

理
解
し

や
す
い
と

の
こ
と

。
 

 
 

意
思
決
定

は
円
滑

に
行

わ
れ
て
い

る
か

 

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
機
関

内

の
迅
速
な

意
思
決

定
 


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 

 
JI

C
A
本

部
及
び
在

外

事
務
所
と

の
連
絡

・
協

力
体
制
は

整
備
さ

れ
て

い
る
か

 

 
・
 連

携
・
協

力
不
足

に
起
因

す

る
活
動
遅

延
等
の

有
無

 


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 

 
カ

ン
ボ
ジ

ア
側

C
/P

機

関
間
の
連

絡
・
協

力
体

制
は
整
備

さ
れ
て

い
る

か
 

 
（

同
上
）

 


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。
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0-
b-

4
実

施

機
関
や

C
/P

の
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
に

対
す
る
認

識
の
高
さ

関
係
省
庁

は
、
高

い
オ

ー
ナ
ー
シ

ッ
プ
を

も
っ

て
取
り
組

ん
で
い

る
か

 

 
・
 予

算
措
置

状
況
に

起
因
す

る

活
動
遅
延

そ
の
他

の
支
障

 

・
 そ

の
他
必

要
な
支

援
の
タ

イ

ミ
ン
グ
良

い
実
施

 


 
講

師
謝
金

に
つ
い

て
は
、

現
在
政

府
と
ド

ナ
ー
が

折
半
し

て
負
担

し
て
い

る
と
こ

ろ
、
政
府

に
よ
る

全
額
負

担
を
目

指
し
て

学
校
側

が
財
務

省
へ
予

算
を
申

請
し
て

い
る
が
、

現
時
点

で
は
承

認
さ
れ

て
い
な

い
（
運

営
経
費

は
、
政

府
予
算

で
賄
わ

れ
て
い
る

）
。

 


 

R
A

JP
幹
部
に

よ
れ
ば

、
今

後
も

し
ば
ら

く
同
程

度
の
予

算
措
置

と
な
る

見
通
し

と

の
こ
と
。

 

 

 
実

施
機
関

は
高
い

オ
ー

ナ
ー
シ
ッ

プ
を
も

っ
て

取
り
組
ん

で
い
る

か

（
C

/P
の
配
置

状
況
、

外
部
関
係

機
関
と

の
連

絡
・
調
整

な
ど
）

 

 
・
 C

/P
配

置
に
対

す
る
配

慮
 

・
 活

動
内
容

へ
の
高

い
関
心

表

明
 

・
 的

確
か
つ

迅
速
な

連
絡
・

調

整
 


 
適

切
な
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
が
配

置
さ
れ

、
コ
ミ

ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン
も
良

好
に
な

さ
れ
て
い

る
（
良

い
兆
候

と
し
て

、
「

0-
b-

2 
技
術
移

転
の
方
法

」
を
参

照
）
。

 

 

0-
b-

5
適

切

な
C

/P
配
置

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

業
務

量
及
び
業

務
内
容

に
見

合
っ
た
能

力
の
あ

る

C
/P

が
十
分
な

人
数
配

置
さ
れ
て

い
る
か

 

 
・
 C

/P
配

置
人
数

の
計
画

と
の

対
比

 

・
 C

/P
配

置
に
起

因
す
る

活
動

遅
延
そ
の

他
の
支

障
 


 
教

官
候
補

生
の
採

用
計
画

に
つ
い

て
は

、
文
書

化
こ
そ

な
さ
れ
て

い
な
い

も
の
の

、

毎
年
７
名

ず
つ
採

用
し
て

い
く
こ

と
で

R
A

JP
/R

SJ
P
と

日
本
人
専

門
家
の

間
で
は

共
通
認
識

に
至
っ

て
い
る

。
こ
の

計
画
は

、
教
官

候
補
生

に
ふ
さ

わ
し
い

人
材
の

供
給
量
や

裁
判
所

へ
の
配

置
を
優

先
す
べ

き
実
情

な
ど
を

踏
ま
え

て
総
合

的
に
定

め
た
も
の

で
あ
る

。
 


 
今

レ
ビ
ュ

ー
調
査

時
点
ま

で
に

1
期
生
（
フ

ェ
ー
ズ

１
で

養
成
）
、

2
期
生
、

3
期

生
が
そ
れ

ぞ
れ

7
名
ず
つ

採
用
さ

れ
、

1
期

生
は
既

に
教
官

ア
シ

ス
タ
ン

ト
と
し

て

活
動
し
て

い
る
。

 


 

R
A

JP
学
院
長

は
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
期
間

中
4
年

で
35

名
の
教

官
候
補

生
(1

期
生

7
名
を

含
む

)を
養

成
す
る

と
い
う

計
画
は

、
R

SJ
P
だ
け

で
は
な

く
そ
の

他
の
養

成

校
を
含
む

R
A

JP
全
体

の
学
校
運

営
の
持

続
性
を

考
え
れ

ば
十
分

と
は
言

え
な
い

も
の
の
、

そ
う
し

た
制
約

条
件
の

中
で
出

来
る
だ

け
人
材

の
質
・

量
と
も

に
高
め

て
い
く
努

力
を
し

て
い
き

た
い
、

と
の
認

識
を
持

っ
て
い

る
。

 


 
専

任
教
員

の
確
保

に
つ
い

て
は
、

R
A

JP
/R

SJ
P
で
は

「
学
校

側
と

し
て
は

、
将
来

的
に
専
任

教
官
を

確
保
し

た
い
と

思
っ
て

い
る
が

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

の
司
法

人
材
が

圧
倒
的
に

不
足
し

て
い
る

と
い
う

現
状
に

鑑
み
れ

ば
、
現

場
実
務

へ
の
配

置
を
優
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先
す
る
べ

き
で
あ

り
、
そ

の
た
め

専
任
教

官
は
将

来
的
に

確
保
を

希
望
す

る
も
の

の
当
面
は

現
実
的

で
は
な

い
」
と

認
識
し

て
お
り

、
日
本

人
専
門

家
と
の

間
で
共

有
し
て
い

る
。
専

任
教
官

を
確
保

で
き
な

い
点
は

、
複
数

の
教
官

候
補
生

に
教
官

ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
や

模
擬
裁

判
等
に

関
与
さ

せ
る
こ

と
で
、

学
校
で

の
教
育

実
施
に

対
す
る
一

貫
し
た

コ
ミ
ッ

ト
メ
ン

ト
を
高

め
る
等

の
方
法

で
補
っ

て
き
た

。
 

 

0-
b-

6 
参

加

度
合
い
や

認
識

 

各
活
動
の

タ
ー
ゲ

ッ
ト

と
し
て
い

る
人
材

・
機

関
が
、
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
を
有
用

な
活
動

と
認

識
し
て
い

る
か

 

 
・
 関

係
者
な

ど
に
よ

る
事
業

内

容
の
認
知

、
 

・
 関

係
機
関

等
と
の

情
報
交

換

や
共
同
企

画
等
の

動
き
（

他

ド
ナ
ー

、
N

G
O
な

ど
を
含

む
）


 
日

本
人
専

門
家
と

R
A

JP
/R

SJ
P
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

は
必
要

な
際
に

は
常
時

協
議
で

き
る
関
係

を
維
持

し
て
お

り
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
運

営
上
の

必
要
に

応
じ
て

適
宜
協

議
を
重
ね

て
い
る

。
そ
の

他
前
述

の
通
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
に
組

み
込
ま

れ
て
い

る
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

や
模
擬

裁
判
等

に
お
い

て
、
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

・
教
官

候
補
生

の
積
極
的

な
関
与

が
確
認

さ
れ
て

い
る
。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
の

現
地
セ

ミ
ナ
ー

、
JI

C
A

-N
et
セ

ミ
ナ
ー
お

よ
び

本
邦
研

修
へ
の

参
加
、
あ

る
い
は

日
本
人

専
門
家

に
日
常

的
に
質

問
・
相

談
す
る

と
い
っ

た
活
動

を
通
じ
て

、
教
官

候
補
生

は
知
識

や
経
験

を
蓄
積

し
て
き

た
。
あ

る
教
官

候
補
生

は
、
自
ら

の
学
習

お
よ
び

実
務
で

の
活
用

を
企
図

し
て
、

JI
C

A
-N

et
セ

ミ
ナ
ー

で

得
た
知
識

を
も
と

に
日
本

人
専
門

家
の
助

言
を
仰

ぎ
な
が

ら
、
督

促
手
続

き
の
マ

ニ
ュ
ア
ル

を
自
主

的
に
作

成
し
た

。
R

A
JP

学
院
長
・

R
SJ

P
校
長

か
ら
は

、
こ
れ

ら
日
本
の

支
援
を

通
じ
て

、
人
材

養
成
の

質
・
量

と
も
に

で
き
る

だ
け
高

め
て
い

く
べ
く
活

動
を
継

続
し
て

行
く
旨

表
明
が

あ
っ
た

。
 

 

0-
b-

7 
そ

の

他
の
問
題

そ
の
他
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
実
施

過
程
で

生
じ

て
い
る
問

題
は
あ

る
か

 

あ
る
場
合

、
そ
の

原
因

は
何
か

 

 


 
特

に
そ
の

他
の
問

題
が
生

じ
て
い

る
と
は

認
め
ら

れ
な
い

。
 

1.
 妥

当
性

 
 

 
 

 
 

 
1-

1
必

要
性

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
対

象
国
の
地

域
・
社

会
の

状
況
や
ニ

ー
ズ
に

合
致

し
て
い
る

か
 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
政
府

は
、
引

き
続
き

司
法
分

野
に
お

け
る
人

材
育
成

を
重
視

し
て
い

る
。

20
04

年
7
月

に
発
表

さ
れ
た

国
家
開

発
戦
略

で
あ
る

「
四
辺

形
戦
略

」
で
明

ら
か
に
な

っ
て
い

る
と
お

り
、
司

法
改
革

は
引
き

続
き
高

い
優
先

順
位
を

与
え
ら

れ
て
お
り

、
20

08
年
に
発

足
し
た

新
内
閣

は
、
こ

れ
ま
で

の
四
辺

形
戦
略

の
枠
組

み
を
そ
の

ま
ま
引

き
継
い

だ
「
第

二
次
四

辺
形
戦

略
」
を

策
定
し

て
い
る

。
 


 

20
03

年
に

発
表
さ

れ
た
「
法
・
司

法
制
度

改
革
戦

略
」
や

20
05

年
に

発
表
さ

れ
た
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「
法
司
法

制
度
改

革
短
期

・
中
期

行
動
計

画
」
に

お
い
て

、
「
司

法
サ
ー

ビ
ス
を

強
化
す
る

こ
と

」
が
司

法
分
野
の

7
重
点

分
野
の

一
つ
と

位
置
づ

け
ら
れ

て
い
る

。
 


 
こ

れ
ら
の

政
策
動

向
に
関

し
て
は

、
今
次

調
査
に

お
い
て

も
変
更

が
な
い

旨
を
司

法
省
に
確

認
し
た

。
な
お

、
「
法

司
法
制

度
改
革

短
期
・

中
期
行

動
計
画

」
は
、

対
象
期
間

を
20

08
年

ま
で
と
し

て
お
り

、
法
・

司
法
改

革
評
議

会
で
は

20
10

年

に
そ
の
レ

ビ
ュ
ー

を
予
定

し
て
い

る
。

 


 
法
・
司

法
改
革

評
議
会

に
出
席
し

て
い
る

R
A

JP
事
務

局
長
か
ら

は
、
法
曹
人

材
育

成
に
つ
い

て
、
戦

略
・
方

針
に
変

更
は
な

い
こ
と

を
確
認

し
た
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
タ

ー
ゲ
ッ
ト

グ
ル
ー

プ
の

状
況
や
ニ

ー
ズ
に

合
致

し
て
い
る

か
 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

、
法
曹

人
材
の

不
足
は

現
在
も

引
き
続

き
深
刻

で
あ
り

、
健
全

な
社
会
・
経

済
開
発

を
妨
げ

る
大

き
な
阻

害
要
因

と
な
っ

て
い
る
。

R
A

JP
・

R
SJ

P

経
営
陣
と

の
間
で

、
人
材

の
育
成

及
び
組

織
の
強

化
が
、

民
事
教

育
を
効

率
的
・

効
果
的
に

運
営
す

る
う
え

で
不
可

欠
で
あ

り
、

R
SJ

P
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
が

こ
れ
ら

ニ

ー
ズ
に
対

応
す
る

も
の
で

あ
る
旨

確
認
さ

れ
た
。

 

 
1-

2
優

先
度

上
位
目
標

は
カ
ン

ボ
ジ

ア
国
の
開

発
政
策

と
の

整
合
性
が

高
い
か

 

 
 


 
「

第
二
次

四
辺
形

戦
略
」

で
も
司

法
改
革

が
引
き

続
き
高

い
優
先

順
位
を

与
え
ら

れ
て
お
り

、
そ
の

司
法
改

革
の
戦

略
・
計

画
で
も

司
法
サ

ー
ビ
ス

を
強
化

す
る
こ

と
が
重
点

分
野
の

一
つ
と

な
っ
て

い
る
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

、
日

本
の
援
助

政
策
・

JI
C

A

国
別
事
業

実
施
計

画
と

の
整
合
性

が
高
い

か
 

 
 


 

20
02

年
に

策
定
さ

れ
た
日

本
の
「

カ
ン
ボ

ジ
ア
国

別
援
助

計
画
」

に
お
い

て
、
民

事
法
制
度

の
構
築

と
向
上

は
カ
ン

ボ
ジ
ア

に
対
す

る
重
要

政
策
中

枢
支
援

と
位
置

づ
け
ら
れ

て
い
る

。
 


 

20
09

年
に

開
催
さ

れ
た
第

21
回

経
済
海

外
協
力

会
議
で

は
、
「
法

制
度
整

備
支

援

に
関
す
る

基
本
方

針
」
が

策
定
さ

れ
、
民

法
・
民

事
訴
訟

法
関
連

法
令
の

実
務
教

育
の
拡
充

や
人
材

育
成
へ

の
更
な

る
支
援

の
必
要

性
が
確

認
さ
れ

た
。

 


 

JI
C

A
の

「
カ
ン
ボ

ジ
ア

国
別
援

助
実
施

方
針

(2
00

9
年

)」
で
は

、
裁
判

官
・
検

察

官
養
成
校

へ
の
人

材
育
成

支
援
の

継
続
に

よ
り
、

法
司
法

制
度
改

革
の
推

進
に
貢

献
す
る
方

針
が
定

め
ら
れ

て
い
る

。
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1-

3
手

段
と

し
て
の
適

切
性

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

ア
プ

ロ
ー
チ
及

び
対
象

地
域

は
、
適
切

な
選
択

か
 

近
隣
地
域

で
実
施

さ
れ

て
い
る

JI
C

A
の

他
の

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
と

の
協

力
・
連
携

は
、
適

切
に

行
わ
れ
て

い
る
か

。
そ

の
結
果
、

何
か
し

ら
の

効
果
を
上

げ
て
い

る
か

・
 本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ア
プ

ロ

ー
チ
の
、

他
地
域

へ
の
適

用

可
能
性

 

・
 対

象
地
域

の
ニ
ー

ズ
適
合

性

・
 J

IC
A
の

他
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

活
動
内
容

と
の
重

複
 

・
 他

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

と
の
協

力
・
交
流

 


 
今

フ
ェ
ー

ズ
で
は

、
学
校

運
営
の

根
幹
を

な
す
教

官
採
用

・
養
成

計
画
、

カ
リ
キ

ュ
ラ
ム
検

討
、
教

材
作
成

と
い
っ

た
活
動

に
お
い

て
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー
ト

職
員
・

教
員
が

、
よ
り

主
体
性

を
発
揮

し
、
自

立
的
に

民
事
教

育
の
実

施
を
行
え

る
よ
う

に
な
る

こ
と
を

目
指
し

て
い
る

。
例
え

ば
、
教

材
作
成

に
お
い

て
は
、
ま

ず
、
教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
の
際

に
、
教

官
候
補

生
が
中

心
と
な

っ
て
作

成
す
べ
き

教
材
に

つ
い
て

協
議
・

決
定
し

、
日
本

人
専
門

家
に
よ

る
講
義

を
踏
ま

え
て
、
教

官
候
補

生
が
教

材
を
ド

ラ
フ
ト

す
る
ア

プ
ロ
ー

チ
が
採

ら
れ
て

い
る
。

こ
の
点
は

、
作
成

す
べ
き

教
材
に

つ
い
て

日
本
人

専
門
家

が
決
め

て
い
た

前
フ
ェ

ー
ズ
よ
り

、
学
校

側
の
主

体
性
が

高
ま
っ

た
と
評

価
で
き

る
。
こ

の
ア
プ

ロ
ー
チ

に
つ
い
て

は
一
定

の
成
果

を
あ
げ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
今
次

調
査
で

明
ら
か

に
な
っ

た
。

 


 
こ

の
ア
プ

ロ
ー
チ

は
人
材

不
足
に

悩
む
他

の
途
上

国
で
も

有
用
で

あ
る
と

思
わ
れ

る
。
ま
た
日

本
人
専

門
家
の

、
C

/P
に

主
導
権

を
徐
々

に
渡
し
て

い
く
方

針
も
キ

ャ

パ
シ
テ
ィ

・
デ
ィ

ベ
ロ
ッ

プ
メ
ン

ト
を
目

的
と
し

た
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
に
広

く
応
用

が
可
能
で

あ
ろ
う

。
 


 

JI
C

A
他

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

の
活
動

内
容
と

の
重
複

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
の

法
整
備

支
援
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
と

は
情
報

や
成
果

物
（
教

材
等
）

を
相
互
に

共
有
し

て
い
る

。
 

 
 

タ
ー
ゲ
ッ

ト
グ
ル

ー
プ

の
選
定
は

適
正
か

（
対

象
、
規
模

な
ど
）

 

 
・
 技

術
的
・

物
理
的

優
位
性

の

有
無

 

・
 技

術
普
及

で
き
る

仕
組
み

・

規
模
・
行

政
的
又

は
法
的

位

置
づ
け
の

有
無

 

・
 活

動
実
施

に
過
不

足
の
な

い

人
員
配
置

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

今
後
、

各
種
特

別
裁
判

所
が
立

ち
上
げ

ら
れ
る

予
定
で

あ
る
こ

と
か
ら
、

多
く
の

法
曹
人

材
が
必

要
と
な

る
。
こ

の
認
識

に
立
ち

、
M

O
J、

司
法

官
職
高
等

評
議
会

お
よ
び

R
A

JP
で
協
議

し
た
結

果
、
約

60
0
人

の
裁
判

官
・
検
察

官
が
必
要

と
い
う

判
断
に

至
っ
た

と
の
こ

と
で
あ

る
。

R
A

JP
で

は
そ
れ

に
基
づ

い

て
5
か
年

計
画
が

策
定
さ

れ
て
お

り
、
そ

の
中
で

20
08

-2
01

2
年

の
間
に

毎
年

55

人
の
裁
判

官
・
検

察
官
を

養
成
す

る
予
定

と
し
て

い
る
。
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タ
ー
ゲ
ッ

ト
グ
ル

ー
プ

以
外
へ
波

及
性
は

あ
る

か
 

 
・
 普

及
の
仕

組
み
の

整
備

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
評
価

・

関
心
の
高

さ
 

・
 技

術
の
カ

ン
ボ
ジ

ア
国
全

土

へ
の
普
及

可
能
性

 


 

R
A

JP
/R

S
JP

は
カ
ン

ボ
ジ
ア

全
土

の
法
曹

人
材
養

成
の
中

心
的
役

割
を
担

う
機
関

で
あ
る
。

 


 
教

官
候
補

生
が
所

属
し
て

い
る
裁

判
所
か

ら
は

、
R

A
JP

で
教
官

候
補
生

と
し
て

経

験
を
積
む

こ
と
で

、
裁
判

所
へ
も

知
識
面

で
の
フ

ィ
ー
ド

バ
ッ
ク

が
得
ら

れ
る
た

め
、
教
官
候

補
生
が

R
A

JP
に
協

力
す
る

こ
と
に

つ
い
て

好
ま
し

い
評
価

が
さ
れ

て

い
る
。

 

 
 

効
果
の
受

益
や
費

用
の

負
担
が
公

平
に
分

配
さ

れ
る
か

 

 
・
 受

益
者
設

定
の
偏

り
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
成

果
の
実

用

に
関
す
る

制
限
の

有
無

 


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 
1-

4 
援
助

協

調
 

他
の
ド
ナ

ー
と
の

援
助

協
調
及
び

相
乗
効

果
が

期
待
で
き

る
か

 

 
 


 

R
SJ

P
に
お

け
る
継

続
教
育

は
、

20
08

年
に

R
A

JP
の
イ

ニ
シ
ア

テ
ィ
ブ

に
よ
り

、

E
W

M
I
の
支
援

を
受
け

て
開
始
さ

れ
た
。

学
校
側

が
ド
ナ

ー
を
招

い
て
行

っ
た
担

当
分
野
の

協
議
会

合
を
経

て
、

JI
C

A
が

民
事
分
野

の
一

部
を
担

当
す
る

こ
と
に

な

っ
た
。
こ

の
よ
う

に
、
継

続
教
育

に
関
与

し
て
い

る
ド
ナ

ー
の
間

で
は
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
策
定

・
実
施

に
あ
た

り
担
当

範
囲
の

調
整
が

定
期
的

に
な
さ

れ
る
見

込
み
で

あ
る
。

 


 

20
09

年
4
月
に
は

A
us

A
ID

等
に

よ
る
モ

デ
ル
コ

ー
ト
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
専

門
家
と

非
公
式
に

協
議
し

た
。

 

 
1-

5 
日
本

の

技
術
の
優

位
性

 

日
本
の
技

術
の
優

位
性

は
あ
る
か

 

 
・
 類

似
の
協

力
事
例

 

・
 国

内
に
お

け
る
技

術
的
蓄

積


 
こ

れ
ま
で

法
制
度

整
備
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ
ー

ズ
1、

2）
に
お

い
て
民

法
・
民

事
訴
訟
法

の
起
草

・
立
法

化
支
援

を
日
本

が
実
施

し
て
き

た
経
緯

、
さ
ら

に
は
本

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
（
フ

ェ
ー
ズ

1）
で

R
SJ

P
の
民

事
教
育

に
か
か

る
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム

策
定
や
教

材
作
成

を
支
援

し
て
き

た
経
緯

を
踏
ま

え
る
と

、
他
ド

ナ
ー
に

比
し
て

な
お
日
本

に
技
術

的
な
優

位
性
が

あ
る
。
今

次
調
査

に
お
い

て
も

R
A

JP
マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
層
及

び
教
官

候
補
生

か
ら
は

、
そ
の

点
が
繰

り
返
し

強
調
さ

れ
た
。

 

 
1-

6 
そ
の

他
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
開

始
以

降
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
を

取
り
巻
く

環
境
（
政
策

、

経
済
、
社

会
な
ど

）
の

変
化
は
な

い
か

 

 
 


 
特

に
認
め

ら
れ
な

い
。

 


 
「

法
司
法

制
度
改

革
短
期
・
中
期

行
動
計

画
」
は
、
対
象
期

間
を

20
08

年
ま

で
と

し
て
お
り

、
法
・
司
法

改
革
評
議

会
で
は

20
10

年
に

そ
の
レ
ビ

ュ
ー
を

予
定
し

て

い
る
。
法
・
司
法

改
革
評

議
会
に

出
席
し

て
い
る

R
A

JP
事
務
局

長
か
ら

は
、
法
曹

人
材
育
成

に
つ
い

て
、
戦

略
・
方

針
に
変

更
は
な

い
こ
と

を
確
認

し
た
。
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2.
 有

効
性

（
見
込
み
）

 
 

 
 

 

 
2-

1 
成
果

の

達
成

 

成
果
は
達

成
さ
れ

て
い

る
か

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
（
詳

細
は
達

成
度
グ

リ
ッ
ド

を
参
照

）
。

 

 
2-

2 
プ
ロ

ジ

ェ
ク
ト
目

標
の
達
成

見
込
み

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
は

達
成
さ
れ

る
見
込

み
か

 

 
 


 

0-
a-

3
の

と
お
り
。

 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の

達
成
を
促

進
・
阻

害
す

る
要
因
は

あ
る
か

  

促
進
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
各

調
査
項

目
で
繰

り
返
し

観
察
さ

れ
て
い

る
通
り

、
今
フ

ェ
ー
ズ

で
採
用

し
て
い

る
技
術
移

転
の
ア

プ
ロ
ー

チ
（
学

校
運
営

の
根
幹

を
な
す

教
官
採

用
・
養
成
計

画
、

カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
検

討
、
教

材
作
成

と
い
っ

た
活
動

に
お
い

て
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
カ

ウ
ン
タ
ー

パ
ー
ト

職
員
・

教
員
が

、
よ
り

主
体
性

を
発
揮

し
、
自

立
的
に

民
事
教

育
の
実
施

を
行
え

る
よ
う

に
な
る

こ
と
を

目
指
し

て
い
る

）
が
こ

れ
ま
で

の
と
こ

ろ
順
調
な

成
果
達

成
に
大

き
く
貢

献
し
て

い
る
も

の
と
考

え
ら
れ

る
。

 

 
 

 

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
民

法
の
理

解
度
が

民
事
訴

訟
法
に

比
較
し

て
十
分

と
は
言

え
な
い

点
が
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
後

半
に
お

い
て
阻

害
要
因

と
な
り

う
る
。

新
民
法

の
適
用

を
見
据

え
、
民

法
教
育
の

充
実
に

向
け
て

具
体
的

な
取
り

組
み
が

必
要
で

あ
る
。

 

 
2-

3 
因
果

関

係
 

成
果
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
目
標
を

達
成
す

る
た

め
に
十
分

で
あ
る

か
 

 
 


 
そ

の
他
に

達
成
す

べ
き
成

果
は
特

に
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 
 

外
部
条
件

は
、
現

時
点

に
お
い
て

も
正
し

い

か
。
外
部

条
件
が

満
た

さ
れ
る
可

能
性
は

高
い

か
 

 
 


 
講

師
謝
金

に
つ
い

て
は
、

現
在
政

府
と
ド

ナ
ー
が

折
半
し

て
負
担

し
て
い

る
。
政

府
に
よ
る

全
額
負

担
を
目

指
し
て

学
校
側

が
財
務

省
へ
予

算
を
申

請
し
て

い
る

が
、
現
時

点
で
は

承
認
さ

れ
て
い

な
い
。

 


 
ク

メ
ー
ル
・
ル

ー
ジ
ュ

裁
判
等
に

よ
る

R
SJ

P
へ
の
影

響
に
つ
い

て
は

、
実
際

に
ク

メ
ー
ル
・

ル
ー
ジ

ュ
裁
判

等
に
よ

り
教
官

が
多
忙

を
き
わ

め
、
講

義
が
一

部
実
施

で
き
な
く

な
っ
た

も
の
の

、
こ
の

こ
と
に

よ
っ
て

教
官
候

補
生

1
期
生

が
ア
シ

ス

タ
ン
ト
教

官
と
し

て
講
義

を
実
施

す
る
機

会
を
得

た
と
い

う
副
次

的
な
効

果
が
あ

り
、
当
初
懸

念
さ
れ

た
よ
う

に
、

R
SJ

P
で
の

教
育
が

不
能
な
い

し
著
し

く
困
難

に
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な
る
と
い

う
事
態

は
生
じ

な
か
っ

た
。

 


 
採

用
し
た

教
官
候

補
生
の

任
地
が

プ
ノ
ン

ペ
ン
近

郊
に
な

る
よ
う

、
司
法

官
職
高

等
評
議
会

か
ら
人

員
配
置

上
の
配

慮
を
得

ら
れ
る

こ
と
が

必
要
で

あ
る
と

い
う
外

部
条
件
（

「
司
法

官
職
高

等
評
議

会
に
よ

り
人
員

配
置
の

配
慮
が

な
さ
れ

る
」
）

に
つ
い
て

は
、
教
官

候
補
生

は
、

R
SJ

P
卒
業

生
の
成

績
上
位
者

か
ら
採

用
し
て

お

り
、
初
任

地
は
成

績
順
に

任
地
を

選
択
し

う
る
と

い
う
方

法
が
採

用
さ
れ

て
い
る

た
め
、
成

績
上
位

者
で
あ

る
教
官

候
補
生

が
プ
ノ

ン
ペ
ン

近
郊
に

赴
任
す

る
可
能

性
は
高
い

。
し

か
し
、
裁
判
官
は

原
則
と

し
て
任

官
後

4
年
周
期

で
異
動

と
な
る

。

学
校
と
し

て
は
同

評
議
会

に
対
し

、
教
官

候
補
生

の
転
勤

先
を
プ

ノ
ン
ペ

ン
近
郊

に
留
め
る

よ
う
要

望
し
て

い
る
。

現
在
ま

で
の
と

こ
ろ
、

教
官
候

補
生
が

遠
隔
地

に
転
勤
し

て
人
員

体
制
に

影
響
が

出
た
と

い
う
ケ

ー
ス
は

無
い
が

、
こ
の

点
に
つ

い
て
は
引

き
続
き

留
意
す

る
必
要

が
あ
る

。
 


 
裁

判
所
に

対
す
る

人
員
提

供
要
請

に
つ
い

て
は
、

ど
の
裁

判
所
も

教
官
候

補
生
の

学
校
側
へ

の
協
力

に
つ
い

て
好
意

的
で
あ

り
、
引

き
続
き

協
力
は

得
ら
れ

る
見
込

み
で
あ
る

。
 

3.
 効

率
性

 
 

 
 

 
 

 
3-

1 
成
果

の

産
出
度

 

成
果
の
産

出
度
は

適
切

か
 

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

P
D

M
上

の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ
れ

、
成

果
が

達
成
さ
れ

つ
つ
あ

る
（
詳

細
は
達

成
度
グ

リ
ッ
ド

を
参
照

）
。

 

 
 

成
果
の
産

出
を
促

進
・

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

促
進
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
「

2-
2 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
見
込

み
」
と

同
様
。

 


 

R
A

JP
・

R
SJ

P
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

と
日
本

人
専
門

家
は
頻

繁
に
会

合
を
持

ち
、
ま
た

教
官
候
補

生
は
疑

問
点
を

す
ぐ
に

日
本
人

専
門
家

に
相
談

す
る
こ

と
が
で

き
て
い

る
。
こ
う

し
た
良

好
な
コ

ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ
ン
も

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
効
率

性
を
高

め
て
い
る

。
 

 
 

 
阻

害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
「

2-
2 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
見
込

み
」
と

同
様
。
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3-

2
因

果
関

係
 

成
果
を
産

出
す
る

た
め

に
十
分
な

投
入
で

あ
っ

た
か

 

 
・
 投

入
の
不

足
或
い

は
不
適

切

性
に
起
因

す
る
遅

延
そ
の

他

の
支
障
の

発
生

 


 
年

度
毎
の

計
画
に

沿
っ
て

、
適
切

な
タ
イ

ミ
ン
グ

・
量
の

投
入
が

行
わ
れ

た
。

 


 
フ

ェ
ー
ズ

１
に
引

き
続
き

、
常
駐

の
専
門

家
と
日

本
に
お

け
る
支

援
体
制

（
ア
ド

バ
イ
ザ
リ

ー
グ
ル

ー
プ
、

日
本
国

法
務
省

）
の
組

み
合
わ

せ
、
及

び
短
期

専
門
家

に
よ
る
現

地
セ
ミ

ナ
ー
や

JI
C

A
-N

et
セ

ミ
ナ
ー

、
本
邦

研
修
と

い
っ
た

複
数
の

形

態
を
活
用

し
た
支

援
の
あ

り
方
は

、
カ
ウ

ン
タ
ー

パ
ー
ト

が
適
時

か
つ
広

が
り
や

深
み
の
あ

る
助
言

を
得
る

こ
と
が

で
き
、

ま
た
実

務
上
の

ニ
ー
ズ

に
即
し

た
情
報

提
供
が
で

き
る
方

策
で
あ

り
、
効

率
性
の

促
進
要

因
と
な

っ
て
い

る
旨
が

確
認
さ

れ
た
。

 

 
3-

3 
タ
イ

ミ

ン
グ

 

計
画
に
沿

っ
て
活

動
を

行
う
た
め

に
、
過

不
足

な
い
質
・

量
の
投

入
が

タ
イ
ミ
ン

グ
よ
く

実
施

さ
れ
た
か

 

 
・
 計

画
に
沿

っ
た
タ

イ
ミ
ン

グ

で
の
投
入

実
施

 

・
 タ

イ
ミ
ン

グ
に
起

因
す
る

遅

延
そ
の
他

の
支
障

の
発
生

 

（
同
上
）

 

 
3-

4 
コ
ス

ト
類

似
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と

比
較
し
て

、
総
投

入
コ

ス
ト
は
妥

当
で
あ

る
か

 

 
・
 類

似
案
件

の
総
投

入
コ
ス

ト

と
の
比
較

 

（
比
較
可

能
な
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が

存
在
し

な
い
）

 

4.
 イ

ン
パ

ク
ト
（
見

込

み
）

 

 
 

 
 

 

 
4-

1 
上
位

目

標
の
達
成

見
込
み

 

上
位
目
標

は
達
成

さ
れ

る
見
込
み

か
 

 
・
 裁

判
官
・

検
察
官

に
任
命

さ

れ
る

 R
SJ

P
修

了
生
の

数
 

・
 R

SJ
P
修
了
生

の
民
事

裁
判
手

続
き
に
か

か
る
理

解
度

 


 

R
SJ

P
に
お

い
て
、
今

後
の
民
法

の
適
用

を
見
据

え
て
、
民

法
教

育
を
さ

ら
に
充

実

さ
せ
る
こ

と
が
で

き
れ
ば

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
終
了

後
も
、

民
法
、

民
訴
に

関
す
る

十
分
な
教

育
を
受

け
、
適

切
な
運

用
能
力

を
も
っ

た
卒
業

生
を
輩

出
す
る

こ
と
が

で
き
る
見

込
み
は

高
い
が
、
上
位

目
標
の

達
成
に

は
、

R
SJ

P
で

の
教
育

を
受
け

て

い
な
い
既

存
の
裁

判
官
に

対
す
る

民
法
の

普
及
が

必
要
と

な
り
、

R
SJ

P
の

継
続
教

育
を
も
っ

て
し
て

も
時
間

が
か
か

る
こ
と

が
見
込

ま
れ
る

ほ
か
、

弁
護
士

の
能
力

向
上
、
民

事
執
行

や
保
全

な
ど
の

関
連
制

度
の
整

備
・
普

及
も
必

要
と
な

る
。

 

 
 

上
位
目
標

の
達
成

を
促

進
・
阻
害

す
る
要

因
は

促
進
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
教

材
作
成

ワ
ー
キ

ン
グ
グ

ル
ー
プ

で
作
成

し
た
強

制
執
行

の
マ
ニ

ュ
ア
ル

等
は
地

方
裁
判
所

に
配
布

さ
れ

、
R

SJ
P
内
部
の

み
な
ら

ず
実
務

の
現
場

で
活
用

さ
れ
て

い
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あ
る
か

 
る

。
 


 
プ

ノ
ン
ペ

ン
市
首

都
裁
判

所
で
は

、
日
本

側
が
提

供
し
た

判
決
書

等
多
数

の
書
式

を
カ
ン
ボ

ジ
ア
に

適
合
す

る
よ
う

に
修
正

し
て
実

際
に
使

っ
て
い

る
。

 


 

M
O

J
成
果

物
（
民

法
、
民

訴
法
の

解
説
、

教
科
書

）
は

R
SJ

P
で

の
新
規

教
育
で

使
用
さ
れ

て
お
り

、
学
生

に
も
配

布
さ
れ

て
い
る

。
 

 
 

 

阻
害
す
る

要
因
は

あ
る

か
 

 


 
特

に
認
め

ら
れ
な

い
が
、

前
述
の

と
お
り

民
法
の

理
解
度

促
進
・

普
及
は

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
後

半
の
み

な
ら
ず

、
上
位

目
標
の

達
成
に

向
け
て

継
続
的

に
取
り

組
ま
れ

る
べ
き
課

題
と
な

る
で
あ

ろ
う
。

 

 
4-

2 
因
果

関

係
 

上
位
目
標

と
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標

は
乖
離

し
て

い
な
い
か

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

結
果

が
ど
の
程

度
上
位

目
標

の
達
成
に

貢
献
す

る
か

 

 


 
依

然
と
し

て
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目

標
の
達

成
は

、
民
法

･民
事
訴

訟
法
に

基
づ
い

た

適
切
な
民

事
裁
判

の
運
営

に
対
し

て
非
常

に
重
要

な
貢
献

を
果
た

す
と
想

定
さ
れ

る
。

 

 
 

外
部
条
件

は
、
現

時
点

に
お
い
て

も
正
し

い

か
。
外
部

条
件
が

満
た

さ
れ
る
可

能
性
は

高
い

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 
4-

3
波

及
効

果
 

上
位
目
標

以
外
の

効

果
・
影
響

が
想
定

さ
れ

る
か

 

マ
イ
ナ
ス

の
影
響

に
つ

い
て
は
、

そ
れ
を

軽
減

す
る
た
め

の
対
策

は
採

ら
れ
て
い

る
か

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
前
後

の

変
化

 


 
前

述
の
と

お
り
、

1
期
生

の
教
官

候
補
生

の
う
ち

2
名
は

、
書
記

官
養
成

校
で
教

官

と
し
て
単

独
で
講

義
を
担

当
し
て

い
る
。

 


 
あ

る
教
官

候
補
生

は
、
自

ら
の
学

習
お
よ

び
実
務

で
の
活

用
を
企

図
し
て

、

JI
C

A
-N

et
セ

ミ
ナ
ー

で
得
た

知
識

を
も
と

に
、
日

本
人
専

門
家
の

助
言
を

仰
ぎ
な

が
ら
、
督

促
手
続

き
の
マ

ニ
ュ
ア

ル
を
自

主
的
に

作
成
し

た
。

 


 
全

国
の
裁

判
官
か

ら
来
る

多
く
の

質
問
と

そ
の
回

答
が

Q
&

A
集

と
し
て

ま
と
め

ら
れ
た
。

そ
の
結

果
、
地

方
裁
判

所
か
ら

の
質
問

が
さ
ら

に
増
え

た
（
た

だ
し
、

本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

終
了
後

に
Q

&
A
集

の
作
成

と
配
布

を
日
本
人

専
門
家

の
支
援

な
し
で
実

施
し
て

行
く
た

め
に
は

、
実
務

で
時
に

発
生
す

る
複
雑

な
問
題

に
回
答

で
き
る
能

力
の
向

上
や
、

質
問
及

び
回
答

の
取
り

ま
と
め

作
業
に

時
間
を

割
く
こ

と
が
で
き

る
担
当

者
の
配

置
が
課

題
で
あ

る
）
。
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
 
プ

ノ
ン

ペ
ン

市
首

都
裁

判
所

で
は

日
本

側
が

提
供

し
た

書
式

を
カ

ン
ボ

ジ
ア

に
適

合
す

る
よ

う
に

修
正

し
て

実
際

に
使

っ
て

い
る

（
判

決
書

等
多

く
の

種
類

）
。

そ

れ
は

、
裁

判
所

内
に

書
式

検
討

の
た

め
の

コ
ミ

ッ
テ

ィ
ー

を
作

り
修

正
し

た
も

の

で
あ
る
。

 

 
 

ジ
ェ
ン
ダ

ー
、
民

族
、

社
会
的
階

層
の
違

い
に

よ
り
、
異

な
っ
た

影
響

は
あ
る
か

 

 
（

同
上
）

 


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
 

そ
の
他
の

マ
イ
ナ

ス
の

影
響
は
あ

る
か
。

そ
れ

を
取
り
除

く
た
め

の
方

策
は
何
か

 

 
 


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

5.
 自

立
発

展
性
（
見

込

み
）

 

 
 

 
 

 

 
5-

1 
政
策

・

制
度
面

 

政
策
支
援

は
協
力

終
了

後
も
継
続

す
る
か

 

 
 


 

R
A

JP
の

5
か

年
計
画

(2
00

8-
20

12
年

)の
存
在

が
挙
げ

ら
れ
る
。
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

今
後
、
各

種
特
別

裁
判
所

が
立
ち

上
げ
ら

れ
る
予

定
で
あ

る
こ
と

か
ら
、

多
く
の

法
曹
人
材

が
必
要

と
な
る

。
こ
の

認
識
に

立
ち
、

M
O

J、
司
法
官

職
高
等

評
議
会

お
よ
び

R
A

JP
で
協
議

し
た
結
果

、
約

60
0
人

の
裁
判

官
・
検
察

官
が
必

要
と
い

う

判
断
に
至

っ
た
と

の
こ
と

で
あ
る

。
R

A
JP

で
は
そ

れ
に
基

づ
い

て
5
か

年
計
画

が

策
定
さ
れ

て
お
り

、
そ
の

中
で

20
08

-2
01

2
年

の
間
に

毎
年

55
人

の
裁
判

官
・
検

察
官
を
養

成
す
る

予
定
と

し
て
い

る
。

 

 
 

関
連
規
制

、
法
制

度
は

整
備
さ
れ

て
い
る

か
。

整
備
さ
れ

る
予
定

か
 

 
 


 
現

在
の
所

、
必
要

な
関
連

規
制
や

法
制
度

は
認
め

ら
れ
な

い
。

 

 
5-

2 
組
織

・

財
政
面

 

協
力
終
了

後
も
、

効
果

を
上
げ
て

い
く
た

め
の

活
動
を
実

施
す
る

に
足

 
 


 

R
SJ

P
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で
は

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
目

標
お
よ

び
成
果

に
、

R
SJ

P
に
お

け
る
民
事

教
育
の

自
立
発

展
性
を

埋
め
込

ん
で
い

る
た
め

、
基
本

的
に
は

目
標
・

成
果
の
達

成
が
自

立
発
展

性
と
直

結
し
て

い
る
（
し

た
が
っ

て
、
前

述
し
た

R
SJ

P
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る
組
織
能

力
は
あ

る
か

 
の

組
織
あ

る
い
は

人
員
の

キ
ャ
パ

シ
テ
ィ

向
上
に

関
す
る

各
種
課

題
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
終

了
後
の

自
立
発

展
性
の

観
点
か

ら
も
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

後
半
の

活
動
に

お
い
て
解

決
に
向

け
た
工

夫
が
求

め
ら
れ

る
）
。

 

 
 

活
動
成
果

を
研
修

・
普

及
し
て
い

く
た
め

の
組

織
的
枠
組

み
は
整

備
さ

れ
て
い
る

か
 

 
 

（
同
上
）

 

 
 

必
要
な
事

業
計
画

(短

期
・
長
期

)を
整
備

し
て

い
る
か

 

 
・
  


 
「

5-
1 
政

策
・
制

度
面
」

と
同
様

 

 
 

実
施
機
関

の
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
に
対

す
る
オ

ー
ナ

ー
シ
ッ
プ

は
、
十

分
に

確
保
さ
れ

て
い
る

か
 

 
・
  


 

R
A

JP
/R

S
JP

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
お

よ
び
教

官
候
補

生
の
高

い
オ
ー

ナ
ー
シ

ッ
プ
が

観
察
さ
れ

て
い
る

。
 

 
 

経
常
経
費

を
含
む

予
算

の
確
保
は

行
わ
れ

て
い

る
か
。
予

算
措
置

は
十

分
に
講
じ

ら
れ
て

い
る

か
 

 
・
  


 
資

金
面
の

自
立
発

展
性
に

つ
い
て

は
、
ま

ず
は
教

官
へ
の

謝
金
を

学
校
で

全
額
負

担
で
き
る

よ
う
に

な
る
こ

と
が
望

ま
れ
る

た
め
、

引
き
続

き
学
校

側
か
ら

政
府
に

対
し
予
算

措
置
を

働
き
か

け
る
こ

と
が
必

要
で
あ

る
。

 

 
5-

3 
技
術

面
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て

適
用
可
能

か
つ
実

用
的

な
技
術
が

移
転
さ

れ
て

い
る
か

 

 
・
  


 
「

1-
3
手
段
と

し
て
の

適
切
性
」
に

て
言
及

し
た
と

お
り
、
カ
ン

ボ
ジ
ア

側
C

/P
職

員
・
教
員

が
、
よ

り
主
体

性
を
発

揮
し
、

自
立
的

に
民
事

教
育
の

実
施
を

行
え
る

よ
う
に
な

る
こ
と

を
目
指

し
た
技

術
移
転

ア
プ
ロ

ー
チ
を

採
用
し

て
お
り

、
成
果

が
出
始
め

て
い
る

。
 

 
 

普
及
の
メ

カ
ニ
ズ

ム
は

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

取
り

込
ま
れ
て

い
る
か

 

 
・
 関

係
者
を

対
象
と

し
た
研

修

実
施
の
仕

組
み

 

・
 技

術
移
転

の
仕
組

み
や
教

材

等
の
準
備

 

（
同
上
）
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関
連
機
関

と
の
業

務
提

携
・
連
携

関
係
が

良
好

に
維
持
さ

れ
、
発

展
し

て
い
く
見

通
し
は

あ
る

か
 

 
・
  


 

M
O

J、
司
法
官

職
高
等

評
議
会
お

よ
び

R
A

JP
で
協
議

し
た
結
果

と
し
て

R
A

JP
の

5
か
年

計
画

(2
00

8-
20

12
年

)が
策

定
さ
れ

て
い
る

例
に
見

ら
れ
る

よ
う
に

、
関
連

各
機
関
と

の
良
好

な
関
係

が
認
め

ら
れ
る

。
 


 
と

り
わ
け

M
O

J
と
の

コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ
ン
に

つ
い
て

も
、
特

に
問
題

は
認
め

ら

れ
な
い
。

現
状
は

司
法
省

次
官
が

R
SJ

P
で
教

官
を
兼

務
し
て
い

る
こ
と

も
あ
り

、

自
然
と
情

報
が
共

有
さ
れ

る
条
件

が
整
っ

て
い
る

。
普

及
活
動
に

つ
い
て

の
R

SJ
P

と
M

O
J
の
住

み
分
け

の
必
要
性

も
共
通

認
識
が

あ
る
。

 

 
 

C
/P

ス
タ
ッ
フ

の
多
く

が
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
終

了
後
も
実

施
機
関

に
残

る
見
通
し

は
あ
る

か
 

 
・
  


 
今

次
中
間

レ
ビ
ュ

ー
に
際

し
て
実

施
し
た

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

の
範
囲

で
は
、

教
官
候

補
生
は
今

後
も

R
A

JP
と
密
に
協

力
し
合

い
た
い

と
の
声

が
多
い

。
理
由

と
し
て

は
、
教
官

を
す
る

こ
と
で

民
法

/民
訴
法
に

関
す
る

知
識
が

向
上
す

る
う
え

、
そ
れ

を
用
い
て

裁
判
官

・
検
察

官
養
成

に
協
力

す
る
の

は
義
務

で
あ
る

か
ら
、

と
い
う

趣
旨
が
多

か
っ
た

。
 

 
 

資
機
材
の

維
持
管

理
は

適
切
に
行

わ
れ
て

い
る

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
5-

4 
社
会

・

文
化
・
環

境

面
 

女
性
、
貧

困
層
等

へ
の

配
慮
不
足

に
よ
り

持
続

性
を
妨
げ

る
可
能

性
は

な
い
か

 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
 

環
境
へ
の

配
慮
不

足
に

よ
り
、
持

続
性
を

妨
げ

る
可
能
性

は
な
い

か
 

 
・
  


 
特

に
問
題

点
は
認

め
ら
れ

な
い
。

 

 
5-

5 
そ
の

他
自

立
発
展

性
を
阻

害
す

る
そ
の
他

の
要
因

は
あ

る
か

 

 
・
  


 
最

大
の
リ

ス
ク
の

ひ
と
つ

は
、
教

官
候
補

生
が
様

々
な
理

由
で
活

動
に
参

加
で
き

な
く
な
る

こ
と
で

あ
る
。

教
官
候

補
生
に

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

し
た
範

囲
で
は

、
今
後

も
R

A
JP

と
密

に
協
力

し
合
い
た

い
と
の

声
が
多

く
、
彼
ら

が
所

属
し
て

い
る
裁

判

所
か
ら
も
、

R
A

JP
で
教

官
候
補

生
と
し

て
経
験

を
積
む

こ
と
で
、
裁
判
所

へ
も
知

識
面
で
の

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
が
得

ら
れ
る

た
め
、
教

官
候
補

生
が

R
A

JP
に
協

力
す

る
こ
と
に

つ
い
て

好
ま
し

い
評
価

が
さ
れ

て
い
る

。
一
方

で
、
家

庭
・
健

康
上
の
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理
由
、
転

勤
等
に

よ
り
活

動
が
継

続
で
き

な
く
な

る
と
い

う
リ
ス

ク
は
排

除
で
き

な
い
。

 


 

R
A

JP
・

R
SJ

P
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
層

か
ら
は
、
現
時
点

の
育

成
計
画
（

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

期
間
中

4
年
で

35
名
（
フ

ェ
ー

ズ
１
で

養
成
さ

れ
た

7
名
を
含

む
）
の
教
官

候
補

生
を
養
成

す
る
）

は
、

R
SJ

P
だ

け
で
は

な
く
そ

の
他
の

養
成
校

を
含
む

R
A

JP
全

体
の
学
校

運
営
の

持
続
性

を
考
え

れ
ば
十

分
と
は

言
え
な

い
と
の

懸
念
が

表
明
さ

れ
た
。
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質
問
票
#

大分類 小分類 宛先 質問

2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

1 活動 1-1 RSJP全体 RSJPマネジメント層と日本人専門家の
ミーティング実績（日時、参加者、内容な
ど：2008年4月以降現在まで）を教えてく
ださい。

[建元専門家]マネジメント層とのMTGは、学院長、事務局長、校長が
基本、内容によって校長だけ、など様々。模擬裁判に関するMTGは、
校長と教官候補生２名だけということもある。
[森田・建元両専門家]マネジメント層とのミーティング実績（26回）につ
いては、日本側の週報で記録が残っていたものをカウントした。内容に
ついて日本側で作成した備忘メモが残っているのは、そのうち11件。ま
た、森田専門家と事務局長だけで簡単に打合せて決めたようなケース
は週報には載ってこないので、実績として挙げた計26回に加えて、他
にもそういった打ち合わせはある。開催頻度は、特に議題がない場合
は、2か月間が空くこともあるし、逆に1か月の間に3回開催することも
あった。このミーティングでは、学校のマネジメントを網羅的にチェック
しているわけではない。このプロジェクトは民事分野をスコープとしてい
るので、そこを切り口にできる範囲での学校のマネジメント問題には口
を出すが、全てに口出しするわけにはいかない。民事分野でのマネジ
メント改善を目標にしても、CP側は民事以外にも含めて運営していて、
様々な分野に共通の課題があったりするため、そこまで口出しはでき
ない。
また、マネジメント層とはいつでも会って話せる関係なので、定期開催
にこだわる必要はないと考えている。なお、イニシアティブは大体、日
本側がとっている。こちらが話す機会を作れば、先方もいろいろ言いた
いことを言ってくる。なお、PDMでこの点が書かれた当初の問題意識
は、教官候補生の活用を実現するためにマネジメントとの協議をした
いというものであったが、その目的はプロジェクト開始後すぐに達成さ
れたために、当初の意味でのプライオリティは下がったということだと
認識している。

[RSJP校長] 議事録が取れていないのが我々のmissing pointで、どん
なミーティングも、各自が自分の手帳に記録しているだけの状態。今
回の質問票を見て、議事録を取る必要があることを再確認したので、
担当者をアサインすることとした。
[RAJP学院長] リスト形式で、会合の記録をとったものもある。参加
者、会議の要点（多くて数行）など。
[RSJP校長] 多くの会議があるので、全ての議事録を取るには人員不
足というところもある。現スタッフたちはITスキルが十分にあるわけでも
ない。
[RAJP事務局長]もっとも、重要な会合類はきちんと議事録をつけるよ
うにしている。組織的なナレッジマネジメントとしては、議事録をつけて
共有することは重要だと考えているし、我々としては既に取り組んでい
る。 ― ―

3 活動 1-3 RSJP全体 短期あるいは中長期の採用計画はあり
ますか？

[建元専門家]専任教官は、カンボジアでは非現実的だという考え方を
現地ではカウンターパートと共有している。日本の法曹養成の感覚か
ら、専任教官が重要だという感覚があるのは共有しているが、カンボ
ジアでは必ずしもそうではない。専任をつけると、その専任教官が全て
をまかなう運営になるだろう。そうすると、その専任教官の能力に問題
がある場合は、現時点の外部講師に依存する体制よりも状況が悪く
なってしまうリスクもある。専任のメリットは、カリキュラムや教材作成
にコミットする人がいるということだが、一応校長がその任を担ってい
る。また、外部講師でも、そうしたことに十分な時間を割いてコミットで
きるのであれば、この点は補うことができる。
[建元専門家]採用計画について、カンボジア政府側には、大まかな見
通しはあるだろう。計画はあるだろうけど、それぞれの国によって事情
もあるだろう、日本でも揺れているくらいだから。国全体で裁判官が何
人必要という計画があって、RSJPが彼らを輩出するために教官候補
生を何人養成すべきかを決めるのは難しい。変数が多すぎるので、そ
れらをきちんと考慮していくと、結局決めきれない。

― ― ―

4 活動 1-5 RSJP全体 教官候補生の養成計画を教えてくださ
い。

―

[西畑]2、3期生が教官として教えられるようになるまでにどれくらいの
期間が必要と考えているか？
[RAJP学院長]一概には言えない。能力、意欲、経験などを日々観察
するようにしている。
[RSJP校長]2、3期生には毎週金曜日のJICA専門家とのWGにて知識
を吸収するように言っている。教官候補生1期生が他の任地に異動し
た際には、2期生に引き継いでもらいたい。
[RSJP校長]養成計画として、文書化されたものはないが、日本の技術
協力を通じてできるだけ質・量ともに高めていきたい。
[西畑]毎年7人を採用して行くという現状の見通しは、学校が自立的に
民事教育を継続していくために十分だと思うか？
[RAJP学院長]持続性を考えると十分ではない。すなわち2012年にプ
ロジェクトが終了してしまうとその後は厳しい。しかし仮に2012年に終
了した場合にも、プロジェクト中に経験したことを活用して引き続きト
レーニングをしていくつもりではある。現時点では民事は日本の支援
だけで成り立っており、極めて重要な法分野なので引き続き日本には
支援してもらいたい。
[RAJP事務局長]フェーズ１から通算して、プロジェクト期間中5年で35
名の教官候補生を養成するというのは、一見十分そうな数字だが、
RSJPだけではなくRAJP全体として見ると足りない。教官候補生は
RAJP全体で活用したいので。
[RAJP学院長]2010年に公証人養成校と執行官養成校が開講する。ま
た、今後は弁護士の養成も図らなければならないので、そのために教
官候補生の能力向上が必要と考えている。

― ―

5 活動 1-7 RSJP全体 教官候補生の養成実績（内部の勉強会、
セミナー参加などにつき、氏名、日時、内
容など：2008年4月以降現在まで）を教え
てください。

[建元専門家]候補生養成の中心活動は、教材作成ワーキンググルー
プ（教官候補生WG）である。教官候補生が、教材作成を通じて知識を
つけていく。私が講義して、彼らが内容を教材にとりまとめていく作業
をし、それを通じて民法・民訴法の理解を深めるとともに、教材も増や
そうという活動。WGでどのような教材を作るかは、教官ミーティングで
決めている。ワーキンググループは毎週定例なので、キャンセル連絡
をしない限りは開催している。現職裁判官（教官候補生）が毎週この
WGのために学校に来られるように、学校から所属元の裁判所へ正式
レターを出している。教官養成の目玉となる活動が、この場である。こ
れら以外に、CP側内部の勉強会については、裁判所内部で自主勉強
会があるかは厳密には把握していないが、熱心な所長がいる裁判所
ではやっていそうな雰囲気である。RSJP内部での自主的勉強会は聞
いたことがない。他のドナーとの関係でRSJP職員がイベントに参加し
ているというのはあるようだ。

―

[西畑]プロジェクトの他に養成の機会（教官になるための知識習得、研鑽の
機会）としてはどのようなものがあるか？
[Mr. Kong]金曜の教官候補生WG以外には特にない。他の教官候補生等と電
話やemailで議論したりはしている。また日本人専門家にも適宜相談してい
る。その他にはJICA-Netなどでセミナーが開催されれば参加する。我々二人
（2期生）はまだアシスタント講師をしていない。WGの議事録は個人的なメモ
しか取っていない。

[Mr. Nguon Ratana]WGの他にはJICAネットセミナーおよびCLEに参加してい
る。民事関係以外では他のドナーやMOJ主催のセミナーに参加したこともあ
る。
[Ms. Chaing]自分も同じ。
[Mr. Nguon]自分は3期生なので、まだ他のセミナー等に参加したことはない。
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2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

6 RSJP全体 教官候補生の活動実績（RSJP授業のア
シスタント実施、RAJP内の他校や他大学
での授業実施などにつき、氏名、日時、
内容など：2008年4月以降現在まで）を教
えてください。

―

［ＲＡＪＰ学院長］教官候補生2期生はまだ経験が浅く、教壇に立てる状
態ではない。1期生でも3年間ほどはオブザーバーとしての経験を積ん
でいる。2期生がオブザーバー出席することは可能ではあるが、そうな
ると教官らが2期生に講義を任せてしまうおそれもあるので注意が必
要である。

[西畑」教官候補生の身分、立場はどうなっているか。
[Mr. Kong]学校から任命されている。学校から自分の所属長である裁判所長
に公式レターが発出されており、裁判官が学校での教官候補生としての活動
に参加できるようになっている。
[西畑]教官候補生2期生が、教官の講義を見学するといったことは考えられ
るか。
[Mr. Kong]講義の見学はしていない。セミナーがある場合は参加できるが。
[Mr. Hout]講義見学が学校側から禁止されているわけではないが、我々はま
だ1年半で経験が少ないので見学していない。
[Mr. Kong]プノンペン外から通っている場合は時間的にも難しい。自分の場
合は任地から99kmの道のりを車で通うので片道2時間かかる。
[Mr. Hout]自分は20km。
[西畑] 督促手続きのマニュアルを作ったそうだが、どうして作ろうと思ったの
か。
[Mr. Hout] JICAネットセミナーで西村教官にその部分を教えてもらった。マ
ニュアルを作れば自分も勉強になると思い、作成した。日本人専門家にも助
言をもらった。自分の裁判所でも活用できると思ったのもある。次は小額訴訟
のマニュアルをまた作ろうと思っている（宮崎教官によるJICAネット講義を
ベースにして）。

[Ms. Chaing]自分は1期生でRSJPで講義をしている。また、自分とMr.IN
Vanvibolは、書記官養成校でも講師をしている。

8 活動 1-8 RSJP全体 教官ミーティングの実施実績（日時、参加
者、内容など：2008年4月以降現在まで）
を教えてください。

[建元専門家]教官ミーティングは、学校運営よりも、実際に講義を担当している
人が集まって教材やカリキュラムの検討をするのが本来の目的。したがって学
院長や事務局長は、来ることもあるが、議論に深く入るわけではなく、最初に挨
拶をするくらい。現状は、教壇に立っている人もそうでない人も参加している。教
官は、多忙のためほとんど参加はなく、教官候補生が中心となっている。開催
のイニシアティブは、日本側がとることもあればRSJP側がとることもある。日本
が気にしている教材関係の作成について、日本側から言い出すこともあれば、
RSJP側から、「カリキュラムをそろそろ検討したい」と開催を提案する等、どちら
のパターンもある。
[森田専門家]そもそも成果１については、PDM作成時に、学校運営やノウハウ
という言葉の定義でかなり議論になった。
[建元専門家]カリキュラム作成、教材作成にしても、ノウハウというのは、民法・
民訴法をしっかり理解している人がたくさんいれば自ずと解決される問題。日本
でも裁判官・検察官としての実務経験者が司法修習所の教官になった時にカリ
キュラムや教材が作れる。教育の専門家なわけではない。カリキュラムや教材
が作れるための、特殊な技能というのはあまり必要ないと思うし、日本でもそう
いう人はあまりいない。昨日までの現場実務家が、司法修習所に来て教員にな
る。
[森田専門家]何かしらのノウハウはあるのだろうが、PDMのこの表現を見せら
れたら普通の人はピンと来ないだろう。組織的なノウハウの蓄積をどうするかと
いう点は、研究されている段階で答えがない。日本人側のプロジェクト運営です
ら、人が交代した際に継承されないものもたくさんある。
[建元専門家]一つの手段としては、例えば模擬裁判の準備のミーティングで
は、校長だけではなく教官候補生2名を参加させたりしている。人が変わっても
知識が残るようにしている。カリキュラム作成にしても教材作成にしても、そうい
う方法は、組織にノウハウが残っていく工夫と考えている。ただし紙に残してい
るかというとそうではないだろう。
[森田専門家]紙にできないものがあるので、人から人へということを考えてい
る。そういうものは議事録には出てこない。
また、マネジメントというのは少数（RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長の
三役）がやっていることであるため、ノウハウとして共有されていく、残っていくか
ということは難しい。質問票を見ると、定量的な内容に偏っている気がしたので、
注意が必要だと思う。
[西畑]質問票は、あくまでCP側が事前に資料を用意するなど準備の必要なもの

― ― ―

9 活動 1-9～
1-10

RSJP全体 新規教育の講義の実績（日時、講師、参
加者、内容など：2008年4月以降現在ま
で）を教えてください。

― ― ― ―
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2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

10 活動 1-10 RSJP全体 講義に参加している学生の理解度は順
調に向上していると思いますか？また、
理解度をどのように把握していますか？

― ― ―

[Ms. Chaing]RSJP学生の理解度は、民訴は理解が進んできているが民法は
あまり理解できていない。現在の教育方法としては、最初に当該法律の主要
な点の講義をして、その後ケーススタディを紹介する。

活動 3-1 RSJP全体 継続教育の実施における司法省との調
整。

―

[RAJP学院長] コミュニケーションとしては特に問題を認識していない。
普及についても、MOJとのすみ分けはお互いに理解している。対象者
が違うため双方で分担してやっている。
[西畑] CLEに関して司法省との調整について、2008年については聞い
ている。2009年は？
[RSJP校長] 普及とトレーニングはきちんと区別しなければならない。
それは賛成。MOJは普及が主な任務である。とは言えMOJはトレーニ
ングをやっていた。そこで、MOJとの重複を防ぐために調整を始めた。
ソピア氏が、普及と研修の両方の講師をしていることもあり、明確な区
別がないといういこともある。カンボジア人としてはセミナーというとリ
ラックスできるので好まれるが、研修というと後にテストされるというこ
とがイメージされるので嫌がられることが多い。司法省が担うのは前者
であり、RSJPは後者。
[RAJP事務局長] CLEは現在裁判官は受講が必須になっている。セミ
ナーは証明書は出さないが、研修は証明書を出す。トレーニング(研
修）と言った場合は通常テストがあるものだが、CLEでは毎回必ずテス
トをするわけではない。

― ―

11 活動 3-1 RSJP全体 継続教育の実施体制（講師、事務局員な
ど）を教えてください。また、何か体制上
の課題を感じていれば教えてください。

―

[RAJP事務局長]参加者からのフィードバックを取り纏めて、どの分野
の教育を強化すべきかに反映している。それに基づき毎年、教育内容
を改善している。

― ―

12 活動 3-2 RSJP全体 継続教育の講義の実績（日時、講師、参
加者、内容など：2008年4月以降現在ま
で）を教えてください。

―

[西畑]CLEが2008年から始まった経緯を教えて欲しい。
[RAJP事務局長]学院側のイニシアティブにより、EWMIの支援を受けて
始まった。当初は丸1日のレクチャーを開催し、その報告書を配布した
ところから始まった。各ドナーを集めて学校で協議し、どのドナーがど
の分野を担当できるか選択して、JICAは民事分野担当になった。フラ
ンスは刑事。ユニセフは少年法、EWMIは土地法と倫理、GTZはDV法。
6グループに分けて実施している（35-40人程度で1グループ）。受講者
総数は2008年は下級裁判所だけで187人、翌年は206人、今年は
269。増えた分はRSJPの卒業生。下級裁判所の裁判官は受講が義務
づけられており、ほとんど参加している。

― ―
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2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

成果 2-1 RSJP全体 今後必要と思われる教材は、どんなもの
がありますか。

― ― ― ―

13 成果 2-3 RSJP全体 教官および教官候補生が教材作成にお
いて果たした役割は、どのように変わって
きましたか？

― ―

[西畑]教官候補生が、今後どういう教材が必要かについて意見を言う場はあ
るか。
[Mr. Hout] 教官候補生はどういうトピックの教材が必要か、教官ミーティング
などに参加した際に言える。

―

14 プロ目 1 RSJP全体 授業実施およびカリキュラム作成におい
て、日本側の関与はどのように変わって
きましたか？

― ― ―

[Ms. Chaing] WGにおける日本人専門家の役割は非常に重要なもので、支援
なしでは混乱してなかなか進めなかったであろう。民事分野は日本の支援で
変わりつつあるので、その意味でも効果的であった。裁判所の実務で戻って
不明な点があった際にも日本人専門家に問い合わせることができる。
2007年～2009年の期間で、日本人専門家の関与は少し変わってきている。
専門家の人員交代があったため、やり方がその人の手法になったことが一
つ。教官候補生WGでは、当初は日本人専門家がトピックを決めて、今後WG
で作成する教材に関係する民法・民訴法の講義を実施していた。その後は、
教官ミーティングで教官や教官候補生が作成する教材に関してトピックを提
案して決まるようになった。フェーズ1でも教官ミーティングはあったが、民法・
民訴法はまだできたばかりだったので、専門家がトピックを選ぶのが当然
だった。それがフェーズ2になって必要な知識の幅も広がり、優先的なトピック
を候補生が考えられるようになった。
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2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

15 プロ目 1 RSJP全体 授業実施およびカリキュラム作成におい
て、引き続き必要と思われる日本側の関
与はどのようなものですか？

― ― ―

[Ms. Chaing] 今マニュアルを作る際に提供してくれている支援を、次のマニュ
アル作成に対しても続けて欲しい。今までと違うことをもっと支援してほしいと
いう要望はない。
[Mr. Nguon Vuthy]自分の所属する裁判所でも日本の書式を修正するコミッ
ティを作って検討しているのだが、国レベルで使用されるような統一書式の作
成に支援をしてもらえればいいのではないかと思っている。かつてAusAID支
援で刑事訴訟法の書式が提供されたが、民訴についても同様になればと思
う。

16 プロ目 1 RSJP全体 講師としてのノウハウ（外部教官からのノ
ウハウ獲得等も含む）がRSJPに組織とし
て共有され、今後に継承されていく仕組
みは出来ていますか？

― ― ― ―

17 プロ目 4 RSJP全体 教材作成において、日本側の関与はどの
ように変わってきましたか？

― ― ― ―

18 プロ目 4 RSJP全体 教材作成において、引き続き必要と思わ
れる日本側の関与はどのようなものです
か？

― ― ― ―

19 外部条
件

RSJP全体 人員体制、人員配置に関する外部条件
（クメール・ルージュ裁判、商事裁判の影
響を受けないこと、司法官職高等評議会
により人員配置の配慮がなされること、
裁判所からの提供があること）は充足さ
れていますか？

― ― ― ―

20 実施プ
ロセス

0-b-2 RSJP全体 当プロジェクトにおける日本側からの技
術移転の方法（マネジメント層との協議、
教官ミーティング、候補生WG、現地セミ
ナー、本邦研修、成果物へのコメント、助
言など）は、RSJP関係者の理解度、知
識、スキルを向上させる上でタイミングが
よく、また適切であると思われますか？

― ―

[西畑] 日本人専門家からの支援として、WGでの民法・民訴法の講義、教材
ドラフトへのコメントや日常的な助言などがあるが、この手法についてどのよ
うに考えるか。
[Mr. Hout] 教官候補生WGでは、日本人専門家がまず教材作成に必要な民
法・民訴法に関する講義をして、教官候補生がノートを取り、教材のドラフトを
作り、それに日本人専門家がコメントをして教材を完成させている。この手法
は大変よい。なぜなら、民法・民訴法の知識がつき、さらにコメントをもらう中
で補足されるし、最終的には実用的な教材が完成するからである。

―
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2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

21 実施プ
ロセス

0-b-3 RSJP全体 プロジェクト関係者同士（RSJP内、RSJP
とRAJPやその他上位機関、RSJPと日本
人専門家・JICA事務所など）のコミュニ
ケーションに問題はありませんか？

―

[西畑] プロジェクト開始以降、日本人専門家の教官MTGや教官候補
生WG等での関与の仕方に変化があったか？
[RAJP学院長]よい変化があったと認識している。教官候補生が模擬
裁判を主導し、模擬裁判は去年よりうまく運営された。参加者は想像
以上にうまく運営されているので驚いたようだ。2008年以降、頻繁に日
本人専門家と会合を持っている。教官候補生は、何か分からないこと
があったらすぐに日本人専門家に相談することができるし、非常によ
い協力関係にある。
[RSJP事務局長]日本人専門家は支援のために非常に一生懸命働い
てくれる。教材作成にあたっては、日本人専門家からの日常的なイン
プット、ワーキンググループにおける指導、地方裁判所の裁判官や検
察官から来る多くの質問を集めて回答し、それを本にまとめた（QA集）
等、さまざまな形で貢献している。このQ&A集のおかげで地方裁判所
からの質問がさらに増えた。
また、教官候補生は、2008年、2009年と本邦研修にて日本側支援体
制の協力の下、民事第一審マニュアルを改訂したり、複数回のJICA-
Netセミナーにて民法・民訴法に関して日本側から体系的インプットを
受けており、教官候補生にノウハウや知識が蓄積され、学校の自立的
運営に資するものとして評価している。

[Mr. Hout] 自分と日本人専門家とのコミュニケーションにはまったく問題な
い。非常に満足している。
[Mr. Kong] 質問がある時にいつでも専門家に聞くことができる。日本人専門
家は、教官候補生ワーキンググループで講義を始める前にLesson Planを
作って提示してくれるのも良い。このおかげで、その講義が今回作成する教
材に関してどういう位置づけにあるのか、民法・民訴法の中での意義などに
ついてわかる。

[Ms. Chaing]全く問題がない。問題があれば学校に伝えるので専門家に伝わ
るだろう。
（他2人も同意見）

22 実施プ
ロセス

0-b-4 RSJP全体 現状の政府予算割り当てと、今後の見通
しについて教えてください。

―

[RAJP事務局長]教官と候補生とは同じ金額。民事については、1講義
= 90分 = USD 30 (USD 15JICA負担、 USD 15カンボジア政府負担)。
刑事については、同様にフランスが半分負担している。日本人専門家
ではどの教官がいつ講義をしたか全て把握することが難しいので、
JICAが直接教官に支払うのではなく、学校に払って学校が教官に払
い、精算報告をJICAにする。我々としてはJICA側から教官に直接支
払ってもらっても問題ない。他のドナーは直接払っているところもある。
我々はどちらでもよい。
[RAJP事務局長] 講師謝金については、政府に予算を要請したが手
当がつかなかったので、現状は民事については半額を政府が、半額を
JICAが手当てしている。運営経費は、政府予算で賄われている。傾向
としては、今後も同程度の予算措置であろう。
＊予算申請プロセスについて補足：各省のプロポーザルはその使途
が明記されている。その合計額が各省ごとに決められている。
政府予算からの経常予算は事務所運営費だけ。人件費は財務省から
の直接支給。その他、学生への手当て、講師謝金、オフィス設備・備品
など。各種予算があるので、全体額を確認するのは簡単ではない。オ
フィス施設・備品費だけでいうと概算で、400百万リエル（USD94,540）/
年/RAJP（４校）全体。

― ―

25 有効性 RSJP全体 マネジメント層と日本人専門家との協議、
および教官ミーティングを開催したこと
は、学校運営方針の協議の場として機能
していますか？成果および今後の課題の
両面につき教えてください。

―

[西畑] 日本人専門家との協議は、マネジメント改善、モニタリングなど
に貢献したか。どういう意義があったと考えているか。
[RAJP学院長] 有意義で、経営に貢献してくれている。採用やプロジェ
クト活動に関する改善がそこでなされている。
[RSJP校長]カリキュラムの準備など、各種活動のために重要な役割を
果たしている。課題に対して日本人専門家からの回答・コメントを共有
できる場にもなっている。（教官候補生もカリキュラムなどの議題の場
合は参加している）

― ―

28 自立発
展性

5-2 RSJP全体 プロジェクト期間終了後にRSJPで民事教
育を自立的に実施していくための短期お
よび中長期計画は策定されていますか？

―

[西畑]法曹人口がどれくらいが適正か政府方針のようなものはある
か。
[RAJP学院長] MOJと司法官職高等評議会 と我々が協議したところに
よると、各種の特別裁判所を立ち上げようとしているため、多くの人材
が必要と考え、全体で600人の裁判官、検事が必要と結論づけた。そ
れを受けて「RAJPの2012年までの５ヵ年計画」を策定し、2008-2012年
はRSJPで毎年55人を養成する予定。その後は社会状況に応じて再度
検討しなければいけないと考えている。

― ―
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2/17 日本人専門家 2/18RAJP学院長、RAJP事務局長、RSJP校長 2/18 教官候補生その1
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）

2/18 教官候補生その2
1期生　Ms. Chaing Sinath　チャン・シナ（プノンペン）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）

自立発
展性

5-3 RSJP全体 他省庁との協力・調整について、現状の
課題認識および今後の対応案をお聞か
せください。

― ― ― ―

29 自立発
展性

5-3 RSJP全体 プロジェクト期間終了後も、プロジェクトに
関わった学校マネジメント層、教官、教官
候補生は引き続きRSJPの業務に従事す
る見通しですか？

― ―

[Mr. Kong]今後も学校に協力していくつもり。
[Mr. Kong]同意。

[Ms. Chaing]自分の考えとしては、今後もRAJPと密に協力し合いたい。理由
は、教官をすることで民法・民訴法に関する知識が向上するし、それを用いて
裁判官・検察官養成に協力するのはRSJPで教育を受けた者の義務であると
考えているから。
[Mr. Nguon Vuthy]協力していきたいと思っている。
[Mr. Nguon Ratana]学生の前に立って教えると、質問が出てくる。それでさら
に自分が学ぶことになる。

30 効率性 RSJP全体 司法省プロジェクト・弁護士会プロジェクト
との成果物（法令解説、教科書、マニュア
ル等）の共有の実績（成果物名称、時
期、用となど）およびプロセスについて教
えてください。

― ―

[西畑] プロジェクト開始時には、他のJICAプロジェクトとの成果物の共有を関
係者で合意していた。MOJプロジェクトの成果物はこちらでも活用されている
か？あるいは、このプロジェクトの成果物の共有状況はどうか？
[Mr. Hout] カンボジアの状況としては地方裁判所に十分な資料が無い。した
がって共有していく必要性が高い。具体例としては、WGで作った強制執行の
マニュアル等を地方裁判所に配布している。
[Mr. Kong] マニュアル類は、CLEに参加した裁判官に配布している。
[Mr. Hout] CC/CCPの解説等は、RSJPの新規教育でも使われている。学生
に配布されている。

―

日本側が提供した書式を用いて、裁判所
内で勉強会が開かれたということです
が、詳細を教えてください。

― ― ―

[Ms. Chaing]プノンペン市首都裁判所では日本側が提供した書式をカンボジ
アに適合するように修正して実際に使っている（判決書等多くの種類）。それ
は、裁判所内に書式検討のためのコミッティーを作り修正したものである。

他に何かあればご自由にご意見をくださ
い

― ―

[Mr. Hout] 毎週金曜日のWGが非常に多くのものを得られる良い機会になっ
ている。まだ得ていない重要な知識についてはレクチャーをしていって欲し
い。
[Mr. Kong] 将来講義ができるようになるための、よい訓練を実施していると
思う。日本で研修を受けられたらなお良いと思う：職務を離れて専念できるこ
と、地方裁判所からここに通うのは移動の時間が多いこと等が理由。

―
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2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

1 活動 1-1 RSJP全体 RSJPマネジメント層と日本人専門家の
ミーティング実績（日時、参加者、内容な
ど：2008年4月以降現在まで）を教えてく
ださい。

― ― ―

3 活動 1-3 RSJP全体 短期あるいは中長期の採用計画はあり
ますか？

― ― ―

4 活動 1-5 RSJP全体 教官候補生の養成計画を教えてくださ
い。

―

[樋渡]フェーズ２初年度から教官アシスタント制が導入されたのか。
[建元専門家]そうだ。導入することは前フェーズの最後の時期から決まっていて、実施したのは2008年5
月からで、速やかに導入できた。
[樋渡]専任教官を不要とする場合、本来専任教官が有しているはずのメリットをどのように他の方法で代
替するのか、具体的な例を教えてほしい。
[建元専門家]非常勤でも一貫したコミットメントが確保できるのであればよい。教官の候補生の人数が増
えれば余裕もできて、全員が非常勤でも学校運営に時間が割けるようになる。教官候補生は教官ミー
ティング、WGにきちんと参加している。参加姿勢を見てもよくコミットしている。窓口、取り纏め役になるべ
き人は、校長だが。
[森田専門家]教官の数が増えることによって、カリキュラムを予定通り進められる可能性が高まったこと
も、メリットの一つである。
[建元専門家]シニアの教官達は時間がなかったため、カリキュラム作りと教材作成の面でコミットできな
かったが、教官候補生を養成することでそれが変わった。但し、現状では司令塔の半分は学校だが、半
分は日本人専門家が担っている。教官ミーティングも専門家側から提案することもある。
[建元専門家]模擬裁判では、校長を司令塔にしているが、教官候補生1期生2名が実質的には仕切っ
た。これは、校長の担う役割を、教官候補生が引継ぐことを意図している。
[森田専門家]我々は、民事分野の協力を行っているわけで、組織を強化しているわけではない。制度を
作ること、プラス制度を動かす環境も重要である。特にカンボジアでは、校長を育てればいいかというと、
それだけでもない。
[西村]教材にしても横のつながりは必要になるはず。皆で集まって考えてもいいのだろうが、多くなりすぎ
るとまとめ役もいるだろう。そういうことは考えないのだろうか。
[森田専門家]教官は、何となく専任教官がいたらいいなあとは思っているが、いない場合にどうするか、
というところまでは考えていないだろう。
[建元専門家]模擬裁判では、教官候補生2名が専任教官に近い働き方をした。人が増えてくればそうい
う事もできるようになる。
[西村]しかし、もっと全体を見る人がいて欲しいという気がする。
[森田専門家]その役割は、校長であるべき。今の校長はそこまでできないし、次に校長になった人がしっ
かりしている保証もない。制度的に、そこまでできる人がRSJPの校長に着任することも難しい。
[建元専門家]そういう校長のもとで数人の教官が全体に責任を持つ場は、教官ミーティングであるが、検討
[磯井]いま仕切っているのは誰か。
[建元専門家]校長が司会。教官候補生もみな意見をきちんと言う。
[磯井]模擬裁判のときの、校長補佐役としての教官候補生２名はどのような方法で選んだのか。
[建元専門家]校長が選んだ。去年と同じ教官候補生である。2007年は1期生の1名が同じ役割を担った。2

―

5 活動 1-7 RSJP全体 教官候補生の養成実績（内部の勉強会、
セミナー参加などにつき、氏名、日時、内
容など：2008年4月以降現在まで）を教え
てください。

― ―

[西村] 2-3期生が教壇に立つ前に、教える訓練として何かやっておきたいこ
とはあるか。
[Mr. Hout Heang] 現在の講師がどういう風に教えているかを見て学びたい。
また、実際に見る前に、講義の方針、意見を聞きたい。
[Mr.Kong Tarachhath] 専門家が教えた時のやり方と、カンボジア人のやり方
がちょっと違う。日本人専門家がどういう観点で教えているかを知りたい。具
体的に言えば、カンボジア人の場合は先生が一方的に話す、日本では学生
に議論させる、など。
[Mr.Nguon Ratana] 教える前に、①教材の作成のしかた、②教え方、③学生
の理解度の評価 を明確にしないと不安になる。それを明確にしておいて、講
義の主導権を握る必要がある。セミナーや現地専門家の講義がある場合
は、週末にしてほしい。金曜日も支障が少ない。
[西村] 金曜日の朝からセミナーをするのはどうか。
[Mr.Nguon Ratana] 午前中でも場合によっては可能。頻度によるかもしれな
い。
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2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

6 RSJP全体 教官候補生の活動実績（RSJP授業のア
シスタント実施、RAJP内の他校や他大学
での授業実施などにつき、氏名、日時、
内容など：2008年4月以降現在まで）を教
えてください。

[建元専門家] 2期生はまだアシスタント教官どころか、講義に同席すらしてい
ない。離れた任地の人が多いせいもある。

―

[西村] Mr. Seng Neangとしては、2-3期生が講義を見に来るのは大丈夫か？
[Mr. Seng Neang] 逆にオブザーバとして入られたら嬉しい。一緒にやろうと
誘っているくらいだ。一部講義もやってくれと誘っているのだが。

8 活動 1-8 RSJP全体 教官ミーティングの実施実績（日時、参加
者、内容など：2008年4月以降現在まで）
を教えてください。

[建元専門家］2008年6月（カリキュラム策定後）に第1回目を開催。2009年2
月に第2回目を開催し、カリキュラムを検討した。さらに、同年12月に第3回目
を実施し、ここでは今後作成すべき教材を選定した。

[西村]現行の教官ミーティングは、参加人数が多すぎるのではないか。
[森田専門家]当初は、シニアの教官も来ることを期待していた。
[建元専門家]教官7人のうち3人は一度も講義を持っていない。一方で、理事会
での承認を受けていない教官候補生は30時間も講義を持っている。名と実が乖
離している。本来は、理事会で承認をとって、実質的に教官をしている者が教官
になるべきだし、その人たちが教官ミーティングに来るべき。
[森田専門家]教官7人のうち4人はECCCの方が忙しく、RSJPの教育実施に協
力できていない。名と実を実態に合わせてスッキリさせるというのも、面子の問
題もあり難しい。
[西畑]外部条件にあがっているECCCの影響というものについては、それによっ
て教官候補生が教官をする機会が生まれたという怪我の功名があったというよ
うに考えている。
[森田専門家]プラスにとれば、外部条件が満たされたのに乗り越えたと言える
し、その外部条件がそもそも間違っていたとも言える。ECCCがプロジェクトに悪
影響を及ぼすのではないかという当時の危機感は理解できるが。カンボジアで
は、「ミーティング」と言った場合、伝統的に議論や情報共有の場ではなく、上か
ら下に伝達する場という意識がある。ミーティングも、教官候補生だけだったらう
まくいったかもしれない。ただ、今の校長は幸か不幸か専門知識の面で教官候
補生になめられているところもあり、逆に若手の意見を聞く。また、教官も、教官
候補生を認めているからこそ講義を任せていることもある。若手がシニアを教え
ることは許されない、という慣習もあったが、背に腹は代えられなくなって若手を
活用したら意外によくやったというように学校側からは受けとめられた。
[樋渡]教官候補生が、教官ミーティングの主体となっているのか。
[建元専門家]校長が招集し、司会をする。校長からカリキュラムを昨年からどこ
を変えたらいいかと質問する。そうすると、候補生から口々に、「昨年保全は時
間数が足りなかったが、実務では大事だ」、「督促手続きは全然勉強する機会な
いので1コマでも入れるべきだ」、「控訴上告も入れるべきだ」など意見が出る。
日本人専門家からは、民法の時間数を減らすという議論になった場合に、「大
学で民法をきちんと教育しているのならそれでもよいが（現状はそうではないの
だから、RSJPで民法教育をしっかりやる必要がある）」、と口を挟んだ。他には、
「控訴上告は重要ではあるが、高裁、最高裁に行くようなある程度シニアの人材
に必要な知識であるから、RSJPで教えなくてもよいのではないか。」といった意見

[西畑] あまり頻繁に実施していないようだが、理由はあるか。
[Mr. Seng Neang] 回数は学校側の問題なので何とも言えない。開催した時
の内容は、カリキュラムを決めて分担を決める。講義の中身は担当者に任さ
れる。もう少し学校で統一した教材を作るべきではないかと思う。
[西畑] 学校側として、教官にレジュメを提出してほしいとは言いにくいのか。
個々の教官の教育内容はどのようにして把握できるだろうか。
[Mr. Seng Neang] 学校の問題なので答えられない。他の教官がどういう風に
教えているか分からない。自分の場合は教えた内容は学校に提出している。

新規教育の講義の実績（日時、講師、参
加者、内容など：2008年4月以降現在ま
で）を教えてください。

[西畑] 民法と刑法の講義実績についてどのような割合になっているのか？
[森田専門家]民法：今年148.5←去年162、刑法：今年162←去年163.5
民法が減った理由は、試験が増えて演習が減ったため。
大した理由はないと思うがそうなっている。

[建元専門家]民法適用がまだ先になっている。もともと、民法がいつ適用されて
もいいように組み立てたカリキュラムである。したがって、民法適用が近づいた
からと言って民法の時間数を増やすものでもない。教官ミーティングでは、「民
法は大学で多く勉強しているため民訴法優先だ」という意見が多く出る。しかし、
我々日本側から見たところ民法が理解できているとは思えない。調べたところ、
大学では旧民法を中心に教えているということがわかってきた。近くカリキュラム
に関するミーティングがあると思うが、そこでまた民法の時間数を減らそうという
意見がでてくると思うが、こちらも材料を得たのでそういった意見はある程度抑
えられると思う。将来的には民法は大学でしっかり教育すべき、というのはわか
るが、今現在はそうはいかない。
[西村]仕事で直面しないから民法の講義がいらないと思っているのではない
か。
[建元専門家]事件を扱っていないからという点はあると思う。民法の理解度が
低いと言っていたという教官候補生のチャン＝シナは、1年前は、民法全体の時
間数を減らすべきだと言っていたのだが。最近になって、民法の重要性がわ
かったのだろうか。
[森田専門家]民訴について、交渉して当初与えられた時間数を増やした経緯が
ある。そのような背景があって、民法の時間数が足りないという意識があったの
かも。本当は不要かもしれないITや語学などにも相当の時間数が割り当てて
あって、フランス語を削るわけにはいかない事情があるとしても他の時間数を
削ったら捻出できるのかもしれない。
[西村]教官ミーティングはそろそろ開催されるのではないのか。
[建元専門家]今の時期には開催されるだろうと思っていたが、まだ開かれてい
ない。昨年はカリキュラムを策定しようと、RSJP自らが提案してきたが、今年は
未だである。
[森田専門家]経営陣だけの会議は頻繁に開いている様子。トップダウンで決め
ていくのが慣行なので、あまり多くの人は参加させないだろうが。ドナー会合に
ついても同様で、ドナーを一堂に集める方法はRAJPは好きではない。個別に協
議しようとする。しかしながら、CLEの割り当てを決めるために、必然的に年一回
は一堂に会している。学校側は、CLEと新規教育の峻別をし始めて来たが、ド
ナー側はその峻別ができていないところがある。
[西村専門家]私が参加したのは何回目だったか。
[建元専門家]今年度は3回目だったか。2008年6月が初回。カリキュラムがス
タートした後で、まず「教官ミーティングをする」ということを説明するため、要する
[磯井]フランスの支援は、刑事とフランス語か。
[森田専門家]主には刑法だが、RSJPについての経営全般を支援していた。カリキ

[西畑] 民法を教えることになったとしたら、自信のほどは？
[Mr.Nguon Vuthy] 自分自身はまだ講師としては無理がある。どうやって能力
を向上するかが課題。まず物権、各種契約、相続の3つをどう分担するかが
問題になる。
[西村] 教官ミーティングで教官候補生の希望等で決まる事だと思う。ただ民
法の時間は減らしてもいいという意見が出たようなので、当方としては民法の
重要性の理解が大丈夫かなという懸念はある。
[Mr.Nguon Vuthy] 日本人の講義で、物権と債務は教わった。理解度はまだ
不十分だと思うが、講義しろと言われればできるかもしれない。昨年の模擬
裁判では即時取得について講評した。
[Mr. Hout Heang] JICA-Netセミナーなどでの講義に参加した。初歩的な講義
だけなので学生に教えることは難しい。もう少し高度な講義を受けないと教え
られないのではないかと思う。分かっている範囲のことは教えられるが、深く
理解するのには無理があるのではないか。民訴等も細かいことになると教え
られない。自分がマニュアルを作った部分については教えられる。
[Mr.Kong Tarachhath] この学校を卒業した時点では民法はかなり知識が低
かった。学生時に教えられた民法は配布物もなく、聞いたことを書きとめるだ
けで、よく理解できなかった。JICA-Netセミナー等を通じて少しは理解できた
が、まだ教えるには不安がある。本邦研修は業務を離れて集中できるので良
かった。
[Mr.Nguon Ratana] 他の人と同意見。もし教えるのであれば、それぞれの条
文の起草した背景を聞けばわかる。しかし自分の視野が非常に狭いので、総
合的な問題を出された場合に対応できない。

9 活動 1-9～
1-10

RSJP全体
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2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

10 活動 1-10 RSJP全体 講義に参加している学生の理解度は順
調に向上していると思いますか？また、
理解度をどのように把握していますか？

[西畑]作ったマニュアルは、教材としてRSJPの講義で使っているのか。
[建元専門家]教材は、教官が手控えとして持って生徒に講義するという発想の教官が多い。プロジェクト
では生徒にも1部ずつ配ったが、そのこと自体に違和感があるというような反応を感じた。不動産仮差押
マニュアルや不動産強制執行マニュアルも、狭い分野であるが、一コマ授業がある。そのときにも、マ
ニュアルは教官が使って、生徒には特に使わせていなかった。講義をモニタリングしてないので全体的
にはわからないが。裁判官は、執務参考資料として参照しているようだ。
[森田専門家]実務で使えるようにという狙いがあるので、マニュアルという形式で作成している。
[建元専門家]教官候補生には、作成したマニュアル等の教材を直接配っている。全国の裁判官には、学
校を通して配っている。学校を通すと時間がかかるため、教官候補生が、同僚や上司の分を取り次いで
くることがある。ニーズはあるようであるが、欲しがっているからと言って実際に使っているかはわからな
い。まだできたばかりなので使う機会は少ないと思うが。
[西村]教官候補生は、講義レジュメを自分で作っているのか。
[建元専門家]自分で作っている。ある教官はパワーポイントで作っている。RSJPには１クラスしかないた
め、教官の間で統一する必要がないので、各自でばらばらに作成している。
[森田専門家]教官がレジュメを共有したがらないのは、ネタを出してしまうと話すことがなくなってしまうと
いう恐れもあるからだ。
[西村]学校が、教官からレジュメを集めるというのはどうか。
[森田専門家]学校側は、畏れ多くて教官にレジュメを提出してくださいとは言えない。プロジェクトでは、
以前に講義録をとって教官の間でシェアした。しかし、それを使って教材を作る時間がないので、モニタリ
ング用として使うのみだった。
[建元]現在であれば、レジュメを作っている教官・教官候補生も増えている。教官候補生であれば、学校
が提出するよう要望すれば、出すかもしれない。
[森田専門家]しかし現状で、教材を学校に蓄積して、それを教官候補生がシェアしたいかどうかという点
が問題だ。
[磯井]講義カリキュラムに穴があいて代理の人が教えるときはどうしているのか。
[建元専門家]講師の都合が悪くなったときに、本来予定されていた講義と同じ内容を別の人が代理で講
義をするということは今のところない。まずは、最低限教えることができる人について、十分な数の教官
候補生を育成しようとしている段階である。民法は教材がないので、 レジュメの共有・体系化をめざす段階
[西村]レジュメを集めて教材の叩き台にするのも難しい状況か。
[建元専門家]可能とは思うが、手間がかかって大変かもしれない。
[森田専門家]実際には、レベルも形式もバラバラである。
[建元専門家]英語に翻訳するくらいであればすぐに業者を使える。それでレベルを確認するぐらいはしても
[磯井]事案は国それぞれで難しいだろうが、講義の内容としての実体法の解説のレベルは分かるのでは
[森田専門家]どうだろう。教官とアシスタント教官で分担してやっていたら内容はバラバラだった、ということ
[建元専門家]]講義のモニタリングを今年やっていないので、雰囲気をつかむためにはやってみてもよいだ

[西畑] 学生の理解度はどのように把握しているか。
[Mr. Seng Neang] 他の教官も同じだが、試験で把握。科目ごとの試験。自分
の担当は消費貸借と強制執行。
[西畑] 一期生は民訴法だけを担当しているのか。民法は？
[Mr. Seng Neang] 両方。人による。カリキュラムに応じて決まる。分担は、年
度開始時に日本人専門家も入った協議で決めた。
[西畑] 学生の理解度として、民法と民訴法とで大きく違うという情報があった
が。
[Mr. Seng Neang] 個人的意見だが、実体法は非常に複雑。学校はどちらか
というと手続法を重視している。実体法は大学で学んできているから、という
ものだが、実際には、大学では新民法を学んでいない。だから時間を増やし
ているが、理解が進んでいない。
[西畑] 今年は民法の時間を減らしたのは、大学で学んでいるからという理由
なのか。
[Mr. Seng Neang] その議論には参加したが、ここで学ぶ人はまず現場に入る
わけなので、まず手続法が大事だと考えた。
[西畑] 民法と民訴法の優先度の折り合いをどうつけたらよいか。
[Mr. Seng Neang] 民法は、大学で確かに教えられている。しかし教えている
人の理解度が低い。法律家にならない人もいるので、大学ではその程度でい
いかもしれないが、RSJP卒業生は法律家になるのであるから、もっときちん
と教育すべきだと思う。
[Mr.Nguon Ratana] 大学で教えている先生は、経験豊富であっても民法の理
解度は低いと思う。勉強する機会が非常に少ない。実務上重要なので、重点
的に教えた方がよい。
[Mr.Kong Tarachhath] 大学で勉強していた人たちの中には、旧民法を勉強し
ている人もいた。だいぶ前に卒業した人もおり、全く新民法を勉強していない
人もいるので、教えなければならない。12月の模擬裁では、同じ記録でも結
論は異なっていた。これは民法の解釈が間違っていたと言うこと。証拠が同じ
であればほぼ同じ答えにならなければならない。もし解釈を間違えると、実務
では裁判官の責任となる。
[Mr. Hout Heang] 民訴法の理解度が進んでいるのは、既に適用されている
から一生懸命勉強しているということもある。民法は未適用なので必死に
なっていないということがあるかもしれない。現地セミナーでは緊急事態が発
生して、21名の予定だったのに10名しか参加しなかった場合もあった。

活動 3-1 RSJP全体 継続教育の実施における司法省との調
整。

― ― ―

11 活動 3-1 RSJP全体 継続教育の実施体制（講師、事務局員な
ど）を教えてください。また、何か体制上
の課題を感じていれば教えてください。

〔建元専門家〕実務に携わっている裁判官・検察官に対する教育としては、一
方的に講義をするのは適切でないと感じていたところ、Q＆Ａスタイルを導入
して欲しいという要望があったため、受講者からあらかじめ質問を募るという
方法を採用した。しかし、直前まで質問が集まらないなどの問題はあった。

― ―

12 活動 3-2 RSJP全体 継続教育の講義の実績（日時、講師、参
加者、内容など：2008年4月以降現在ま
で）を教えてください。

〔建元専門家〕継続教育のうち、学校では4日間を担当しており、そのうち保
全講義の1日を日本人専門家が担当した。現職裁判官のレベルを知る良い
機会であるからという理由もあって行ってきたが、今後日本人専門家が講義
をしないで「カ」国側に任せるという選択肢もあり得る。教官候補生も講義で
きるレベルにまで育っている。

[樋渡]CLEのQ&Aスタイルの導入と実施に際してどんな支援をしたか。
[建元専門家]2008年に参加者からアンケートを取った。実施の形式に
ついて、Q&Aスタイルがよいという答えが圧倒的に多かった。我々の
方でもCLEのあり方を考えた際に、一方的に講義をするだけでは、現
職裁判官に対してあるべき継続教育になっていないのではないかと考
えた。日本では、実務で生じた疑問点を持ち寄り、議論して解決を見
出すというようなスタイルを採っている。カンボジアでは、そこまでいか
なくても、もう少し実務に絡めて進めた方がいいのではないかと思って
いたため、アンケートの結果を好機として、学校側に水を向けた。
実施の段階でも、いきなりその場で質問を受けても答えられないので、
事前に質問を集めようということを提案した。まず各地の裁判所へレ
ターを出そう、ということは学校が提案したが、レターでは質問が集ま
らなかったため、各地の裁判所に散らばっている教官候補生に集めて
きてもらってはどうかといったアドバイスをした。なお、CLEのQ&A集は
ない。
教材にもいくつかパターンがあって、専門家が講義したものを教官候
補生がまとめたというものも幾つかある。このやり方については、前提
となる知識があればできるようになってきている。Q&A集のようなパ
ターンは、日本人専門家が作成している。とりまとめるだけなのでたい
したことはやっていないが、音頭を取れる人が必要である。教官候補
生のフート＝ヒエンなどは、質問に答えた回答シートをこれまでの分を
まとめて本にしたいと言ってきた。たまたまこちらで既に本にしていた
ので、そのときには任せられなかったが。
教官候補生にやってくれと言えば、とりまとめはやるかもしれない。し
かしQ&Aの場合は回答する人が必要である。教官候補生が答えられ
るものもあるが、中には非常に難しい質問もあって、私でも容易に答え
られない場合があり、日本の学者に聞いたりして作成した。

[西畑] 参加者の理解度はどのようなものだと思うか。
[Mr. Seng Neang] CLEについて、強制執行については自分が教えている。経
験としては、理論を教えるよりも事例にもとづいて教えた方がいい。その方が
相手も理解しやすい。教えた後で、参加者がそれぞれの裁判所で分からない
ところがあれば自分に電話してきたりもする。
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2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

成果 2-1 RSJP全体 今後必要と思われる教材は、どんなもの
がありますか。

［建元専門家］民事訴訟法については、知識をインプットすればマニュアルな
どを作成するノウハウは蓄積されている。但し、民法についてはマニュアル作
成という手法はなじまないため、どのような形態の教材を作成するかは今後
検討の余地がある。
[建元専門家]民法についての知識は必要であるが、理解していればそれほ
ど精緻な教材はなくてもいい。教え方も人それぞれ。シラバス程度があって、
重要事項を漏らさないようにすれば足りるのではないか。いわゆる教科書を
作成するとすると、全てを網羅しなければならないが、学校教育ではそれは
不要である。現在のカリキュラムはかなり大雑把にしか定められていないの
で、場合によっては抜けや漏れが生じないとも限らない。シラバスと対応した
教材といったものであれば、教える範囲の整理もしやすいだろう。

[建元専門家]実は、民法の教材はどういうものがいいかということが問
題だと考えている。司法省プロジェクトで教科書、逐条は作るが、教科
書ではない教材はどのようなものかと考えると、ケーススタディになる
と思う。マニュアルは、民法については想像できない。
[森田専門家]わかりやすいものを書けるということは、一番よくわかっ
ている人である。カンボジア側には、そこまで民法を理解している人は
いない。
[建元専門家]RSJPでも民訴、一審手続きは一通り教えることができて
いると思うが、民法はかなり厳しいのではないだろうか。
[磯井]シラバス程度のものを共有することがいいのではないか。それ
があれば、複数の講師が担当しても抜けや漏れがなく、知識がある人
は教えられるようになるのでは。
[建元専門家]知識は必要。知識がついていなければ、教材があっても
使えない。逆に、教官・教官候補生が民法を理解していれば、それほ
ど精緻な教材がなくてもよいと思う。シラバス程度があって、一単元を
漏らす、というようなことを防止すればよいのではないか。教材は、何
もなければ教えることが難しいため必要である。しかし、教材によっ
て、民法で教えるべき項目に漏れが無いようにするということを担保す
るのは違う。それはシラバスで抜け漏れを防げばいいのではないか。
債務という科目では、代理を教えているのか。代理については何を教
えているのか。そのレベルで言うと、いまのカリキュラムだけでは抜け
漏れがあるだろう。シラバスと対応した教材、という風にすれば教える
範囲の整理もしやすいのであろう。
[森田専門家]知識をインプットし、教材を作りだす、そしてシラバスで全
体感を整理する。そうすれば知識がある人が誰でも教えられるように
なるということか。
[西村]教える人が基本原則を知らない、ということは避けたい。
[磯井]優先順位が低いものも分かるようにしたい。教科書や逐条解説
は網羅的に作成するしかないが、教材を作る時は優先度の低いもの
は省略してしまうというのも手だろう。
[建元専門家]これまでの現地セミナーの民法に関するもののレジュメ
を集めれば、教材ができる程度にはなるかもしれない。

[Mr. Seng Neang] 1期生の時に比べて今は雲泥の差がある。かなり良くなっ
ている。セミナーで教えていなくても、人の部分を資料をもらってそれを参考
にして作っている。教材の作成方法に関しては、今までそれぞれの教官が自
分の教材を作っているが、急きょ交代で教える場合に統一がとれてない。グ
ループで作成するという形がいいように思う。ただ、経験豊富な日本人専門
家や教官は、対象によってどのレベルまで教えるべきか分かるが、我々には
それが分からない。
[西畑]我々も全体の整合性をとれた教材を作るにはどうしたらよいだろうとい
う議論をしていたところ。
[Mr. Seng Neang] おそらくそのような教材を作成する活動に、大学で教えて
いる教員も参加するとよい。それによって大学の卒業生のレベルもあがって
いきRSJPで教えなくてもよくなる。
[Mr. Seng Neang] ぜひ教官ミーティングの中で優先順位を決めていきたい。
[西村] 民訴分野で他に必要な教材はあるか？
[Mr. Hout Heang] 判決書の書き方、不服申立（３種類:執行異議、請求異議、
第三者異議。但しこれらは全て現在作成中）
[Mr.Nguon Ratana] 一番重要なのは執行手続における不服申立てだが、そ
れが終わったら不動産仮執行が必要と考える。
[西村] 民法は民訴法と違ってマニュアルというかたちの教材は作りにくい。
ケーススタディなど、どういう形態がいいか考えておいてほしい。

13 成果 2-3 RSJP全体 教官および教官候補生が教材作成にお
いて果たした役割は、どのように変わって
きましたか？

［建元専門家］教官ミーティングで自主的に必要な教材を選定できるように
なってきた。

―

[樋渡] 教材は実際に使われているか？評判を聞いたことがあるか？
[Mr.Nguon Vuthy] どれも結構使われている。使われ方は不十分で、最初か
ら最後まで読んでない。Ｑ＆Ａや第一審マニュアルは使われているが、直面
している問題の部分だけ読んで、分からなければすぐに担当者に聞いてしま
う。

14 プロ目 1 RSJP全体 授業実施およびカリキュラム作成におい
て、日本側の関与はどのように変わって
きましたか？

〔建元専門家〕2009年2月に行った教官ミーティングで、カリキュラムの策定を
行った。また、同年12月にも教官ミーティングを開いて、今後作成する教材を
決定した。開催については、まだこちらから持ちかけなければならない場合も
あるが、内容については教官候補生が主体となって議論している。日本人専
門家は、意見を求められた場合に助言する程度まで関与の度合いが下がっ
ている。なお、今フェーズでは、1度も日本人専門家が生徒に対して講義を
行ったことはなく、「カ」国側だけでカリキュラムを実施できている。

[樋渡]聞き取りによると、日本側がイニシアティブを取らずとも必要な内容が選
択され議論される割合が増えてきているということだが、①イニシアティブの変
化、②協議内容の適切性、③ノウハウの蓄積、についてどのように見ているか。
[建元専門家]模擬裁判については、 2008年はスケジュール案を専門家側で考
えたが、2009年は学校側が準備した内容にこちらはコメントをしただけである。
模擬裁判は、12月に実施すると決まっているので、この時期になると準備を開
始しないといけない、という意識は定着している。
[森田専門家]ノウハウかどうかはわからないが、専門家側に依存しなくなった、
というのはある。RSJPの授業に（教官が来られないために）穴が開いた場合に
も、日本人専門家の講義を依頼しなくなった。プロジェクト全般についても、他の
養成校についての支援要請をしなくなった。ことあるごとに、「将来専門家がいな
くなったときに備えて今しっかりやってくれ」というようなことを言ってくる。ノウハ
ウというのではないが、意識が変わってきた。
[樋渡専門家]教官確保の面については、どう考えているか。
[建元専門家]アシスタント教官制の導入で危機を脱した。そろそろ教官候補生2
期生をアシスタント教官として講義に参加させた方がいいのではないか、という
ことが学校側で協議されるべきではないかと思って様子を見ている。2008年の
CLEはシニア教官を使うことにこだわっていて、延期を繰り返した結果、教官候
補生を使うという手段を最終的にはとった。
[森田専門家]重要な意識改革はうまく行っていると思う。もともとノウハウがな
かったのではなく、人材や資金などの不足が大きな原因だったのかもしれない。
[樋渡]PDCA（plan-do-check-act）のサイクルがマネジメントのノウハウの基本
であるように、教官養成についても計画を作ってもらうというのはどうか。
[森田専門家]教官候補生というのは教官の不足を補うための中期的な問題解
決手段。今後、教官候補生を具体的にどう活用していくか、というのは学校側へ
聞いてみればよいと思うが。
[建元専門家]日本では教官候補生という制度はない。現職裁判官が司法研修
所に配置されても、法律の内容がわかっているから教えられる。カンボジアで
は、現職裁判官がそもそも新法の内容をわかっていないから教官候補生という
制度を設けた。プロジェクト期間限定の緊急避難的なものだった。ただ、学院長
としては35人よりもう少し増やしたいのかもしれない。それであれば、プロジェクト

―
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質
問
票
#

大分類 小分類 宛先 質問

2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

15 プロ目 1 RSJP全体 授業実施およびカリキュラム作成におい
て、引き続き必要と思われる日本側の関
与はどのようなものですか？

〔建元専門家〕学校側が自主的に議論をしているので、その点はこのままで
よいと考える。ただし、議論の内容が偏ったり、好ましくない方向へ向いたと
きは、注意を促すことはある。教材にも幾つかパターンがあり、WGで作ってい
るマニュアルは講義をして教官候補生が原稿を作り、これに手直しをする。
知識さえあれば作るノウハウはある。Q&Aについては、専門家が回答してお
り、とりまとめについては、音頭をとれる人が必要。また、回答できる人も必
要。なお、自分でQ&Aシートを製本したいと提案してきた教官候補生もいる。

― ―

16 プロ目 1 RSJP全体 講師としてのノウハウ（外部教官からのノ
ウハウ獲得等も含む）がRSJPに組織とし
て共有され、今後に継承されていく仕組
みは出来ていますか？

［建元専門家］2009年12月実施の模擬裁判では、教官候補生1期生2名がア
シスタントとして進行を担った。この2名の働きは、実質的には専任教官と同
視しうる程度であり、2007年、2008年から着実にノウハウが蓄積されつつあ
ると評価できる。

―

[西畑] 実際にどのように講義の準備をしているのか。
[Mr. Seng Neang] 教材については、一部は日本人専門家に助言を仰いで修
正したりする。専門家が使っていたレジュメ（民訴）は長すぎたので、参考にし
て、自分で作りなおした。理解が難しい部分もあるので、一部だけ抜き出して
教えている。
[Mr.Nguon Ratana] Mr. Sengと同意見。大学で勉強する機会は非常に低いと
思う。現場に出る前の教育として民事は重要なのでしっかり教えた方がよい
だろう。
[Mr.Kong Tarachhath] 他の二人と同意見。大学で勉強していた人達は旧民
法(政令第38号)を勉強していた人もいた。その人たちは新民法を全く勉強し
ていない。また、去年の模擬裁判の時に同じ証拠を出されたのに判決が違っ
た。それは民法の理解が違ったということ。証拠の不足で判決が違えば当事
者の責任だが、法文の解釈の違いで間違えたらそれは裁判官の責任。

17 プロ目 4 RSJP全体 教材作成において、日本側の関与はどの
ように変わってきましたか？

［建元専門家］どのような教材を作るかについては、教官ミーティングで検討
されるようになり、学校側が決定している。

―

[西畑] フェーズ１時は、専門家がトピックを決めていて、フェーズ２時に入って
からは、トピックは教官候補生が選んでいると聞いているがそうか。フェーズ
１時の、専門家発案のものと教官候補生発案のものとはどういう比率か？
[Mr. Seng Neang] 教官候補生は教材は作ってなかったと思う。よく覚えてい
ない。

18 プロ目 4 RSJP全体 教材作成において、引き続き必要と思わ
れる日本側の関与はどのようなものです
か？ ― ― ―

19 外部条
件

RSJP全体 人員体制、人員配置に関する外部条件
（クメール・ルージュ裁判、商事裁判の影
響を受けないこと、司法官職高等評議会
により人員配置の配慮がなされること、
裁判所からの提供があること）は充足さ
れていますか？

― ―

[西畑] 学校の活動に協力することについて、所属裁判所の捉え方は？
[Mr. Seng Neang] 自分のところは特に反応は無い。いつWG出席のために不
在となるかは認識されているが、そのことに対する反応は知らない。
[Mr.Kong Tarachhath] 裁判所長は何も言わない。むしろ好意的。ここで得た
知識は所属裁判所の同僚裁判官から聞かれて教えたりしている。
[Mr. Hout Heang] 自分の場合は、教官候補生1期生が所属裁判所の所長な
のでよくわかっている。
[Mr. Seng Neang] 全体として裁判所の所長から積極的に出してもらってい
る。裁判所の中の一人か二人は参加していた方が助かる。問題を解決でき
るし、日本人専門家に聞くこともできるから。

20 実施プ
ロセス

0-b-2 RSJP全体 当プロジェクトにおける日本側からの技
術移転の方法（マネジメント層との協議、
教官ミーティング、候補生WG、現地セミ
ナー、本邦研修、成果物へのコメント、助
言など）は、RSJP関係者の理解度、知
識、スキルを向上させる上でタイミングが
よく、また適切であると思われますか？

― ― ―
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質
問
票
#

大分類 小分類 宛先 質問

2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

21 実施プ
ロセス

0-b-3 RSJP全体 プロジェクト関係者同士（RSJP内、RSJP
とRAJPやその他上位機関、RSJPと日本
人専門家・JICA事務所など）のコミュニ
ケーションに問題はありませんか？

― ― ―

22 実施プ
ロセス

0-b-4 RSJP全体 現状の政府予算割り当てと、今後の見通
しについて教えてください。

― ― ―

25 有効性 RSJP全体 マネジメント層と日本人専門家との協議、
および教官ミーティングを開催したこと
は、学校運営方針の協議の場として機能
していますか？成果および今後の課題の
両面につき教えてください。

［建元専門家］2009年には、学校側の発案で教官ミーティングが開かれ、カリ
キュラムが策定された。今後、開催回数や検討事項を増やしていけば、専任
教官がいなくとも、学校教育に一貫性を持たせるような活動は可能となるは
ずである。その点では今後もまだ改善の余地がある。 ― ―

28 自立発
展性

5-2 RSJP全体 プロジェクト期間終了後にRSJPで民事教
育を自立的に実施していくための短期お
よび中長期計画は策定されていますか？ ― ― ―

自立発
展性

5-3 RSJP全体 他省庁との協力・調整について、現状の
課題認識および今後の対応案をお聞か
せください。

― ― ―
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質
問
票
#

大分類 小分類 宛先 質問

2/23日本人専門家 2/24　日本人専門家 2/24 教官候補生その3
2期生　Mr. Nguon Ratana　ングォン・ロタナー（プルサット州）
2期生　Mr. Hout Heang　フート・ヒエン（カンダル州）
2期生　Mr. Kong Tarachhath　コン・ダラチャート（コンポンチュナン州）
3期生　Mr. Nguon Vuthy　ングォン・ブティー（コンポンチャム州）
1期生　Mr. Seng Neang　セン・ニエン（プノンペン）

29 自立発
展性

5-3 RSJP全体 プロジェクト期間終了後も、プロジェクトに
関わった学校マネジメント層、教官、教官
候補生は引き続きRSJPの業務に従事す
る見通しですか？

―

[樋渡]MM本文の記載にある教官候補生について、「家庭・健康上の
理由、転勤等のリスクは排除できない」という箇所について、どう考え
るか。
[森田専門家]中間レビューで、対応案まで考えるべきかどうかは問題
だ。
[西畑]そういう実態・リスクがあるかどうかを学校側へ聞いておこうとは
思う。
[森田専門家]出席率だけを理由にすると、教官候補生から外したい
が、（出席率はよいため）外せない教官候補生が出てくる。
[建元専門家]3期生でWGに来ていない人がいることは、どこまでマネ
ジメント層がおさえているだろうか。
[森田専門家]教官候補生同士が話題にしているので、そのあたりから
情報が広がるかもしれない。
[西畑]そのあたりも、協議の際に学校側へ話を向けてみる。

[Mr. Seng Neang] 人材育成は大事だと思っているし、自分も好きだ。知識を
他の人に伝えられるだけでなく、教えることを通じて自分も学べる。

30 効率性 RSJP全体 司法省プロジェクト・弁護士会プロジェクト
との成果物（法令解説、教科書、マニュア
ル等）の共有の実績（成果物名称、時
期、用となど）およびプロセスについて教
えてください。

― ― ―

日本側が提供した書式を用いて、裁判所
内で勉強会が開かれたということです
が、詳細を教えてください。

― ― ―

他に何かあればご自由にご意見をくださ
い

[西畑] 金曜日にきてもらうときの日当は？
[森田専門家] WGは、どこから来るかに関わらず半日USD10を支給してい
る。講義の場合、アシスタントでも教官でも、USD15(政府からもUSD15負担)
をプロジェクトで負担。講義担当は、教官だけ、教官+教官候補生がアシスタ
ント、教官候補生だけ、というパターンがあるが、どの場合でもそれぞれに対
して満額支払う。この仕組みはRSJPでフランスが始めた。
ちなみに、教官候補生と教官が二人で講義するケースは減ってきている。教
官は理事会で承認された人（8人程度）だけ。しかしアシスタントでも、つまり
理事会を承認を受けていなくても実質は教官につかずに単独で講師をする
科目があったりする。
給与補てんは、ドナーにおしつけられて始めたものでもあるので、なくなった
らなくなったで、それでも動くだろう。

―

[磯井] 消費貸借について何を教えているか
[Mr. Seng Neang] 消費貸借の定義、成立要件、終了要件など。
[磯井] 強制執行でも、人でも、55人くらいを相手にこれまで教えた中で、みん
な、分かった、という感じか？
[Mr. Seng Neang] 実際にどうかはわからない。講義を聞いている聞き方と態
度などで判断する。変な質問をしてきたら、それは理解度不足を示している。
大体は理解していると思うが本当の所は何とも言えない。教える時に、教育
方法について誰も勉強していない。どういう風に教えるかというのは、自分が
教わった経験から考えている。新たな民法・民訴法は、分かりにくい用語がで
てきたりするので、学生がそれでつまづくと全体が理解できないので、分かり
やすい言葉に置き換えたりする。消費貸借：クメール語では食べるという単語
が中に入ったりしている。旧来は違う用語を使ってきた。用語がおかしいと
いって反発して受け入れられないという生徒もいるので、もう法律になってい
るから仕方がないと説得する。試験結果からは、かなり理解できているので
はないかと思う。
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議事録〈名大日本法教育研究センター〉 

 

１ 日時  平成 22年 2 月 17 日（水） 11 時 00 分～12時 00 分 

２ 訪問先 王立法科経済大学内名古屋大学日本法教育研究センター 

３ 面談者  

（１） 調査団側：西畑、樋渡  

（２） 相手側：宮島氏（特任講師）、永戸氏（講師） 

4 協議内容 

西畑 JICA プロジェクト、訪問趣旨の説明 

宮島 最近のカリキュラム：日本語と日本法が、1、2、年と 3、4年で別れるよう

な形だったが、日本法を勉強し始める前に背景知識が必要ではないかという

話になり、日本史と公民とを 2 年生のうちに始めるようになった。さらにそ

の全段階で、家族構成、考え方、会社や労働制度や最近の傾向など、「日本

事情」をやっている。その中で少し法律が絡むような内容にしてきている（こ

ういう事情だからこういう法がある、など）。 

日本史・公民の教科書は日本語だが、２年生でいきなり全てを読める日本語

力はまだついていないので、基本的な用語集などをレジュメにして配り、本

授業の前に日本語教師が、用語解説・質疑応答をしている。本授業の後には

また日本語教師がフォローをしている。 

西畑 部分的に、あるいはパートタイムで受講してついていけるようなカリキュラ

ムか？ 

宮島 前提となる日本語力によるが難しいと思う。 

宮島 カンボジアは、まだ 2年目までしか在学していないが、他の国の日本法セン

ターの卒業生は、電子辞書を使いながら日本語の文献はたいてい読めるよう

になっている。名古屋大に留学して戻って卒業した人間がいる（いまここで

講師をするようになっている）が、読むこともでき、大まかな研究計画書が

立てられるようになった。もちろんネイティブチェックが必要なところはあ

るが。 

宮島 入学に際しては選抜試験がある。 

第一段階は筆記。クメール語での論述（提示された問題に対する賛否とその

理由の表明）、人造言語による日本語への適性チェック、漢字認識テスト。

100 名くらいから 40 名に絞る。 

第二段階が面接で、そこから 20 名強に絞る。 

宮島 授業料は大学に修める以外には必要ない。教材は自費。 

西畑 なぜ 100 名も応募があるのか。 

宮島 時々聞いてみるが、何となく、可能なら留学したい、という感じ。個別には、

何かしら以前に日本と縁があったという人も少なくない。「自国の CC/CCP

が日本の支援でできているから、ここで学べば貢献できると思う」、という

発言もあった。 
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西畑 卒業後の進路についての学生の希望は？ 

宮島 多いのは法曹。しかし外資系や政治家という漠然とした目標を持つ人も多

い。しかしきちんと日本語ができるようになれば、カンボジアでは需要が多

いだろう。ここでは、プノンペン大学の日本語学科に匹敵するレベルの日本

語を習得させているので。 

西畑 司法省職員を目指す人はいるか？ 

宮島 いると思う。どうやってなれるかというのが具体的に分かっていないのだろ

う。あるいは多くのお金を積まないと行けないと感じているのでなれないの

ではないか、という心配もある。同時に、汚職に対する嫌悪感も持っている

ので、自分たちが就職する頃にはそのような面が減ってくる未来を期待して

いるという感じ。 

樋渡 英語は教えているのか？ 

宮島 法学部の授業で英語を教えていると思う。 

3、4 年生は、午前に法学部の授業、午後にこのセンター。1、2年生はその

反対の時間割。 

西畑 法学部の授業はどんな内容か？他の大学では、適用前なので民法については

旧法を教えていると聞いたが。また、教官は専任か。 

宮島 ここでも旧法を教えている。学生が逆に新法の準備状況を知っているので、

それを教官に質問して、先生の方が分からないと回答しているらしい。法学

部の先生は、専任も兼任もいるようだ。 

西畑 JICA プロジェクトとの双方の情報共有を深められればと考える。 

宮島 名古屋大学の日本法（英語コース）に文科省留学生として 2 人留学するのだ

が、「サバイバルジャパニーズ」というコースで、留学してすぐに使える日

本語を教えている。こういう授業なら毎日でもないので、日本語を手始めに

やる機会としては参加してもらってもいいかもしれない。留学合格が分かっ

てから、4 月～9 月の 5カ月間、週に 2-3 回。読み書きはできるようになる。

文科省の留学生がいる時に開講しているが、文科省留学生は毎年いるので、

毎年開講している。 

名大の英語コースは文科省費用、日本語コースは名大費用。本人負担はない。

西畑 「サバイバルジャパニーズ」にもし外部の人が参加するとしたらどのような

費用負担になるか。 

宮島 計算すればコストは出ると思うが。講師の追加負担がない形で開講すれば、

大きな費用はかからない。人がいなくて調達してくることになれば費用がか

かってくる。ウズベクでは、青年海外協力隊員等が入って共同運営していた。

宮島 中身としては、レストランで注文する場合など、生活で必要な日本語を教え

るという内容。教材はいろんな本から選んで作る。例えば、文献を日本語で

読めるようにという目的にすると、教える内容を現状から変える必要があ

る。彼らは名大での修士課程は英語で行われるので、そこまでのレベルの日

本語は必要がないため。 
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宮島 時間帯は夕方。しかし合格者の時間帯にあわせて調整している。 

西畑 週２、３回、５ヶ月の受講では、日本の大学院で日本語で日本法を学ぶため

の前提となる日本語能力を身につけるのは難しいか。 

宮島 かなり困難。 

 

以上 
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議事録〈EWMI(East-West Management Institute: USAID の事業を実施している NGO)〉 

 

１ 日時  平成 22年 2 月 18 日（木） 16 時 00 分～17時 00 分 

２ 訪問先  

３ 面談者  

（１） 調査団側：建元専門家、西畑、樋渡 

（２） 相手側： Mr. Rajah Shah (Deputy Chief of Party), Steven M. Austermiller (Legal 

Education Specialist), Peng Sokunthea (Legal Officer) 

通訳：なし 

4 協議内容 

西畑 （JICA の RSJP プロジェクトの説明） 

Mr. Shah EWMI は、USAID の委託を受けて、「権利と正義」アプローチで活動中。2013

年まで 10年間を実施期間としており、人権擁護から司法サービス（需要

サイドから供給サイドまで）まで非常に幅広くプロジェクトを展開してい

る。市民の人権意識向上や行動促進、法や関連規則の普及支援など司法機

関・制度が機能するための支援も実施している。市民社会レベルから司法

省や裁判所など政府レベルまで網羅的に対象としている。 

西畑 CCJAP と関連があるのか？ 

Mr. Shah 関連している。4 つのモデル裁判所を定めて活動中で、現在はそのうちカ

ンダル州だけがスタートしている。MOJ と計画検討中の状況である。 

 MOJ とはデータ収集・分析などに対する支援や、MOJ と裁判所が情報をシ

ェアして活用できるような、コンピュータシステムを含む支援を実施して

いる。これは、現状や今後の課題を MOJ が定量的に把握できることが必要

という発想から。 

 ロースクール、養成校などその他人材養成も含めて活動している。 

西畑 EWMI の組織機構について聞きたい。 

Mr. Shah NY 拠点の NGO。主に東欧の体制移行国への支援が中心だが、アジアでもカ

ンボジア等を重点的に支援しており、他にはアフリカでも活動中。法整備

支援以外に財政改革分野も対象。Management の改善を得意分野として、

開発協力を実施している。このプロジェクトは USAID がドナーとなってお

り、パートナーにはアメリカ弁護士会（ABA）も入っている。Steven 氏は

ABA から来ており、私も弁護士である。 

西畑 MOJ への支援では、PC や裁判所をつなぐ光ファイバーネットワーク等も提

供しているのか。 

Mr. Shah MOJ には 10 機のコンピュータとイントラネットワークを提供。地方裁判

所には提供しておらず、将来的には必要であるとは思うが、現在の計画に

は入っていない。まず、司法省の近代化が先と考えている。 

Mr. 

Austermiller 

インターネットがまだ高価な地域が多く、恒常的な維持費が問題となるの

で、当面は MOJ のイントラネット構築を中心に行う。 
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西畑 EWMI の弁護会支援は 2007 年に終了したと聞いたが。 

Mr. Shah 成功裏に終了したと言えるが、実際のところは弁護士会内のリーダーシッ

プに問題を抱えていて終了したのが実情である。つい最近（数日前）から、

トライアルとして非常に小規模の支援を再開した。弁護士養成校では、1

年間の課程修了後に、全員インターンシップを 1年間しなければならない

が、このプログラムでは、そのインターン先を提供する予定である。この

プログラムの結果を見て、今後の支援再開を検討するための材料にする予

定。 

西畑 最高裁や控訴裁への支援もあると聞いているが。 

Mr. Shah 実際には、それは裁判所をモニタリングする NGO などへの支援である。 

西畑 RAJP や RSJP への支援について詳細を聞かせてほしい。 

Mr. 

Austermiller 

新規教育：RSJP は、2 年の課程で毎年 55人が入学する。EWMI は、土地法

と倫理の教育実施に支援を行っている。 

CLE：学校側から各ドナーへの割り当て案が提示され、EWMI は毎年土地法

と倫理について担当している。 

RAJP 主催で昨年 2 月に、どのドナーが何をやるかを討議した。今年はま

だその会合案内が来ていない。講師を依頼するのには、時間がかかるため、

本来は今の時期にはもう実施しておくべきなのだが。 

建元専門家 毎年 5、6月に新規入学者が決まって調整し、結局 6、7、8 月から講義が

始められるという状況。 

Mr. 

Austermiller 

CLE については、講義後に参加した現職裁判官からフィードバックをもら

っているが、土地法が重要だから教えて欲しいという要望がある。新土地

法(2001 年成立)は複雑で分かりにくく、現場の裁判官には混乱があるの

で研修がかなり必要な状況。 

 RAJP は基本的な事務運営業務はしっかりできるが、教育の実施そのもの

をもっと能力強化する必要がある。すなわち、適正なカリキュラムを作っ

て実施するというところである。資金的なサポートも各ドナーがやってい

るので、教育の実施に集中し彼らが主導権を持ってやるべき。各ドナーは、

その上で適宜技術的なサポートをするべき。RAJP は、我々が見たところ

まだそこまでの段階に行っていない。 

 「全て新法がそこに準備されていて、そこから教育を開始する」という状

態だから、自分たちで教育を企画・実施できないのではないかと考えてい

る。私見では、RAJP が主導的に学校運営を行っていくためには、ドナー

からは財政的な支援をまとめて学校側へ行い、その使途・運用についてカ

国側へ一任するというやり方が、主体性を高めるためには有効だと思う。

西畑 学校側のオーナーシップが重要との問題意識は共有するが、財政支援方式

に参画するのは JICA としては、現状では難しい。 

Mr. 

Austermiller 

USAID も実は直接の資金援助はできないので、この構想を我々が推進する

のは難しい。本音で言えば、講師への謝金支払なども CP 機関の自主運営
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に移管していきたいが。 

西畑 先ほどフランスの支援窓口と会った際に、フランスの RAJP 支援は 2009 年

に終了したということだったが、学校運営資金の支援も終わったのか、何

か情報はあるか。 

Mr. 

Austermiller 

自分も、フランスの支援終了という話を聞いたときに運営資金の件が気に

なり関係者へ聞いたことがある。確認した情報ではないが、聞いたところ

によると、フランスは何年分かまとめて資金を RAJP 側へ残して去ってい

ったという話だ。 

Mr. Shah RAJP では資金は問題ではないはず。支援を要請してくるが、本当はなく

ても、副首相と近い関係にあると聞いているので、やっていけると思う。

私見ではあるが。 

西畑 ドナーからの財政的自立性について、重要であると認識している。 

Mr. Shah 同感だ。先ほどの運営に政治が絡むという話も、RAJP は国家機関なので、

そうなるのだろうと思う。 

建元 RSJPプロジェクトでは、終了までに35人の教官候補生を養成することで、

今後学校側が教育を自立的にやっていけると考えている。 

Mr. Shah 賛成。自立させるために非常によいアプローチだと思う。 

Ms. Peng 民事以外の、土地法やその他の分野では教官候補生の養成はまだまだこれ

からといった状況だと認識。 

Mr. 

Austermiller 

土地法の CLE は実務家（国土省の H.E.レベルの高官）が教えている。持

続性を鑑みた場合、若い人を教官として養成することを考えていきたい

が、学校は若い人が年輩の裁判官等に対して講義をすることを嫌うため、

学校側の承認を得るために、毎年 CLE の講師には国土省の高官に依頼して

いる。 

建元 RSJP プロジェクトでは若い教官候補生がCLEの RSJP 割り当て分の講義で

講師をやることができた。どうしても講師が確保できなかったので、学校

側としてはやむを得ず教官候補生にやらせたという経緯があったが、結果

的には成功し、受講者である年輩の裁判官からも異論は出なかった。確か

にその前までは、学校側は「若い教官候補生に CLE 講師は無理だ」と言っ

ていたが、この件以降は認識を変えつつある。 

Mr. 

Austermiller 

学校の意識が変わりつつあるというのは我々にもいいニュースである。 

西畑 ところで、土地法の講義を EWMI が担当するからには、世銀、フィンマッ

プ、GTZ などの土地法関連プロジェクトと関係があるのか。 

Mr. Shah そちらには、EWMI の別部門が関与している。土地法は、ADB、アメリカ国

務省と支援主体が変わってきた。 

西畑 なぜこの質問をしたかというと、EWMI が土地法と倫理を対象としている

理由が気になったからだ。 

Mr. Shah 人権擁護をやってきた結果、市民の人権と土地法との関連が強いことを認
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識して土地法を講義で担当することになった。倫理も、法曹のプロフェッ

ショナリズムを高めることが重要との認識から始まったもの。 

 

以上 
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議事録〈フランス支援窓口〉 

 

１ 日時  平成 22年 2 月 18 日（木） 15 時 00 分～15時 50 分 

２ 訪問先 フランス支援窓口 

３ 面談者  

（１） 調査団側：建元 RSJP プロジェクト専門家、西畑、樋渡 

（２） 相手側： Ms. Cindy Rince 

通訳：なし 

4 協議内容 

西畑 （RSJP プロジェクトの説明） 

Ms. Rince フランスのプロジェクトは 3 コンポーネントがあり、2002 年に開始し、2009

年 9 月に終了。 

1 つめ：司法官の養成支援で、RSJP が 2002 年にサブデクリーにより設立さ

れ、RAJP がその後設立された。RAJP 下には、他に書記官養成校、執行官養

成校（2010 年開講予定）、公証人養成校（2010 年開講予定）の３校がある。

RAJP への支援は、主に、RSJP の教員養成（刑事分野）を中心とし、良い成

果を生んだと評価している。 

2 つめ：警察学校の支援については、捜索の業務強化など刑事分野の支援を

行っている。 

3 つめ：対 MOJ 支援。仏人専門家（法律家）が MOJ と緊密に連携し、刑法、

刑事訴訟法の起草支援を行った。弁護士養成校との連携も一部あり。何年も

前には汚職防止法の起草支援をしていたが、その後草案が、カンボジア政府

内でどの段階にあるのかわからない（他のドナー達も一緒にやっていたのだ

が）。2 月以降常駐の仏人専門家はいない。自分は移行期間の窓口として 1

年間の契約で滞在中。今後新たなプロジェクトが始まるかどうかは知らな

い。本国では検討中かもしれないが。2009 年 9月に終了時評価があったの

で、それをもとに考えているのではないか。 

 弁護士会と弁護士養成校でも刑事分野で支援しているが、そちらでも特に今

後の支援の必要性は無いように見える。 

西畑 RAJP には、運営資金の支援もしていたと聞いているが、そちらも支援は終

了したのか。午前中に学校運営側と話した際には、フランスからの資金援助

が終了したというような話は出なかったが。 

Ms. Rince 自分は、1年契約で来ている。それ以前に、学校運営費の資金援助をしてい

るかどうかについて、よく知らない。 

西畑 王立法科経済大学にも支援を行っていると聞いているが。 

Ms. Rince 経済の修士課程及び法分野でフランス修士課程を支援している。フランス人

教師、カンボジア人教師がおり、フランス人教師はリヨン大学やリール大学

などから来ていてフランス本土と同じレベルの授業やテストをしているの

で、それを修了した場合はフランスの学位を取得できる。修士号は英語でも
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取れる。 

西畑 RAJP において、当初は 2009 年、現在では 2010 年度に開講予定と聞いてい

る公証人養成校にもフランスの支援が入るということだが。 

Ms. Rince 公証人養成校の設立も支援してきた。入試の実施に関する上位機関（RAJP

理事会か？）の承認を待っていると RAJP 学院長が言っていて、それで開講

が１年遅れたのだろう。フランス人公証人の調査団が来る予定だったが準備

だけしてまだ実施はできていない。調査団によると入試を待っている入学希

望者は多くいるので、後は承認の問題だけだと言っていた。 

西畑 Ms Rince は週に１回 RSJP のオフィスに来て、他は RULE にいるということ

だが、フランスの協力全体をマネジメントしている事務所はどこか。 

Ms. Rince 大使館の国際協力関係の部局が統括している。 

  

以上 
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議事録〈CCJAP(Cambodia Criminal Justice Assistance Project by AusAID)〉 

 

１ 日時  平成 22 年 2 月 26 日（金） 8 時 00 分～9 時 00 分 

２ 場所  司法省 2 階 JICA 会議室 

３ 面談者  

（１） 調査団側：坂野専門家、清原専門家、寺内専門家、亀井 JICA カンボジア事務

所員、ピラ同現地職員、森、西村、磯井、西畑、樋渡、和多田（法務省） 

（２） 相手側： Mr. Marcus Cox (Consultant, Agulhas)、 Mr. David Moore (Australian 

Team Leader、 CCJAP)、 Mr. Don Whinfield (Federal Agent、 Program analysis、 

International Deployment Group、 Australian Federal Police)、 Mr. Chor Siek Veng 

(Natinal Adviser、 Capacity Building and Aid Effectiveness、 CCJAP)、 Ms. Seng 

Sophea(M.A Literature、 Royal Academy of Cambodia / Interpreter)、 Mr. Kong 

Phallack (Managing Partner ) 

4 協議内容 

西畑 （メンバー紹介、JICA の法整備支援の説明） 

Mr. Cox プロジェクトの中間レビューをするために来訪した。 

Mr. Moore CCJAP は、AusAID が実施するプロジェクトで、以下の６つのコンポーネ

ントから成っている。①法・司法改革戦略の策定・実施支援（法・司法改

革評議会（CLJR）の能力強化）、②犯罪予防とコミュニティでの治安向上

（6 州）、③警察部門支援（科学的捜査・法廷や刑務所の設備改善など）、

④MOJ による裁判所（モデルコート）の運営改善、⑤刑務所の衛生、運

営改善、⑥小規模・中規模プロジェクト運営（青少年や社会的弱者にイン

パクトを与えるような警察、裁判所、刑務所に対する支援）。 

Mr. Cox 1997 年から切れ目なく支援を継続していて、現在はフェーズ３に入って

いる。CCJAP の特長は、法・司法改革プロセスに対して、ある特定の分

野に限るのではなく、総体的なアプローチを取っていることという点であ

る。 

 今日この面会では、刑事分野(CCJAP)と民事分野（JICA）の支援を比較す

ることができ、とても興味深い。 

西畑 フランスは、MOJ や RAJP/RSJP などに対する刑事分野のプロジェクトを

終了したと聞いている。刑事分野では、AusAID が残った唯一の主要ドナ

ーということか。 

Mr. Cox 以前は多くのドナーが入っていたが、この 10 年で多くのドナーが法整備

支援から離れていった。 

Mr. Chor Siek 

Veng 

モデルコート：モデルコートの成果を図るために、「裁判所のアクセシビ

リティ」、「運営の透明性」、「独立性」等 11 の基準と、それぞれの基準に

対する指標が設定されている。モデルコートは、事前の質問票調査により

４箇所（バンテアイミエンチャイ、カンダル、プノンペン、コンポンチャ

ム）が選定されており、設定された基準と指標を達成するために、それぞ
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れのコートが３ヵ年計画を策定し改善に取り組んでいるところである。モ

デルコートプロジェクトを実施するために、カンボジアの関係省庁の職

員、検察官、裁判官等から成るモデルコート・テクニカル・ワーキング・

グループ（TWG）を設置している。上位にはモデルコートの戦略計画を

策定するための、モデルコート・ハイレベル・ワーキング・グループ

（HLWG）がある。MOJ のソティアヴィ次官もこれらモデルコートの活

動に参加している。CCJAP と EWMI が活動計画を立て、財務省の予算策

定と連動している。 

Mr. Moore DANIDA もデンマークの NGO である DIHR（Danish Institute for Human 

Rights）を通じ、モデルコートプロジェクトを支援している。 

西畑 事前の質問票調査について、質問内容は一般的なものか、それとも刑事分

野に限ったものか。 

Mr. Kong 質問は 53 問あり、一般的な質問が多い。質問票を準備する段階では、法

制度整備プロジェクトの真鍋前専門家が民事分野について JICA から参加

していた。TWG は、スイ＝モン＝リアン CLJR 長官が議長を務め、カン

ボジアの関係省庁職員から構成されている。HLWG は意思決定機関であ

り、カンボジア人の議長と関係機関職員及びドナーから構成されている。

 モデルコートでは、①事件管理、②裁判所管理（人材、設備等）、③裁判

所運営強化の３つの分野に取り組んでいる。 

Mr. Cox モデルコートは、JICA のプロジェクトとの接点となる部分だと思う。モ

デルコートで取り組んでいるのは、裁判所のキャパシティ向上であり、現

在カンボジアでは民事・刑事の実体法と手続法の４つの基礎的な法案が準

備されている段階にある。モデルコートを接点として、民事・刑事両面に

おいて裁判所の組織改革を実現するタイミングだと考えられる。 

 われわれのプロジェクトにも、物理的な制限や手続き的な問題でできるこ

とに限りがある。MOJ がどれくらいこの複雑な手続きの導入を引っ張っ

ていけるかが今後の課題であるが、総合的なアプローチが必要である。 

清原専門家 以前は、裁判所から MOJ へくる質問への回答を日本人専門家に依存して

いたため、MOJ 職員の能力が向上していなかった。しかし、最近はあえ

て MOJ 職員に裁判所からの質問に答えさせるように努めている。もちろ

ん今でもまだ完全な回答を MOJ 職員がすることはできていないが、徐々

に民訴法の理解が深まっており、近い将来この点に関して日本からの支援

を得ずとも、MOJ 職員が単独で対応できるようになると考えている。モ

デルコートからも質問が出てくるであろうが、MOJ に回答させることに

なるだろう。それが MOJ 職員の能力向上につながる。 

Mr. Cox MOJ は、どのような仕組みで裁判官を教育しているのか。 

清原専門家 MOJ には明確な仕組みはなく、裁判官教育の計画もない。代わりに、MOJ

では行政官向けの普及活動を実施している。 

寺内専門家 2007 年から 2009 年にかけて、全国の裁判所に対して CCP セミナーをして
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おり、拡大しようとして財務省に予算を申請したが承認されなかった。理

由は、一つの新法に対し普及セミナーは 1 回でよいのではないかと判断さ

れたためである。RSJP の CLE では MOJ 職員が講師となって実施してい

る講義もある。普及セミナーは以前 JICA がロジを支援していたが現在は

MOJ が自ら企画・運営している。裁判所から寄せられる質問への回答は、

民事局が対応する部局となっているが、Q&A を体系的に行うことは担当

の高官が多忙のため、まだできていない。 

磯井 新任の裁判官や検察官の教育、継続教育は RSJP で実施している。また、

RSJP の教官候補生が全国の裁判所から質問を収集し、日本の支援で Q&A

集をまとめている。民訴法関連のマニュアルを作成し、配布してもいる。

Mr. Cox MOJ には多くの部局があり、連携するのが難しいと感じている。 

寺内専門家 立法は立法局が本来の担当部局だが、５～７名程度しか職員がいない。プ

ロジェクトにおいては、CC・CCP 関連法令を起草するために、部局をま

たがったメンバーによる起草班を作ったが、これは立法局の組織的キャパ

シティを考えると良い方法だったと考えている。 

Mr. Cox 日本の支援の中心は、起草だと理解した。法そのものの発展と運営能力の

強化との両方が必要であり、CCJAP と JICA の支援プロジェクトは良い補

完関係にあるようだ。新しい法や手続きの内容の理解とともに、実務の訓

練もキャパシティ向上には欠かせないと思う。 

西畑 モデルコートの選定について、具体的な基準はどのようなものか。 

Mr. Moore 人口規模等。４つのモデルコートは、地方部と都市部からそれぞれ選ばれ、

HLWG が最終的に選定した。なお、これら 4 つのモデルコート地域以外

でも、ワークショップなどは行っている。 

Mr. Kong 選定の基準にはさまざまなものがあり、例えば UNICEF は人身売買等が横

行する国境地帯を活動の対象地域としており、最終的にはカンボジア側の

妥協もあり、4 つのモデルコートが決まった。モデルコートプロジェクト

の報告書が、2010 年 4 月には英訳され Web 公開される予定であるため、

それで詳細は確認できる。 

 民事領域は日本をおいて他にドナーはいないので、将来協力してもらえる

とありがたい。我々には、民事分野について適切な実務での運用がなされ

ているかどうか判断することができないため。 

Mr. Cox RSJP の支援について、JICA は民法・民訴法分野の支援に限定しているの

か。学院に対する全般的な予算援助などはしていないのか。 

西畑 民事分野に限り、運営や教育実施に支援を行っている。RAJP 全体への運

営支援は、フランスが資金面・技術面で支援をしていたが、2009 年秋に

プロジェクトは終了したと聞いている。 

Mr. Cox MOJ 内での、組織的な縦割りの分業にはドナーは留意しなければならな

い。また、同じリソースを各プロジェクトで奪い合うことがないように、

戦略レベルで共通認識を持つ必要がある。 
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Mr. Kong MOJ 内の TWG メンバーが、日本人専門家に質問に来たことはないのか。

坂野専門家 当初は、JICA 専門家にも何度か声がかかり、私も個人的に会合に参加し

たが、残念ながら我々のプロジェクトのスコープ外であった。今後 MOJ

が関わる範囲で我々も協力できることがあると思う。 

寺内専門家 ソティアヴィ次官はモデルコートプロジェクトの目的について、判例の統

計化くらいにしか理解していない。 

Mr. Cox 指摘は、重要なポイントである。多くの組織と協働しているため、MOJ

を十分にプロジェクトに巻き込めていない点もあるだろう。 

以上 
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議事録〈カンボジア弁護士会表敬訪問〉 

 

１ 日時  平成 22 年 3 月 4 日（木） 9 時 00 分～10 時 00 分 

２ 訪問先  

３ 面談者  

（１） 日本側：（調査団）森、西村、磯井、西畑 

（通訳）スワイ 

       （プロジェクト）神木専門家 

（２） 相手側：チウ・ソンハ BAKC 会長、ソオン・ビサル BAKC 事務局長、イン・

バンチョン LTC 事務局長 

4 協議内容 

森 訪問趣旨説明。現状確認及び本年６月のプロジェクト終了に向けて、弁護

士への普及活動をどのように進めていくかについて意見交換をしたい。ま

ずは、懸案となっていた民事実務委員会の開催状況はどうか。 

会長 民事実務委員会の活動状況や、プロジェクト終了後の継続教育について、

我々の考えを説明したい。 

LTC LTC 校長に弁護士養成の計画策定を指示、予算面での計画、予算確保のた

めの手段について検討しているところ。作成した計画は BAKC の運営委員

会に提出したが、LTC に入学する学生に対する学費の金額が未定である。

特に BAKC では、会員弁護士の会費を上げて LTC の運営資金にまわすこと

は難しい状況。選択肢のひとつは、学生から学費を徴収することである。

おそらく、一人 2,500 ドル～3,000 ドルくらいになるため、貧しい学生は支

払いが難しい。BAKC は、現在の活動や弁護士の重要性を理解してもらう

ように各ドナーに向けて活動しているが、ドナーからの資金調達手段がで

きなかった場合、学生からの学費徴収しか選択肢はない。BAKC として大

きな課題であり、学費増額ができなければ LTC を閉鎖するしか手段がない。

CLE 継続教育について、弁護士に対する民法及び民訴法の教育は重要。BAKC

も、２つの法律をカンボジアで法律を運用するために、重要なものである

と考えている。継続教育に関して、日本から何らかの形で支援を継続して

もらいたい。BAKC の計画では、年間４回のセミナーを実施したい。私が

見たところ、裁判官、弁護士は、民法を未だ理解できていない。MOJ 関係

者や裁判官が、どのようにインタビューに回答したのかはわからないが、

弁護士の民法の理解度は、間違いなく低い。この２つの法律を最もよく使

うのは弁護士であり、弁護士の役割は重要である。よって、弁護士の能力

向上は、民事法の運用に貢献する。 

民事委

員会 

私の発案により、民事委員会を昨年初めに発足したが、会合はこれまで３

回しか開かれていない。現在委員会がスムーズに運営できていない理由は、

情報収集のため常任の事務局が一人必要であるのに、現状ではその予算が

なく雇用できていないからである。これまでの会合を運営しているのは、
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私自身で、いろいろな方面から情報を収集している。日本側から委員会活

動に対する手当てはあるが、給与補填の形ではない。委員会の活動が予定

どおり動いていないことは遺憾であるが、神木専門家が支援しているワー

キンググループは、順調に動いている。私の初期の予定では、両方の活動

が平行して進むはずであった。現在は BAKC の理事会メンバーに対し委員

会の運営に対して、協力を要請している。 

民事委員会の位置づけ、活動は非常に重要と認識している。委員会では、

次の３点について分析することを考えている。１．裁判所での執行が適切

に行われているか、２．裁判所で条文の解釈が正しく行われているか、３．

判決に関して、民事分野の確定判決に問題がないのか、を分析し、法・司

法改革評議会や司法官職高等評議会に報告したいと考えている。そして、

また BAKC の会報にも載せたいと考えている。 

刑事委員会の活動は上手くいっている。事務局に対して国境なき弁護士団

が給与補填をしているため、情報収集ができる。この委員会活動は、2010

年から２年間の実施予定である。 

森 人件費支援が、最大の課題という問題提起だったと理解したがそういう意

味か。 

会長 まず、民事委員会は人件費支援がなければ動かないと考える。LTC につい

ては、学生から学費を徴収する方法もある。民事委員会については、各地

での民法、民訴法の運用に違う解釈があれば情報提供してくれるように、

弁護士に自分から呼びかけている。各地で民法、民訴法の運用にどういう

傾向があるのか、各地の弁護士に知らせる必要があると考えているためで

ある。日本側は継続教育を重視しており、これまでセミナーを何度も実施

してくれたが、今後も年１回は法曹三者を対象とした継続教育セミナーを

合同で開催したい。そこでは、日本側は中立的な立場でどの解釈がよいの

か判断してほしい。 

森 ご提案については、RSJP と司法省プロジェクトがまだ２年間の期間がある

ので、JICA としても検討する余地がある。一方で、人件費については、カ

ンボジア全体としてドナーが直接人件費を補填することはできないという

ことに政府方針で最近なっており、JICA でも支援のやり方を再検討してい

るところである。そもそもの前提として、直接の人件費補填については、

JICA は支援できない。それ以外のところ、例えば技術移転で何かできない

か検討していきたい。 

会長 給与補填ではなく、成果報酬という形で支援をお願いしたい。ところで、

人件費については、民間も含まれるのか。 

森 詳細は確認したいが、ドナーの立場からすると、C/P に人件費補填するとい

うことは、民間であれ同じことになるのではないか。 

会長 今後の計画が知りたい。いつ頃を目処に計画を立ててくれるのか。 

森 JICA の技術協力は、仕組みを作ることである。一般的な例えで言うと、JICA
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は魚はあげないけれども、魚を釣る方法を教える。すなわち、プロジェク

トが終了した後も、プロジェクトを通じて培った技術、仕組みを継続して

いけるようになる、自立的に運営できるようになることが目的である。継

続教育についても、最も重要なことは、それができる講師を養成すること。

BAKC でもそういう活動をしてきたのかが重要である。民事教育は幅が広

いので、プロジェクト期間だけでは全てはできないだろうが、講師の確保・

育成は引き続き必要。同様の課題は、RSJP でも抱えており、RSJP では教官

候補生の育成に注力している。同時に、MOJ は広く一般に法律を普及する

役割があるため、同様に講師となる省内人材を育成している。３つのプロ

ジェクトで養成されたこれら講師を共有し活用していくことが重要であ

る。仕組みづくりに目を向けると、RSJP ではすでにできている。だからこ

そ、RSJP と上手く連携していくほうがよいのではないかというアイデアが

ある。RAJP 学院長からも、教官候補生の共有などの提案があった。 

会長 RSJP と LTC は状況が違う。RSJP の教官・教官候補生は公務員で指示があ

る程度可能。弁護士を講師として養成しても、彼らが忙しいときに来られ

ないとなると一番困る。BAKC でも教官となる人材養成については、重要

性は認識している。RSJP の教官候補生の力を借りなければならないことも

あるかもしれない。 

森 弁護士に対する継続教育の必要性は認識しているので、現行のほかの JICA 

プロジェクトの枠組みの中でやっていけるような方策を検討したい。 

会長 民事委員会の役割は重要であり、多くの国民に民事とは何かを発信してい

きたいと考えている。BAKC は弁護士の会費だけでは事務経費にあてるだ

けで精一杯で、いろいろな仕組みを作っても予算面で上手く動かせないこ

とが予想される。日本で６月に森団長と会ったときにも言ったが、「車があ

って運転手もいるが、ガソリンがなければただの玩具になってしまう」と

いうことだ。皆さんからは、弁護士会の会費を値上げしないのかという質

問があるが、弁護士の仕事はカンボジアではまだ限定的であるから、難し

い。私は会長になって、組織を改革し、弁護士倫理を高めていきたかった。

継続教育は弁護士の能力を向上させるために重要であるが、予算的な制約

は大きい。弁護士の倫理についても継続教育で教えなければならない、ま

たもし反汚職法が成立した場合、弁護士会規則を改正しないと、多くの弁

護士は法律に違反してしまう可能性が高い。委員会活動の経費を私が個人

的に経費を負担しているケースもあるが、それについても一部の BAKC メ

ンバーから批判があった。自分としては、何らか貢献していきたいと考え

ている。 

通常の仕事をする予算も足りないため、いろいろな機関に支援を依頼し

ている。例えば、弁護士に対する情報発信は BAKC の HP を制作し、いろ

いろな書式の情報も掲載しており、現場の弁護士からかなり好評を得てい

る。また、今まで BAKC には活動計画がなかったが、今は２ヵ年計画を策
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定しており、これをもとに支援してくれるドナーを探したいと考えている。

計画がなければ具体的にドナーに話をしても、聞いてもらえないため、我々

は計画を策定し、予算計画を立てようと考えている。カンボジアでは、ま

だ民法、民訴法の理解度は低いため、ぜひとも今後とも継続教育への支援

をお願いしたい。 

森 重要性は理解しているし、日弁連も懸念を持っている。 

西畑 BAKC の会費は月額 10 ドルで、弁護士業をしていない人は 5 ドルと聞いて

いる。また、LTC の入学金を一人あたり 500 ドル徴収し始めていると聞い

ているが、その徴収状況と使途はどうなっているか。 

会長 会費は、70％程度の人から徴収している。それ以外の人は何ヶ月も払って

いない、３年以上払っていない人もいる。一部は収入がなく払っていない

人もいるが、資力があるのに払っていない人もいる。このような人に対し

ては、督促しているがなかなか上手くいかない。HP を作ったり、書式集を

CD で配布したりとサービス向上に努めている。弁護士会の規則では会費未

納に対する罰則規定があるが、実施していない。BAKC の委員会で、彼ら

への処遇を検討中。実情は、会費の収入は 5,000 ドル、支出は 7,000 ドル。

赤字が 2,000 ドル程度。会費の罰則を適用するのであれば、毎月 30 人くら

い対象になる。払っていないのは、年配の資力のない弁護士が多いので、

悩ましいところ。未払いの原因の分析が必要と考えている。一部の意見で

は、経験年数に応じて会費を決めたらどうかという提案があったが、経験

年数と収入は比例していない場合がある。 

LTC への入学金は、全員徴収しており、事務経費の不足分をそこから補

填している。 

 最後に、ぜひお願いしたいことがある。民法適用法ができているのに、

まだ全く審議されていない。現在は、民訴法しかまだ適用されていないが、

民法も早く適用されることが必要である。例えば、遺産関係は民訴で何度

も出てくるが、裁判所は現状ではどういう判断をするのか私もよくわから

ない。 

以上 
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